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―ニア・イズ・ベターのさらなる徹底―（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 
 

柱１-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり        

元年度目標の達成状況 

目標①「身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割合」 

29 年度目標 

30.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
37.0% 
40.0% 33.2% 未達成 

都島区 
42.0% 
47.0% 40.5% 未達成 

福島区 
48.0% 
51.0% 40.9% 未達成 

此花区 
47.0% 
50.0% 45.2% 未達成 

中央区 
38.0% 
40.0% 31.1% 未達成 

西区 
38.0% 
41.0% 36.3% 未達成 

港区 
52.0% 
55.0% 48.4% 未達成 

大正区 
49.2% 
51.7% 50.8% 未達成 

天王寺区 
45.0% 
46.0% 42.9% 未達成 

浪速区 
36.0% 
39.0% 29.4% 未達成 

西淀川区 
50.0% 
55.0% 49.3% 未達成 

淀川区 
45.0% 
48.0% 44.4% 未達成 
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29 年度目標 

30.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東淀川区 
50.0% 
53.0% 47.4% 未達成 

東成区 
53.6% 
56.6% 48.4% 未達成 

生野区 
53.0% 
56.0% 48.3% 未達成 

旭区 
54.0% 
56.0% 48.5% 未達成 

城東区 
52.0% 
55.0% 46.5% 未達成 

鶴見区 
55.0% 
57.0% 48.1% 未達成 

阿倍野区 
50.0% 
51.8% 45.2% 未達成 

住之江区 
48.0% 
51.0% 41.1% 未達成 

住吉区 
50.0% 
55.0% 47.7% 未達成 

東住吉区 
51.8% 
54.8% 51.5% 未達成 

平野区 
48.2% 
50.2% 44.8% 未達成 

西成区 
49.0% 
51.0% 41.2% 未達成 
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元年度取組の実施状況 

取組①「人と人とのつながりづくりのための取組への支援」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防
災の基本ルール作り等により、居住者間や地
域とのつながりづくりを支援する。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンショ
ン管理業協会と連携を図りながら、マンショ
ン住民に向けて、広く情報発信することで地
域活動等への参加参画を促進する。 

・区民カーニバル等のイベントの運営におい
て、より広く多くの区民に参加してもらえる
ように、魅力的なプログラムや広報に工夫を
凝らす。 

・マンション住民を対象にした防災講座（31 件）や、防災の基
本ルール作り（４件）等により、居住者間や地域とのつなが
りづくりを支援した。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション管理業協会と
連携を図りながら、マンション住民に向けて、地域イベント
等の情報を発信し、地域活動等への参加参画を促進した。 

・区民カーニバルのプログラムに「パン＆スイーツホリデーマ
ーケット」を盛り込むとともに、元年度から新たに、郵便局
や造幣局をはじめ、北区の企業や団体のイベントブースを設
置し広報活動を行うなど、より多くの区民に参加してもらえ
るよう、プログラムに工夫を凝らした。 

都
島
区 

・防災訓練をはじめ、区の各事業でつながりの
大切さを啓発する。 

・区民まつりなどにおいて、若い世代に、つな
がりづくりの大切さを感じていただけるよ
うな場を提供する。 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示板など
様々なツールで、メディアミックスの手法を
取り入れるなど、効果的な情報発信に取り組
む。 

・地域活動協議会が行う活動の紹介（Facebook59 回）のほか、
地域イベント等の情報発信を行った。（広報誌４～３月、
Facebook35 回、Twitter15 件） 

・区民まつり・成人の日のつどいの実施（９、１月） 
・まちづくりセンターが行うつながりづくりや交流のためのイ
ベント開催（２件） 

・防災出前講座の実施（14 種、計 45 回） 
・地域活動チラシを転入者に配付した。 

福
島
区 

・防災や福祉といった身近な課題をきっかけ
に、日常から顔見知りになりつながっている
ことの重要性を認識してもらえるような事
業を展開する。 

・自主防災組織による避難所開設訓練や地域
防災計画策定支援、中学生被災地訪問事業な
ど、地域力の強化による防災・減災・安全対
策の推進 

・地域福祉コーディネーターの設置など「福島
区地域福祉ビジョン」の取組 

・広報紙を活用した地域活動協議会のＰＲ（年
２回以上）など、地域活動協議会の自律的な
活動の促進 

・町会（第一層）加入促進チラシの配布をはじ
めとした自治会・町内会単位のいわゆる「第
一層」の活動への支援など、継続可能な地域
活動の実現 

・中学生被災地訪問事業について、７月に岩手県を訪問した。
区民等を対象とした報告会を 12 月に実施し、地域のつなが
り促進につなげた。 

・避難所開設訓練については、海老江西、上福島、野田、吉野
地域に対してワークショップを開催し、自主防災組織メンバ
ーの再編と役割分担の確認などを行なったうえで、訓練を実
施した。 

・地域防災計画については、吉野、大開地域の地域防災計画を
策定した。また、新家地域に対しては、計画策定に向けた支
援を実施した。 

・地域福祉コーディネーターを区内 10 地域に配置した。 
・ふくしま暮らし支え合いシステムの実施による助け合いので
きる体制を整備した。 

・広報紙を活用した地域活動協議会のＰＲ（９、11 月）を実施
した。 

・地域活動協議会のＰＲのため、区役所１階待合ロビーに地域
活動協議会広報専用のラックを設置し、各地域独自のチラシ
や盆踊り・区民まつりなど地域に馴染みのある事業のチラシ
を作成し配架した。 

・区役所１階待合ロビーのモニターで地域に馴染みのある事業
として盆踊りなどを紹介した。 

・引き続き、転入者に対し、くらしの便利帳に町会加入促進チ
ラシを挟んで配布し、加入促進を図った。また、大規模の新
築マンション住民に対して、転入手続き関係書類とともにチ
ラシを配布し町会加入の促進を図った。 

・町会加入促進のため、ホームページの内容を充実させた（８
月）。また、広報紙でも町会の活動などを分かりやすく情報提
供し、町会加入促進を図った。（２月） 

・地域住民や飲食店と協働した美化活動を実施し、つながりづ
くりを通じて安心安全をテーマとしたイベント「ふくしまて
んこもり 2019」を開催した。 

此
花
区 

・区民まつり等コミュニティ育成事業などで
地域のつながりづくりが必要だと感じてい
ただけるような情報を発信していく。 

・地域担当を通じて、町内会議や行事等におい

・区広報紙を活用して、コミュニティ育成事業の実施に向けた
ＰＲやボランティア募集を行うとともに、事業を実施しなが
ら機会あるごとにチラシやポスター、ＳＮＳ等でつながりづ
くりの必要性について情報発信を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

て地域との関係を築き、個々の相談等にも対
応していく。 

・地域担当職員が積極的に町内会議や行事に参加し、地域との
関係を築くとともに、様々な問題・課題の共有化を図った。 

・区広報紙において地域活動の紹介を行うなど町内会への加入
促進に向けて情報発信を行った。 

中
央
区 

・地域活動に参加していない住民に対する参
加促進の取組を強化する。 
啓発チラシの配布機会を増やす。 
啓発チラシ多言語化を行う。 

・広報紙において各地域活動協議会について
取材を行い、全地域活動協議会を紹介する。
その記事内容を活用し情報発信を行う。 

・広報紙による地域情報の発信を強化し地域
活動への参加を呼びかける。 

・地域活動への参加啓発チラシについて内容を見直し、区窓口
において配架のほか、区民まつりや防災訓練等で配布し啓発
の機会を増やした。 

・各地域活動協議会への取材をもとに全 20 地域活動協議会の
紹介記事を広報紙・ホームページに掲載した。 

 

西
区 

・マンションに出向き、民生委員・主任児童委
員などの地域子育て支援サークル関係者の
協力を得て、マンションに居住する親子が集
う「にっしー広場」を引き続き開催（年間 12
回以上）することに加え、公園において「に
っしー広場（公園版）」（年間３回）を開催す
る。 

・子育て支援情報や地域での様々な取組を紹
介する場を創出し、マンション住民を地域の
活動につなげる支援を行う。 

・マンションの特性に応じた防災対策の講座
（年間５回以上）や訓練を実施し、マンショ
ン住民同士の交流の機会を作り、隣近所のコ
ミュニティづくりを支援する。 

・マンション内の自主防災組織を形成するた
めの支援を行うとともに、地域との交流の機
会を作り、地域とのコミュニティづくりを支
援する。 

・介護予防とコミュニティづくりを同時に実
現する「いきいき百歳体操」の普及を支援す
る。 

・地域支援サークル関係者の協力を得て「にっしー広場」を 19
回、「にっしー広場（公園版）」を３回開催し、あいさつを交
わしたり子育て相談のできる身近な仲間づくりを支援した。 

・また子育て支援情報や地域での取組を参加者に積極的に紹介
し、マンション住民を地域につなげる支援を行った。 

・それぞれのマンションニーズに応じた防災出前講座（７回）
や防災訓練（３回）を実施し、マンションごとの防災力の向
上を図るとともに、自主防災組織の形成や平時からの地域と
のコミュニティづくりの重要性について周知・啓発を行っ
た。 

・「いきいき百歳体操」実施に向けた説明を７か所で実施し、そ
のうち１か所では体験実施を経て新たに事業実施につなが
った。また２年度において体験実施を２か所で予定してい
る。 

 

港
区 

・防災訓練などの機会を捉えて共助、近助の重
要性について啓発を行う。 

・多様な世代につながりづくりの大切さと地
域活動に興味を持ってもらえるよう広報紙
やＳＮＳを活用して情報発信を行う。 

・地域のつながりの基礎となる町会への加入
促進について、広報紙やＳＮＳを活用して情
報発信を行う。 

・防災学習会や広報みなと（８月特集号）や避難所開設訓練の
場において、共助、近助の重要性について啓発した。 

・ふれあい喫茶や食事サービス、子育てサロンなど地域でのつ
ながりづくりの場への参加について Twitter、Facebook を通
じて情報発信した。 

・広報みなと（５月号）やホームページで町会加入案内につい
て掲載するとともに区転入者へ町会加入案内チラシを配布
した。 

・町会加入に関する来庁者の問合せに対して説明を行い、町会
加入案内チラシを配布した。 

・町会加入案内チラシについて、要望があった地域に対してデ
ータやチラシを配布した。 

大
正
区 

・地域コミュニティの充実に向け、各地域の幅
広い自主的な活動に対する支援を行うため、
地域活動協議会補助金制度を創設する。 

・区長認定を受けた各地域まちづくり実行委
員会が防災訓練や要援護者見守り活動など
を通じ、地域カルテを活用しながら「自助・
互助・共助」の取組を支援する。 

・区とまちづくりセンターが連携し、補助金の
適切な執行にかかる支援を行う。 

・地域活動の活性化や地域コミュニティの充実を目的とした地
域活動協議会補助金制度を創設し、４月に交付決定を行っ
た。 

・各地域が実施した防災訓練を支援した。また要援護者支援シ
ステムにかかる説明会を順次開催し、地域カルテも活用しな
がら「自助・互助・共助」の取組にかかる支援を行った。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会、補助金説明会等を通
じて、区とまちづくりセンターが連携し、補助金の適切な執
行にかかる会計支援･開かれた組織運営の支援を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

天
王
寺
区 

・広報板を活用し、地域の人と人がふれあう活
動紹介を通して、身近な地域でのつながりの
大切さを伝える。年３回 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活
動を紹介する。 10 回 

・つながりづくりの大切さや地域の身近な自
治組織の町会加入を呼びかける広報を行う。 
１回以上 

・避難行動要支援者名簿に登載されている要
援護者に対して、地域における平時の見守り
と災害時の避難支援への備えを強化する。 

・区職員が地域に出向き、健康に関する出前講
座を実施する。 

・参加体験型の講座やイベント開催時の即席
講座等、区役所が積極的に地域に出向く「出
前講座」を実施する。出前講座では、東日本
大震災、熊本地震における被災地の状況も伝
えることとし、災害対策の意識の向上に取り
組む。 
出前講座等の実施 12 回以上 
個々のマンションへ啓発ポスターの掲出依
頼 100 か所以上 

・天王寺区はマンション等の集合住宅が非常
に多いという区域特性があることから、専門
性をもつ人材の配置により、個々のマンショ
ンにおいて自主防災組織の構築など防災力
向上を図る取組をスピード感をもって進め
る。 
マンション防災学習会の開催 １回 
個々のマンションへの個別支援 15 件以上 

・広報板を活用し、地域の人と人がふれあう活動紹介を通して、
身近な地域でのつながりの大切さを伝えた。（７、10、１月 
３回実施） 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活動を紹介した。(４
～３月 12 回実施) 

・つながりづくりの大切さや地域の身近な自治組織の町会加入
を呼びかける広報を行った。(４、７月 ２回実施) 

・各種地域活動を実施している地域活動協議会の紹介と町会加
入を呼びかけるチラシを、ポスティング同意の概ね３年以内
建築の分譲マンション 18 棟に周知チラシを投函した。（１
月） 

・30 年度に同意確認・整備を行った避難行動要支援者名簿を各
地域、民生委員等に提供し、事業説明を行った。また、元年
度の名簿整備にあたり、地域へ事業内容の周知など協力依頼
を行うとともに、避難行動要支援対象者に案内と同意確認書
を送った。 

・健康の保持増進に取り組む機会を確保するため、健康に関す
る出前講座を実施した。（25 回開催） 

・防災出前講座を実施し、区民に対して災害対策を呼びかける
とともに防災意識の啓発を図った。(出前講座 28 回、個々の
マンションへの啓発ポスターの掲出依頼 106 か所) 

・マンション防災を推進する専門職員を配置して、個々のマン
ションにおいて出前講座を実施し、自主防災組織構築に向け
た取組を進めた。(マンション防災学習会については３月に開
催する予定であったところ、新型コロナウイルス感染症対策
として開催を延期したため、当初の予定どおりには実施でき
なかった。個々のマンションへの支援実績 30 件) 

 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・報
告を、広報紙・ホームページ・ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）や市民活動総合ポー
タルサイト（以下「ポータルサイト」という。）
といったＩＣＴツール等様々な広報媒体を
用いて、広く周知し、つながりの端緒、機会
を広げる。 

・転入届出時に、住民情報窓口において、地域
活動協議会の趣旨や目的、また町会への加入
を促進する案内パンフレットを交付し、地縁
による団体やグループへの加入促進につな
げる。 

・転入時に訪れる住民情報待合フロアに地域
活動協議会コーナーを設置し、待合呼出しモ
ニターにて地域活動協議会加入を促進する
広告映像を放映する。 

・地域に応じた見守り活動を、新たに３地域以
上で開始する。 

・ネットワーク強化事業と連携して、引きこも
りがちな住民の状況を把握する。 

・地域福祉コーディネーターの活動等から、行
政が福祉課題を把握できるよう、区社協と協
力して取り組む。 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・報告を、広報紙・
ホームページ・ＳＮＳ（Twitter・Facebook）やポータルサ
イトといったＩＣＴツール等様々な広報媒体を用いて、広く
周知し、つながりの端緒、機会を広げた。 

・転入届出時に、住民情報窓口において、地域活動協議会の趣
旨や目的、また町会への加入を促進する案内パンフレットを
交付し、地縁による団体やグループへの加入促進につなげ
た。 

・転入時に訪れる住民情報待合フロアに地域活動協議会コーナ
ーを設置し、待合呼出しモニターにて地域活動協議会加入を
促進する広告映像を放映した。 

・地域見守り会議を今年度、新たに６地域で開催し見守り活動
を開始できた。 

・見守り名簿への登録同意を通じてネットワーク強化事業との
連携を図り、住民状況の把握を進めた。 

・区社協主催のコーディネーター（サポーター）連絡会におい
て、地域課題の把握に努めた。 

 

西
淀
川
区 

・若い世代をはじめ多くの人に、つながりづく
りの大切さと興味を持ってもらえるよう、広
報紙やＳＮＳ等において事例の共有や取組
の情報発信を行うほか、より効果的な情報発
信を行う。 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町内会

・若い世代をはじめ多くの人に、つながりづくりの大切さと興
味を持ってもらえるよう、広報紙やＳＮＳ等において事例の
共有や取組の情報発信を行うとともに、４地域において活動
状況を報告したパンフレットを全戸配布するなど効果的な
情報発信を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

への加入を促進するため、転入者に対してチ
ラシ等の配布を行う。 

・短時間や短期間だけ活動に参加できるなど、
誰もが気軽に活動に参加できるための仕組
みや工夫に関する情報を提供する。 

・各種団体で構成する実行委員会等を組織し
て区民まつりや駅伝大会等を開催し、スタッ
フや参加者が絆を深めることで地域コミュ
ニティの活性化を推進する。 

・区民ゲートボール大会や区民バレーボール
大会等を開催し、区民の健康増進や区民同士
のコミュニティの活性化を推進する。 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町内会への加入を促進
するため、転入者に対してチラシ等の配布を行った。 

・誰もが気軽に活動に参加できる取組として、「企業、商店、Ｎ
ＰＯなど各団体や活動者たちが集まり、情報交換やマッチン
グを図る異業種交流会」（以下「MAIDO にしよど」という。）
を開催（６月）において、本人の意向に基づき活躍できる場
について検討し、「矢倉で乗っちゃえ！気球フェス」のイベン
トを計画したが、新型コロナウイルスの感染症の影響により
中止となった。 

・区民まつり（９月）を開催（区民駅伝大会については雨天中
止）し、スタッフや参加者の絆を深め、地域コミュニティの
活性化を推進した。 

・区民ゲートボール大会等を開催し、区民の健康増進や区民同
士のコミュニティの活性化を推進した。なお、区民バレーボ
ール大会については、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め中止した。 

淀
川
区 

・様々な広報媒体を活用し、地域活動の情報発
信と地域活動参画促進を行っていく。 

・全 18 地域で実施する地域防災訓練や避難所
開設・運営訓練を支援する。 

・地域防災訓練等の防災講座で自助・共助の重
要性を周知する。 

・若年層に訴求力の高い新規防災イベントを
実施し、自助・共助の重要性を周知する。 

・区内小学校や子供会のイベントでチラシを
配布する。 

・若年層など、今まで地域活動に関わりの薄か
った方々にとって参加したくなる地域活動
となるように取り組む。 

・広報誌での連載記事掲載やホームページの更新など様々な広
報媒体を活用し、地域活動の情報発信と地域活動参画促進を
行った。（４月～） 

・全 18 地域で実施する地域防災訓練や避難所開設・運営訓練
を支援した。（４月～） 

・地域防災訓練等の防災講座で自助・共助の重要性を周知した。
（４月～） 

・若年層に訴求力の高い、脱出ゲームの要素を盛り込んだ新規
防災イベントを実施し、自助・共助の重要性を周知した。（８
月） 

・区内小学校や子供会のイベントでチラシを配布した。（４月
～） 

・若年層やマンション世帯等、今まで地域活動に関わりの薄か
った方々にとって「参加したくなる地域活動」となるよう、
中間支援組織と連携し、マンション町会にて体験型防災イベ
ントを実施した。（10 月） 

東
淀
川
区 

・地域課題を解消するため、保健福祉計画策定
の場で、つながりづくりの重要性や「自助・
共助・公助」の考え方および役割について地
域住民の理解を進める。 

・新たな参加者増につながるよう、ホームペー
ジや毎月開催している地域連絡会議におい
て、取組内容を周知する。 

・区内２地域で、地域別保健福祉計画作成の取組のなかで、福
祉や防災などの地域課題解決に向けた意見交換等により、つ
ながりづくりの重要性を再認識した。 

・毎月開催している地域連絡会議において、各地域活動協議会
の広報紙を配布する等、情報提供を行った。 

 

東
成
区 

・ホームページや広報紙の他、LINE も活用し
多様な広報媒体で地域情報や情報発信を行
う。 

・広報紙で、防災等をテーマに、人と人とのつ
ながりづくりにつながるような特集記事を
掲載する。 

・広報紙や Twitter、LINE 等で地域の活動やイベントの情報
発信を行った。 

・広報紙１月号の特集号で、「防災」をテーマに人と人とのつな
がりづくりに資する記事を掲載した。 

 

生
野
区 

・共助による減災に向けた地域自主防災活動
を支援するため、以下を実施する。 

・地域防災訓練を支援する。 
・地域防災マップ作成を支援する。（更新） 
・地域防災リーダー研修会を実施する。 
・土曜授業での防災訓練を実施する。（学生の
親にも参加を促すため） 

・地域防災訓練を支援した。 15 地域 
・地域防災マップ作成を支援した。（更新）３地域 
・地域防災リーダー研修会を実施した。 ４回 
・土曜授業での防災訓練を実施した。 ６回 
 

旭
区 

・地域活動協議会が取り組む自律的な地域活
動をサポートし、地域社会におけるご近助の
つながりをひろげ、安全・安心で活力ある地
域社会を作ることを積極的に支援する。 

・若い世代やマンション住民などこれまで地

・地域活動協議会が取り組む自律的な地域活動をサポートしつ
つ、地域活動協議会連絡会議等において、情報発信及び意見
交換を行いながら、地域課題やニーズに対応した活動が行わ
れるとともに、地域社会におけるご近助のつながりがひろが
るよう支援した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

域活動への関わりが薄かった人たちをはじ
め、あらゆる世代を対象として、地域活動情
報をＳＮＳ等を利用して積極的に発信する。 

・地域カルテワークショップを継続的に開催
する中で、他の活動主体同士の連携・協働【外
部との連携・協働】が進むような具体的な取
組が生まれるよう支援する。 

・区民まつりやスポーツフェスティバル、区民
スポーツ大会等、コミュニティづくりに資す
る各種事業を実施し、人と人とが出会い、つ
ながる機会を作る。 

・地域のつながりの基礎となる町内会等とも
関係を作り、個別の相談にも対応する。 

・若い世代やマンション住民等のこれまで地域活動への関わり
が薄かった人たちをはじめ、あらゆる世代に地域活動情報を
知ってもらうため、区と地域の双方から情報を発信した。 

・ワークショップを開催し、他の活動主体同士の連携・協働【外
部との連携・協働】が進むような具体的な取組が生まれるよ
う支援した。 

・区民まつりやスポーツフェスティバル、区民スポーツ大会を
開催し、人と人とが出会い、つながる機会をつくった。（８
月） 

・区に配置している地域運営アドバイザーが、町内会等との関
係を作るとともに、個別の相談にも対応した。 

 

城
東
区 

・「ウエルカム JOTO」（転入者への区に関する
情報提供パック）で、地縁団体等への加入呼
びかけビラを配布する。 

・各地域の活動紹介や情報提供を地域の広報
紙やＳＮＳを活用して積極的に行う。 

・３月号までを予定しているリレー企画の中
で「転入者に地域活動に興味を持ってもらえ
るような記事内容の充実」に取り組む。 

・「ウエルカム JOTO」（転入者への区に関する情報提供パック）
で、地縁団体への加入呼びかけビラを配布し、また「区民情
報コーナー」に配架した。 

・広報誌７月号において、地域活動協議会の活動を紹介する特
集を掲載した。 

・広報誌８～３月号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅力
を発信するリレー企画掲載をまちづくりセンター発信でス
タートした。 

・上記リレー企画最終回である３月号に各地域活動協議会のホ
ームページや Facebook とリンクするＱＲコードを掲載し、
ＳＮＳを利用してのつながりづくり啓発に取り組んだ。 

・全 16 地域の広報紙を区役所１階市民情報コーナーに配架し、
各地域のＳＮＳでも地域の情報提供を行った。 

鶴
見
区 

・事業の同日開催等、地域で実施する事業間の
連携を促進させるなど、参加者の交流を図る
とともに、多くの方が参加するように広報に
力を入れ、つながりづくりを支援する。 

・地域間の連携を促進するため、地域活動協議会連絡会におい
て、各地域・区役所のイベントカレンダーを配布した。 

・地域活動研究会「ツルラボ」を７月・８月・12 月・１月に開
催し、各地域の担い手の交流を図るとともに、参加対象を限
定せず広く参加を募り、地域活動に関心のある住民との交流
も図った。 

阿
倍
野
区 

・防災に関する出前講座等でつながりの大切
さを啓発する。また、区地域福祉計画の推進
に向けて活動主体が連携できる仕組みづく
りを支援する。 

・小・中学校を対象とした防災研修でつながり
の大切さを啓発する。また、ホームページな
どを活用し、若い世代をはじめ多くの人につ
ながりの大切さと興味を持ってもらえるよ
う啓発する。 

・防災関係会議参加者への啓発：9,104 名 
・出前講座での啓発：開催数 12 回/617 名 
・地域防災リーダーへの訓練・研修での啓発のべ 161 名 
・地域福祉推進会議の開催：２回（７、３月） 
・地域福祉推進会議ワーキングの開催：８回 
・地域福祉ミーティングの開催：新型コロナウイルス感染症の
影響により延期 

・防災訓練・研修等実施学校数：12 校で実施、１校は新型コロ
ナウイルス感染症の影響により中止、２校は授業カリキュラ
ムの時間が取れず、未実施 

・まちなか防災訓練参加者への啓発：８地域で実施、２地域は
新型コロナウイルス感染症の影響により中止 

住
之
江
区 

・地域活動協議会が実施するイベント等で、地
域活動協議会の活動紹介や町会加入促進に
かかる取組が進むよう、中間支援組織とも連
携し支援を行う。 

・広報紙、ホームページ、Facebook で、地域
活動や町会加入促進にかかる情報発信を行
う。 

・地域の協力を得て、地域活動協議会の活動紹介や町会加入促
進についてのチラシを作成し、地域のまつりで配布した。 

・広報紙で毎月、地域に焦点をあてた記事を掲載した。 
・ホームページで町会加入促進や地域行事についてのページを
掲載した。 

・Facebook でイベントや行事の開催周知や町会加入促進につ
いてのページを投稿した。 

住
吉
区 

・近所に住む人同士が日常生活の中で顔見知
りになれるよう、地域見守り支援や町会エリ
アでの防災の取組を進める。 

・マンション住民向け防災研修会を実施（７
回）し、防災を通じて、住民同士のつながり

・地域、町会単位での防災訓練を実施した。(全 12 地域 計 23
回・４町会 計４回) 

・各地域、町会単位で地域見守り支援の説明会を実施し、本取
組への協力依頼を行った。(16 回) 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

づくり、マンションと町会・自治会等とのつ
ながりづくりを促進する。不参加者に対し、
ポスティング等で研修会の内容を周知する。 

・若い世代を含むたくさんの住民が参加した
くなる活動事例の情報提供を地域振興会議
やホームページで行う。 

・Twitter・LINE などを活用し、若い世代を対
象とした地域活動情報の発信を行う。 

・人と人とのつながりを大切にするため、あい
さつ運動を推進する。 

・つながりづくりの基盤となる町会への加入
を促進するため、町会加入促進のチラシを転
入パックへ封入、ホームページや広報すみよ
しで情報発信を行う。 

・マンション建設時から管理者等に町会加入
の働きかけを行う。促進住民に町会加入を促
す。 

・作成したフォーマットを活用し、町会に合わ
せた町会加入促進チラシを作成する。 

・町会・自治会等とのつながりを促進するため、マンション住
民向け防災研修会について実施の働きかけを行った(７棟)
が、管理組合との調整に時間を要したこと、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため延期となったことにより、研修会の
実施、欠席者への資料のポスティングは１棟に留まった。 

・盆踊りの開催日を周知するチラシを作成し、区役所待合等に
配架するとともに、「広報すみよし」やホームページに掲載し
た。 

・Twitter・LINE・Instagram を活用し、若い世代を対象に、
各地域活動協議会の活動情報を発信した。 

・「広報すみよし」やホームページ、イベント等でのあいさつ運
動を周知するとともに、町会加入促進チラシに記載した。 

・町会への加入を促進するため、次の取組を行った。 
町会の活動内容が分かる町会加入促進チラシのリニューア
ルと転入パックへの封入、町会に合わせた町会加入促進チラ
シフォーマットの作成、町会に合わせた町会加入促進チラシ
の作成（２町会）、「広報すみよし」で町会のつながりの大切
さの周知、町会加入促進パネルとチラシの掲示・配布、不動
産関連団体へ町会加入促進チラシの配布、マンション建設時
から管理者等に町会加入の働きかけ（１棟）、住みます芸人を
活用した町会加入動画の制作・放映 

東
住
吉
区 

・各地域の行事予定を広報紙に掲載する。広報
紙については区全体で編集方法を改め効果
的な発信に取り組む。 

・各地域の活動実施の様子をホームページに
掲載する。 

・町会加入促進チラシを転入者に配布する。 
・様々な催し等で啓発する。 

・各地域の行事予定を広報紙及びホームページに掲載した。 
・各地域の活動実施の様子をホームページに掲載した。 
・地域活動の広報紙掲載について、高齢者福祉月間にあわせて
記事を掲載する(９月号)、地域活動協議会の特集を行う（11
月号）等、伝わりやすい工夫を行った。 

・各地域の夏祭り等開催予定をいまざとライナー内モニターへ
掲載した。 

・町会加入促進チラシを転入者に配布した。 
・区内のイベントでの機会を捉え啓発を行った。 

平
野
区 

・高齢者見守り等の福祉の視点及び活動の呼
びかけのチラシを作成し、町会・自治会加入
促進を行う。 

・地域情報 Facebook、ホームページ、広報紙
において、地域の活動の掲載にあわせて町
会・自治会加入の呼びかけを行う。 

・チラシを作成し、ホームページ公表だけでな
く、広報板への掲示・各地域の活動の場での
配布・施設への配架も行い電子媒体以外での
広報周知も実施する。 

・地域情報 Facebook、ホームページ、広報紙において、地域活
動の掲載を行った。 

・広報紙の 12 月号にて、町会・自治会の加入は高齢者の見守
りや災害時の助け合いなどにつながるといった加入促進の
記事を掲載した。 

・高齢者の見守り等の福祉の視点及び活動の呼びかけのチラシ
の作成が遅れ掲示・配布には至らなかった。 

 

西
成
区 

・地域住民が参加する防災訓練や防災出前講
座などを通して、共助の重要性について啓発
を実施する。 

・地域のつながりづくりのために転入者へ町
内会などのチラシを配布し周知を行う等の
支援を行う。 

・区主催のイベント等においても町内会など
のチラシを配布し周知を行う等の支援を行
う。 

・地域住民が参加する防災訓練を７回、防災出前講座を５回実
施し、共助の重要性について啓発を実施した。 

・転入者へ町内会などのチラシを配布（転入者パック）し周知
するなどの支援を行った。 

・区主催のイベントである区民まつり（10 月）において、チラ
シによる周知を行った。 
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柱１-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座（31
件）や、防災の基本ルール作り（４件）等
により、居住者間や地域とのつながりづく
りを支援した。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンシ
ョン管理業協会と連携を図りながら、マン
ション住民に向けて、地域イベント等の情
報を発信し、地域活動等への参加参画を促
進した。 

・区民カーニバルのプログラムに「パン＆ス
イーツホリデーマーケット」を盛り込むと
ともに、元年度から新たに、郵便局や造幣
局をはじめ、北区の企業や団体のイベント
ブースを設置し広報活動を行ったことで、
前年度から 1,000 人増の 53,000 人の区民
の参加があった。 

・目標①について、元年度目標が未達成のため、これまでの
取組に加え、マンションコミュニティ支援事業の中で、マ
ンションと地域のつながりが加速するよう、業務委託仕様
書を改めて、支援に取り組む。 

都
島
区 

・地域主体の防災訓練や防災出前講座の実
施、防災にかかる情報発信により自助・共
助の大切さの啓発を行った。 

・Facebook で地域活動協議会等の行う活動
や地域イベントを随時紹介するほか、広報
誌連載コーナー「わがまち都島」にて地域
活動を紹介した。様々なツールを活用しつ
ながりづくりの活動を発信した。 

・若い世代に、つながりづくりの大切さを感
じていただけるようなイベントづくりとし
て、区民まつり・成人の日のつどい・生涯
学習フェスティバルを実施したほか、まち
づくりセンターが行うつながりづくりのイ
ベントを開催した。 

・区民まつり事業では、小中学生ボランティ
アの参画や高校生ブース出展・ステージ出
演など、若い世代の参加を促すほか、成人
の日のつどい、生涯学習フェスティバルで、
人のつながりの大切さの情報発信を行っ
た。 

・転入者向けの地域活動チラシを作成し、転
入者への配布を行った。 

・目標①について、取組期間中に達成できなかったものの、
当初目標である 30%は上回ることができた。地域活動の取
組について継続的に情報発信を行っているが、区民アンケ
ート調査結果から、若い世代の割合が他の世代に比べてや
や低い傾向にあることから、若い世代の利用の多いツール
を積極的に活用するなど、若い世代に届くような効果的な
情報発信などに取り組む。 

福
島
区 

・自主防災組織による避難所開設訓練や地域
防災計画策支援など、地域力の強化による
防災・減災・安全対策を推進した。 

・区内中学生が被災地を訪問し、体験学習を
行うとともに地域住民への報告会により防
災意識向上とつながりづくりを行った。 

・区内転入者に対し、町会（第一層）加入案
内チラシや地域活動協議会の案内チラシ
(集会所の説明を含む)を配布し認知度向上
を図った。 

・広報紙やホームページで地域活動協議会の
活動記事の掲載やＰＲ、町会加入促進など
を行った。 

・マンションの管理組合に対し大阪市のイベ
ントやお知らせを提供するなどコミュニテ
ィづくりのきっかけとなるよう働きかけを
行った。 

・地域福祉コーディネーターを区内 10 地域

・大規模マンションの建設などによる新たな住民が増加して
いるが、様々な世代や立場で交流を持つことで、マンショ
ン内のつながりや周辺住民との交流、地域全体のコミュニ
ティを強めることが大きな課題である。対策として、防災
活動をテーマに防災講座や防災マニュアル作成支援などを
通じて、地域全体のより良いコミュニティ形成のきっかけ
づくりになるように支援していくことが必要である。 

・防災や福祉といった身近で興味を持ってもらいやすい課題
をきっかけに、日常から顔見知りになりつながっているこ
との重要性を認識してもらえるよう事業を展開する。 

・町会(第一層)や地域活動への参加を促進するため、広報など
を効果的に実施する。 

・マンション住民や若い世代に対し、各種施策を通してつな
がりづくりのきっかけとなるよう働きかけを行う。 

・地域活動協議会やその活動についてまだ十分認知されてい
ないため、引き続き広報に取り組み認知度向上を図る。 

・地域福祉コーディネーターの配置など「福島区地域福祉ビ
ジョン」を推進し、人と人とがつながり支え合うことがで
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 取組期間の成果 今後の方向性 

に配置した。 
・ふくしま暮らし支え合いシステムの実施に

よる助け合いのできる体制を整備した。 
・子どもの居場所づくりの一環として、地域

での自習室設置について広報などを支援し
た。 

・子ども食堂について、広報紙に記事掲載す
るなど開設を支援した。 

・地域住民や飲食店と協働した美化活動を実
施し、つながりづくりを通じて安心安全を
テーマとしたイベント「ふくしまてんこも
り 2019」を開催した。 

きるような取組を進める。 

此
花
区 

・コミュニティ育成事業などを通じて、近所
に住む人や地域のつながりづくりが必要だ
と感じていただくため、広報紙を活用し毎
月情報発信を行ってきた結果、区民まつり
など年々参加者が増え、一定の成果を上げ
ることができた。 

・29 年度から地域担当制を拡大し、地域活動
の中心となる町内会の会議や地域の行事に
参加することにした。これにより地域との
関係を築き、課題等を把握・共有すること
により、つながりづくりのための支援を図
れた。 

・目標に対して、元年度目標は未達成であった。取組が浸透
するには一定の時間を要すると考えられることから、今後
は、区民まつりや子どもフェスタなどのコミュニティ育成
事業や各地域における事業では年々参加者が増えてきてい
るといった状況も踏まえ、広報紙やＳＮＳ等で、地域や人
と人とのつながりづくりをＰＲしていく。 

中
央
区 

 ・地域における人と人とのつながりの大切
さ、地域活動への参加呼びかけについて、
30 年度に啓発チラシを作成し、転入時をは
じめ防災訓練、地域行事、区主催のコミュ
ニティ育成行事（区民まつり等）の機会を
通じてチラシを配布し啓発を行うととも
に、広報紙、ホームページ、Twitter を活用
し情報発信の強化に取り組んだ。 
また、元年度に、啓発チラシの内容を改善
し、配架・配布の機会も増やしてきたとこ
ろであり、結果、元年度中央区民アンケー
トで、ご近所どうしの人と人とのつながり
が大切と「思う」区民の割合が 48.5％、「ど
ちらかといえば思う」が 44.1％（両方で
92.6％）となっている。 

・目標①について、元年度目標は未達成であったが、若い世
代や外国人住民、マンション住民等、地域にかかわりの薄
い層を幅広く対象として、より効果的に地域に関心を持っ
てもらい、地域活動に参加してもらえるよう、ＩＣＴ等多
様な媒体も活用しながら工夫を行い、きめ細やか、かつ幅
広い啓発を行っていく。 

西
区 

・自治会や町内会・子ども会など地縁型の活
動支援に加え、防災・子育て・高齢者支援
などを通じてコミュニティの重要性の周
知、並びにコミュニティ活性化の気運の醸
成を図った。 

・区民アンケートにおいて「身近な地域での
つながりを肯定的に感じる区民の割合」は
（29 年度：35.8％、30 年度：34.1％、元年
度：36.3％）となっている。 

・今後更に地域活動の重要性について理解を進める取組を行
い、住民に最も身近な自治会や町内会単位の活動支援を行
っていく。 

港
区 

・防災学習会や避難所開設訓練の支援を通じ
て、各地域の共助、近助の意識も高まり、
各地域が自律的に地域実情に即した学習会
や訓練内容を企画、運営するようになった。 

・町会加入について様々な広報ツールを活用
しながら加入促進の取組を進めるととも
に、来庁者の問合せに対して加入案内のチ
ラシを活用しながら説明を行うなど、地域
のコミュニティづくりの支援を行うことが
できた。 

・様々な広報媒体を活用して地域イベントの周知や参加の呼
びかけを行うとともに、地域活動協議会や町会加入案内チ
ラシを区内転入者へ直接配布するなど、幅広く区民に地域
コミュニティへの参加を呼びかけているが、個人の生活様
式や価値観の多様化により、人と人のつながりの希薄化が
伺える状況にある。まちづくりセンターとも連携しながら
地域が自律的に取り組んでいる子育てや見守り、地域コミ
ュニティづくりなどの活動を支援するとともに、広報内容
を工夫しながら地域コミュニティの重要性について積極的
な情報発信を行う。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

大
正
区 

・地域の様々な事業を支援するとともに、29
年には、つながり、支え合い、助け合いの
できる地域、だれもが自分らしく安心して
暮らせる地域のしくみづくりをどのように
進めていくのか、その道筋や方向性を明ら
かにするために大正区地域福祉ビジョンを
策定し、取組を進めた。 

・地域活動協議会補助金制度を創設し、活用
することで、地域活動の活性化や地域コミ
ュニティの充実につながった。 

・各地域が実施した防災訓練を支援した。ま
た要援護者支援システムにかかる説明会を
順次開催し、地域カルテも活用しながら「自
助・互助・共助」の取組にかかる支援を行
うことができた。 

・目標①については、元年度目標にわずかに及ばなかったが、
29 年度以降、実績値は上昇している。今後、地域福祉ビジ
ョンの改定、要援護者支援システムの構築を進めるととも
に、まちづくりセンターを通じ、ホームページやＳＮＳ等
の様々な広報媒体を活用した情報発信など、地域活動協議
会の広報の充実にかかる支援を行い、身近な地域でのつな
がりづくりを促す取組を進める。 

天
王
寺
区 

・広報板を活用し、各地域別の地域の人と人
がふれあう活動紹介を年３回更新して、身
近な地域でのつながりの大切さを伝えるこ
とができた。また、広報紙を活用して地域
活動協議会の各種活動を毎月連載で紹介を
行うことができた。 

・同意確認・整備を行った避難行動要支援者
名簿を各地域、民生委員等に提供し、事業
説明を行うことで、地域での見守り活動に
つなげ、連携することができた。 

・健康に関する出前講座について、29 年度 23
回、30 年度 24 回、元年度 25 回実施し、健
康に対する関心を高めた。 

・出前講座の開催等により、区民に対し災害
対策を呼びかけ、防災意識を啓発すること
ができた。 

・マンションが多いという地域特性を踏ま
え、マンション防災を推進する専門職員を
配置し、個々のマンションに出向いて出前
講座を開催するとともに自主防災組織に向
けた取組を進めることができた。（自主防災
組織構築に向けた合意形成 ６件） 

・元年度目標は未達成であったが、広報紙への毎月連載や、
地域のニーズを把握して、人と人がふれあう活動、活動へ
の参加促進につながるような各地域別の事業紹介を広報板
を活用して行うことができたことから、継続して進め、広
報板では若い世代の目にも入りやすいよう、事業紹介ポス
ターへの QR コードの貼付に取り組む。 

・引き続き、避難行動要支援者名簿に登載されている要援護
者に対して、地域における平時の見守りと災害時の避難支
援への備えを強化し、地域と連携していく。 

・健康の保持増進に取り組む機会の確保は今後も必要である
と考えられるため、引き続き継続して取り組む。 

・元年度目標は未達成であったことを踏まえ、マンション単
位での自主防災組織の構築を進めつつ、災害時の地域にお
ける共助を推進するため、今後は、地域に精通し、防災を
通じて地域とマンションの連携を担いうる人材を育成する
ことにより、マンションと地域との連携強化を図り、つな
がりづくりに取り組んでいく。 

浪
速
区 

・マンション住民や外国籍住民、若年・単身
者層といった幅広い層の住民が気軽に参加
できる、地域活動に参加するきっかけとな
るような機会を創出した。 

・「地域カルテ」を活用した事例の共有や取組
の情報発信を、ＳＮＳ等様々な媒体を用い
て行った。 

・地域福祉コーディネート事業及びネットワ
ーク強化事業を踏まえたうえで見守り会議
を開催したことによって要支援者の把握及
び地域への啓発が進んだ。 

・コーディネータ同士の情報共有を定期的に
実施し、地域の福祉課題の掘り下げに寄与
した。 

・元年度目標は未達成であったが、更なる取組の周知に向け、
引き続き次の取組を進める。新たなコミュニティ醸成を目
的とした地域清掃事業を実施しており、併せて区内３拠点
にてフードドライブ・子ども服の回収も行っている。ＳＮ
Ｓ等を活用した幅広い層からの参加を募ることにより第一
層に止まらない多数の参画者を得ている。また事業を通じ
てつながった企業・各種団体と地域とのマッチング事例も
あることから今後も引き続き取組を進める。 

・特に関心の高い「防災」をキーワードに、幅広い層、とり
わけマンション住民に対し地域コミュニティにつながるよ
うな働きかけを行う。 

・今後、見守り会議を継続的に開催することによって支援方
法に関する啓発、支援方法の検討、個別支援計画の策定な
どの工程を着実に進捗させていく。 

・福祉課題の把握について区社協と連携して進め、適宜課題
への対応を検討、実施していく。 

西
淀
川
区 

・若い世代をはじめ多くの人に、つながりづ
くりの大切さと興味を持ってもらえるよ
う、広報紙やＳＮＳ等において事例の共有
や取組の情報発信を行うとともに、いくつ
かの地域において活動状況を報告したパン
フレットを全戸配布するなど効果的な情報
発信を行った。 

・「身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている割
合」は目標に達しなかったものの、実績は増加傾向であっ
た。 情報発信の取組について、効果が表れにくい側面もあ
るが、若い世代をはじめ地域活動等の担い手確保のため、
有効な発信方法を取り入れながら、引き続き継続して行っ
ていく。 

・「区民まつりや各種スポーツ大会等の開催が、人と人とのつ
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 取組期間の成果 今後の方向性 

・区民まつりや駅伝大会等、また、区民ゲー
トボール大会や区民バレーボール大会等を
開催し、スタッフや参加者の絆を深め地域
コミュニティの活性化を推進した。また、
誰もが気軽に活動に参加できる取組とし
て、30 年度から「企業、商店、ＮＰＯなど
各団体や活動者たちが集まり、情報交換や
マッチングを図る異業種交流会」（以下
「MAIDO にしよど」という。）を開催した。 

ながりを促進していると感じる割合」は目標を達しており、
前述の区民まつり等については、今後とも実施していく。 

淀
川
区 

・市民アンケート「身近な地域でのつながり
を肯定的に感じている」割合：29 年度
42.6％、30 年度 39.3％、元年度 44.4％ 

・若年層の単身世帯等、地域活動と接点が少ない区民も含め
た区民全員が身近な地域でのつながりを肯定的に感じても
らえるような新しい取組を検討していく。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携し、若年層
やマンション世帯等地域活動に関わりの薄かった方々に向
けて、積極的な地域活動情報発信および地域活動参画促進
を行う。 

東
淀
川
区 

・区内３地域（２地域策定済、１地域策定中）
で地域別保健福祉計画策定に取り組み、取
組のなかで、福祉や防災などの地域課題解
決に向けた意見交換等において、つながり
づくりの重要性を認識した。 

・「身近な地域でのつながりに関して肯定的
に感じている区民の割合」について、元年
度の実測値は 47.4％となり、目標値の 53％
には達することができなかったが、30 年度
の実測値 45.3％と比べると上昇しており、
取組に成果が出ていると考えられる。 

・地域別保健福祉計画の策定意欲の醸成のため、地域住民に
対して開催する学習会等のなかで、計画策定の必要性やつ
ながりづくりの重要性について、理解を深めていく。 

・ホームページや Facebook 、Twitter などのＳＮＳや広報
紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、人とのつながりの
大切さについての啓発、地域活動の周知や、地域活動への
参加、自治会等への加入の呼びかけ等に関する情報発信を
実施あるいは強化する。 

東
成
区 

・広報紙やホームページ、ＳＮＳ等、多様な
広報媒体を活用し、地域情報や行政情報を
発信し、つながりづくりのための取組を支
援することができた。 

・多様な広報ツールによる情報発信の土台を構築することが
できた。今後は、広報媒体によって情報量や伝達速度が異
なるため、引き続き多様な広報媒体を組み合わせ、情報発
信の一層の充実に向け取り組む。 

生
野
区 

・防災活動を観点とした地域住民の人と人と
のつながりづくりの支援については、地域
の防災活動の中核となる生野区地域防災リ
ーダーの研修会を３年間で 15 回実施した。 

・また、災害時の避難所運営のコミュニティ
づくりに、女性の参画が必須であることか
ら、関係女性団体に賛同を得て、30 年度に
女性の防災リーダーの人数を大きく増やす
ことができた。（29 年度 42 名→元年度 
271 名）（女性の防災リーダーを対象とした
研修を 30 年度より実施。（元年度は新型コ
ロナウイルス感染拡大の予防のため中
止。）） 

・身近な地域でのつながりに関して肯定的に
感じている区民の割合 
29 年度 目標：30.0％ 

達成状況：50.8％ 
30 年度 目標：53.0％ 

達成状況：52.9％ 
元年度 目標：56.0％  

達成状況：48.3％ 

・防災訓練に参加している参加者の満足度の割合は高いが、
以前として若年層の割合が低く、目標を達成することがで
きなかった。災害時の共助のためには、人と人とのつなが
りづくりは欠かせないものであり、引き続き、自主防災組
織である地域まちづくり協議会とも連携して取り組んでい
くとともに、若年層の参加者が増えるための手段を検討し
ていく。 

旭
区 

・地域活動協議会が取り組む自律的な地域活
動をサポートし、地域社会におけるご近助
のつながりをひろげ、安全・安心で活力あ
る地域社会を作ることを積極的に支援した
ほか、これまで地域活動への関わりが薄か
った人たちをはじめ、あらゆる世代を対象
として、地域活動協議会の活動情報を広報

・これまでの取組を踏まえ、地域活動協議会への支援や地域
活動情報の発信を継続することなどにより、今以上に多く
の区民がつながるよう取り組み、地域コミュニティの希薄
化を防ぐとともに、区民まつり等の内容を精査し、よりよ
いコミュニティづくりに資する事業の実施を進める。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

紙やホームページ等により発信した。 
・人と人が出会い、つながる機会を提供する

ため、区民まつりやスポーツフェスティバ
ル、区民スポーツ大会等、コミュニティづ
くりに資する各種事業を毎年実施した。 

・29 年度に地域運営アドバイザー（２名）を
配置し、個別の相談に対応することなどに
より、地域のつながりの基礎となる町内会
等とも関係を構築できた。 

城
東
区 

・子育てサークルやマンション住民等を対象
にした出前講座の開催や、地域防災訓練の
開催協力、防災出前講座の開催を通じて人
と人のつながりづくりの重要性について啓
発出来た。 

・広報誌における地域活動協議会活動紹介に
ついて、29 年度はＡ４約 1/3 ページ分の毎
月号の地域レポートであったが、30 年度よ
りそれに加え、７月号でのＡ４ ４ページ分
の地域活動協議会特集掲載、元年度からは、
８～翌３月号で 16 地域活動協議会会長の
わが町魅力発信リレー企画を掲載し、地域
でのきずなづくり啓発に取り組むことが出
来た。 

・「ウエルカム JOTO」（転入者への区に関す
る情報提供パック）で、地縁団体（町会）
への加入呼びかけビラを配布し、新たに区
民となった方へも地域の活動に興味を持っ
てもらえるよう取り組んだ。 

区の情勢として、単身居住者、高齢者住民が増加しており、
日常生活や発災時の初期対応などにおける助け合い等の面
で地域コミュニティの醸成が極めて重要な課題と考えてお
り、下記の取組を進めていく。 

・各地域での出前講座や地域防災訓練等の場において、人と
人のつながりづくりの重要性について啓発は息長く続けて
いく。 

・広報誌における地域活動協議会活動紹介についても、元年
度リレー企画最終月に行った各地域活動協議会の
Facebook 紹介ページのＱＲコード掲載等、紙媒体とＳＮ
Ｓ等電子媒体を連動させるような工夫により、より広く、
多くの情報を地域でのきずなづくり啓発のために伝達でき
るような方策を探っていく。 

・「ウエルカム JOTO」での地縁団体（町会）への加入呼びか
けビラ配布についても、地域活動に興味を持ってもらえる
よう息長く続けていく。 

鶴
見
区 

・地域活動協議会連絡会において、各地域・
区役所のイベントカレンダーを配布するこ
とで、地域で実施する事業間の連携を促進
させた。また、地域活動研究会「ツルラボ」
を定期的に開催し、各地域の担い手の交流
を図るとともに、参加対象を限定せず広く
参加を募り、地域活動に関心のある住民と
の交流も図った。 

・元年度目標は未達成であったが、これまでの取組により各
地域においてカレンダーの活用や担い手の交流のノウハウ
が培われてきたことから、まちづくりセンター等と連携し、
引き続き取組を継続する。 

阿
倍
野
区 

①人と人とのつながりづくりのための取組へ
の支援 

・まちなか防災訓練や出前講座で「自助」、「共
助」の大切さなどつながりの大切さの啓発
を毎年に実施した。 

・各活動主体が地域福祉推進のテーマに沿っ
たグループ討議を行う地域福祉ミーティン
グを実施することにより、連携・協働でき
る仕組みづくりの支援を行うことができ
た。 

①人と人とのつながりづくりのための取組への支援 
・目標について、元年度目標は未達成であったが、元年度に
は、マンションを対象とした出前講座が多く実施でき、ま
ちなか防災訓練や出前講座に加え、つながりの大切さをマ
ンション住民や年齢層に合わせた啓発方法で啓発を行う。 

・３年度に策定する区地域福祉計画に各地域でこれまで実施
されてきた取組の成果を取り込めるよう地域福祉を推進す
るための支援を継続していく。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会が実施するイベント等で、
地域活動協議会の活動紹介や町会加入促進
のチラシを配布した。 

・区広報紙、ホームページ、Facebook で、地
域活動や町会加入促進にかかる情報発信を
行った。 

・区広報紙やホームページなど区の広報媒体だけでなく、多
様な手法でより広く情報発信していく必要があり、地域イ
ベントでのチラシ配布やＳＮＳを活用した情報発信に加
え、自治会・町内会会議や回覧等の機会も利用するなど、
幅広い年代がチラシを目にすることができるよう情報発信
を行う。 

住
吉
区 

・防災訓練（全地域活動協議会・全町会で毎
年実施）や見守り支援の取組（３年間で説
明会 130 回実施）を通じて、住民同士のつ
ながりづくりを促進することができた。 

・マンション住民向け防災研修会（６棟）を
実施し、住民同士のつながりづくり、マン
ションと町会等とのつながりづくりを促進

・目標①について、元年度目標未達成であったが、防災訓練、
見守り支援については、継続的に実施することが地域防災
力の向上とつながりづくりの促進に寄与するものであるこ
とから、引き続き取り組んでいくこととし、防災訓練につ
いては、多くの住民の参加を促すための情報発信をさらに
強化していく。 

・マンション住民向け防災研修会（６地域６棟実施済）につ
いて、これまでの取組により支援のノウハウが蓄積できた
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 取組期間の成果 今後の方向性 

することができた。 
・つながりづくりの基盤となる町会につい

て、あらゆる媒体を活用して加入促進に取
り組み、加入率減少を最小限に食い止めた。
（30 年度比元年度△0.6％） 

・目標①に対する実績値については、29 年度
45％から元年度 47.7％に上昇し、一定の成
果を上げることができた。 

ことから、引き続き全 12 地域で実施し、防災を通じて、マ
ンション内のつながり、マンションと町会とのつながりづ
くりを促進していく。 

東
住
吉
区 

・各地域の行事予定を広報紙及びホームペー
ジに掲載した。 

・各地域の活動実施の様子をホームページに
掲載した。 

・各地域の夏祭り等開催予定をいまざとライ
ナー内モニターへ掲載した。 

・町会加入促進チラシを転入者に配布した。 
・区内のイベントでの機会を捉え啓発を行っ

た。 
・身近な地域でのつながりに関して肯定的に

感じている区民の割合は、29 年度 49.8％→
元年度 51.5％となり、目標には届かなかっ
たものの、町会加入率の低下など隣近所と
の付き合いの希薄化が進む中、一定の成果
を上げることができた。 

・地域の活動の意味や必要性が広く認知されることが、つな
がりづくりにつながることから、地域の行事や地域活動の
魅力、災害時の共助等についても引き続き発信していく。 

平
野
区 

・広報紙や Twitter・Facebook のＳＮＳ媒体
を活用するなど、周知ツールの充実を図る
ことができた。 

・町会・自治会の加入促進媒体も作成し、転
入者に配布することで周知を進めることが
できた。 

・目標①について、広報・周知ツールの充実を図ることがで
きたことから、今後は地域でのつながりが重要であるとよ
り感じるような広報内容の検討を行い実施していく。 

西
成
区 

・地域住民が参加する防災訓練や防災出前講
座などを通して、共助の重要性について啓
発を実施してきた。 

・地域のつながりづくりのために転入者へ町
内会などのチラシを配布し周知を行うこと
でより広い区民に対する地域活動に関する
情報提供を行うことができた。 

・引き続き防災訓練や防災出前講座を通じて共助の重要性に
ついて啓発を実施する。 

・区内転入者に対して町内会などのチラシを配布すること
で、活動団体の認知度向上を図り、コミュニティの活性化
に向けた継続的な取組を進める。 

・区内転入者以外の区民への周知を強化していく必要がある
ことから、広報紙への記事の掲載回数の改善（増加）に向
けた取組を進める。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）        

元年度目標の達成状況 

目標①「自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援、自治会・町内会単位の活動に参加している区民のう

ち、自治会・町内会単位の活動に対する市からの支援が役に立っていると感じている区民の割合」 

29 年度目標 

自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
61.0% 
72.0% 67.0% 未達成 

都島区 
50.0% 
63.0% 66.1% 達成 

福島区 
58.0% 
70.0% 72.5% 達成 

此花区 
57.0% 
69.0% 63.9% 未達成 

中央区 
65.0% 
70.0% 59.5% 未達成 

西区 
60.0% 
61.4% 68.0% 達成 

港区 
62.0% 
73.0% 69.7% 未達成 

大正区 
58.0% 
78.7% 65.0% 未達成 

天王寺区 
51.0% 
63.0% 65.3% 達成 

浪速区 
63.0% 
75.0% 71.8% 未達成 

西淀川区 
61.0% 
66.0% 69.0% 達成 

淀川区 
62.0% 
68.2% 67.7% 未達成 

東淀川区 
65.0% 
68.0% 67.3% 未達成 
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29 年度目標 

自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
56.0% 
70.2% 70.9% 達成 

生野区 
60.0% 
76.0% 71.2% 未達成 

旭区 
59.0% 
67.0% 65.8% 未達成 

城東区 
60.0% 
72.0% 66.5% 未達成 

鶴見区 
56.0% 
68.0% 67.0% 未達成 

阿倍野区 
65.0% 
68.0% 66.2% 未達成 

住之江区 
60.0% 
68.0% 71.6% 達成 

住吉区 
60.0% 
65.0% 65.7% 達成 

東住吉区 
53.0% 
66.0% 69.1% 達成 

平野区 
55.0% 
64.1% 73.2% 達成 

西成区 
71.0% 
73.0% 67.8% 未達成 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度目標の達成状況 

目標②「地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合」 

29 年度目標 

15.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
20.0% 
23.0% 16.0% 未達成 

都島区 
24.0% 
25.0% 20.9% 未達成 

福島区 
25.0% 
26.0% 23.8% 未達成 

此花区 
23.0% 
25.0% 22.3% 未達成 

中央区 
20.0% 
25.0% 15.0% 未達成 

西区 
20.0% 
21.0% 19.1% 未達成 

港区 
28.0% 
30.0% 24.0% 未達成 

大正区 
22.0% 
23.0% 21.5% 未達成 

天王寺区 
24.0% 
25.0% 24.8% 未達成 

浪速区 
19.0% 
20.0% 19.3% 未達成 

西淀川区 
30.0% 
35.0% 26.1% 未達成 

淀川区 
25.0% 
27.0% 21.3% 未達成 

東淀川区 
31.0% 
34.0% 26.4% 未達成 
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29 年度目標 

15.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
28.0% 
29.0% 26.3% 未達成 

生野区 
29.0% 
31.0% 25.3% 未達成 

旭区 
25.0% 
28.0% 26.3% 未達成 

城東区 
31.0% 
33.0% 29.7% 未達成 

鶴見区 
30.0% 
35.0% 30.3% 未達成 

阿倍野区 
30.0% 
33.0% 19.8% 未達成 

住之江区 
30.0% 
31.0% 22.8% 未達成 

住吉区 
25.0% 
30.0% 23.0% 未達成 

東住吉区 
24.0% 
25.0% 21.6% 未達成 

平野区 
26.0% 
27.0% 22.4% 未達成 

西成区 
19.0% 
20.0% 19.5% 未達成 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度目標の達成状況 

目標③「各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民の割合」 

29 年度目標 

40.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
45.0% 
48.0% 42.5% 未達成 

都島区 
48.0% 
50.0% 50.7% 達成 

福島区 
47.0% 
48.0% 45.0% 未達成 

此花区 
45.0% 
48.0% 45.2% 未達成 

中央区 
40.0% 
45.0% 37.2% 未達成 

西区 
42.0% 
43.2% 47.1% 達成 

港区 
53.0% 
55.0% 49.4% 未達成 

大正区 
48.0% 
49.6% 51.5% 達成 

天王寺区 
46.0% 
48.0% 50.1% 達成 

浪速区 
40.0% 
41.0% 32.3% 未達成 

西淀川区 
51.0% 
55.0% 56.8% 達成 

淀川区 
48.0% 
50.0% 48.3% 未達成 

東淀川区 
54.0% 
57.0% 51.8% 未達成 
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29 年度目標 

40.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
52.0% 
54.7% 54.5% 未達成 

生野区 
49.0% 
52.0% 49.6% 未達成 

旭区 
49.0% 
53.0% 52.1% 未達成 

城東区 
54.0% 
58.0% 54.9% 未達成 

鶴見区 
60.0% 
65.0% 56.9% 未達成 

阿倍野区 
50.0% 
53.0% 49.5% 未達成 

住之江区 
55.0% 
57.0% 50.2% 未達成 

住吉区 
45.0% 
50.0% 48.5% 未達成 

東住吉区 
47.0% 
50.0% 53.2% 達成 

平野区 
45.0% 
48.4% 41.6% 未達成 

西成区 
40.0% 
44.0% 37.5% 未達成 

 

  



21 
 

 

 

柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組①「自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・約９割の世帯がマンション居住であること
を踏まえ、マンション内のコミュニティ形
成を目的とした防災講座や、防災の基本ル
ール作り等を支援する。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンシ
ョン管理業協会と連携を図りながら、マン
ション住民に向けて、広く情報発信するこ
とで地域活動等への参加参画を促進する。 

・防災の取組を契機に育まれたマンション内
のコミュニティを地域活動への参加参画に
つながるよう支援する。 

・約９割の世帯がマンション居住であることを踏まえ、マン
ション内のコミュニティ形成を目的とした防災講座（31
件）や、防災の基本ルール作り（４件）等を支援した。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション管理業協会
と連携を図りながら、マンション住民に向けて、地域イベ
ント等の情報を発信し、地域活動等への参加参画を促進し
た。 

・防災講座や防災の基本ルール作りなどの防災の取組を契機
にコミュニティが育まれたマンションに、地域イベント等
の情報を発信し、地域活動への参加参画につながるよう支
援した。 

都
島
区 

・防災訓練や子ども・要援護者の見守り、百
歳体操、まつりなど、地域活動への支援を
行うとともに、自治会・町内会、その他各
種活動団体への支援を行う。 

・書類の申請や相談対応など市有財産の使用にかかる支援を
行った。 

・活動支援としての情報発信（広報誌、Facebook、Twitter）
のほか、不動産事業者を通じた地域活動チラシの配布を行
った。 

福
島
区 

・定期的に各地域の代表が集まる会議を開催
し、大阪市の施策やイベント等の行政情報
の提供を行い、各地域活動協議会の構成団
体を通じて地域全体に情報を届けるなど、
つながりづくりの基盤となる自治会・町内
会単位のいわゆる「第一層」の活動への支
援を年間を通じて行う。 

・また、「第一層」単位で実施する防災訓練や
防犯活動等にも積極的に支援するほか、各
種の「第一層」単位で様々な活動ができる
ような情報提供を年１回以上実施する。 

・行政協力会を定期的に開催し、地域のつながりづくりがで
きるきっかけとなるようなイベントをはじめとした情報の
提供を行った。 

・町会（第一層）でつながりづくり等の行事において福島区
住みます芸人の派遣を行い、町会活動の活性化を支援した。 

・マンション管理組合に対し、イベント等の情報を提供し、
自治会・町内会のつながりづくりのきっかけとなるよう支
援を行った。 

・町会に対し、地域の犯罪発生情報の提供を行い、地域の防
犯活動を支援した。 

・「第一層」等に対する防災出前講座を開催し、防災力向上の
支援を実施した。 

此
花
区 

・転入者に対し、地域活動への参加を促すパ
ンフレットを配付する。 

・広報紙などを通じて、地域活動を紹介する
など情報発信に努め、加入促進を図る。 

・区民まつりなどで地域活動への参加を促す
パンフレットの配布を行う。 

・第一層単位でも出前講座を実施する。 

・地域活動協議会の主たる団体でもある町内会への加入促進
のため、転入者に対しチラシの配付を実施した。 

・広報紙で町内会への加入や地域活動の紹介を行い、加入促
進にかかる情報発信を行った。 

・区民まつりなどで地域活動への参加を即すパンフレットの
配布を行った。 

・「避難情報の変更のお知らせ」のリーフレット配布を第一層
を通じて行った。 

中
央
区 

・広報紙や Twitter による地域情報の発信を
強化し地域活動への参加を呼びかける。 

・地域担当制を活用し地域の実情を把握する
など、現行業務の延長上で支援を継続・強
化する。 

・ホームページ・Twitter・広報紙により発信する地域情報の
内容の充実を図りながら地域情報の発信を行った。 

・支援につながる毎月の地域担当会議での情報交換や、地域
カルテの整理など行った。 

・広報紙や啓発チラシ等で地域活動への参加を呼びかけた。 

西
区 

・自治会や町内会、子ども会など地縁型団体
の活動状況について、活動主体と連携して
広報紙・ホームページ等を通じて区民に広
報し、活動目的の周知や活動への参加を呼
びかける。 

・広報チラシを作成し、転入者や子育て層に
自治会・町内会活動への参加を呼びかける。 

・地縁型団体の活動状況について、広報紙・ホームページ等
を通じて区民に広報し、活動目的の周知や活動への参加を
呼びかけた。（18 回） 

・町会加入促進支援チラシを作成し、転入者や各種イベント
での配布を行い、地域コミュニティの重要性と参加を呼び
かけた。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

港
区 

・「第一層」単位で実施する防災訓練や防犯活
動等への支援を行うとともに、活動に関す
る情報発信を行う。 

・広報みなと（８月特集号）で地域の防災活動への参加につ
いて情報発信した。 

・マンション管理組合で実施された防災学習会へ参画し資料
提供やアドバイスを行った（７月）。 

・ホームページ、Facebook で百歳体操の活動内容について紹
介し、参加を呼びかけた。 

大
正
区 

・区内転入者に配付する転入者パックに町会
加入のしおりを同封するなど、加入促進に
かかる支援を行う。 

・転入者パックに町会加入のしおりを同封し、加入の促進に
かかる説明等を行い、また、ホームページにて広報を実施
した。 

天
王
寺
区 

・マンション住民への防災訓練参加呼びかけ
時（町会未加入の場合）、町会活動案内チラ
シの配付を行う。 

・転入者の方への、町会活動案内チラシの配
付を行う。 

・マンションにおいて出前講座を実施する際に、防災訓練の
参加、町会等地域との連携の大切さを呼びかけた。 

・転入者の方への、町会活動案内チラシを配付した。（４～３
月） 

・各種地域活動を実施している地域活動協議会の紹介と町会
加入を呼びかけるチラシを、ポスティング同意の概ね３年
以内建築の分譲マンション 18 棟に周知チラシを投函した。
（１月） 

・町会の活動内容や加入メリットを紹介した資料を作成し、
町会役員へ情報提供を行った。（３月） 

浪
速
区 

・地域イベント等への参加の呼びかけを、広
報紙、ＳＮＳ（Twitter・Facebook）への地
域イベント記事掲載や、まちづくりセンタ
ーの Facebook・ブログの活用等により効果
的に行う。 

・地域担当職員が町会長会議や地域イベント
等の地域活動へ参画し情報収集を行う。 

・転入届出時に、住民情報窓口において、転
入者全員へ地域活動協議会の趣旨や目的、
また町会への加入を促進する案内パンフレ
ットを交付し、地縁による団体やグループ
への加入促進につなげる。 

・住民情報待合フロアに地域活動協議会コー
ナーを設置し、待合呼出しモニターにて地
域活動協議会加入や町会加入を促進する広
告映像を放映する。 

・地域イベント等への参加の呼びかけを、広報紙やＳＮＳ、
まちづくりセンターブログの活用等により効果的に行っ
た。 

・地域担当職員が地域会議や地域イベント等の地域活動へ参
画し情報収集を行った。 

・転入届出時に、住民情報窓口において、転入者全員へ地域
活動協議会の趣旨や目的、また町会への加入を促進する案
内パンフレットを交付し、地縁による団体やグループへの
加入促進につなげた。 

・住民情報待合フロアに地域活動協議会コーナーを設置し、
待合呼出しモニターにて地域活動協議会加入や町会加入を
促進する広告映像を放映した。 

 

西
淀
川
区 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町内
会への加入を促進するため、転入者に対し
てチラシ等の配付を行う。 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町内会への加入を促
進するため、転入者に対してチラシ等の配付を行った。 

 

淀
川
区 

・町内会への加入促進に向けたチラシのより
一層の活用を支援する。 

・防災や防犯等の出前講座により住民間の交
流を図る。 

・各種団体と、地域でのつながりづくりにつ
いての意見交換を行う。 

・通年の取組に加え、他区や他都市の事例を
参考に、若年層やマンション世帯等地域活
動に関わりの薄かった方々の町内会や各種
団体への参画促進について検討する。 

・町内会への加入促進チラシの窓口配布に加えて、町内会へ
の加入促進について、広報誌に町会加入促進記事を掲載し
た。（４月） 

・防災や防犯等の出前講座により住民間の交流を図る。（４月
～） 

・各種団体の総会に出席し、地域でのつながりづくりについ
て意見交換を行うとともに、団体総会資料を入手した。（４
月～６月） 

・若年層やマンション世帯等地域活動に関わりの薄かった
方々の町内会や各種団体への参画促進について、区政会議
の議題として提案したところ、区政委員から加入促進策へ
の様々な意見があったので、実現可能性を検討しながら参
画促進を進める。（３月） 

東
淀
川
区 

・毎月開催している地域連絡会議において、
地域活動や暮らしに役立つ情報の提供を行
う。 

・広報紙に継続的に町会加入促進の記事を掲

・毎月開催している地域連絡会議において、地域活動や暮ら
しに役立つ情報の提供を行った。 

・広報紙へ町会加入促進の記事を継続的に掲載した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

載する。 
・防災訓練等の際に、地域に対して町会加入

促進のチラシ等を渡す。 
・町会加入率や町会活動を取り巻く現状につ

いて聞き取りを行う。 
・各町会の取組の情報発信について支援を行

う。 

・防災訓練への参加者は町会に加入されている方が多く、町
会加入促進のチラシを配布するに至らなかった。 

・30年度から継続して町会加入促進のチラシを転入者パック
に入れており、また区役所ロビーのラックに配架した。 

・元年改訂のくらしの便利帳に町会加入促進の記事を掲載し
た。 

・町会加入率調査を実施した。また、毎月開催している地域
連絡会議において、町会活動に関する意見交換を実施した。 

・区内各地域で開催される夏まつりのポスターを区役所庁舎
内壁面及び出張所庁舎内にて掲示した。 

東
成
区 

・転入した区民に対し、自治会・町内会への
加入促進ビラ及び啓発物品の配付をする。 

・来庁する区民に対し、モニター（行政情報
広告画面）を用いて自治会・町内会への加
入を呼びかける。 

・区が主催するイベント等でも加入促進を啓
発する。 

・広報紙に自治会・町内会への加入促進の記
事を掲載する。 

・転入者パックやモニター（行政情報広告画面）を活用し自
治会・町内会の加入促進のための啓発を行った。 

・区民まつりや成人の日のつどい、ひがしなり安心・安全ミ
ニフェスタ等、区の主催イベントで自治会・町内会の加入
啓発を行った。 

・広報紙１月号の特集号で、「自治体・町内会への加入促進」
に資する記事を掲載した。 

 

生
野
区 

・連合振興町会長会議で行政情報の提供を行
う。（10 回） 

・自治会・町内会への加入促進チラシの配布
をする。 

・転入する区民に対して町内会への加入促進
チラシを配付する。 

・連合町会長会議による行政情報の提供をした。（11 回） 
・自治会・町内会への加入促進チラシの配布をした。 
・転入する区民に対して町内会への加入促進チラシを配付す
る。 

 

旭
区 

・自治会・町内会、その他各種グループとい
った活動主体が、自律的かつ円滑に地域で
の活動を行うことができるよう、個別相談
に対応すると共に、加入促進に取り組む。 

・活動主体間の連携促進にかかる支援として、全地域の町会
長会議に出席し、直接地域の声を聞くことで町内会等との
関係を作るとともに、個別の相談にも対応した。 

・町内会の加入促進につながるよう、町内会の紹介にかかる
チラシの配架等（区役所庁舎内等への配架・転入者パック
への同封）や広報紙・ホームページ等により周知を行った。
また、地域にチラシを提供し、地域役員から転入者に向け
た町会加入の案内に活用した。 

城
東
区 

・相談内容を十分把握したうえでのきめ細か
な相談を行う。 

・地域振興会への加入呼びかけの広報を行
う。 

・広報紙のリレー企画記事の中で、町会が地
域活動協議会の中心を担っていることも記
載し、「地域活動（町会）に興味を持っても
らえる」ような情報発信に取り組む。 

・随時、町会等の日常的な課題に対してきめ細かい相談対応
を行った。 

・広報誌８～３月号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅
力を発信するリレー企画掲載をまちづくりセンター発信で
スタートした。 

・広報誌に毎月町会加入呼びかけを掲載した。 
・広報誌７月号には町会加入促進記事を掲載した。 

鶴
見
区 

・町内会単位で実施する防災訓練への支援を
行うとともに、防災を通じて、地域とのつ
ながりづくりを促進する。 

・マンションが一つの町会である地域に対し、地震等災害発
生のメカニズムの解説や日頃の備えを意識してもらいなが
ら、防災にかかわる「クロスロードゲーム」を行うととも
にマンションの防災設備の確認等を図り、防災・減災力の
向上に努めた。（１か所） 

阿
倍
野
区 

・自治会・町内会単位の活動を支援する。 
・広報紙や Twitter などによる周知、講師と

して職員派遣、大阪市等の制度紹介などの
支援を行う。 

・地域活動協議会補助金説明会において、自治会・町内会単
位の活動趣旨説明を行った。（各地域活動協議会２回） 

・Twitter や広報紙、まちづくりセンターFacebook 等で自治
会・町内会等の事業について情報発信を行った。 

・防災に関する出前講座での啓発：開催数 12 回/617 名 

住
之
江
区 

・広報紙、ホームページ、Facebook で、町会
加入促進にかかる情報発信を行う。その際
には、内容の充実を図っていく。 

・広報紙で毎月、地域に焦点をあてた記事を掲載した。 
・ホームページで町会加入促進についてのページを掲載し
た。 

・Facebook で町会加入促進についてのページを投稿した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・地域イベントなどにおいて、活動紹介・町会加入案内チラ
シなどを配布した。 

住
吉
区 

・町会災害対策本部へ照明器具等の物資を配
備する。（下期） 

・救助資器材などを使用した住吉区総合防災
訓練を実施する。（年１回） 

・マンション住民向け防災研修会を実施（７
回）し、防災を通じて、住民同士のつなが
りづくり、マンションと町会・自治会等と
のつながりづくりを促進する。不参加者に
対し、ポスティング等で研修会の内容を周
知する。 

・つながりづくりの基盤となる町会への加入
を促進するため、町会加入促進チラシの転
入パックへの封入、ホームページや広報す
みよしで加入促進の情報発信を行う。 

・町会の活動内容が分かるポスターを作成す
る。 

・大和川に隣接している５地域のうち、浸水
による危険度が高い 15 町会を選定し、マ
ンション住民向けのミニ防災フォーラムを
実施する（元年度は５町会実施） 

・マンション建設時から管理者等に町会加入
の働きかけを行う。促進住民に町会加入を
促す。 

・作成したフォーマットを活用し、町会に合
わせた町会加入促進チラシを作成する。 

・Instagram やホームページ等で町会の活動
内容を発信する。 

・町会本部(全 135 町会)に照明器具等を配備するとともに、
住民への周知を行った。 

・総合防災訓練時に配備済みの救助資器材等の点検及び使用
訓練を実施した。 

・町会・自治会等とのつながりを促進するため、マンション
住民向け防災研修会について実施の働きかけを行った(７
棟)が、管理組合との調整に時間を要したこと、新型コロナ
ウイルス感染拡大防止のため延期となったことにより、研
修会の実施、欠席者への資料のポスティングは１棟に留ま
った。 

・ミニ防災フォーラムについても新型コロナウイルス感染拡
大防止のため延期となり、実施できなかった。 

・町会への加入を促進するため、次の取組を行った。 
町会の活動内容が分かる町会加入促進チラシのリニューア
ルと転入パックへの封入、町会に合わせた町会加入促進チ
ラシフォーマットの作成、町会に合わせた町会加入促進チ
ラシの作成（２町会）、「広報すみよし」で町会のつながり
の大切さの周知、町会加入促進パネルとチラシの掲示・配
布、不動産関連団体へ町会加入促進チラシの配付、マンシ
ョン建設時から管理者等に町会加入の働きかけ（１棟）、住
みます芸人を活用した町会加入動画の制作・放映、
Instagram・ホームページで町会活動を紹介、町会ポスタ
ーについては未作成。 

東
住
吉
区 

・各地域の行事予定を広報紙に掲載する。広
報紙については区全体で編集方法を改め効
果的な発信に取り組む。 

・各地域の活動実施の様子をホームページに
掲載する。 

・町会加入促進チラシを転入者に配付する。 
・様々な催し等で啓発する。 

・各地域の行事予定を広報紙及びホームページに掲載した。 
・各地域の活動実施の様子をホームページに掲載した。 
・地域活動の広報紙掲載について、高齢者福祉月間にあわせ
て記事を掲載する（９月号）、地域活動協議会の特集を行う
（11 月号）等、伝わりやすい工夫を行った。 

・各地域の夏祭り等開催予定をいまざとライナー内モニター
へ掲載した。 

・町会加入促進チラシを転入者に配付した。 
・区内のイベントでの機会を捉え啓発を行った。 

平
野
区 

・全地域共通課題の防災について、地域とと
もに取り組む。 

・防災マニュアルを活用した地域での防災訓
練を支援することで、地域内での連携強化
を図る。 

・区政協力会・地域振興会と協働して、全住民向の防災マニ
ュアルの作成を行った。 

・防災マニュアルを地域振興会を通じて区民に配布・防災訓
練の支援時の配布を行い地域内の連携強化を図った。 

西
成
区 

・転入者へ町内会（第一層）などのチラシを
配付し周知する等の支援を行う。 

・町内会（第一層）などの活動状況等をホー
ムページへ掲載し周知する等の支援を行
う。 

・Facebook における情報周知等、ホームペー
ジ以外の周知の機会を増やす取組もあわせ
て行う。 

・転入者へ町内会（第一層）などのチラシを配付（転入者パ
ック）し周知する等の支援を行った。 

・町内会（第一層）などによる地域活動状況等について、
Facebook を活用し周知を行った。 

・町内会（第一層）の認知度向上に向けた取組として、区の
ホームページで周知を行った。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組②「地域リーダーの活躍促進」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・マンション内のコミュニティ形成を目的とした防災講座
や、防災の基本ルール作り等を支援するための業務委託事
業者を選定し、マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動
への参加参画を呼びかけた。 

都
島
区 

・関係部局と連携し、本人の意向に基づき活
躍の場につなげる。 

・防災リーダー向け新任研修（１回）・アドバンス研修（３回）、
図上研修（１回）を行った。 

・防災リーダー会議（４回）を行った。 

福
島
区 

・関係部局等と連携し、地域リーダーなどの
人材について、本人の意向に基づいた活躍
の場につなげるよう取り組む。 

・地域防災リーダーに対する新任研修や技術訓練を行い、地
域リーダーの育成を図った。 

・青少年指導員連絡協議会主催の講演会開催の支援を行っ
た。 

此
花
区 

・同じ活動を行う人同士の交流会を実施し、
地域リーダーとして次世代を担う方への働
きかけを行う。 

・防災リーダーを中心とした津波避難訓練等
を実施する。 

・地域防災リーダーに対して防災関係の知識や技術習得を目
的にした研修会を実施した。 

・同じ活動を行う人同士の交流会「ふれあい喫茶・食事サー
ビス従事者交流会」（10 月）や勉強会「コノまちゼミ」（11
月２回開催）を実施し、地域リーダーとして次世代を担う
方への働きかけを行った。 

・各地域において防災リーダーを中心とした津波避難訓練等
を実施した。 

中
央
区 

・地域リーダーがやりがいを感じることがで
きるよう、ニーズや意向を踏まえた活動支
援を行う。 

・中間支援組織と情報交換を行い、ニーズの洗い出しや支援
の方向性を確認し、可能な支援を行った。 

・中間支援組織と地域活動協議会活性化セミナーを開催し、
各地域の課題を改めて明らかにし、各地域の次年度の活動
内容に反映させるための支援を行った。 

西
区 

・防災リーダーの活躍促進の一環として、情
報共有会等の開催を通じ、地域における防
災活動の強化に努める。 

・地域防災訓練に伴う地域防災リーダーとワ
ークショップ等における他地域の訓練内容
等の情報共有を通じ、地域における防災活
動の強化に取り組むことで、地域防災リー
ダーの活躍促進につなげる。 

・地域防災リーダー隊長・災害対策部長会議を開催し、各地
域間で情報共有を図った。加えて、災害時に情報共有する
ためのメール送信名簿を充実させた。 

・各地域の防災リーダーを対象としたリーダー訓練を西消防
署と連携し実施した。 

・各地域における防災訓練の実施に向け、地域防災リーダー
を核としてワークショップを開催し、地域における防災活
動の強化に取り組んだ。 

港
区 

・地域リーダーとしてより意識をもって活動
ができるよう各人のニーズや意見を踏まえ
て支援に取り組む。 

・グリーンコーディネーターを対象に定例会（月１回）を開
催し、ニーズや意見を踏まえながら、地域の緑化活動に取
り組んだ。 

・新任の地域防災リーダーに対し、防災関係の知識や技術の
習得を目的とした研修会を実施した（９月）。 

・地域防災リーダーの意向を確認しながら避難所開設訓練の
支援を行った。 

大
正
区 

・地域防災リーダーの訓練・研修会の開催 
・地域においても健康づくり、介護予防活動

を啓発していけるような人材を育成するこ
とを目的とした講座の開催 

・地域防災リーダーへの技術訓練や情報伝達訓練を実施し
た。 

・地域で健康づくりや介護予防活動を啓発していけるような
人材育成講座を開催した。 

天
王
寺
区 

・緑化ボランティア講習会などの場を活用
し、新たな担い手確保を図るとともに、本
人の意向に基づき活躍の場につなぐ取組を
実施する。 

・グリーンコーディネーターの皆さんに緑化ボランティア団
体の「グリーナリー天王寺」に参加いただいており、種花
事業に携わっていただいた。 

・緑化ボランティア講習会などを通じて、参加者を新たな担
い手として「グリーナリー天王寺」に加入いただき、種花
事業などに携わっていただいた。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

浪
速
区 

・役割の理解を深める取組を実施することに
より、動機付けややりがいを創出し、本人
の意向に基づく活躍を促進していく。 

・グリーンコーディネーターの活躍の場を創
出するため、緑化普及啓発イベント（下期）
や保育所、中学校での植え方指導を実施す
る。 

・区役所・建設局・グリーンコーディネータ
ーによる意見交換会を実施する。 

・地域防災訓練に伴う地域防災リーダーとのワークショップ
を通じ、地域における防災活動の強化に取り組んだ。 

・グリーンコーディネーターの活躍の場を創出するため、
「Naniwa Botanical Festa」を開催し、講師活動を行うと
ともに、保育所での種花活動を通じて植え方指導を実施し
た。 

・区役所・建設局・グリーンコーディネーター・緑化ボラン
ティアが参加する種花会議を 10 回開催し、意見交換を行
った。 

西
淀
川
区 

・地域リーダーの活躍促進に向けて、本人の
意向に基づき活躍の場につなぐ取組を実施
する。 

・効果的な取組について検討し実施する。 
 
 

・地域リーダーの活躍促進に向けて、各地域での取組につい
て情報交換を行う場を提供した。 

・「MAIDO にしよど」（６月開催）において、本人の意向に
基づき活躍できる場について検討し、「矢倉で乗っちゃえ！
気球フェス」のイベントを計画したが、新型コロナウイル
ス感染症の影響により中止となった。 

淀
川
区 

・区長会議の支援を受けながら、関係局と連
携し、本人の意向に基づき活躍の場につな
ぐ取組を実施する。 

・制度や市政改革プラン 2.0 の方針等について、区役所担当
者間で情報共有し、制度の効果的な運用に向けた理解度向
上に努めた。（８月、11 月） 

東
淀
川
区 

・各地域で実施される防災訓練等において、
地域防災リーダーが、地域における防災活
動の中核的な存在として活躍できるよう訓
練計画の策定支援を行う。あわせて地域ま
つり等のイベントで地域防災リーダーの役
割を周知し次世代の参画に繋げる。 

・グリーンコーディネーターについて、周知
を進めるとともに、活動を続けてもらえる
ように分かりやすく、興味が湧く活動にな
るように意見交換をする。 

・地域主催の防災訓練において地域防災リーダーが主体的に
取り組めるように、地域防災リーダー隊長連絡会において、
ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）のレクチャーを行った。また、
他地域の取組を共有できるように意見交換の場を設けた。 

・地域防災リーダーが地域における防災活動の中核的な存在
として活躍できるよう、訓練計画の策定支援を行った。 

・グリーンコーディネーターの活躍の場について、区役所・
建設局・グリーンコーディネーターによる意見交換会を実
施した。（月１回）また、花づくり広場や区役所前の花壇な
ど活動の場を提供した。意見交換を踏まえて、市民向けに
花の講習会を開き、新たな担い手の勧誘を行った。 

東
成
区 

・地域防災リーダーを中心にヒアリング結果
に基づくリーダーの活躍につながる実践的
な取組を行う。 

・地域防災リーダーの意向に基づき、活動の場につなげる取
組を行った。 
地域防災リーダ―訓練（11 地域）／地域防災訓練（11 地
域） 

生
野
区 

・地域防災リーダーの意向に基づき活躍の場
につなぐ取組を実施する。 

・地域防災リーダーに対し、防災関係の知識や技術の習得を
目的とした研修会を実施した。（６月） 

旭
区 

・ＳＮＳ等を利用して、担い手の拡大に向け
た広報などの働きかけを支援する中で、ボ
ランティアの呼びかけを行う。 

・地域活動協議会連絡会議等において、ＳＮＳ等を利用した
広報などの働きかけを行うよう支援した。 

 

城
東
区 

・リーダーのアイデアを現実化できるよう支
援する。 

・防災リーダーのアイデア実現を意図した意
見調整結果を反映させた地域防災訓練を実
施する。 

・地域防災訓練の内容や進行について、防災リーダーと意見
調整を行い支援した。 

 

鶴
見
区 

・区役所・建設局・グリーンコーディネータ
ーによる意見交換会を実施したり、ホーム
ページや広報紙で活動状況を広報したりす
ることにより、活躍の場の創出・拡充につ
なげる。 

・区役所・建設局・グリーンコーディネーターによる意見交
換会を実施した。（５回） 

・グリーンコーディネーターの活動状況をホームページ（５
回）や広報紙（１回）に掲載した。 

阿
倍
野
区 

・本人の意向に基づき活躍の場につなぐ取組
を実施する。 

・地域防災リーダー訓練を１回実施した。 
・新任地域防災リーダーに、防災の基礎知識習得のため研修
を１回実施した。 

・小中学校防災訓練で小中学生に対し、地域防災リーダーが
指導を 12 校で行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・各地域で実施されているまちなか防災訓練で、地域住民に
対し、地域防災リーダーが指導を行った。（８地域で実施、
２地域は新型コロナウイルス感染症の影響により中止） 

・防災ジュニアリーダー研修開催：１回 
・ウォーキングサポータースキルアップ講座：２回 
・健康づくり展げる講座：１コース７回（講座修了後、修了
生のうち４名がウォーキングサポーターに登録し、１名が
区健康づくり推進協議会「梅の会」に入会した。) 

住
之
江
区 

・新たな担い手の育成に向け、関係部局等と
連携し取り組む。 

・新たな担い手育成に向け、担い手拡大ワーキングを実施し
た。ワーキングで出た解決策等を実行するためのイベント
開催にむけて中間支援組織と連携し支援した（イベントは
新型コロナウイルス感染拡大防止のため延期）。 

住
吉
区 

・地域防災リーダー研修会を開催し、役割に
ついて説明するとともに、住吉区総合防災
訓練で実施する訓練について主体的に参加
するように促す。 

・総合防災訓練に向けた事前説明会で、女性
視点の重要性について啓発を行い、訓練へ
の女性の参画を促す。（年２回） 

・地域防災リーダー研修会を開催し、役割について説明する
とともに、住吉区総合防災訓練への参加を促し、約 250 名
が参加した。 

・訓練に向けた事前説明会において、女性視点での内容説明
や参画を促した。 

・防災リーダーの改選期に女性の積極的登用を依頼し、結果
３名の増加（女性比率 13.8％）となった。 

東
住
吉
区 

・委嘱式開催や事業実施等の機会を捉え関係
局との情報共有等の連携を密に行う。 

・防災リーダー・女性防火クラブ合同研修を消防署と協力・
連携して行った。 

・廃棄物減量等推進員研修会を環境事業センターと協力して
開催する等、関係局との情報共有等の連携を密に行った。 

平
野
区 

・消防署と連携し未実施地域へ実施方法など
具体的提案を行い実施促進を行う。 

・市大防災士養成講座への地域参加人数が増
えるように働きかけ、30 年度の実績以上に
参加する。 

・防災士として地域で活躍いただくように支
援をする。 

・消防署と連携し地域における訓練を実施した。 
・市大防災士養成講座の参加を地域へ働きかけ、地域より 16
名の受講を受け付けた。（前年実績２名） 

・防災士として地域における防災訓練のリーダー役としての
活動を支援した。 

 

西
成
区 

・役割の理解を深める取組を実施することに
より、動機付けややりがいを創出し、本人
の意向に基づく活躍を促進していく。 

・地域防災リーダーを対象とする防災アドバンスト講習会を
実施し、災害時の消火活動等理解を深めた。 

・１月に区民フォーラムを実施し、役割の理解を深める取組
を実施した。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組③「気軽に活動に参加できる機会の提供」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・ホームページや広報紙などのほか、マンシ
ョン管理業協会と連携を図りながら、マン
ション住民に向けて、広く情報発信するこ
とで地域活動等への参加を促進する。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙におい
て地域活動を紹介するとともに、地域活動
等への参加を呼びかける。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション管理業協会
と連携を図りながら、マンション住民に向けて、地域イベ
ント等の情報を発信し、地域活動等への参加参画を促進し
た。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙において地域活動を紹
介するとともに、地域活動等への参加を呼びかけた。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルー
ル作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加参画を
呼びかけた。 

都
島
区 

・地域活動協議会が実施している様々な取組
を情報発信し、市民活動への参加を呼びか
ける。 

・各地域活動協議会が行う活動の周知（Facebook26 回） 
・区民まつり（９月）の開催、まちづくりセンターが行うつ
ながりづくりや交流のためのイベント開催（２件）を行っ
た。 

・その他地域活動の情報発信を行った。（広報誌４月～３月、
Facebook35 件、Twitter15 件） 

福
島
区 

・町会（第一層）の行事において、住みます
芸人の派遣を行い、地域活動に気軽に参加
できるよう支援を行う。 

・広報紙への地域活動協議会の紹介記事を複
数回の掲載を行う。 

・盆踊りや歳末夜警など全地域で行う代表的
な地域活動協議会の記事を掲載する。（年３
回以上） 

・子育てサロンでの子ども服交換会など、新
しい事業をまちづくりセンターと連携して
積極的に発信する。 

・福島区住みます芸人の派遣を行い地域活動へ気軽に参加で
きるよう支援を行った。 

・広報紙への地域活動協議会の紹介記事を複数回（９、11 月）
掲載し、気軽に参加できる機会の情報発信を行った。 

・盆踊りや歳末夜警など全地域で行う代表的な地域活動協議
会の紹介記事を広報紙やホームページに掲載した（４回）。 

・地域活動協議会のＰＲのため、区役所１階待合ロビーに地
域活動協議会広報専用のラックを設置し、各地域独自のチ
ラシや盆踊り・区民まつりなど地域に馴染みのある事業の
チラシを作成し配架した。 

・地域活動と関わりの薄い若年層（30 歳代）を対象に気軽に
参加してもらえるイベント「おとなの文化祭」を開催し、
地域活動・地域課題の現状を知ってもらい、地域とつなが
るきっかけをつくった。（１月） 

此
花
区 

・地域活動協議会をはじめ、他の地縁型団体
が行う活動について、区広報紙やホームペ
ージ等で情報発信する。 

・地域における活動や各種団体の活動・取組を区広報紙やホ
ームページで紹介した。 

・区役所や区民ホールに地域情報コーナーを設け、地域行事
等のチラシを配架するとともに、活動内容を紹介する壁新
聞を作成・掲示した。 

中
央
区 

・広報紙や Twitter など様々な手法により地
域情報の発信を強化し地域活動への参加を
呼びかける。 

・ホームページ・Twitter・広報紙により発信する地域情報の
内容の充実を図りながら地域情報の発信を行った。 

 

西
区 

・自治会や町内会、子ども会など地縁型団体
の活動状況について、活動主体と連携して
西区広報紙・ホームページ等を通じて区民
に広報し、活動目的の周知や活動への参加
を呼びかける。 

・地縁型団体の会議等で活動目的を改めて確
認する機会を設け、さらに誰もが気軽に参
加できるようにする仕組みや工夫に関する
情報提供を行う。 

・地縁型団体の活動状況について、西区広報紙・ホームペー
ジ等を通じて区民に広報し、活動目的の周知や活動への参
加を呼びかけた。（18 回） 

・活動目的を改めて確認する機会を設け、さらに誰もが気軽
に参加できるようにする仕組みや工夫に関する情報提供を
実施した。（６回） 

 

港
区 

・全戸配布している広報紙を活用して市民活
動情報の認知向上に取り組む。 

・子育て、健康、スポーツ、文化等、気軽に
参加できるイベント等について、広報紙や

・広報紙に市民活動に関する情報を掲載し、その認知向上に
取り組んだ。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

ＳＮＳを活用して情報発信を行い、参加を
呼びかける。 

・子育て、健康、スポーツ、文化等の市民活動情報について、
広報紙、ホームページ等、多様な広報ツールを活用してき
め細やかな情報発信を行い、参加を呼びかけた。 

大
正
区 

・区内 10 地域から募った市民ボランティア
により、季節に応じた各種の花を種から育
ててもらう。 

・区とまちづくりセンターが連携を図りなが
ら、各団体の課題に即した支援を行う。 

・30 年度から広報紙において各地域活動協議
会の活動報告を掲載しているが、元年度か
らは広報紙の増ページでの特集も行う。 

・花壇レイアウト講習会は、調整会議において実施しないこ
ととなったが、市民ボランティアの方々により、花苗を花
づくり拠点への出荷等を行った。 

・地域活動協議会の会議の場などで、補助金制度創設の目的
や意義を説明した。 

・毎月、１地域ずつ、地域活動協議会の活動報告を広報紙に
掲載するとともに、12 月号で地域活動協議会が取り組む活
動内容についての特集記事を掲載した。 

天
王
寺
区 

・地域資源等を活用したイベントの開催や、
気軽に参加し易い各種地域イベントを広報
紙等や Facebook、Twitter で紹介し、いま
まで地域に関わりの少なかった世代等の地
域活動への参加のきっかけづくりとする。 

・地域資源等を活用したイベントの開催や、気軽に参加し易
い各種地域イベントを広報紙等や Facebook、Twitter で紹
介し、いままで地域に関わりの少なかった世代等の地域活
動への参加のきっかけづくりとした。広報紙５～３月 11 回
実施、Facebook、Twitter７、９～11 月計５回実施 

浪
速
区 

・まちづくりセンター、地域担当職員、市民
協働担当職員が、地域活動協議会議等より
各地域での取組（喫茶事業や食事サービス
事業等）情報を収集・発信し、参加を広く
呼びかけるとともに、未実施の地域が、実
施地域のノウハウを共有・吸収できるよう
な場を設定し居場所づくりの更なる拡大を
図る。 

・広報紙・ホームページ・ＳＮＳ（Twitter・
Facebook）等による情報発信を行う。（月１
回以上） 

・各地域より収集した取組や好事例を、他地域にて発信し地
域間の情報共有を図った。 

・広報紙への記事掲載 12 回、まちづくりセンターブログ投
稿記事 451 件（34,659 アクセス）にて地域を紹介するとと
もに、地域行事への参画を促した。 

西
淀
川
区 

・誰もが気軽に参加できる場の情報や活動の
きっかけとなる情報を収集して、区広報紙
やホームページ、ＳＮＳ等で発信し、地域
活動への参加を呼びかける。（情報発信件数
20 件） 

・地域課題等について参加者が自由に意見を
述べることができる場等を開催し、地域に
関わりの少なかった区民の地域活動への参
加を支援する。 

・区内の「地域公共人材」に関する情報を収
集し、地域活動に取り組む人を中心に「地
域公共人材」の意義・役割について周知す
る。 

・各地域での活動の内容を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活用し、ＳＮＳによる
情報発信を各地域で行えるよう支援する。 

・効果的な取組について検討し実施する。 

・区民まつりや地域清掃活動など、誰もが気軽に参加できる
場や活動のきっかけとなる情報を、区広報紙やホームペー
ジ、ＳＮＳ等で発信し、新たに「ものづくりまつり」や新
型コロナウイルス感染症の影響で中止となった「アイデア
ソン」の情報発信を行うなど地域活動への参加を呼びかけ
た。（情報発信件数 20 件以上） 

・区内で定期的に開催されている「企業、商店、ＮＰＯ等各
団体や活動者たちが集まり、情報交換やマッチングを図る
異業種交流会」について、地域住民及び区内ものづくり企
業へ積極的に声かけを行う等、区も連携して周知を行い、
拡大して実施した。 

・30 年度から引き続き、１地域においてコミュニティ会館の
利用に関して「地域公共人材」を活用した。 

・中間支援組織を活用し、新たに１地域 Facebook を立ち上
げるとともに、各地域のＳＮＳによる情報発信の更新情報
等を確認した。 

・気軽に参加できる活動として、「MAIDO にしよど」を開催
した。（６月） 

淀
川
区 

・分かりやすい表現やイラストの活用等、内
容を工夫し、若い世代から高齢者まで幅広
い世代に向けて地域活動情報を発信する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報媒体を活用した情報
発信により、身近な地域や関心のあるテー
マへの市民活動への参加を呼びかける。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という
専用の配架棚を設け地域行事等のチラシを
随時配布する。 

・若い世代から高齢者まで幅広い世代に向け
た身近な地域情報を発信するため、ホーム
ページの改善、ＳＮＳでの積極的な情報発

・広報誌にて地域活動情報発信の連載記事を掲載した（４月
～） 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という専用の配架棚を
設け、地域が発行している広報紙や地域行事等のチラシを
随時配布した。（４月～） 

・区役所ホームページに地域活動協議会の「お知らせ」カテ
ゴリーを新設し、新しい情報が目に留まりやすいように改
善した。（８月～） 

・広報誌に毎月連載している「地活協ってなぁーに？」の特
集を区役所ホームページでも発信し、積極的な情報発信を
行った。（８月～） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

信、地域の広報紙やチラシの作成支援を行
う。 

・地域の広報紙やチラシの作成支援については、中間支援組
織と連携して対応を行った。 

・転出入の手続きで来庁者が多くなる時期に合わせ、「広報見
本市」として地域広報紙やチラシを区役所区民ギャラリー
にて掲示し、地域活動参画促進を行った。（３月） 

東
淀
川
区 

・参加者増につなげるため、過去の同種イベ
ントに参加した方々へのチラシの配付や、
掲示板、ＳＮＳの活用等による情報発信を
行う。 

・「東淀川みらい EXPO」を実施し、気軽に活
動へ参加できる場を提供する。 

・過去の同種イベントに参加した方々へ案内チラシを配付す
るとともに、ホームページ、Facebook、市民活動総合ポー
タルサイト等で情報発信を行った。 

・「東淀川みらい EXPO」を実施した。（８、12 月） 
・東淀川区に関わる様々な情報が集まる場として、週末サロ
ン「ひと×まちコーデ」を開催し、活動参加への新しい入
口を創出した。（６～１月、毎月１回開催） 

東
成
区 

・Twitter や広報紙等を活用して気軽に参加
できる情報発信を行う。 

・各地域が実施する「いきいき百歳体操」や
「地域子育てサークル」を様々な媒体やイ
ベントなどの機会を通じ紹介するととも
に、参加を呼びかける。 

・健康講座（保健栄養コース）を９月から、
健康づくりやってみよう講座を 10 月から
開催し、その参加者に対し、地域の健康づ
くり活動を紹介するとともに、参加を促し
ていく。 

・地域を担当する職員が地域行事等に参加して、ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）を活用して地域情報を発信、市民活
動参加の呼びかけを行った。 

・各地域で開催される「地域子育てサークル」を様々な広報
媒体やイベントなどの機会を通じ紹介するとともに、参加
を呼びかけた。 

・イベント時に各サークルのポスターを掲示。広報紙に各サ
ークルの紹介を連載にて掲載。ＳＮＳで開催案内を発信。
出生時や他区からの転入時の窓口来所時にサークルを案内
した。 

・健康づくりやってみよう講座を 10、11 月に５回コースで
開催。受講者 25 名、修了者 22 名。講座の中では、いきい
き百歳体操や健康づくり推進協議会（健推協）の活動等紹
介し参加勧奨した。修了者のうち 8 名が健推協に加入し、
今後も地域で活動を継続予定である。 

・保健栄養コースを９～11 月にかけて９回コースで開催し、
受講者 23 名、修了者 21 名であった。講座の中では、各ラ
イフステージに応じた食育や食生活改善推進員協議会（食
推協）の活動等を紹介し、参加勧奨した。修了者のうち 12
名が食推協に加入し、今後も地域で活動を継続予定である。 

・広報誌、ホームページ等により、地域福祉活動につき周知
し参加を広く呼びかけた。 

生
野
区 

・幅広い世代の住民が地域活動について興味
を持ち、さらに、地域活動の新たな担い手
へとつながるよう、誰もが気軽に参加し、
交流できる場を提供する。 

・ＳＮＳ等を通じて情報を発信し、市民活動
への参加を呼びかける。 

・気軽に活動できる機会の提供としてまちカフェを開催し
た。（11 回） 

・中間支援組織の Facebook 等を通じて市民活動への参加を
呼びかけた。 

 

旭
区 

・地域活動協議会が取り組む自律的な地域活
動や子ども食堂等の取組をサポートしつ
つ、地域活動情報を広報紙及びＳＮＳ等を
利用して、積極的に発信する。 

・子ども食堂等、自律的な地域活動等の取組をサポートした。 
・地域活動情報を広報紙等により発信した。 

城
東
区 

・広報誌の「地域活動協議会だより」のコー
ナーを掲載する。 

・各地域の広報担当者向けに「情報交換会」
を開催し、広報の技術を学ぶ機会を作る。 

・各地域の広報紙展に関し、複合施設１階ロ
ビーでまちづくりセンターが調整して開催
する。 

・各地域の広報担当者に対する積極的な広報
のまちづくりセンターによるアドバイスを
行っていく。 

・広報誌８～３月号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅
力（実施済みの取組報告やイベント予告）を発信するリレ
ー企画掲載をまちづくりセンター発信でスタートした。 

・11 月 12～21 日に複合施設１階ロビーにおいて「地域活動
協議会 広報展」（広報紙・ポスター・チラシ等広報物の展
示）を実施し、地域活動協議会を区民あてに周知した。 

・広く広報活動全般に対してアドバイスし、広報誌特集記事
や 16 地域活動協議会会長わが町魅力発信リレー企画の取
材活動を通じて、広報誌の企画内容や紙面の組立てノウハ
ウ等も地域へ伝え、地域での広報活動（各地域発行広報紙）
の重要性について啓発した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

鶴
見
区 

・地域活動協議会や地縁型団体等の活動を紹
介した転入者向けリーフレットの内容更新
や広報紙、ホームページ等での地域活動の
情報発信を行う。 

・転入者向けリーフレットを作成・配付し、町内会等に関す
る情報の提供を行った。また、２年１月に内容更新を行っ
た。 

・広報紙に毎月地域活動協議会のイベント日程を掲載し、情
報発信を行った。 

・ホームページに随時地域活動協議会の活動内容を掲載し
た。 

・広報紙に月替わりで各地域活動協議会のふれあい喫茶の取
材情報を掲載した。 

阿
倍
野
区 

・地域のまつり、まちなか防災訓練、ウォー
キング、生涯学習など地域活動協議会をは
じめ様々な団体が実施している取組につい
て情報発信し、市民活動への参加を呼びか
ける。 

・地域活動協議会が実施する地域のまつりについて、Twitter
や広報紙、まちづくりセンターFacebook 等で自治会・町内
会等の事業について情報発信を行った。 

・地域住民が気軽に参加できるまちなか防災訓練が各地域で
行われ、開催について、ＳＮＳ、広報紙、チラシ掲出等で
情報発信を行った。（８地域で実施、２地域は新型コロナウ
イルス感染症の影響により中止） 

・あべのウォーク年２回（参加者 390 人）、ちょこっとウォ
ーキング年６回（参加者 679 人）の情報発信として､広報
紙に年３回記事掲載を行ったほか､区役所窓口や関係機関
でリーフレットの配布､ウォーキングサポーターの口コミ
により、区民にウォーキングイベントへの参加を呼びかけ
た。 

・区内９小学校で実施する生涯学習ルーム事業など生涯学習
の取組について、広報紙での特集記事掲載（年１回）、区民
まつりでの周知（年１回）、イベント「区生涯学習ルーム交
流会」の開催（年１回）、「あべの生涯学習だより」の発行
及びホームページへの掲載（月１回）等により情報発信を
行った。 

住
之
江
区 

・広報紙、ホームページ、Facebook で、誰も
が気軽に参加できる場の情報発信を行うこ
とで、市民活動への参加を呼びかける。そ
の際には、内容の充実を図っていく。 

・広報紙で「地域のまつり日程」や「食事サービス」、「ふれ
あい喫茶」、「百歳体操」等各事業について紹介記事を掲載
した。 

・ホームページで各地域の行事カレンダーを作成し公表し
た。 

・Facebook でイベントや行事の開催周知に関する記事を投
稿した。 

住
吉
区 

・地域で行われている様々な活動が、地域活
動協議会によって行われていることを広く
知ってもらうための情報発信を広報すみよ
しやホームページ等を活用し行う。（全 12
地域で実施） 

・若年層への区政・地域への関心喚起のため、
ＳＮＳ（LINE＠・Instagram など）を活用
した情報発信を強化する。 

・地域活動協議会の広報紙を発行する。（３地
域） 

・区役所で地域活動の写真を掲示する。 

・「広報すみよし」・ホームページにおいて、地域活動協議会
の取組や活動を紹介した。 

・若年層の区政・地域への関心を高めるため、Twitter・LINE・
Instagram・YouTube を活用し、各地域活動協議会の活動
や行事の開催日を周知した。 

・行事のチラシを作成し、区役所に配架するとともに、子育
て世代対象に配布した。 

・地域活動協議会会長会にて地域活動協議会広報紙発行の働
きかけを行った。また、広報紙作成に向け打合せを３地域
で実施し、長居地域活動協議会（３回）・地域活動協議会東
粉浜（１回）が広報紙を発行した。 

・区庁舎内に地域活動協議会紹介パネル、リーフレットの設
置、小型デジタルサイネージで住みます芸人を活用した動
画の放映 

・広報紙については、１地域が３月末に発行する予定であっ
たが、新型コロナ感染症対策の影響もあり、会議も行えず、
年度内に発行できなかった。 

東
住
吉
区 

・各地域の行事予定を広報紙に掲載する。広
報紙については区全体で編集方法を改め効
果的な発信に取り組む。 

・各地域の活動実施の様子をホームページに
掲載する。 

・各地域の行事予定を広報紙及びホームページに掲載した。 
・各地域の活動実施の様子をホームページに掲載した。 
・地域活動の広報紙掲載について、高齢者福祉月間にあわせ
て記事を掲載する（９月号）、地域活動協議会の特集を行う
（11 月号）等、伝わりやすい工夫を行った。 

32 
 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・町会加入促進チラシを転入者に配付する。 
・様々な催し等で啓発する。 
・広報紙にて、「認知症区民フォーラム」「は

つらつ脳活性化元気アップリーダー養成講
座」を周知する。 

・各地域リーダーが、「はつらつ脳活性化元気
アップリーダー養成講座」の周知、勧奨な
どの活動を行う。 

・「若いリーダーの育成と多世代交流のため
の認知症キッズサポーター養成講座」開催
への協力を行う。 

・各地域の夏祭り等開催予定をいまざとライナー内モニター
へ掲載した。 

・町会加入促進チラシを転入者に配付した。 
・広報紙にて「はつらつ脳活性化元気アップリーダー養成講
座」を周知した。（８月号） 

・８月に各地域のリーダーに、養成講座のビラを配付するた
めビラの準備をした。 

・北田辺小学校における「認知症キッズサポーター養成講座」
について準備のための会議に区職員が出席した。 

・「認知症区民フォーラム」について広報紙で周知した。（９
月号） 

・学校からの要請により「認知症キッズサポーター養成講座」
の開催に協力した。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携して、地域における周知方法を検討し支
援を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）の電
子広報媒体をきっかけに、各地域において
電子媒体活用を支援する。 

・地域における広報紙の作成やＳＮＳの活用
を支援し、それらを広報紙・ホームページ
や Facebook などで活動情報を含めて発信
を行う。 

・平野区内で実施されている「こどもの居場
所」の開設・運営支援や情報提供を行う。
また、連絡会（情報交換の場）等を開催す
る。 

・いきいき百歳体操の実施場所やサポーター
養成講座、交流会の開催などの情報発信を
行う。 

・認知症予防推進事業における「平野区いき
いき脳活サポートマニュアル」などの情報
発信および取組団体を発掘する。 

・キッズひらちゃん子育て応援団への登録団
体や個人ボランティアを募集する。 

・情報誌「子育てのＷＡ！情報」による子育
て支援活動の情報発信等を行う。 

・Facebook「子育て情報ページ」やホームペ
ージによる子育て支援活動やボランティア
養成講座などの情報発信を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と情報共有し、地域
特性に応じた広報支援の方向性を確認した。 

・中間支援組織の支援により、地域で新たに広報紙の作成・
配布を行った。 

・中間支援組織の支援により、地域で新たに電子媒体での広
報が開始された。 

・平野区内で実施されている「こどもの居場所」の開設・運
営支援や情報提供を行った。また、連絡会（情報交換の場）
等を開催した。（５回） 

・いきいき百歳体操の実施場所やサポーター養成講座、交流
会の開催などの情報発信を行った。（４回） 

・「平野区いきいき脳活サポートマニュアル」を活用し、認知
症予防推進事業などの情報発信および取組団体の発掘を行
った。（13 箇所） 

・キッズひらちゃん子育て応援団への登録団体や個人ボラン
ティアの募集（新規 登録団体２件、個人ボランティア４人） 

・情報誌「子育てのＷＡ！情報」による子育て支援活動の情
報発信等を行った。（乳幼児健診時で配布） 

・Facebook「子育て情報ページ」やホームページによる子育
て支援活動やボランティア養成講座などの情報発信を行っ
た。（68 件） 

 

西
成
区 

・区内における夏まつり情報以外にも、各地
域にて開催されるイベントや地域活動など
の情報を広報紙に掲載する等、市民が地域
行事に参加しやすいよう、情報提供を行う。 

・より多くの地域イベントが掲載できるよ
う、掲載の協力について、地域活動協議会
補助金説明会等で周知を行う。 

・広報紙において、区内における夏まつり情報を掲載するな
ど、情報発信を行った。 

・各地域において開催されるイベントや地域活動を
Facebook に掲載し、市民が参加しやすいよう情報提供を
行った。 

・より多くの地域イベントを周知できるよう、６月及び 12 月
開催の地域活動協議会における会議にて掲載の協力依頼を
行った。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組④「ＩＣＴを活用したきっかけづくり」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防
災の基本ルール作りの場で地域活動の魅力
を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・上記取組と合わせて、Facebook や Twitter
などＳＮＳ広報の好事例を地域に紹介し、
地域活動連絡会におけるＩＣＴ活用を促進
する。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルール
作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加参画を呼
びかけた。 

・上記取組と合わせて、Facebook や Twitter などＳＮＳ広報
の好事例を地域に紹介し、地域活動連絡会におけるＩＣＴ
活用を促進した。 

都
島
区 

・Facebook、Twitter などＳＮＳを活用し、若
い世代に向けて地域活動への参加を呼びか
ける。 

・区民まつり、各地域活動協議会が行う活動の周知
（Facebook26 回）を行った。 

・イベントなどの地域活動の情報発信（Facebook35 回、
Twitter15 回）を行った。 

福
島
区 

・ホームページや Facebook において地域情
報を掲載するとともに、まちづくりセンタ
ーや各地域活動協議会のホームページで各
種活動について情報発信を行う。 

・ホームページ等が更新されていない地域活
動協議会への支援を強化していく。 

・まちづくりセンターと連携しながら、ホームページやまちづ
くりセンターホームページ・Facebook において地域情報を
掲載するとともに、各地域活動協議会がホームページで各
種活動について情報発信を行った。 

・ホームページ等が更新されていない地域活動協議会への支
援を強化した。 

・Twitter を開設予定の地域に講習会等を開催した。 

此
花
区 

・コミュニティ育成事業において、若者が活躍
できるような場を作るとともに、若い担い
手であるＰＴＡなどを巻き込めるよう働き
かける。また、ＳＮＳを活用して気軽に参加
できるよう情報を発信していく。 

・コミュニティ育成事業実施にあたり、定期的にＳＮＳを更新
して、参加を呼びかけた。 

・子どもフェスタでは、若い世代の参加者が増え、区民まつり
では、高校生が作成したクッキーを販売するブースを設置
し、Facebook 等で情報発信した。 

・まちづくりセンターと連携し、地域のまつりなどの情報を
Facebook で発信した。 

中
央
区 

・Twitter の活用を行う。地域情報の発信。地
域活動協議会が立ち上げたホームページへ
の誘導をするなど地域活動協議会に関する
情報の発信。 

・地域活動の担い手のＩＣＴスキルの向上に
向け、中間支援組織（まちづくりセンター）
を通じ、地域のニーズに応じた支援を行う。 

・ホームページ・Twitter・広報紙により発信する地域情報の
内容の充実を図りながら地域情報の発信を行った。 

・Twitter から地域活動協議会のホームページに誘導するなど
地域活動協議会に関する情報を発信した。 

・中間支援組織を通じ、地域活動協議会のホームページの更新
の支援を行った。また、担い手のＩＣＴスキル向上に向けた
支援を行った。 

西
区 

・地域団体などの情報をＳＮＳなどを通じて
情報発信する。 

・ホームページにおいて地域団体の情報や地域イベント等を
掲載するとともに、地域団体のホームページなどにより情
報を随時発信した。 

港
区 

・地域活動への新たな担い手の参画を進める
ため、地域ニーズに合わせて参画しやすい
地域行事などの情報をＳＮＳを活用して発
信する。 

・ＳＮＳを活用して、各地域で開催される様々な行事や活動に
ついて情報発信し、参画を呼びかけた。 

・地域活動協議会において Facebook を開設し、地域行事など
の情報発信を開始した（１地域）。 

・Twitter のアンケート機能を活用して、区や地域主催のイベ
ントへの参加の有無、イベント情報の入手方法などの区民
等の意見を集約した。 

大
正
区 

・T-1 ライブグランプリの開催にあたり、審査
員・ＰＡエンジニア（音響調節）以外の業務
は、ＳＮＳやホームページで募集した職員
及びボランティアの協力のもとで行う。 

・審査員・ＰＡエンジニア以外については、ＳＮＳやホームペ
ージで募集した職員及びボランティアの協力を得て予選２
回（６月、９月）及びファイナル１回（12 月）を実施した。 

天
王
寺

・運用面の負担が低いと思われる、市民活動総
合ポータルサイト（以下「ポータルサイト」
という。）への登録を各地域に働きかける。 

・まちづくりセンターと全地域と共同運営の

・運用面の負担が低いと思われる、ポータルサイトへの登録を
各地域に働きかけ１地域が登録した。（６月） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

区 Facebook から各地域活動協議会の情報発
信が行なわれるよう、各地域に働きかける。 

・各地域活動協議会に向けた CivicTech の紹
介・情報提供を行う。 

・まちづくりセンターと全地域と共同運営の Facebook から
地域活動協議会の情報発信が行なわれた。 

・まちづくりセンターの働きかけにより地域活動協議会が運
営する Facebook が開設され情報発信が行われた。（11 月） 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・報
告を、区広報紙・ホームページ・区ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）やポータルサイトと
いったＩＣＴツール等様々な広報媒体を用
いて、広く周知し、つながりの端緒、機会を
広げるとともに、「Code for OSAKA」によ
る CivicTech 活動と、地域課題解決に取り
組む市民や市民活動団体との橋渡しを行う
など、新たな担い手づくりの参画・育成を促
す。 

・広報紙への記事掲載 12 回、まちづくりセンタ―ブログ投稿
記事 451 件（34,659 アクセス）にて地域を紹介するととも
に、地域行事への参画を促した。 

・「Code for OSAKA」と連携し、防災マップを作成した。 

西
淀
川
区 

・各地域での活動の内容を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活用し、ＳＮＳによる情
報発信を各地域で行えるよう支援する。 

・効果的な取組について検討し実施する。 

・中間支援組織を活用し、新たに１地域 Facebook を立ち上げ
るとともに、各地域のＳＮＳによる情報発信の更新情報等
を確認した。 

・効果的な情報発信の観点を視野に入れながら検討し、地域に
おける活動状況についてパンフレットの全戸配布を実施し
た。 

淀
川
区 

・あらゆるＳＮＳ媒体を活用することで、区民
の目に触れる機会を増やすとともに、夢ち
ゃんブログではコメントのやり取りなどで
双方向性の実験を行う。 

・Twitter、Facebook でのアンケート実験は、
今後も継続し、区民からの情報収集ツール
としての活用を進める。 

・不特定多数を相手としたＳＮＳ発信は継続
しつつも、地域関係者のみによる情報交換
ツール的なＳＮＳ活用法を検討する。 

・Twitter、Facebook、夢ちゃんブログでの継
続的な発信を行う。 

・Twitter、Facebook のアンケート機能を活用
したアンケートの実施。 

・地域間のグループ LINE については、運用
要領の作成を行った上で、地域に周知し、運
用していく。 

・Twitter、Facebook での発信は継続的に行った。（Twitter２
月末：1,967 件、Facebook２月末：36 件） 

・夢ちゃんブログは、ブログ記事の作成が進まず、記事の発信
が行えなかったため、コメントのやり取りによる双方向性
の実験に至らなかった。 

・Twitter、Facebook のアンケートは、昨年に引き続き、９月
に Twitter で実施したが、回答が最高で 82 件、うち区内居
住者は 65%という低い参加結果であったため、アンケート
は一旦休止することとした。 

・地域関係者間での情報交換ツールとしてのグループ LINE
の活用は、３月に運用要領が完成するにとどまった。 

東
淀
川
区 

・広報に関する講座を実施する。 
・ＳＮＳを利用してイベントの事前開催予定
を発信する。 

・YouTube に地域活動に関する動画を投稿す
る。 

・「Word でつくる技ありチラシ」と題して、パソコンを使っ
た広報講座を実施した。 

・ホームページ、Facebook、ポータルサイト等でイベントの
開催の情報発信を行った。 

・YouTube に地域活動フォトムービー、区民まつりのダイジ
ェスト版を投稿した。 

東
成
区 

・Facebook やメールマガジン等のＩＣＴを活
用し、区行事や地域の活動の情報発信を行
う際に、アンケート等での効果測定を行い、
ＰＤＣＡを回していく。 

・地域福祉活動の情報をホームページ・Twitter により発信し
た。（Twitter：ほうえいさんぽ、声掛け訓練、グランドゴル
フ大会など７回） 

・地域子育てサークルの情報発信を行った。（メールマガジン
の配信：25 回（毎月１回.臨時号 13 回）Facebook の配信：
336 回（週 6.5 回）Twitter の配信 72 回））また、イベント
開催時に、どの媒体から情報を得たかアンケートでの効果
測定を行った。 

・住みます芸人が区行事や地域活動に参加し、区民とふれあう
様子を Facebook 等を通じて情報発信した。（７回） 

・SDGs に関するクイズ形式のアンケートを Twitter により
行った。（３回） 

・地域住民による花壇づくりの取組について、Facebook ペー
ジを開設し、若い世代に向けて情報発信を行うことで、新た
な担い手づくりや活動の活性化につなげた。（18 回） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

生
野
区 

・ＳＮＳ等を通じて情報を発信し、市民活動へ
の参加を呼びかける。 

・幅広い世代の住民が地域活動について興味
を持ち、さらに、地域活動の新たな担い手へ
とつながるよう、誰もが気軽に参加し、交流
できる場を提供する。 

・中間支援組織の Facebook 等を通じて市民活動への参加を
呼びかけた。 

・気軽に活動できる機会の提供としてまちカフェを開催した。
（11 回） 

旭
区 

・地域へ目を向けてもらうきっかけづくりの
ために憩の家等の予約状況の確認などをホ
ームページで可能にしていく。 

・一部の老人憩の家等の予約状況をホームページで確認する
ことが可能となった。 

城
東
区 

・各地域でＳＮＳ等の活用促進を進めていた
だけるよう支援を行う。 

・３月号までを予定している広報誌８～３月
号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅
力（実施済みの取組報告やイベント予告）を
発信するリレー企画の中で、各地域活動協
議会のホームページや Facebook のＱＲコ
ードを掲載し、ＩＣＴを活用した地域活動
周知と参加呼びかけを行う。 

・１地域で LINE を使ったネットワークづくり講座を実施し、
ＳＮＳ等の活用促進を進めていただけるよう支援を行っ
た。 

・左記リレー企画最終回である３月号に各地域活動協議会の
ホームページや Facebook とリンクするＱＲコードを掲載
し、ＳＮＳを利用してのつながりのきっかけづくり啓発に
取り組んだ。 

鶴
見
区 

・各地域活動協議会に Civic Tech の理解を深
めてもらうとともに事例紹介を行う。 

・各地域活動協議会にホームページやＳＮＳを活用した広報
などの事例紹介を行った。 

・12 月及び１月に実施した「ツルラボ」において、ブログや
YouTube を活用した事例紹介などを行い、各地域活動協議
会に CivicTech の理解を深めてもらう機会を提供した。 

阿
倍
野
区 

・新たな地域コミュニティ支援事業として、地
域団体や企業等だれもが参加できる交流会
を開催する。開催についてはＳＮＳ等を通
じて情報を発信し参加を呼びかける。（年４
回） 

・新たな地域コミュニティ支援事業として、地域団体や企業等
だれもが参加できる交流会を４回開催した。 

・ＩＣＴを活用した市民との対話を促進する取組が新たに創
出された事例として、LINE を活用した地域の連絡網構築や
情報発信の取組を１件紹介した。 

・まちづくりセンターホームページや、LINE＠を活用し情報
発信を行った。 

住
之
江
区 

・ホームページや Facebook で様々な地域課
題に対応した取組が地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」による CivicTech 
活動の情報発信を行う。 

・地域活動協議会をＰＲする区民参加型の取
組を、ＩＣＴを活用して実施する。特に若い
世代を意識した内容の充実を図る。 

・ホームページや Facebook で様々な地域課題に対応した取
組が地域で行われていることや「Code for OSAKA」による
CivicTech 活動の情報発信を行った。 

・地域活動協議会において、中間支援組織支援のもとにホーム
ページが作成され、情報の共有・発信を行った。 

・Facebook で、新たな担い手育成に向けたイベントでの気軽
に参加できる短時間ボランティア等を募集した。 

住
吉
区 

・若年層への区政・地域への関心喚起のため、
ＳＮＳ（LINE＠・Instagram・動画など）
を活用した情報発信を強化する。 

・地域活動協議会が自らの活動情報を発信し、
地縁型団体への参加が少ない世代に向けて
活動の参加を呼びかけるためのホームペー
ジの作成を支援する。 

・地域活動協議会で活動する人材募集の支援
を行う。 

・Twitter・LINE・Instagram・YouTube を活用した情報発信
を実施した。 

・地域活動協議会会長会でホームページを積極的に活用して
いる地域を紹介するとともに、各地域活動協議会によるホ
ームページ作成を支援した。（10 地域作成済み・１地域作成
中・１地域未作成） 

・事例共有会を開催し、ホームページや LINE を活用した情
報発信例を紹介した。 

・地域活動協議会ホームページ等でボランティア募集を行っ
た。 

東
住
吉
区 

・広報紙やイベント等で公式 LINE アカウン
ト登録への周知を実施する。 

・区民が多く参加するイベント・取組におい
て、来場者に対し公式ＳＮＳを広く周知す
る。 

・毎月の広報紙において、公式 LINE アカウントの周知記事
を掲載するとともに、８月開催の親子向けのイベントや、10
月に開催の区民フェスティバルにおいて、公式ＳＮＳのチ
ラシを来場者に対し広く配布・周知した。 

・毎月実施される乳幼児健診において、公式 LINE アカウン
トの周知チラシを配布した。 

・公式 LINE アカウントの登録者（子育て層）を対象に、区
政に対するアンケートを実施し、結果をホームページにお
いて公表した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・ＳＮＳを利用した区民参加型の取組として、G20 開催応援
や大阪マラソン応援などを実施した。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連携
して、地域状況に応じた支援を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）の電子
広報媒体をきっかけに、各地域において電
子媒体活用を支援する。 

・イベントに参加を促すような内容を発信す
るなど、情報発信の内容を検討する。 

・平野区役所の地域情報 Facebook などで活
動情報の発信を行う。 

・（再掲）平野区役所 Facebook「子育て情報ペ
ージ」やホームページによる子育て支援活
動やボランティア養成講座などの情報発信
を行う。 

・地域情報 Facebook により地域活動の発信を行った。 
・中間支援組織（まちづくりセンター）における地域の広報を
紹介するサイトで活動の紹介を行った。 

・（再掲）中間支援組織の支援により、地域で新たに電子媒体
での広報が開始された。 

・（再掲）Facebook「子育て情報ページ」やホームページにて
子育て支援活動やボランティア養成講座などの情報発信を
行った。（68 件） 

西
成
区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し、情報発信や事
業の実施（小学生向けプログラミング教室
等）を中間支援組織による支援を継続しつ
つ、市民同士または市民と行政がつながる
ことを促進する。 

・プログラミング教室の開催にあたっての効
果を分析しつつ、他地域での応用が可能な
場合はその分析結果をもとに情報提供する
など、継続して支援を行っていく。 

・多様なＩＣＴ（ポータルサイトを含む。）の
活用促進に向けて、情報提供を行っていく。 

・中間支援組織による地域活動協議会への支援として、ＮＰＯ
法人の協力を得ながら、Facebook を利用して事業への参加
を呼びかけるなどし、小学生向けプログラミング教室を継
続して実施した。 

・プログラミング教室の開催にあたっての効果の分析につい
て、中間支援組織を活用しながら取組を進めた。 

・６月及び 12 月開催の地域活動協議会補助金説明会において
多様なＩＣＴ（ポータルサイトを含む。）活用促進に向けて、
情報提供を行った。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組⑤「委嘱制度の再検討」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の
魅力を伝え、活動への参加参画を呼びか
け、地域の担い手を発掘していくととも
に、一部の方に負担が偏ることのないよう
配慮する。 

・マンション内のコミュニティ形成を目的とした防災講座
や、防災の基本ルール作り等を支援するための業務委託
事業者を選定し、マンション住民を対象にした防災講座
や、防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅力を伝え
るとともに、活動への参加参画を呼びかけ、参加を促し
た。あわせて、新たな地域の担い手の発掘にもつなげ、一
部の方への負担の軽減につなげた。 

都
島
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・事業説明会等で、委嘱制度の趣旨・目的の説明（青少年指
導員・青少年福祉委員・生涯学習推進員・はぐくみネット
コーディネーター・スポーツ推進員）を行った。（２月） 

・民生委員推薦のための説明会において一斉改選の意義、
目的、選出方法の説明を行った（５月）ほか、民生委員選
考事務説明会において一斉改選の意義、目的、選出方法の
説明（７月）を行った。 

・委嘱状伝達式において委嘱の趣旨等の説明（民生委員児
童委員）を行った。（12 月） 

福
島
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・地域活動に関わる区民の負担感軽減を図るため、一人に
多くの委嘱をすることがないよう配慮が必要であること
を地域活動協議会補助金説明会の場で促した。 

・スポーツ推進員の委嘱制度について、関係局・団体と検討
を行った。 

此
花
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・委嘱をする場において役割や目的を説明した。 
・委嘱する市民の方に、委嘱の趣旨・目的を理解していただ
くための取組を進めるとともに、一人に多くの委嘱をす
ることがないよう配慮した。 

中
央
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・委嘱者の推薦依頼の際に、委嘱の趣旨・目的を説明した。 
・委嘱者の推薦を依頼する際に、一人に多くの委嘱が重な
らないよう配慮していただくよう依頼した。 

西
区 

・受嘱者に対し、委嘱業務の趣旨・目的・内
容等を説明する。 

・民生委員委嘱準備会で委嘱業務の趣旨・目的・内容等を説
明した。 

港
区 

・委員等の役割や活動内容について理解が
深まるよう委員等と意見交換を行う。 

・青少年指導員や人権啓発推進員など委嘱をする委員等に
委嘱の趣旨・目的について説明し、意見交換等を行った。
（３回） 

大
正
区 

・区政会議委員改選の際、委嘱の趣旨・目的
をしっかり理解していただくための取組
を進めるとともに、一人に多くの委嘱をす
ることがないよう配慮する。 

・区政会議の場で委員改選に関してその趣旨や目的の説明
を行い、区政会議委員の推薦団体の見直しを行ったうえ、
委員改選を実施した。 

天
王
寺
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・委嘱にあたっては、委嘱事業の趣旨・目的、担うべき役割
について十分説明したうえで委嘱を行った。 

 

浪
速
区 

・委嘱者に対して、委嘱業務の趣旨・目的を
説明する機会を設ける。 

・委嘱時には、より分かりやすい説明等を行
う。 

・青少年指導員、人権啓発推進員等会議の場において委嘱
業務の趣旨・目的を説明した。 

（実施状況：各１回） 
・新任区政会議委員に対して区政会議の役割や各種資料等
の理解を深めるため、説明会を開催した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

西
淀
川
区 

・委嘱制度について、一人に多くの委嘱をす
ることがないよう配慮する。 

・青少年指導員などを委嘱する委員の推薦依頼にあたり、
地域からの推薦時期を同時期にすることで、一人が多く
の委嘱を受けないよう配慮した。 

淀
川
区 

・区長会議の支援を受けながら、関係局と連
携し、委嘱する区民の方に委嘱の趣旨、目
的をしっかり理解していただくための取
組を進めるとともに、一人に多くの委嘱を
することがないように配慮する。 

・区長会議の支援を受けながら、関係局と連
携し、本人の意向に基づき活躍の場につな
ぐ取組を実施する。 

・制度や市政改革プラン 2.0 の方針等について、区役所担
当者間で情報共有し、制度の効果的な運用に向けた理解
度向上に努めた。（８月、11 月） 

・委嘱する区民の方には委嘱時や定例会議などの機会に制
度の趣旨を説明するなどして制度の理解を深めるための
取組を行った。 

東
淀
川
区 

・委嘱の際、委員に対して地域の実情などを
含めた研修等を行う。 

・人権啓発推進員について、６月の委嘱状伝達式で活動内
容や事例紹介などの意見交換を行った。また、様々な活動
や地域の事例などを通じて、活動内容等を理解していた
だいた。 

・子ども家庭支援員について、児童虐待を取り巻く情勢等
を含む研修については、こども青少年局で一括で行って
いるが、任期満了となる受嘱者に対し、更新の意向確認の
際に事業趣旨や地域の実情について理解・賛同いただい
ていることを確認した。 

・12 月の一斉改選で新たに委嘱される民生委員に対して、
活動内容や地域の実情を知ってもらうために、効果的な
研修を行った。 

東
成
区 

・委嘱の際には、趣旨・目的を分かりやすく
説明し理解促進の充実を図る。 

・各種委員の委嘱手続きの際に、趣旨・目的を分かりやすく
説明し理解促進を図った。 

生
野
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・青少年指導員連絡協議会定例会などの場
において、委嘱業務に関する説明を実施す
る。 

・青少年指導員連絡協議会定例会などにおいて委嘱業務に
関する説明を実施した。 

旭
区 

・委嘱する方に委嘱の趣旨・目的をしっかり
理解していただくための取組を進めると
ともに、一人に多くの委嘱をすることがな
いよう配慮する。 

・ＳＮＳ等を利用して、担い手の拡大に向け
た広報などの働きかけを支援する中で、ボ
ランティアの呼びかけを行う。 

・委嘱する方に対し、趣旨・目的の理解にかかる説明等の取
組を進めるとともに、一人に多くの委嘱をすることがな
いよう配慮した。 

・地域活動協議会連絡会議等において、ＳＮＳ等を利用し
た広報等の働きかけを行うよう支援した。 

 

城
東
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・折に触れて委嘱の趣旨・目的及び、担い手
の負担軽減について、お伝えするようにす
る。 

・委嘱状伝達式等で委嘱の趣旨・目的を説明した。また、一
人の人に負担が片寄らないように一斉改選については、
地域からの推薦時期をなるべく一時期にまとめるなどの
配慮を行った。 

 

鶴
見
区 

・民生委員・児童委員協議会と連携して制度
の意義や活動内容についてＳＮＳを活用
するなど更なる広報啓発を行い、委員活動
を支援する。 

・５月の「民生委員・児童委員の日活動強化週間」に、区庁
舎内外にのぼりや旗を掲示した。また５月の子育て支援
事業「愛 Love こどもフェスタ」でブースを展開し、民生
委員による活動ＰＲ、個別相談などを行った。 

・９月の区民まつりでは、「民生委員制度 100 周年のスロー
ガンを記した横断幕」を先頭にパレードを行うとともに、
その様子をＳＮＳを活用して情報発信するなど民生委員
及び活動のアピールを行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

阿
倍
野
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。また、青少年指導
員等の２年度の委嘱にむけ、制度等の理解
がより一層深まるよう会議等を利用して
説明を行う。 

・委嘱にあたっては、委嘱の趣旨・目的、担うべき役割につ
いて十分説明したうえで委嘱を行った。 

・広報紙での青少年指導員・青少年福祉委員の特集記事を
掲載した。（年１回） 

・青少年指導員の２年度委嘱にあたり、制度等の理解がよ
り一層深まるよう、会議の場において委嘱業務について
の説明を５回行った。 

住
之
江
区 

・地域活動に関わる区民の負担感をできる
だけ解消するため、関係部局等と連携し、
委嘱制度について地域実情も勘案し検討
する。 

・委嘱者の推薦依頼の際に、委嘱の趣旨・目的を説明した。 

住
吉
区 

・地域活動協議会等に対し、委嘱者の推薦を
お願いする際、一人に多くの委嘱が重なら
ないよう依頼する。 

・地域活動協議会会長会等において、次の委嘱者の推薦等
をお願いする際、本人の意向を尊重しつつ、一人に多くの
委嘱が重ならないよう依頼した。 
生涯学習推進員、青少年指導員、青少年福祉委員、はぐく
みネットコーディネーター、身体障がい者相談員、民生委
員・児童委員、地区準備会委員、区民生委員推薦会委員、
行政相談員 

東
住
吉
区 

・委嘱式開催や事業実施等の機会を捉え関
係局との情報共有等の連携を密に行う。 

・防災リーダー・女性防火クラブ合同研修を消防署と協力・
連携して行った。 

・廃棄物減量等推進員研修会を環境事業センターと協力し
て開催する等、関係局との情報共有等の連携を密に行っ
た。 

平
野
区 

・実際に活躍できる人がより活動しやすい
ように地域を支援する。 

・要綱改正を行い、新たに地域防災リーダー
の委嘱を行う。 

・防災リーダーについて、要綱整理、地域との調整、新制度
の構築及び運用に向けた検討を実施のうえ新要綱（案）を
策定した。また、地域の意向も考慮し、次年度の役員体制
のもとでのより実効性の高い仕組みを模索しながら、地
域防災リーダーの重要性を周知した。 

西
成
区 

・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただくための取組を進
めるとともに、一人に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。 

・地域団体の役員に対する委嘱については、
担い手の高齢化等の課題から、若い世代に
も関わりを持ってもらえるための手法を
検討していく。 

・地域振興会と区役所との連絡会を通じて、各地区の活動
報告を行い、情報共有を図るとともに委嘱内容の理解を
深めた。 

・活動マニュアルを作成し、若い世代に関わりを持っても
らうための手法の説明など、委嘱した市民の方へ説明し
た。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組⑥「補助金についての理解促進」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかけ、
新たな担い手を発掘する。 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）
への支援体制見直しにより、他都市事例収
集や研修等を行い、職員のスキルアップを
図りながら、地域支援にあたる。 

・適正な会計事務を遂行するため、必要に応
じて会計講座等、勉強会を開催して、地域
活動協議会役員の理解促進を図る。 

・マンション内のコミュニティ形成を目的とした防災講座
や、防災の基本ルール作り等を支援するための業務委託事
業者を選定し、マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅力を伝えるとと
もに、活動への参加参画を呼びかけ、参加を促した。あわ
せて、新たな地域の担い手の発掘にもつなげた。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、他区との意見交換のほか、地活協ま
ちづくりフォーラムや地域まちづくり検討会への参加によ
り、職員のスキルアップを図りながら、地域支援にあたっ
た。 

・適正な会計事務を遂行するため、地域運営アドバイザーが
中心となって、会計様式等の変更や簡素化を図り、その改
正内容の説明会を開催し、地域活動協議会役員の理解促進
を図った。 

都
島
区 

・運営委員会などの機会に改めて補助金の趣
旨を説明する。（９回） 

・地域活動協議会運営委員会での説明（９回）を行った。 
・運営委員会、役員会等での説明を随時行った。 

福
島
区 

・地域活動協議会補助金の趣旨について、更
に理解が進んでいくように、地域活動協議
会の会議の場などで資料を分かりやすいも
のにして説明を行う。（各地域年２回）。 

・まちづくりセンターと連携して補助金会計
担当者説明会でも説明していく。（年１回以
上） 

・９月に各地域から参加をいただく形の補助金会計説明会で
説明し、１～２月には各地域に出向き地域活動協議会の会
議の場で地域活動協議会補助金の趣旨について説明を行っ
た。 

・まちづくりセンターを通じて地域の要請に合わせて会計説
明会の出前講座を開催し、補助金についての理解促進を図
った。 

此
花
区 

・会計担当者説明会や地域活動協議会運営委
員会など機会を捉えて補助金の主旨説明を
繰り返し説明していく。 

・総務担当者向け、会計実務者向けなど地域の役割ごとに分
けて会計説明会（６月、12 月に各４回開催）を開催した。 

・基本的な事項について無作為にグループ分けをして、クイ
ズ形式による振り返りをグループごとで考え、理解を深め
てもらった。 

・中間決算、予算時期における運営委員会で補助金の主旨に
ついて繰り返し説明を行った。 

中
央
区 

・区地域担当職員や中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じ、補助金説明会だけで
なく、あらゆる機会を通じて補助金の性格
に関する理解が促進するよう情報発信を強
化する。 

・中間支援組織を通じた元年度予算執行にかかる支援の中
で、補助金の理解促進に向けた支援を行った。 

・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化
セミナーを開催した。 

西
区 

・地域活動協議会補助金の趣旨について補助
金説明会等にて役員等に説明する。 

・30 年度決算状況を踏まえた課題を整理し、２年１月に地域
活動協議会補助金説明会を実施した。 

港
区 

・補助金の活用及び活動目的に関する説明等
の実施。 

・補助金に関する説明会を開催し、補助金の主旨や会計処理
に関する説明を行い理解促進を図った。（上・下期各２回） 

大
正
区 

・補助金交付申請にかかる説明会を各地域に
て行う。 

・元年度創設した地域活動協議会補助金制度の全体説明会及
び地域会計説明会を５～７月に開催し、補助金の適切な執
行について理解促進を行った。また、更に各地域での理解
を促進するため、区とまちづくりセンターが連携し、元年
度の精算に向けた中間決算説明会（９、10 月）及び２年度
の申請に向けた補助金申請説明会（11、12 月）を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

天
王
寺
区 

・全地域活動協議会が参加する補助金説明会
を開催し説明を行う。 

・担い手の交代時には、まちづくりセンター
を通じて補助金会計の説明を行い、理解促
進を図る。 

・担い手の交代があった３地域に、まちづくりセンターから
補助金会計の説明を行い、理解促進を図った。（５、６月） 

・全地域活動協議会が参加する補助金説明会を開催し説明を
行った。（１月） 

浪
速
区 

・まちづくりセンターが、各地域活動協議会
を主な対象として会計事務についての講座
を開催する。併せて補助金についての理解
促進を図る。 

・地域活動協議会の会議の場にて行われる、
補助金の中間決算や決算総会に際し、区役
所・まちづくりセンターの職員が参加して
補助金の使途が地域の実態に即したものと
なるよう合意形成を図る。 

・地域会議等にて会計事務と補助金についての説明会を行っ
た。 

・地域活動協議会の会議の場にて行われる補助金の中間決算
や決算総会に、区役所・まちづくりセンターの職員が参画
し、補助金の使途が地域の実態に即したものとなるよう合
意形成を図った。 

西
淀
川
区 

・地域活動協議会補助金の趣旨について、地
域活動協議会の会議の場などで説明を行
う。：３回（上半期１回、下半期２回） 

・地域活動協議会に対して中間支援組織とと
もに予算・決算書の作成方法等の説明会を
行うことで透明性のある会計処理ができる
よう支援する。 

・地域活動協議会補助金の趣旨について、地域活動協議会の
会計担当者等が参加する会計検討会や補助金説明会におい
て説明を行った。：４回（上半期１回、下半期３回） 

・地域活動協議会に対して、中間支援組織とともに地域に出
向き、予算・決算書の作成方法等の説明会を行い、透明性
のある会計処理ができるよう支援した。 

淀
川
区 

・会計出前講座の開催や専門用語を使わない
分かりやすい資料作成を行い、様々な機会
を活用して、補助金の理解促進を図る。 

・補助金制度の各種変更の都度、中間支援組
織（まちづくりセンター等）と連携して出
前講座を実施するなど、地域実情に応じた
丁寧な説明を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携し、３地域
において会計出前講座を開催した。 

・クレジットカード等の取扱いについてフロー図を作成して
説明した。（８月） 

・補助金制度の各種変更の都度、中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携して出前講座を実施するなど、地域実
情に応じた丁寧な説明を行った。 

東
淀
川
区 

・各地域に赴き個別説明を行う。 
・地域活動協議会連絡会議にて補助金の説明

を行う。 

・各地域の会議に赴いた際に説明した。 
・４、７、11、２月に開催した地域活動協議会連絡会議にて
補助金の説明を行った。 

東
成
区 

・補助金制度の理解促進を充実させるために
地域活動協議会での説明会・勉強会を開催
する。 

・補助金申請等にかかる説明会を開催し、一
層の理解促進を図る。 

・地域活動協議会説明会（６、12 月）で補助金制度の趣旨、
手続、留意点等について説明し理解促進を図った。 

生
野
区 

・地域活動協議会に対し、より民主的で開か
れた組織運営と会計の透明性の確保を中心
に、自律した地域運営ができるよう中間支
援組織と連携して支援する。 

・地域活動協議会の補助金の使途をホームペ
ージにて公表する。 

・地域活動協議会に対し、中間支援組織と連携して地域実情
に応じた支援を実施した。また事務局会議（概ね月１回）
を実施した。 

・補助金の使途についてホームページで公表した。 

旭
区 

・補助金の適正かつ効果的な活用について、
各地域で話し合いを進める中で、地域活動
協議会メンバーに更に補助金についての理
解促進を図る。 

・地域活動協議会メンバーの理解促進を図る場を確保するた
め、説明会を開催した。 
また、個別の相談に対しては随時助言を行うなど、補助金
についての理解促進に努めた。 

城
東
区 

・まちづくりセンターによる相談支援に際し
て、補助金の制度説明を進める。 

・「みんなの地域活動ハンドブック」の抜粋版
を活用し、各事業実施前の打ち合わせ会議
で説明を行う。 

・事業実施運営に関する相談においても「み
んなの地域活動ハンドブック」を活用し、
対応する。 

・各地域の事業の企画、実施運営に関する相談対応を実施し
た。 

・その際、「みんなの地域活動ハンドブック」中、補助金解説
部分を中心に使用し、地域活動協議会全体の補助金制度理
解促進に取り組んだ。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

鶴
見
区 

・地域活動協議会の会議等の場を通して地域
活動協議会補助金の趣旨について説明を行
う。 

・理解度をより高めるため地域に対して、ま
ちづくりセンターを活用し、広く役員に理
解が深まるよう支援する。 

・補助金の精算報告などの修正事務を通じて、補助金の趣旨
等を説明した。 

・運営委員会など、役員が出席する会議等を活用し、補助金
の趣旨等を説明した。 

・12 月に補助金申請にかかる担当者会議を活用し、補助金の
趣旨について説明した。 

・広く役員に理解が深まるよう、まちづくりセンターを活用
して支援した。 

阿
倍
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携し、地域活動協議会補助金説明会等で、
理解促進を図る。（年２回） 

・日常的に地域の役員とのコミュニケーショ
ンを取り、補助金についての理解促進を図
る。 

・地域活動協議会補助金の趣旨について、地域活動協議会の
会議の場などで全 10 地域に各２回の説明を行った。 

・日常的に地域の役員とのコミュニケーションを取り、補助
金についての理解促進を図った。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会や会計説明会、地域
活動協議会運営委員会などで、補助金の制
度説明を行うことで、補助金の理解促進を
図るとともに、より地域実情に応じた支援
を行っていく。 

・地域活動協議会会長及び地域の会計担当者や実務者へ、補
助金に関する説明会を実施した。 

住
吉
区 

・地域活動協議会の補助金が、事業間で流用
が可能で、地域課題に応じて有効活用でき
ること、仮精算を実施することで、会計担
当者の負担が軽減されることなどを説明す
る。（年２回） 

・会計ソフトの活用を促す。 

・会計担当者の負担が軽減するため、地域活動協議会会長会
で会計処理についての説明（４回）、仮精算の説明（１回）、
クレジットカード・ポイントカード等の取扱い変更につい
ての説明（１回）を行った。 

・補助金を４月に交付するとともに、まちづくりセンターに
よる会計支援を行った。 

・会計ソフトの活用を促した。（１地域） 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や各地域における会議の場などで理解促進を
図った。また、運営について注意点などの助言を各地域で
機会があるごとに行った。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）が、
初心者でも理解できる制度・趣旨の説明を
行う。 

・会計の取扱について説明会を開催する。 

・30年度補助金精算に伴い各地域の状況に合わせた説明を中
間支援組織（まちづくりセンター）を通じて行った。 

・クレジットカードなどの取扱について会計説明会を行った
際に、制度・趣旨の説明を行った。 

・２年度補助金申請にあわせて、制度、趣旨の説明会を行っ
た。 

西
成
区 

・地域活動協議会に対して行う説明会等にお
いて補助金の趣旨についても説明を行うこ
とで、地域活動協議会の役員・運営委員の
メンバーの他に、実際に実務を行う事業担
当者まで理解が進むよう取組を進める。 

・地域活動協議会の会長・役員以外のメンバーを含めて幅広
く参加を呼びかけ補助金説明会を行い、補助金についての
理解促進を図った。（６、12 月） 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組⑦「活動の目的の再確認」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）
への支援体制見直しにより、他都市事例収
集や研修等を行い、職員のスキルアップを
図りながら、地域支援にあたる。 

・地域活動連絡会議をはじめ、日常的な運営
支援の場において、各活動の趣旨・目的等
を確認し、地域活動の目的を再確認する。 

・地域活動連絡会議をはじめ、日常的な運営
支援の場において、地域活動の先進事例を
紹介するなど、さらなる活性化へのきっか
けづくりを行う。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、他区との意見交換のほか、地活協ま
ちづくりフォーラムや地域まちづくり検討会への参加によ
り、職員のスキルアップを図りながら、地域支援にあたっ
た。 

・地域活動連絡会議をはじめ、各地活の会計説明会など運営
支援の場において、各活動の趣旨・目的等を確認し、地域
活動の目的を再確認した。 

・地域活動連絡会議をはじめ、各地活の会計説明会など運営
支援の場において、ホームページのリニューアル事例を紹
介し、さらなる活性化へのきっかけづくりを行った。 

都
島
区 

・事業説明会等の場で、活動の趣旨・目的の
説明（青少年指導員・青少年福祉委員・生
涯学習推進員・はぐくみネットコーディネ
ーター・スポーツ推進員）を行った。 

・地区準備会委員候補者選考説明会で説明を
行う（５月）。 

・民生委員選考事務説明会において一斉改選
の意義、目的、選出方法の説明を行う（７
月）。 

・事業説明会等の場で、活動の趣旨・目的の説明（青少年指
導員・青少年福祉委員・生涯学習推進員・はぐくみネット
コーディネーター・スポーツ推進員）を行った。（２月） 

・地区準備会委員候補者選考説明会において一斉改選の意
義、目的、選出方法の説明を行った（５月）ほか、民生委
員選考事務説明会において一斉改選の意義、目的、選出方
法の説明を行った（７月）。 

・委嘱状伝達式において委嘱の趣旨等の説明（民生委員児童
委員）を行った（12 月）。 

福
島
区 

・各団体に対して、活動が形骸化することの
ないよう、活動目的を改めて確認するきっ
かけとなる機会を年１回以上作る。 

・「地域カルテ」のワークショップなどを活用
しながら、活動目的を改めて確認する。 

・各団体に対して、活動が形骸化することのないよう、９月
に開催した補助金会計説明会や１～２月の補助金説明会で
活動目的を改めて確認した。 

・地域カルテのワークショップは開催しない方向となったた
め、各地域の地域活動協議会総会などで活動目的を改めて
確認した。 

此
花
区 

・地域活動協議会などで活動目的を確認でき
るよう支援する。 

・各地域活動協議会（９地域）の運営委員会や会計説明会に
おいて、活動目的について繰り返し説明を行った。 

中
央
区 

・区地域担当職員や中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じ、活動目的を改めて確
認していただく機会を提供するなど、活動
が形骸化することのないよう支援する。 

・中間支援組織を通じた元年度事業執行にかかる支援の中
で、活動の目的の再確認に向けた支援を行った。 

・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化
セミナーを開催した。 

西
区 

・地縁型団体の会議等において活動目的を改
めて確認する機会を設ける。 

・活動目的を改めて確認する機会を設け、さらに誰もが気軽
に参加できるようにする仕組みや工夫に関する情報提供を
実施した。（６回） 

港
区 

・まちづくりセンターと連携し、活動目的を
改めて確認していただく機会を提供するな
ど、活動が形骸化することのないよう支援
する。 

・地域活動協議会の役員等を対象に地域活動協議会の活動目
的について説明を行うとともに、まちづくりセンターと連
携しながら地域課題への取組、つながりの拡充、組織運営
について支援を行った。 

大
正
区 

・元年度からの地域活動協議会運営費の補助
金化の意義を説明するとともに、地域の行
事や活動への参加を通して、補助金化によ
る新たな問題点の把握と解決を行う。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会、補助金説明会等を
通じて、補助金化の目的や意義を説明するともに、地域要
望の集約を通じた地域課題の把握など、地域活動協議会に
求められている準行政的機能及び総意形成機能などの活動
の目的の再確認を行うとともに、まちづくりセンターと連
携し、補助金化による新たな課題を把握し、各地域の状況
に即して寄り添った支援を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

天
王
寺
区 

・各地域活動協議会の事業計画・予算（２月）
及び事業報告・決算（６月）を承認する運
営委員会や役員会の場に出向き確認と事業
目的の例示と併せて分かり易く説明を行
う。 

・各地域活動協議会の事業報告・決算を承認する運営委員会
に出向き確認と事業目的の例示と併せてイラストを使った
資料で説明を行った。（６月） 

・２月開催の事業計画・予算を承認する運営委員会での説明
を予定していたが、時期を早め、区内全地域の役員等が集
まる補助金説明の場で同様の説明を行った。（12 月） 

浪
速
区 

・各地域活動協議会の会議の場に、地域担当
職員、まちづくりセンターが参画し、地域
課題や活動内容、企画への助言等を行い、
目的の再確認を共に行う。 

・地域会議等に、地域担当職員、まちづくりセンターが参画
し、「地域カルテ」より抽出した地域課題と解消に向けた助
言を行う過程で、活動の目的の再確認を行った。 

西
淀
川
区 

・各団体の活動が形骸化することのないよう
活動目的を改めて確認するきっかけとなる
機会を作る。：１回 

・12 月の補助金申請にかかる説明会で活動目的を確認した。 

淀
川
区 

・各種地域会議の場での説明や実務者レベル
の方を意識した分かりやすい説明資料作成
を行い、様々な機会を活用して、活動目的
の理解促進を図る。 

・12 月頃に実施する意見交換会等にて説明を
行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と
連携し、地域からの要望があれば出前講座
を開催し、理解促進を図る。 

・ブロック別の地域活動協議会意見交換会の場で地域カルテ
を活用することで活動目的の理解促進を図った。（６～７
月） 

・各地域の地域会議に出席し、地域活動協議会役員向けに地
域活動協議会の活動の目的の説明を実施した。（12～１月） 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携し、1 地域
において出前講座を開催し、理解促進を図った。 

 

東
淀
川
区 

・地域別保健福祉計画策定の中で、各活動の
目的などについて、再確認する。 

・参加者や関係機関が固定化・減少しないよ
う、地域活動協議会の総会等を活用して、
取組の周知を行い、参加者増につなげる。 

・区内２地域において地域別保健福祉計画作成の取組のなか
で、福祉や防災などの地域課題解決に向けた意見交換等に
おいて、活動の目的を再認識した。 

・地域活動協議会連絡会議（年４回）で参加者増に繋げるた
めに地域活動の目的を再確認するよう促した。 

東
成
区 

・地域活動協議会の交流会等を開催し、活動
事例を共有するとともに活動目的を再確認
する機会を作る。 

・交流会（９、１月）を開催し、活動事例を共有するととも
に活動目的を確認する機会を設けた。 

生
野
区 

・各団体に対して、活動が形骸化することな
いよう活動目的を改めて確認する機会を作
るなどの支援を行う。 

・新たに委嘱する青少年指導員、青少年福祉委員に活動内容
に関するチラシを配付した。（６回） 

旭
区 

・地域カルテワークショップを継続的に実施
し、活動目的を改めて確認する機会とする。 

・ワークショップを開催し、他区の取組事例を共有、意見交
換を行うことで地域活動の意義、目的を再認識し、理解促
進を図った。 

城
東
区 

・まちづくりセンターによる事業計画書・報
告書作成支援に際して、活動目的の確認に
加えて事業効果及び検証内容について確認
する。 

・予算・決算運営委員会（総会）の場で、活
動目的を再確認する。 

・各団体の会合等で活動目的等を確認するな
どの支援を行う。 

・４～７月に開催された決算運営委員会（総会）準備段階か
らまちづくりセンターによる理解しやすい報告方法等につ
いて調整支援し、同委員会の場で、活動目的を再確認した。 

・各団体の会合等で活動目的等を確認するなどの支援を行
い、地域全体の補助金制度理解促進に取り組んだ。 

・各団体に対して、活動が形骸化することのないよう活動目
的を改めて確認した。（２回） 

鶴
見
区 

・運営委員会や部会の場などを活用し、活動
目的を改めて確認する機会を作る。 

・理解度をより高めるため地域に対して、ま
ちづくりセンターを活用し、広く役員に理
解が深まるよう支援していく。 

・地域活動協議会の認定要件の確認の機会などを通じて、活
動目的の再確認を促した。 

・運営委員会など、役員が出席する会議等を活用し、活動目
的の再確認を促した。 

・12 月に補助金申請にかかる担当者会議を活用し説明した。 
・広く役員に理解が深まるよう、まちづくりセンターを活用
して支援した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

阿
倍
野
区 

・30 年度に作成した「地域カルテ」を使って
各地域でワークショップを実施し、活動目
的を改めて確認する機会とする。 

・各団体に対して、活動が形骸化することのないよう活動目
的を改めて確認するきっかけとなるワークショップを開催
し地域カルテの更新を行った。（各地域１回、計 10 回） 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会、地域活動協議会運
営委員会などで、長年継続している活動を
見直すことの必要性を地域実情に沿って説
明し、中間支援組織を活用し取組を進める。 

・地域活動協議会会長会や地域活動協議会運営委員会、補助
金実績の定期確認、認定要件の確認の機会を利用し活動内
容の確認を実施した。 

・補助金に関する説明会の配付資料に詳細を記載し、各地域
活動協議会に周知した。 

住
吉
区 

・取組や課題を把握するため、団体と区長の
意見交換会を実施する。（年３回） 

・把握した課題について、その解決に向けた
支援を行う。 

・次の地域団体と区長の意見交換会を実施し、取組や課題の
把握を行った。 
生涯学習推進員、青少年指導員 

・１団体(青少年福祉委員)については、協議会の前段で開催す
る予定であったところ、新型コロナウィルス感染症対策と
して協議会の開催が中止となったため次年度に開催するこ
ととなった。 

・30 年度把握した課題について、次の取組を進めた。 
・スポーツ推進委員：人材確保のための公募。４月委嘱応募
０人、10 月追加委嘱に向けて継続。 

・人権啓発推進員：会議出席者の拡大のため、開催案内の電
話をするなど出席依頼の強化。出席率 50％以上を維持。 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や各地域における会議の場などで理解促進を
図った。 

平
野
区 

・各団体向けに意義説明のチラシを作成し配
布依頼を行う。 

・作成したチラシを地域活動協議会運営委員
会などを通じて各団体向けに配付する。 

・地域活動協議会の意義説明のチラシを作成した。 
・地域活動協議会構成団体アンケート実施の際にチラシを配
付した。 

西
成
区 

・中間支援組織を活用し、各地域活動協議会
の運営委員会等において活動の趣旨・目的
を確認し、統一した認識を共有することが
出来るよう支援を行う。 

・地域間格差の解消に向けて、統一した認識
を共有の基準（どの担当者まで等）で示す
取組を進める。 

・中間支援組織を活用し、各地域活動協議会の運営委員会等
の開催支援を行うとともに、運営委員会の議案等により活
動の目的が確認できるよう継続して支援を行った。 

・地域間格差の解消に向けて、統一した認識の共有の基準に
ついて、活動者に至るまで理解の浸透が図られるよう補助
金説明会（６、12 月）の場を通じて周知を行った。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組⑧「市民活動総合ポータルサイトの充実」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）
への支援体制見直しにより、他都市事例収
集や研修等を行い、職員のスキルアップを
図りながら、地域支援にあたる。 

・上記取組と合わせて、地域活動連絡会議や
地域との会合において、市民活動総合ポー
タルサイト（以下「ポータルサイト」とい
う。）の周知を行い、サイトへの登録を促す。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、他区との意見交換のほか、地活協ま
ちづくりフォーラムや地域まちづくり検討会への参加によ
り、職員のスキルアップを図りながら、地域支援にあたっ
た。 

・上記取組と合わせて、地域活動連絡会議や各地活の会計説
明会など運営支援の場において、ポータルサイトの周知を
行い、サイトへの登録を促した。 

都
島
区 

・市民活動支援情報窓口において、区内の各
団体にポータルサイトの活用を促す。 

・区役所においてリーフレット等の配架による周知を実施し
た。 

福
島
区 

・ポータルサイトに、各団体の登録を促すだ
けでは関心を持ってもらえないため、登録
することでのメリットや意義を地域活動協
議会の補助金説明会の場などを活用し説明
する。 

・ＮＰＯ法人やボランティア団体などの様々
なノウハウや情報を持つまちづくりセンタ
ーを通じ、地域状況に合わせたポータルサ
イトの活用を地域へ促していく。 

・身近な地域課題に取り組む団体などの運営に関する情報を
一元的に発信するポータルサイトについて、９月に開催し
た補助金会計説明会や１～２月の補助金説明会で各団体が
登録するメリットや意義を説明した。 

・様々なノウハウを持つまちづくりセンターを通じてポータ
ルサイトについて、通年の相談事業の中で説明し活用を促
した。 

・相談、活用件数が増えていくように、ホームページでＰＲ
した。 

此
花
区 

・地域活動協議会運営委員会など機会を捉え
てポータルサイトを周知する。 

・各地域活動協議会運営委員会や会計説明会で周知するとと
もに、区役所においてもチラシを配架して広く周知に努め
た。 

中
央
区 

・様々な機会を捉え、ポータルサイトの有益
性について説明するとともに、ポータルサ
イトに登録済の地域活動協議会に対して内
容の拡充支援を行う。 

・ポータルサイトの有益性やポータルサイトに登録済の地域
活動協議会の情報について Twitter により情報発信を行っ
た。 

・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化
セミナーを開催した。 

・制度説明の結果、今年度２地域が新規登録を行った。 

西
区 

・地縁型団体の会議やまちづくりセンターの
支援時において、ポータルサイトの紹介・
活用について説明する。 

・地縁型団体の会議や、まちづくりセンターの支援時におい
て、ポータルサイトの紹介、活用について説明し、１地域
でポータルサイトの団体登録を行った。 

港
区 

・地縁系団体等へポータルサイトへの登録を
働きかける。 

・未登録の地縁系団体等に対してポータルサイトへの登録を
働きかけた結果、全地域活動協議会で登録が完了した。 

大
正
区 

・まちづくりセンターを通じて、各団体へポ
ータルサイトの積極的・効果的な利用を促
す。 

・地域活動協議会の会議や補助金説明会の場などにおいて、
ポータルサイトの説明を行うとともに、地域活動協議会と
してパソコンを保有する地域に対し、個別にポータルサイ
トへの登録及び利用促進を行った。 

天
王
寺
区 

・未登録４地域のうち、ネット環境を活用す
る予定の２地域での登録をまちづくりセン
ターを活用して働きかける。 

・まちづくりセンターの支援によりネット環境を整備した１
地域が登録を行った。（６月） 

・ネット環境活用予定の未登録の 1 地域について、登録を呼
びかけ、登録に向けた準備が進められた。（11～３月） 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・
報告を、区広報紙・ホームページ・ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）やポータルサイトと
いったＩＣＴツール等様々な広報媒体を用
いて、広く周知し、つながりの端緒、機会
を広げる。 

・ＳＮＳ等にて広く周知を行うとともに、地域担当職員等か
ら各地域活動団体等に対してポータルサイトの有用性を説
明した。 

 



47 
 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

西
淀
川
区 

・ポータルサイトへの登録及び積極的な活用
を促し、１件以上登録する。 

・ポータルサイトへの登録及び活用を促し、３件の登録があ
った。 

淀
川
区 

・意見交換会等にて説明を行う等、様々な機
会を活用して、ポータルサイトの活用促進
を図る。 

・地域活動協議会会長との意見交換会で周知した。（８月） 
・子ども食堂等との活動者との意見交換会にて周知した。（１
月） 

東
淀
川
区 

・地域活動協議会連絡会議にて当サイトの周
知及び個別相談について説明を行う。 

・区の事業やイベントについて、当サイトを
活用する。 

・７月に開催した地域活動協議会連絡会議において、当サイ
トの周知を行った。 

・当サイトにて、「東淀川みらい EXPO」や週末サロン「ひと
×まちコーデ」の告知を行った。 

東
成
区 

・説明会や交流会の場でポータルサイトの具
体的な活用事例等を紹介し、登録件数の増
加につなげる。 

・地域活動協議会説明会（６、12 月）の場で、ポータルサイ
トについて周知し、活用を促した。 

生
野
区 

・各団体の定例会において、ポータルサイト
に関するチラシを配付し、登録活用を促す。 

・青少年指導員連絡協議会定例会など各団体の会議におい
て、ポータルサイトのチラシを配付した。 

旭
区 

・地域活動協議会向けポータルサイト登録の
手引きの配付や地域活動協議会連絡会議等
で継続的に情報発信を行うことでメリット
及び意義の理解を深め、登録及び積極的な
活用を促す。 

・地域活動協議会向けポータルサイト登録の手引きの配付や
地域活動協議会連絡会議等で継続的に情報を発信すること
により、メリット及び意義に対する理解を深めるとともに、
登録及び活用を促した。 

城
東
区 

・ポータルサイトの活用及び登録について周
知を行うとともに、「地域活動協議会情報交
換会」の場を活用し、パソコン画面で説明
を行い、必要性を周知する。 

・ポータルサイトの必要性について、各地域
ごとに活用に向けた支援を行う。 

・まちづくりセンターによりポータルサイトについて説明
し、必要性を周知した。 

・ポータルサイトの活用にかかる働きかけをした 16 地域の
うち、２地域が団体登録を行った。 

鶴
見
区 

・鶴見区地域活動協議会連絡会や地域活動協
議会の会議の場において、ポータルサイト
を紹介するとともに、各地域の広報担当へ
のＩＣＴを活用した情報発信・収集の周知
等を図り、登録の促進を行う。 

・ポータルサイトについて、地域活動協議会連絡会でチラシ
を配付し、各地域活動協議会へ紹介した。 

・登録を促進するため、ポータルサイトの更新情報を各地域
活動協議会へメールで配信した。 

阿
倍
野
区 

・ポータルサイトを積極的に周知し、各団体
の登録及び積極的な活動を促進する。また、
各種団体の会議等でも周知の機会を確保す
る。 

・ポータルサイトについて、案内を配架するとともに、全地
域活動協議会や問合せを受けた団体へ積極的な周知を行っ
た。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会、地域活動協議会運
営委員会などで、ポータルサイトの効果的
な活用方法等を周知、事例を共有するなど
積極的な活用を促す。 

・地域活動協議会会長会や地域活動協議会運営委員会、企業
NPO 学校地域交流会などで、ポータルサイトの効果的な活
用方法等を周知、事例共有を行った。 

住
吉
区 

・身近な地域課題に取り組む団体の情報を一
元的に発信するポータルサイトを紹介し、
登録を促進するとともに活用を促す。（新規
登録件数３件） 

・ネット環境未整備の地域については整備を
働きかける。 

・ポータルサイトの活用について、まちづくりセンターを通
じて支援し、３地域（依羅、南住吉、苅田南地域）が登録
した。（10 地域登録済） 

・ネット環境未整備の地域への働きかけを行う。（清水丘・住
吉・苅田南地域） 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や各地域における会議の場などで理解促進を
図った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

平
野
区 

・チラシ等を活用してポータルサイトへの掲
載のメリットを明示し、複数件の登録をす
る（30 年度実績：１件）。 

・地域活動協議会会計説明会において説明を
行い、登録へつなげる。 

・年間２回開催した会計説明会において、チラシをもとに掲
載のメリットの説明を行ったが、登録には至らなかった。 

西
成
区 

・ポータルサイトについての情報提供を行
い、各団体の登録及び活用への支援を行う。 

・ポータルサイトへの登録を行った団体につ
いては、活用にあたっての目的・効果に特
化した説明を行うなどの取組を進める。 

・地域活動協議会の補助金説明会での全体周知のほか、登録・
活用といった分野についても継続した支援を行った。 

・ポータルサイトへの登録を行っている団体に対して、新た
な担い手募集についての当サイトの活用を提案するなど取
組を進めた。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組⑨「活動への参加促進」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・ホームページや広報紙などのほか、マンショ
ン管理業協会と連携を図りながら、マンシ
ョン住民に向けて、広く情報発信すること
で地域活動等への参加を促進する。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防
災の基本ルール作りの場で地域活動の魅力
を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション管理業協会と
連携を図りながら、マンション住民に向けて、地域イベント
等の情報を発信し、地域活動等への参加参画を促進した。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルール
作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加参画を呼
びかけた。 

都
島
区 

・周知方法の工夫など、誰もが気軽に参加でき
る情報発信を支援する。 

・地縁型団体が行う活動を紹介し、広く区民が参加できる情報
提供を行った。（広報誌４～３月、Facebook26 回） 

福
島
区 

・各団体の活動が持続的なものとなるよう、誰
もが気軽に参加（短時間や短期間だけ活動
に参加）できるための仕組みや工夫に関す
る情報を年１回以上提供するなどの支援を
行う。 

・区役所内に地域活動協議会用のラックを設
置し、地域活動協議会のチラシを配架する。 

・各団体の活動が持続的なものとなるよう、地域カルテの一環
として地域行事の運営マニュアルを作成し、誰でも活動を
担えるように支援を行った。 

・広報紙で地域活動協議会の紹介記事を２回掲載した。（９、
11 月） 

・区役所１階待合ロビーに地域活動協議会広報専用のラック
を設置し、各地域独自のチラシや盆踊り・区民まつりなど地
域に馴染みのある事業のチラシを定期的に作成し配架し
た。 

此
花
区 

・誰もが気軽に参加できるための仕組みや工
夫に関する情報を提供する。 

・広報紙において活動紹介するとともに、区役所及び区民ホー
ルに地域活動協議会を紹介する壁新聞を掲示して、情報提
供した。 

中
央
区 

・誰もが気軽に参加できるイベントの情報な
ど、身近な地域において活動のきっかけと
なる情報を収集・発信し、地域活動への参加
を呼びかける。 

・区地域担当職員や中間支援組織（まちづくり
センター）を通じ、誰もが気軽に参加できる
イベントの実施に向けた支援を行う。 

・若い世代に地域活動への参加を呼びかける
ため、ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した情報
発信に取り組む。 

・ホームページや Twitter を利用してイベントの情報や地域
活動への参加の呼びかけを行った。また、広報紙による情報
発信を行うことで、幅広い世代に向け地域活動への参加を
呼びかけた。 

・区地域担当職員や中間支援組織（まちづくりセンター）を通
じ、誰もが気軽に参加できるイベントの実施に向けた支援
を行った。 

・若い世代に地域活動への参加を呼びかけるため、ＳＮＳなど
のＩＣＴを活用した情報発信に取り組んだ。 

西
区 

・誰もが気軽に地域活動に参加できるように
する仕組みや工夫に関する情報提供を行
う。 

・青少年指導員や福祉委員等、地縁型団体の会議等で誰もが気
軽に参加できるようにする仕組みや工夫に関する情報提供
を行った。（６回） 

港
区 

・誰もが気軽に参加できる地域活動について、
地域ニーズを把握しながらＳＮＳなどを活
用し情報発信する。 

・気軽に参加できる地域活動について、広報みなと（１、３月
号）やＳＮＳで情報発信し、参加を呼びかけた。 

大
正
区 

・まちづくりセンターを通じて、各団体へ各種
情報提供を行う。 

・誰もが気軽に地域の活動にふれることが出来る機会として、
地域と事業者が連携して行う事業（ペットボトル循環プロ
ジェクト）等について、地域まちづくり実行委員長会等で情
報提供を行った。 

天
王
寺
区 

・地域からの情報収集、ニーズ把握を行い、広
報紙などを活用し、活動への参加促進につ
ながる広報支援を行う。 

・広報紙で各地域で参加し易い活動の紹介（５、６、８～12、
２、３月）や広報板に地域の声を聞き、気軽に参加し易い地
域活動紹介のポスター掲示を行った。（７、10、１月） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

浪
速
区 

・短時間や短期間だけ活動に参加できるなど、
誰もが気軽に活動に参加できるための仕組
みや工夫に関する情報を提供する。 

・若い世代から高齢者まで幅広い世代に向け
て地域活動情報を発信する。 

・まちづくりセンター等が収集した、誰もが気軽に活動に参加
できるための仕組みや短時間や短期間だけ活動に参加でき
るような工夫に関する各地域の取組や好事例を、幅広い層
に向け広報紙やＳＮＳにて発信し、地域間の情報共有を図
った。 

西
淀
川
区 

・短時間や短期間だけ活動に参加できるなど、
誰もが気軽に活動に参加できるための仕組
みや工夫に関する情報を提供する。：１回 

・短時間や短期間だけ活動に参加できるなど、誰もが気軽に活
動に参加できる地域清掃活動の情報を提供（１回）のほか、
地域においては駅伝大会の選手募集のポスターの掲示を行
った。 

淀
川
区 

・分かりやすい表現やイラストの活用等、内容
を工夫し、若い世代から高齢者まで幅広い
世代に向けて地域活動情報を発信する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲示
板等、あらゆる広報媒体を活用した情報発
信により、身近な地域や関心のあるテーマ
への市民活動への参加を呼びかける。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という専
用の配架棚を設け地域行事等のチラシを随
時配布する。 

・通年の広報の取組に加え、９月頃に若年層区
民アンケートを実施し地域活動へのニーズ
を把握する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲示板等、あらゆる
広報媒体を活用し、分かりやすい表現やイラストの活用等、
内容を工夫し、若い世代から高齢者まで幅広い世代に向け
て地域活動情報を発信することで、身近な地域や関心のあ
るテーマへの市民活動への参加を呼びかけた。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という専用の配架棚を設
け、地域が発行している広報紙や地域行事等のチラシを随
時配布した。 

・広報誌にて「地活協ってなぁーに？」という地域活動協議会
に関する連載記事を掲載し、地域活動の情報発信を行った。 

・中間支援組織が発行する「まちセン通信」にて地域情報を発
信した。（５、８、１月発行） 

・29 歳以下の若年層を対象とした区民アンケートにて、地域
活動への参加意欲やニーズを把握した。（９月） 

東
淀
川
区 

・各団体から聞き取りなどを行い、先行的な取
組事例の情報収集及び提供を行い、活動参
加につなげる。 

・地域活動協議会連絡会議（７、11、２月）にて、先行的な取
組事例や、運営のテクニック、地域カルテの必要性等につい
て情報提供を実施し、来るべき将来に向けて何をすべきか
を、分かり易い観点から共有した。 

・「東淀川みらい EXPO」や週末サロン「ひと×まちコーデ」
等の参加者に対し、地域活動の紹介を実施した。 

東
成
区 

・新たな参加者の発掘につなぐため、ＳＮＳな
ど多様な広報媒体を活用し、誰もが気軽に
活動に参加できるための情報提供を行う。 

・広報紙に、毎月地域情報を掲載するとともに、Twitter 等の
広報媒体を活用し、気軽に活動に参加するための情報発信
を行った。 

生
野
区 

・市民活動総合ポータルサイト（以下「ポータ
ルサイトという。）をホームページなどで紹
介し、広く周知する。 

・ポータルサイトをホームページで紹介した。また、地域活動
協議会の事務局会議で周知した。 

旭
区 

・活動への参加を呼びかけるため、ＳＮＳなど
を活用した情報発信を進めると共に、各地
域の先行的な取組事例及び他区の取組事例
を共有する場を提供する。 

・ＳＮＳ等を利用して、担い手の拡大に向けた
広報などの働きかけを支援する中で、ボラ
ンティアの呼びかけを行う。 

・各地域の先行的な取組事例及び他区の取組事例を共有する
場を提供した。 

・地域活動協議会連絡会議等で説明を継続的に行うことで、Ｓ
ＮＳ等を活用した情報発信を進める支援を行った。 

・地域活動協議会連絡会議等において、ＳＮＳ等を利用した広
報等の働きかけを行うよう支援した。 

 

城
東
区 

・まちづくりセンターと「区ボランティア・市
民活動センター」とが連携し、活動の意向を
持ったボランティアの掘り起しを行う。 

・「わがまち防災講座」については、２か月に
１回の開催を予定しており、同講座を通じ
たボランティアの掘り起しを行う。 

・地域活動に関心の薄い層（元年度は子育て世
代）対象の乳幼児がいる家庭のための防災
講座・子育て世代座談会を開催し、地域活動
への参加を促進する。 

・まちづくりセンターと区ボランティア・市民活動センターが
連携して取り組んでいる「わがまち防災講座」（４～２月開
催:計 10 回）を通じて、ボランティアの掘り起しを行った。 

・「わがまち防災」・「子育て座談会」共同開催企画「家族を守
る防災講座」に 36 人が参加し、同じくボランティアの掘り
起しを行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

鶴
見
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）とも連
携し、地域活動に気軽に参加できる取組事
例について発表する機会を設け、各地域で
の活動の参考にしてもらうとともに情報交
換する場の提供を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連携
し、広報紙やＳＮＳを活用し、ツルラボ等イ
ベントへの参加を呼びかけていく。 

・地域活動研究会「ツルラボ」を７、８、12、１月に開催し、
各地域の担い手の交流を図るとともに、参加対象を限定せ
ず広く参加を募り、地域活動に関心のある住民との交流も
図った。 

・ツルラボの開催周知を広報紙やホームページ、まちづくりセ
ンターの Facebook などで行い、広く参加を呼びかけた。 

阿
倍
野
区 

・まちづくりセンターと連携し、地域からの情
報収集、ニーズ把握を行い、周知方法の工夫
など、誰もが気軽に参加できる情報発信を
支援する。 

・まちづくりセンターと連携し、地域からの情報収集、ニーズ
把握を行い、Twitter や広報紙、まちづくりセンターの
Facebook 等で事業の参加やボランティアについての情報
発信を行った。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会、地域活動協議会運営
委員会などで、効果的なボランティア募集
方法の事例紹介や募集する際の注意点を周
知する。 

・広報紙やホームページ、Facebook で、誰も
が気軽に参加できる場の情報発信を行うこ
とで、市民活動への参加を呼びかける。 

・新たな担い手育成に向け、担い手拡大ワーキングを実施し
た。 

・地域活動協議会会長会や地域活動協議会運営委員会などで、
効果的なボランティア募集方法の事例紹介や募集する際の
注意点を周知した。 

・Facebook で、担い手拡大ワーキングで実施するイベントに
おいて、気軽に参加できる短時間ボランティア等を募集し
た。 

住
吉
区 

・子育てサロンや食事サービス、ふれあい喫茶
などの参加者が増えた事例、参加したいと
思うような事業の取組事例を地域活動協議
会会長会で共有する。（年３回） 

・地域活動協議会会長会で「長居地域活動協議会の広報紙発
行」の取組事例を紹介した。 

・参加したいと思うような事業の実施に向けた支援を行うと
ともに、「広報すみよし」で若い世代が楽しみながら活動す
る内容を紹介した。 

・地域活動協議会会長会で「話し合いの場の設定・開催」につ
いての取組事例を紹介した。 

・地域活動協議会会長会拡大版として、実際に地域で活動され
ている活動者を対象に事例共有会を開催し、百歳体操、ＩＣ
Ｔの活用、若手主催のイベントなど活動への参加促進の事
例を紹介した。 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助金説明会等、
各地域における会議の場などで、区役所及び中間支援事業
者が誰もが気軽に参加できるための仕組みや工夫について
説明を行い、理解促進を図った。 

平
野
区 

・地域に対し、中間支援組織（まちづくりセン
ター）を活用し活動時間の短縮・役割細分化
などの参加しやすくなる案の検討を促す。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用
し各地域の現状に合わせた取組提案を行
い、支援をする。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用して、各地域の
活動状況のヒアリングを行い、現状確認を行った。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用し、役員改選に
合わせて役割分担の整理・細分化について支援を行った。 

西
成
区 

・中間支援組織を活用し、地域活動に関する相
談会を実施する等各団体への情報提供を行
える機会を設けるなど、継続した支援を行
う。 

・中間支援組織を通じて、活動への参加促進に
向けた具体的な呼びかけ方法を地域の実状
に即して提案していく。 

・地域活動協議会運営委員会等により、活動が持続的なものと
なるように事業の進め方などの確認を行った。 

・誰もが参加しやすい仕組みの創出について、中間支援組織を
活用した事例の情報提供が行えるよう、継続して取組を進
めた。 
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柱１-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・約９割の世帯がマンション居住であること
を踏まえ、マンション内のコミュニティ形
成を目的とした防災講座や、防災の基本ル
ール作り等を支援し、マンション管理業協
会と連携を図りながら、地域活動の魅力や
地域イベント等の情報を発信するととも
に、各地域活動協議会が発行する広報紙に
おいて地域活動を紹介し、地域活動等への
参加を呼びかけたことで、地域活動への参
加を促進し、新たな地域の担い手の発掘に
つなげるとともに、一部の方への負担軽減
につなげた。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し
（31 年４月～ 非常勤嘱託化）を行い、他
区との意見交換のほか、地活協まちづくり
フォーラムや地域まちづくり検討会への参
加により、職員のスキルアップを図りなが
ら、地域支援にあたったことで、適正な会
計事務を遂行することができた。 

・地域運営アドバイザーが中心となって、会
計様式等の変更や簡素化を図り、その改正
内容の説明会を開催したことにより、会計
事務にかかる地域活動協議会役員の理解促
進を図ることができ、適切な会計事務の遂
行につながった。 

・地域活動連絡会議をはじめ、各地活の会計
説明会など運営支援の場において、各活動
の趣旨・目的等を確認し、地域活動の目的
を再確認したえで、ホームページのリニュ
ーアル事例や Facebook や Twitter などＳ
ＮＳ広報の好事例を紹介するとともに、市
民活動総合ポータルサイト（以下「ポータ
ルサイトという。）の周知等を行ったことに
より、地域活動連絡会役員のＩＣＴ活用の
意識が高まった。 

・目標①②③について、元年度目標が未達成のため、地縁型
団体が行っている活動へのマンション住民の参加が依然少
数であることから、これまでの取組に加え、マンションコ
ミュニティ支援事業の中で、マンションと地域のつながり
が加速するよう、業務委託仕様書を改め、支援に取り組む。
また、各地域の支援にあたる際には、会計事務説明会のよ
うな机上説明だけではなく、他地域の取組を具体的に分か
りやすく紹介するなど、より地域に役立つ支援を行う。さ
らに、ＳＮＳ等の広報については、好事例の紹介だけでは
なく、具体的にＳＮＳの運用方法も紹介するなど、導入に
役立つ支援を行っていく。 

都
島
区 

・防災訓練や子ども・要援護者の見守り、百
歳体操、まつりなど、身近なテーマで様々
な地域活動への支援を行った。 

・自治会・町内会、その他各種活動団体への
活動支援として、情報発信、不動産事業者
を通じた地域活動チラシの配布を行った。
また、地域主体の防災訓練や防災出前講座
の実施、市有財産の使用にかかる支援を行
った。 

・地域活動協議会の様々な取組を情報発信
し、市民活動への参加を呼びかけを行った。 

・区内一斉清掃活動「クリーン作戦」、区民ま
つりなどつながりづくりの取組を実施。そ
の他、地域活動への参加機会創出のための
まちづくりセンターによるイベントとして
１件開催され、延べ８名の参加があった。 

・市民活動支援情報提供窓口を開設し、各団
体にポータルサイトの活用を促した。 

・目標①③について、取組期間中に達成できた。引き続き、
「市政改革プラン 3.0」において防災訓練や見守り活動、健
康づくりなど身近なテーマで様々な地域活動への支援を行
うほか、区内一斉清掃活動「クリーン作戦」や区民まつり
など、つながりづくりのきっかけとなる取組を進める。 

・目標②について、取組期間中に達成できなかったものの、
当初目標である 15%は上回ることができた。市民活動への
参加の前提として、地域活動協議会等の認知度向上させる
必要があるため、各媒体における各地域活動協議会が行う
活動の紹介をより一層実施し、市民活動への参加率のより
一層の向上に努める。 

福
島
区 

・「第一層」に対して避難所開設運営訓練実施
及び地域防災計画作成を具体化するための
説明を行った。 

・行政協力会を含め各種団体会議において、
大阪市の施策やイベント等の情報提供を行

・行政からの情報発信手段の一つとして町会への回覧依頼が
あるが、町会加入率が低下傾向にあり、地域活動協議会等
地域活動に関する詳細な情報を多くの区民に届けることが
困難になりつつある。チラシ・ポスター・広報紙による広
報については一定の効力があるため継続した取組を行いな
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い、地域活動協議会の構成団体を通じ「第
一層」へ情報を届けるなど、地域のつなが
りづくりを図った。 

・マンション管理組合に行政情報やイベント
情報の情報提供を行い、住民のつながりづ
くりのきっかけとなるよう支援を行った。 

・町会（第一層）の行事において、福島区住
みます芸人の派遣を行い、地域でのつなが
りづくりの活動の支援を行った。 

・地域防災リーダーに対する新任研修や技術
訓練を行い、地域リーダーの育成を図った。 

・広報紙において、各地域で開催される盆踊
りや地域活動協議会の活動紹介記事を継続
掲載した。 

・ホームページや Facebook に各地域で開催
される盆踊りの案内を掲載した。また、ま
ちづくりセンターのホームページ及び
Facebook にも各地域活動協議会の活動を
掲載した。 

・区役所の１階ロビー待合に設置した地域活
動協議会専用ラックに地域活動協議会のチ
ラシの配架やモニターで盆踊りの開催日程
周知をした。 

・スポーツ推進員の委嘱制度について委嘱に
関して関係機関と連携し検討を行った。 

・各地域活動協議会の補助金説明会等におい
て、補助金の趣旨説明とともに地域活動協
議会の活動目的の再確認を行い、ポータル
サイトについて周知した。 

・各地域活動協議会がホームページを開設で
きるようまちづくりセンターが地域を支援
し、10 地域で自主的な情報発信が実施され
た。また、それらをホームページとリンク
させることで周知拡大を図った。 

・ホームページ等が更新されていない地域活
動協議会への支援を強化した。 

・Twitter を開設予定の地域に講習会等を開
催した。 

がら、町会未加入者への情報発信について、ＩＣＴを積極
的に活用するなど、効果的な取組を検討していく。 

・「第一層」に対して引き続き防災訓練や防犯活動等を積極的
に支援し、活動促進を図る。 

・マンション住民と自治会・町内会のつながりづくりのきっ
かけとなるよう支援に取り組む。 

・地域リーダーの活躍の場が広がるよう、また、新たな担い
手の発掘につながるよう関係部局と連携して取り組む。 

・地域活動協議会や地域活動についてまだ十分認知されてい
ないため、広報紙に分かりやすく興味を持ってもらえる記
事を掲載し、認知度向上と参加促進を図る。 

・若い世代の多くの方々に地域情報を知ってもらえるよう、
ホームページや Facebook で地域行事等の情報を掲載する
とともに、まちづくりセンターや各地域活動協議会のホー
ムページで各種活動について情報発信を行う。 

・地域活動に関わる区民の負担感を軽減するため、引き続き
関係部局と連携して委嘱制度の再検討を行う。 

・地域活動協議会の補助金の趣旨説明や活動目的の再確認、
ポータルサイトの周知を引き続き行う。 

・各地域活動協議会のホームページ等の更新状況を注視し、
更新されていない地域への広報支援を強化していく。 

此
花
区 

・地域活動協議会の主たる団体であり、地域
活動の中心となる町内会への加入促進を図
るため、転入者に対しチラシの配付や、区
広報紙で繰り返し地域活動の紹介を行って
情報発信を行った。特に湾岸区域である当
区において、各地域の防災リーダーを中心
とした津波避難訓練の参加者が増加するな
ど、災害に対する意識の向上が図れた。 

・まちづくりセンターや区社協と連携して、
同じ活動を行う人同士の交流会（３年間各
年１回。元年度は拡大）や、新たな担い手
や次世代を担う人たちの発掘につなげる勉
強会（30 年度より年２回実施）を開催し、
様々な事例を紹介し、各地域における活動
支援につなげることができた。 

・目標①～③とも元年度目標未達成であり、30 年度実績を下
回った。取組が浸透するには一定の時間を要すると考えら
れることから、今後は、各地域の行事などには参加者が増
加しているといった状況も踏まえ、各団体が担う役割や活
動を掘り下げて紹介するなど、まちづくりセンターとも連
携して情報発信に努めていく。また、引き続き新たな担い
手の発掘につながる勉強会などを開催する。 

・自治会・町内会への支援方法については、具体的な支援策
を検討していく。 

中
央
区 

・地域活動への参加呼びかけについて、転入
時をはじめ防災訓練、地域行事、区主催の
コミュニティ育成行事（区民まつり等）の
機会を通じてチラシを配布し啓発を行うと
ともに、広報紙、ホームページ、Twitter を
活用し情報発信の強化に取り組んだ。 
また、ホームページに、「中央区の地域団体、

・目標①、②、③について、元年度目標はいずれも未達成で
あったが、これまでの取組を継続しながら、２年度からは、
新たに中間支援組織を利用し、区内で増加傾向にある新築
マンション等の新たな居住者にむけ、地域のつながりづく
りの基盤となる自治会・町会単位（第一層）の活動への支
援を行っていく。 
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市民活動団体を紹介します」として、22 の
地縁型団体を紹介するとともに、区のホー
ムページ、Twitter 等を活用し、適宜、活動
状況を発信するなど、地域に根差した活動
の活性化を図った。 
結果、元年度区民アンケートでは、地域の
方々や団体が協力し合って、各地域での地
域活動が進められていると「思う」区民の
割合が 31.1％、「どちらかといえば思う」が
35.8％となっている。 

西
区 

・自治会・町内会単位の活動支援など地縁型
団体の活動への様々な支援により「自治会・
町内会単位の活動に対する市からの支援が
役に立っていると感じる区民の割合」（29
年度：58.2%、30 年度：61.4％、元年度：
68.0％）、「各団体により地域の特性や課題
に応じた活動が進められていると感じてい
る区民の割合」（29 年度：41.7％、30 年度：
43.2％、元年度：47.1％）と、双方共に着実
に向上している。 
一方、「地縁型団体が行う活動に参加してい
る区民の割合」は 29 年度：19.4％、30 年
度：20.3％、元年度：19.1％とほぼ横ばいの
状況が続いている。 

・地縁型団体と協働しながら実施している区民祭り等のイベ
ントでは、年々参加者も増加しており、取組としては成果
を上げているが、目標値には達しなかった。今後更に区広
報媒体を活用し、地縁型団体の活動について認識を深めて
いただけるよう情報発信に努めていく。 

港
区 

・マンション管理組合で実施された防災学習
会へ参画し、資料提供やアドバイスを行う
ことにより、マンション住民の防災活動の
支援を行うことができた。 

・地域活動協議会において Facebook を開設
し、地域行事などの情報発信を開始した（１
地域）。 

・全地域活動協議会がポータルサイトへ登録
するとともに、事業計画書や収支計算書も
サイト上で掲載するようになった。 

・区内における自治会・町内会単位（第一層）の活動内容を
十分に把握できておらず、市の支援内容について情報提供
が十分に行き届いていない。区内における自治会・町内会
単位（第一層）の活動内容の把握に努め、市の支援内容に
ついて情報提供を行っていく。 

・各地域で自律的に防災、防犯、地域福祉、地域コミュニテ
ィづくりなどの地域課題の解決に向けて取り組んでいる
が、区民に十分認知されていない。まちづくりセンターと
も連携しながら地域が自律的に取り組んでいる防災、防犯、
地域福祉、地域コミュニティづくりなどの地域課題の解決
に向けた取組を支援するとともに、広報内容を工夫しなが
らそれらの取組についての認知や参加につながるよう積極
的な情報発信を行う。 

大
正
区 

・区内への転入者に配付する転入者パックに
町会加入のしおりを同封するなどにより、
町会加入促進への支援を継続的に行うこと
ができた。 

・地域活動協議会補助金制度を創設し、活用
することで、地域活動の活性化や地域コミ
ュニティの充実につながった。 

・各地域活動協議会の活動報告の場のひとつ
として、広報紙に記事を掲載するなど、同
協議会の取組への支援を行うとともに、ま
ちづくりセンターを通じて、各種情報提供
を行うことで、団体の活性化につながった。 

・目標①については未達成となったが、実績値は上昇傾向と
なっている。今後もホームページやＳＮＳ等の様々な広報
媒体を活用した情報発信等で地域活動への支援を行う。 

・目標②については未達成となったが、実績値は上昇傾向と
なっている。今後も区役所とまちづくりセンターが連携し、
地域ニーズに即した活動内容の検討やホームページやＳＮ
Ｓ等の様々な媒体を活用した広報の工夫にかかる支援を行
い、新たな住民参画を促す取組を進める。 

・目標③については、元年度目標を達成し、実績値も上昇し
ていることから、今後も効果的な支援を検討し、取組を進
める。 

天
王
寺
区 

・マンション住民への防災訓練参加呼びかけ
時の町会活動案内チラシの配付や転入者へ
の町会活動案内チラシ配付、町会の活動内
容や加入メリットを紹介した資料を作成
し、町会役員へ情報提供を行うことができ
た。 

・マンションにおいて出前講座を開催する際
に、住民に対して防災訓練への参加や町会
等地域との連携の大切さを呼びかけること

・目標①については、元年度目標を達成しており、継続して
マンション住民への防災訓練参加呼びかけ時の町会活動案
内チラシの配付や転入者への町会活動案内チラシ配付を行
うとともに、町会からの相談に応じて町会の活動内容や加
入メリットを紹介した資料の情報提供を行っていく。 

・今後も引き続きマンション住民に対して地域との連携の大
切さを啓発する。 

・緑化ボランティア講習会などの場を活用し、引き続き新た
な担い手確保を図るとともに、本人の意向に基づき活躍の
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ができた。 
・グリーンコーディネーターの皆さんに緑化

ボランティア団体の「グリーナリー天王寺」
に参加いただいており、種花事業に携わっ
ていただいた。 

・緑化ボランティア講習会などを通じて、参
加者を新たな担い手として「グリーナリー
天王寺」に加入いただき、種花事業などに
携わっていただいた。 

・地域資源等を活用したイベントの開催や、
気軽に参加し易い各種地域イベントを広報
紙等で毎月紹介するなど、いままで地域に
関わりの少なかった世代等の地域活動への
参加のきっかけづくりとする情報提供を行
うことができた。 

・地域からの情報収集、ニーズ把握を行い、
活動への参加促進につながるよう広報板を
活用して各地域別の事業紹介を年３回更新
することができた。 

場につなぐ取組を実施する。 
・目標②については、元年度目標：25％は未達成であったが、

30 年度：22.4%、元年度：24.8%と上昇しており、継続し
て気軽に参加し易い各種地域イベントを広報紙等で毎月紹
介を行っていく。なお、今まで地域に関わりの少なかった
若い世代等への地域活動への関心を高めていくためにもＩ
ＣＴを活用した情報発信の充実に向け取り組む。 

・目標③については、元年度目標を達成しており、継続して
地域からの情報収集、ニーズ把握を行い、活動への参加促
進につながるよう区広報板を活用して各地域別の事業紹介
に取り組む。 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知や成果報告
をＳＮＳやポータルサイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒体を用いて広く周知
し、つながりの端緒、機会を広げた。 

・持続的な地域コミュニティ構築に向けて
は、第一層にとらわれないゆるやかなつな
がりからも新たな担い手や人材の発掘・育
成を求めていく必要がある。このことから、
ＮＰＯや企業、各種学校等と地域との連携・
協働など、新たな交流やコーディネートの
場づくりを目的とした事業を実施してい
る。ＳＮＳ等を活用した周知により幅広い
層からの参加を得るとともに、事業を通じ
てつながったＮＰＯや企業、各種団体と地
域とのマッチングを図った。 

・各種の委嘱対象の委員等に委嘱業務の趣
旨・目的について説明を行った。また、区
政会議委員の改選時にも地域からの推薦者
がいることから、区政会議の趣旨・目的等
について説明会を開催した。これらの取組
により、職責の重要性をご理解いただき、
負担感だけでなくやりがいも感じていただ
けるように取り組んできた。 

・元年度目標は未達成であったが、更なる取組の周知に向け、
引き続き次の取組を進める。催事（防災訓練等）実施の告
知や成果報告を、幅広い層に対してＳＮＳ等様々な媒体を
用いて情報発信する。 

・元年度目標は未達成であったが、更なる取組の周知に向け、
引き続き次の取組を進める。第一層にとらわれない新たな
担い手と地域とのマッチングを働きかけるとともに地域人
材の発掘・育成を支援する。 

・引き続き委嘱状交付の際等に委嘱業務の趣旨・目的につい
て説明を行い、負担感ややらされ感の軽減につながるよう
な取組を行っていく。 

西
淀
川
区 

・地域のつながりの基礎となる自治会・町内
会への加入を促進するため、転入者に対し
てチラシ等の配布を行った。 

・短時間や短期間だけ活動に参加できるな
ど、誰もが気軽に活動に参加できる地域清
掃活動の情報を提供（毎年）のほか、元年
度には地域においては駅伝大会の選手募集
のポスターの掲示を行った。 

・地域リーダーの活躍促進に向けた各地域で
の取組についての情報交換を行う場の提
供、また、気軽に参加できる活動として、
30 年度から開催されている「MAIDO にし
よど」において、本人の意向に基づき活躍
できる場について検討し、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により中止となったが、
２年３月開催の「矢倉で乗っちゃえ！気球
フェス」のイベントを計画した。 

・地域活動協議会補助金の趣旨について、毎
年、地域活動協議会の会計担当者等が参加

・「自治会・町内会単位（第一層）の活動に対する市からの支
援が役にたっていると感じる区民の割合」は目標に達して
おり、今後ともこれまでの取組を実施していく。 

・「地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合」はあま
り伸びず、目標には達しなかったが、地域における担い手
を確保するためには、地域における活動に参加し、地域と
つながるところから始まると考えることから、今後とも、
効果的な方法を検討し、活動への参加を促進していく。 

・気軽に活動に参加できる機会の提供により、「地域リーダー
の活躍躍進」につながったことから、今後とも様々な情報
発信などにより機会の提供を行っていく。 

・行政として地域活動協議会が「まちづくり機能」等を有し
ていることを求めており、その財政的支援であることを理
解していただく必要があるため、今後とも様々な機会を活
用し、補助金についての理解促進に取り組む。また、地域
活動協議会の運営が「民主的」で、かつ「透明性」が確保
されるよう、引き続き支援していく。 
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する会計検討会や補助金説明会において説
明を行った。また、中間支援組織とともに
地域に出向き、予算・決算書の作成方法等
の説明会を行い、透明性のある会計処理が
できるよう支援した。 

淀
川
区 

・Twitter、Facebook を利用し、継続的な発
信を行った。 

・Twitter、Facebook のアンケート機能を利
用し、新たな試みとしてアンケートを実施
した。 

・親しみの持てる新たなＳＮＳの導入とし
て、当区マスコットキャラクターによる「夢
ちゃんブログ」を開設した。 

・Twitter の発信では、災害発生時、区民まつ
り、成人の日のつどい、地域のイベントな
どで、写真を掲載しながらのリアルタイム
発信を実験的に行った。結果、通常時を上
回るインプレッションを獲得できたところ
であり、有効な発信方法の検討材料にでき
た。 

・地域関係者間での情報交換ツールとしての
グループ LINE の導入を検討し、運用要領
を作成した。 

・イベントなどで Twitter のリアルタイム配
信を行い、地域活動への関心を高めた。 

・区長会議の支援を受けながら関係局と連携
し、委嘱する区民の方に移植の趣旨、目的
をしっかりと理解していただくための取組
を進め、一人に多くの委嘱をすることがな
いよう配慮した 
市民アンケート「自治会・町内会単位の活
動に参加している区民のうち、自治会・町
内会単位の活動に対する市からの支援が役
に立っていると感じている区民の割合：29
年度 60.3％、30 年度 68.2％、元年度 67.7％ 

・地域の実情に合わせた支援を行うとともに、それらを効果
的に情報発信し、区民の理解を深め、地域活動に参画して
もらうよう働きかけていく必要がある。 

・Twitter、Facebook の発信では、硬軟取り混ぜた内容の発
信を行うことで、親しみを持ってもらい、フォロワー数の
増加につなげる。また、ホームページへのリンクを張るこ
とで、相互の連動性を高め、訪問者や閲覧数の増加につな
げる。 

・ＳＮＳのアンケート機能の活用は、フォロワー数の増加を
図りつつ、簡易な内容のアンケートを継続する。 

・休止中の「夢ちゃんブログ」の再開を図る。 
・グループ LINE の運用を開始し、各地域間の情報共有や互
助的な活用が図れるよう支援する。 

・Twitter のリアルタイム配信は、通常よりインプレッショ
ンが多いので継続する。 

・引き続き、災害発生時、区民まつり、成人の日のつどい、
地域のイベントなどで、写真を掲載しながらのリアルタイ
ム発信を行っていく。 

・引き続き制度や市政改革プラン 3.0 の方針等について、区
役所担当者間で情報共有し、制度の効果的な運用に向けた
理解度向上に取り組む。 

・他区や他都市の事例を参考とし、若年層やマンション世帯
等が多いという区の特性に応じた地縁型団体の活性化支援
を行う。 

東
淀
川
区 

・広報紙やくらしの便利帳に町会加入促進の
記事の掲載、区内で実施されるイベント等
で町会加入促進のチラシの配布、毎月開催
している地域連絡会議において、地域活動
や暮らしに役立つ情報の提供により第一層
の活動の支援を行ってきた。 

・目標①については、29 年度実測値 63.5％、
30 年度実測値 66.7％、元年度 67.3％と上
昇しており、一定の成果が出ていると考え
られる。 

・地域活動への関心が薄いマンション住民や転入者、とりわ
け若年層に向けて、町会や自治会への参加促進につながる
広報周知が必要である。 

・地縁型団体が行う活動について、参加が増加するように効
果的な広報を行う必要がある。 

・各団体が行う活動について、区民に対し活動内容の浸透を
図る必要があり、広報支援を行う。 

東
成
区 

・自治会・町内会単位への活動の支援につい
て、啓発ビラを作成し、転入手続き時や区
主催行事など、様々な場面で配布し、広く
啓発することができた。 

・担い手不足の解消の取組について、気軽に
参加できる機会の情報発信や活動者の意向
を踏まえた取組の実施などを通じ活動の活
性化を図ることができた。 

・負担感の解消及び活動の充実の取組につい
て、活動目的の再確認や取組事例の紹介な
どを通じ意識や意欲をもって活動いただけ
るよう、働きかけを行うことができた。 

・地域活動協議会を対象とした説明会の場
で、ポータルサイトについて周知し、活用
を促すことができた。 

・各地域とも担い手不足が課題であるため、情報発信や活動
の場づくり、ＩＣＴを活用した活動のきっかけづくり等を、
複合的に進めていく。また、担い手の高齢化が大きな課題
であり、若い担い手の獲得に向けた支援を継続していく。 

・今後も地域と連携し自治会・町内会への加入促進に向け取
り組む。 

・多様な分野で取組を継続することが必要であるため、情報
発信と場づくりの双方の取組を継続する。 

・既存の活動を振返る機会を創出できているので、引き続き、
まちづくりセンターと連携し、趣旨を踏まえた効果的・効
率的な活動の推進を支援する。 

・ポータルサイトの活用について、活用のメリットなどが十
分伝わっていないため、引き続き活用方法などを説明し、
登録につなげるための取組を進める。 
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・多様な方法（広報紙・ホームページ・Twitter
等）で、地域福祉活動の周知を行いより多
くの方に参加を呼びかけた。 

・各地域で開催される「地域子育てサークル」
を様々な広報媒体（ＳＮＳ）や、イベント
開催時のポスター掲示、元年度は広報紙に
各サークル紹介を連載にて掲載、出生時や
転入時の窓口来所時に紹介するなど、参加
を呼びかけた。 

・地域団体の協力を得て、小中学校での食育
講座を開催し、その内容について、高い理
解度を得ることができた。 

・多くの方に保健栄養コース及び健康づくり
やってみよう講座に参加いただき、また、
地域の健康づくり活動にも参加いただい
た。 

・体験講座等を開催することにより、地域に
おける、いきいき百歳体操の実施会場数、
参加者数を増やすことができた。 

・今後も、多様な広報媒体を活用し、地域福祉活動について
広く情報発信を行い、参加を呼びかける。 

・引き続き,様々な広報媒体（ＳＮＳ）やイベント、出生時や
転入時の窓口来所時などの機会を通じてサークルを案内す
るとともに、参加を呼びかける。 

・引き続き、食に関する知識を持ってもらえるよう、地域団
体と連携して、小中学校において食育講座を行う。 

・より幅広い年齢層の方に、保健栄養コース及び健康づくり
やってみよう講座に参加してもらえるよう努めるととも
に、引き続き、地域の健康づくり活動への参加を促してい
く。 

・いきいき百歳体操について、継続して参加できるよう、地
域の支援を行っていくとともに、新規の参加者を増やせる
よう啓発を行っていく。 

生
野
区 

・地域コミュニティの活性化に向けて、連合
振興町会長会議において行政情報を提供す
るとともに、区に転入される方に対して、
自治会・町内会への加入促進チラシを配付
した。 

・青少年指導員連絡協議会定例会などの場に
おいて、委嘱業務に関する説明を行うとと
もに、新たに委嘱する青少年指導員などに
対して活動内容に関するチラシを配付し
た。 

・誰もが気軽に参加し、交流できる場の提供
としてまちカフェを開催した。幅広い世代
の住民が地域活動について興味を持ち、さ
らに、地域活動の新たな担い手へとつなげ
た。 

・中間支援組織の Facebook 等を通じて市民
活動への参加を呼びかけた。 

・目標１：自治会・町内会単位の活動に参加
している区民のうち、自治会・町内会単位
の活動に対する市からの支援役に立ってい
ると感じている区民の割合 
30 年度 目標：60％ 実績：75.5％ 
元年度  目標：76％  実績：71.2％ 

・目標２：地縁団体が行う活動に参加してい
る区民の割合 
29 年度 目標：15％  実績：27.7％ 
30 年度 目標：29％ 実績：29.6％ 
元年度 目標：31％  実績：25.3％ 

・目標３：各団体により地域の特性や課題に
応じた活動が進められていると感じている
区民の割合 
29 年度 目標：40％  実績：47.9％ 
30 年度 目標：49％ 実績：51.1％ 
元年度  目標：52％   実績：49.6％  

・取組を実施するものの、依然として、若年層の町会離れな
どにより町会加入世帯数は減少傾向にあり、地域活動の活
性化に対する目標を達成することができなかった。 

・地域活動の活性化には、若年層に対する地域活動への積極
的な参加を促す取組が必要であり、若年層にも気軽に参加
してもらえる「まちカフェ」の開催などの活動の場の提供
やＳＮＳを通じた地域活動の発信を引き続き行い、理解促
進を図りながら地域活動に取り込み、ひいては各団体の担
い手不足、高齢化を解消し、持続的な地域活動が運営でき
るよう支援していく。 

・また、町会加入率を上げるため、これまでの連合振興町会
長会議を通じた、町会取組の好事例等の情報収集・加入促
進チラシへの反映に加え、新たに区に転入される方だけで
なく、現在、区に住んでいる未加入の方に対しての加入促
進にも取り組んでいく。 

旭
区 

・自治会・町内会単位（第一層）の活動支援
の一環として、チラシや広報紙・ホームペ
ージ等により町会加入促進に向けて取り組
んだ。また、地域活動協議会の活動情報を
広報紙やホームページ等により発信した。 

・町会加入率は減少傾向にあることからチラシ等により加入
促進策に取り組んだが、町会の役員に取組を周知していな
かったので、今後は町会役員との協働も視野に入れ、自治
会・町内会単位（第一層）の活動支援を図るため、新たな
取組を検討する。 
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・地域活動協議会において、地域のつながり
を深めること等を目的とした地域拠点施設
の無料開放デーが開催されることになった
（元年度）。また、地域拠点施設を気軽に利
用してもらえるよう、ホームページからも
予約を受け付けている。 

・地域活動協議会のホームページに地域行事
の情報を随時掲載することにより、活動を
広く周知するとともに、ＳＮＳを使用した
情報発信の仕組みづくりを支援した。 

・定期的な広報紙「かわら版」の作成支援を
行うなど、地域活動協議会において、担い
手の拡大に向けた継続的な広報に着手して
いる。 

・29 年度に地域運営アドバイザー（２名）を
配置し、個別の相談に対応することなどに
より、地域のつながりの基礎となる町内会
等とも関係を構築できた。 

・30 年度・元年度に実施した調査では、町会
加入率はともに 70％を超えている。 

・元年度目標を達成できていない点については、地縁型団体
が行っている活動を知らないという割合が多かったことな
どから、上記取組の中で、地縁型団体の意義や活動紹介等、
広報活動に努める。 

・地域活動協議会等における担い手の確保については、役員
の改選状況を踏まえると今後も課題となることが想定され
ることから、地域活動への参加促進等も含めた新たな取組
が展開されるよう支援する。 

城
東
区 

・広報誌における地域活動協議会活動紹介に
ついて、30 年度より７月号でのＡ４、４ペ
ージ分の地域活動協議会特集掲載、元年度
からは、８～翌３月号で 16 地域活動協議
会会長のわが町魅力発信リレー企画を掲載
し、地域でのきずなづくり啓発に取り組む
とともに町会が地域活動協議会の中心を担
っていることも記載し、「地域活動（町会）
に興味を持ってもらえる」ような情報発信
に取り組むことが出来た。 

・「ウエルカム JOTO」（転入者への区に関す
る情報提供パック）で、地縁団体（町会）
への加入呼びかけビラを配布し、新たに区
民となった方へも地域の活動に興味を持っ
てもらえるよう取り組んだ。 

・委嘱状伝達式等で委嘱の趣旨・目的を説明
し、委嘱する区民の方に理解を深めていた
だいた。また、一斉改選の際は地域からの
推薦時期をなるべく一時期にまとめるな
ど、一人の人に負担が片寄らないよう配慮
を行ってきた。 

・説明会・研修会等の場において、各団体に
対し、活動が形骸化することのないよう活
動のあり方や目的を確認してきた。 

区の情勢として、単身居住者、高齢者住民が増加しており、
日常生活や発災時の初期対応などにおける助け合い等で
「自治会・町内会単位の地縁型団体（第一層）」のより身近
な生活圏域における地域コミュニティ醸成が課題と認識し
ており、下記の取組を進めていく。 

・各地域での出前講座等の場において、地域でのきずなづく
り啓発に取り組むとともに町会が地域活動協議会の中心を
担っていることの啓発は息長く続けていく。 

・広報誌についても、毎月の加入呼びかけ記事の掲載を継続
し、７月号でのＡ４、４ページ分の地域活動協議会特集掲
載の際に町会が地域活動協議会の中心を担っていることの
周知、加入呼びかけのメッセージ記事もより有効にアピー
ル出来るような方策を探っていく。 

・「ウエルカム JOTO」での地縁団体（町会）への加入呼びか
けビラ配布についても、新たに区民となった方へ地域活動
に興味を持ってもらえるよう息長く続けていく。 

・引き続き、委嘱状伝達式等で委嘱の趣旨・目的を説明する。
また、一斉改選の際は地域からの推薦時期をなるべく一時
期にまとめるなど、一人の人に負担が片寄らないよう配慮
を行う。 

・説明会・研修会等の場において、引き続き、各団体に対し
活動目的の確認を行う。 

鶴
見
区 

①マンション一棟で一つの町会を構成する
等、町会の在り方も様々であるが、各町会
の特性に合わせた地震等災害発生時の起こ
りうる状況の解説を通じて日頃の備えの大
切さを意識してもらいながら、町会内にあ
る防災設備の確認等を行い、防災・減災に
向けた意識の向上を図ることができた。 

②区役所、建設局、グリーンコーディネータ
ーによる意見交換会を実施し、その意見を
もとに、区内で実施しているイベントに参
加するなど活躍の場を創出することができ
た。 

③地域活動協議会や地縁型団体の活動やイベ
ント情報をリーフレットや広報紙、ホーム
ページなどで周知することにより、気軽に
参加できる機会の提供を行うことができ
た。 

①町会単位の防災訓練について体力的に実施が難しいと感じ
る町会が多いが、出前講座形式等での訓練であれば比較的
に実施しやすいと考えられるため、地域活動協議会との連
携のもと出前講座形式での防災訓練を実施することによ
り、防災を通じた地域とのコミュニティづくりや地域活動
への参加等のつながりづくりを継続して実施する。 

②グリーンコーディネーターの活躍の場の創出という目標を
達成しており、今後も引き続き意見交換会を実施し、活躍
の場の創出に取り組む。 

③元年度目標は未達成であったが、雨や台風などによる事業
中止などもあったなかで前年度水準を保っているととも
に、広報紙やホームページなどに掲載した地域の事業に対
しての問合せも増えていることから、周知の効果が出てき
ているため、引き続き取組を継続する。 

④新たに Instagram を開始する地域が現れてきていること
から、まちづくりセンターを活用し引き続き支援を行って
いく。 



59 
 

 取組期間の成果 今後の方向性 

④各地域活動協議会にホームページやブロ
グ、YouTube などを活用した情報発信の事
例共有を実施し、Civic Tech の理解を深め
てもらう機会を提供することで、ICT を活
用した取組を推進できた。 

⑤「民生委員・児童委員の日活動強化週間」
に区庁舎内外にのぼりや旗を掲示し、また、
子育て支援事業「愛 Love こども フェス
タ」や「区民まつり」でブースを展開する
ことで、民生委員による活動のＰＲができ
た。 

⑥⑦地域活動協議会の会議や補助金申請にか
かる担当者会議などの場を活用して説明を
行うとともに、まちづくりセンターを活用
した支援を行うことにより、理解促進を図
ることができた。 

⑧地域活動協議会連絡会でのチラシの配付や
地域活動協議会へのメール配信などによ
り、ポータルサイトの周知を行い、登録の
促進を図った。 

⑨まちづくりセンターと連携し、地域活動研
究会「ツルラボ」を開催することで、各地
域の担い手の交流を図るとともに、参加者
を限定せず広報紙やホームページなどで広
く参加を募ることにより、地域活動に興味
のある住民との交流を図ることができた。 

⑤引き続き、民生委員・児童委員協議会と連携して制度の意
義や活動内容についてイベント等でのブース展開やＳＮＳ
を活用した広報啓発を行い、委員活動を支援する。 

⑥⑦元年度目標は未達成であったが、前年度水準を保ってお
り、概ね地域での理解は進んでいる。地域役員の変更など
により理解度が低下することから、今後は、新規役員への
重点的な支援など、まちづくりセンターを活用して引き続
き支援を行っていく。 

⑧今度も定期的に地域へメール配信等を行うことにより周知
を図っていく。 

⑨ツルラボの参加者と地域とのマッチング事例も出てきてお
り、効果があらわれてきていることから、引き続き取組を
継続する。 

阿
倍
野
区 

①自治会・町内会単位（第一層）の活動への
支援 

・地域活動協議会補助金説明会において、自
治会・町内会単位の活動、講師として職員
派遣などの支援の趣旨説明を行った。 

②地域リーダーの活躍促進 
・毎年、スキルアップのための地域防災リー

ダー訓練を実施し、地域の小中学生に防災
訓練やまちなか防災訓練での指導を行っ
た。地域防災リーダー訓練アンケートにお
いて、「地域防災リーダーの任務にやりがい
や責任感を感じている割合:100％」であり、
活躍促進に寄与できている。 

③気軽に活動に参加できる機会の提供 
・（まちなか防災訓練）毎年、地域が実施して

いるまちなか防災訓練の情報発信を行い、
防災訓練への参加を呼びかけた。 

・（地域のまつり）地域活動協議会をはじめ
様々な団体が実施している取組について情
報発信し、市民活動への参加を呼びかけた。 

・（ウォーキング）広報紙の活用および関係機
関の協力、サポーターの口コミにより、市
民活動への参加を広く勧奨することができ
た。 

・（生涯学習）区内９小学校で実施する生涯学
習ルーム事業など生涯学習の取組につい
て、広報紙での特集記事掲載（年１回）、イ
ベント「区生涯学習ルーム交流会」の開催
（年１回）、「あべの生涯学習だより」の発
行及びホームページへの掲載（月１回）等
により情報発信を行った。 

④ＩＣＴを活用したきっかけづくり 
・新たな地域コミュニティ支援事業として、

地域団体や企業等だれもが参加できる交流

①自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援 
・自治会・町内会単位の活動に対する市からの支援が役に立
っていると感じている区民の割合が目標値より若干下回っ
ていることから、引き続き、広報紙やホームページ、ＳＮ
Ｓを活用し、若い世代を初めとする幅広い世代へ地域の魅
力のある事業や活動など周知していく。 

②地域リーダーの活躍促進 
・目標について、元年度目標は未達成であったが、今後は地
域防災リーダーの活躍をホームページや広報紙などを活用
し、年齢層に合わせた周知方法で周知を行う。 

③気軽に活動に参加できる機会の提供 
・（まちなか防災訓練）目標について、元年度目標は未達成で
あったが、今後はまちなか防災訓練への参加をホームペー
ジや広報紙などを活用し、年齢層に合わせた周知方法で周
知する。 

・（地域のまつり）情報発信しているものの、多くの区民の方
の活動参加には至っていないため、より多くの方に活動に
参加いただけるよう広報紙やホームページのほか、まちづ
くりセンターによる紙媒体、ＳＮＳを活用し周知活動を行
う必要がある。 

・（ウォーキング）引き続き、広報紙の活用および関係機関の
協力、サポーターの啓発活動により、市民活動への参加勧
奨を行っていく。 

・（生涯学習）今後も、区民による主体的な学びのネットワー
クの更なる拡大を図り、生涯学習に関わる新たな人材育成
をめざすため、情報発信等を行い、多様な主体による生涯
学習活動への参加・参画を促進させる。 

④ＩＣＴを活用したきっかけづくり 
・情報発信しているものの、多くの区民の方の活動参加には
至っていないため、より多くの方に活動に参加いただける
よう広報紙やホームページのほか、まちづくりセンターに
よる紙媒体、ＳＮＳを活用し周知活動を行う必要がある。 

⑤委嘱制度の再検討 
・引き続き委嘱の趣旨・目的、担うべき役割について十分説
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会を開催した。ＩＣＴを活用した市民との
対話を促進する取組が新たに創出された件
数について、LINE を活用した地域の連絡
網構築や情報発信の取組の紹介を行った。 

⑤委嘱制度の再検討 
・委嘱にあたっては、委嘱の趣旨・目的、担

うべき役割について十分説明したうえで委
嘱を行った。 

⑥補助金についての理解促進 
・補助金を出すことによって具体的な活動内

容まで指定しているものではないことにつ
いて、地域活動協議会の会議の場などで説
明を行うなど、地域活動協議会のメンバー
の理解促進を図った。 

⑦活動の目的の再確認 
・30 年度に作成した「地域カルテ」を使って

各地域でワークショップを実施し、活動目
的を改めて確認する機会とした。 

⑧ポータルサイトの充実 
・ポータルサイトを積極的に周知し、各団体

の登録及び積極的な活動を促進した。 
⑨活動への参加促進 
・まちづくりセンターと連携し、地域からの

情報収集、ニーズ把握を行い、周知方法の
工夫など、誰もが気軽に参加できる情報発
信を支援した。各団体に対し、短時間や短
期間だけ活動に参加できるなど、誰もが気
軽に活動に参加できるための仕組みや工夫
に関する情報を提供した。 

明したうえで委嘱を行う。 
⑥補助金についての理解促進 
・補助金を出すことによって具体的な活動内容まで指定して
いるものではないことについて、地域活動協議会の会議の
場や、地域役員とコミュニケーションを取り、説明を行う
など、地域活動協議会のメンバーへの理解促進を図る必要
がある。 

⑦活動の目的の再確認 
・全地域活動協議会に対して、活動が形骸化することのない
よう活動目的を改めて確認するきっかけとなるワークショ
ップを開催し地域カルテの更新を行う必要がある。 

⑧ポータルサイトの充実 
・ポータルサイトについて、案内を配架するとともに、全地
域活動協議会や問合せを受けた団体へ積極的な周知を行っ
たが登録まで至らなかったため、周知する団体等を増やす
など改善を行う必要がある。 

⑨活動への参加促進 
・まちづくりセンターと連携し、地域からの情報収集、ニー
ズ把握を行い、Twitter や広報紙、まちづくりセンター
Facebook 等で事業の参加やボランティアについての情報
発信を行う必要がある。また、各団体に対し、短時間や短
期間だけ活動に参加できるなど、誰もが気軽に活動に参加
できるための仕組みや工夫に関する情報の提供を積極的に
行う。 

住
之
江
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①広報紙、ホームページ、Facebook で、町会
加入促進にかかる情報発信を行い、自治会・
町内会の活動を支援することができた。 

②新たな担い手育成に向け、担い手拡大ワー
キングの定期開催について支援することが
できた。 

③広報紙、ホームページ、Facebook で、誰も
が気軽に参加できる地域行事の情報発信を
行い市民活動への参加を呼びかけることが
できた。 

④ホームページや Facebook で様々な地域課
題に対応した取組が地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」による CivicTech 
活動の情報発信を行うとともに、区
Facebook で、新たな担い手育成に向けたイ
ベントでの気軽に参加できる短時間ボラン
ティアを募集する等新たな担い手参画につ
ながる情報発信を実施できた。 

⑤委嘱者の推薦依頼の際に、委嘱の趣旨・目
的を説明し理解を促進することができた。 

⑥地域活動協議会会長会や会計説明会、地域
活動協議会運営委員会などで、補助金の制
度説明を行い、理解促進を図ることができ
た。 

⑦地域活動協議会会長会、地域活動協議会運
営委員会、補助金実績の定期確認、認定要
件の確認の機会を利用し、活動が形骸化す
ることのないよう活動内容の確認を行っ
た。 

⑧地域活動協議会会長会、地域活動協議会運

・情報発信について、より効果的な発信内容となるようさら
に工夫していく必要があり、引き続き地域イベントなどに
おいて、活動紹介・町会加入案内チラシなどを配布すると
ともに、イベントの案内を区 Facebook などのＳＮＳを活
用して情報発信を行う。 

・担い手拡大ワーキングで出た、短時間でのボランティア募
集や気軽に参加できる実行委員会の開催などの解決策をイ
ベントで実行できるよう、中間支援組織と連携し支援して
いく。 

・地域活動協議会補助金の趣旨や活動の目的の理解は浸透し
ており、地域の特性や課題解決のための取組も多く行われ
ているが、地域によって温度差があるため、地域の実情に
合ったよりきめ細やかな説明をしていく必要があるため、
引き続き、地域活動協議会会長会、地域活動協議会運営委
員会などで、地域活動協議会補助金や活動目的の説明、ポ
ータルサイトの効果的な活用方法等を周知するとともに、
地域実情に合った手法の提案などを行っていく。 
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営委員会、企業ＮＰＯ学校地域交流会など
で、ポータルサイトの効果的な活用方法に
ついて、周知、事例共有し積極的な活用を
促進できた。 

⑨各団体の活動が持続的なものとなるよう、
地域活動協議会会長会、地域活動協議会運
営委員会などで、効果的なボランティア募
集方法の事例紹介や募集する際の注意点を
周知した。 

住
吉
区 

・つながりづくりの基盤となる町会につい
て、あらゆる媒体を活用して加入促進に取
り組むとともに、全町会災害対策本部へ布
担架や簡易トイレ、救助資機材等を配備し、
第一層の活動を支援することができた。 

・ 広 報 紙や チラシ、 Twitter 、 LINE 、
Instagram、YouTube などを活用し、世代
や対象者に合わせた情報発信を行った結
果、様々な地域活動に気軽に参加できると
感じる区民の割合は 29 年度 34.0％から元
年度 43.7％（区実施区民意識調査）に上昇
した。 

・目標①に対する実績値は、29 年度 58.3％か
ら元年度 65.7％に、目標②に対する実績値
は、29 年度 22.5％から元年度 23.0％に、
目標③に対する実績値は、29 年度 41.7％か
ら元年度 48.5％に上昇し、すべての目標に
ついて、一定の成果を上げることができた。 

・地域コミュニティの活性化に向けて、つながりづくりの基
盤となる町会単位の活動へ支援を行う。とりわけ地域防災
力の向上に重点をおき、防災訓練や備蓄物資の配備により、
町会等の活動を支援していくとともに町会加入促進に取り
組む。 

・目標②について、若い世代に活動内容が伝わっていないこ
と、地域活動に関心のない住民が多いことから、元年度目
標未達成であった。引き続き広報すみよしやＳＮＳなどあ
らゆる広報媒体を活用し、世代や対象者にあわせた方法で
地域活動についてのＰＲを強化していく。また、若い世代
やこれまで地域の活動と関わりが少なかった人たちが、地
域活動に参加するきっかけとなる「行ってみたい」と感じ
る事業を実施するとともに、新たな住民同士のつながりづ
くり促進のための「場」や「機会」の創出を図っていく。 

・目標③について、元年度目標未達成であったことから、広
報すみよしやＳＮＳなどあらゆる広報媒体を活用し、世代
や対象者にあわせた方法で各地域活動協議会や各地域団体
の活動状況を情報提供する。 

東
住
吉
区 

・29 年４月より、区内の子育て情報が掲載さ
れた「子育て応援ナビ」を開設するととも
に、広報紙情報や子育てお得情報を配信す
る区公式 LINE アカウントを開始。また、
各種媒体の情報に、二次元コードやURLを
積極的に記載することで相互に連携させ、
色々な情報が利用できるよう取り組んだ。 

・各地域の行事予定を広報紙及びホームペー
ジに掲載した。 

・各地域の活動実施の様子をホームページに
掲載した。 

・町会加入促進チラシを転入者に配布した。 
・区内のイベントでの機会を捉え啓発を行っ

た。 
・「自治会・町内会単位の活動に対する市から

の支援が役に立っていると感じる区民の割
合」「各団体により地域の特性や課題に応じ
た活動が進められていると感じる区民の割
合」については、３カ年ともに目標を達成
した。 

・地縁型団体が行う活動に参加している区民
の割合が上昇していない。 

・「はつらつ脳活性化元気アップリーダー養
成講座」を毎年開催し、地域での認知症予
防に取り組むリーダーを育成（～元年度
169 名）96％以上の満足度を得た。また、
小学校で実施される「認知症キッズサポー
ター養成講座」に毎回開催協力し、認知症
サポーターとの交流を図った。 

・年代に即した広報戦略を立てる必要があり、各種媒体の情
報を相互に連携させるクロスメディア手法を用い、様々な
情報が利用できるよう引き続き取り組む。 

・参加していない区民の中で、参加したいが時間の都合や情
報不足により参加していない区民が５割となっている。こ
の方々を取り込むためにも、地域の行事や地域活動につい
て、引き続き情報提供を行い、認知度を高める。 

・はつらつ脳活性化元気アップ事業において、リーダー養成
と各地域における元気アップ講座を継続し、小学校で開催
される「認知症キッズサポーター養成講座」に元気アップ
リーダーの参加協力を継続する。 

平
野
区 

・防災という住民共通の課題において、地域
振興会をはじめとした地縁団体と協働して
「平野区防災の備え」を作成することがで
きた。それらを活用して町会・自治会が住
民への各戸配布を実施することで、防災啓
発・加入促進活動につなげることができた。
また、地域での防災訓練においても「平野

・目標①について、防災という課題での地域連携強化を図る
ことができたことから、今後、地域福祉などの課題におい
ても地縁団体との連携・支援を実施していく。 

・目標②について、地域活動協議会における広報の充実がさ
れてきたことから、今後は中間支援組織（まちづくりセン
ター）を活用し、地域活動協議会とも連携し、地域活動へ
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 取組期間の成果 今後の方向性 

区防災の備え」を活用した連携強化を図る
ことができた。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活
用し、地域におけるＩＣＴの活用をはじめ
とした広報を充実することができた。 

・会計説明会の開催などの機会を通じて、地
域活動協議会の意義・補助金などの説明を
実施することができた。 

の参加につながる取組を実施していく。 
・目標③について、説明会などの場を通じて意義説明や活動
目的の確認を行うことで地域活動協議会の構成団への理解
が進んではきているものの、活動内容の周知が行き届いて
いないことも課題と考えられるため、今後は中間支援組織
（まちづくりセンター）の活用や、地域活動協議会とも連
携し、活動内容の周知や地域課題に応じた活動につながる
取組の支援を実施していく。 

西
成
区 

・Facebook に、地域活動協議会主催行事の事
前周知を行うことで幅広い世代の参加につ
ながった。 

・ホームページの地域活動協議会のページ
に、各地域の Facebook リンクをまとめた
ページを作成し多くの区民に閲覧できるよ
う取組を進め、情報発信の強化につながっ
た。 

・地域防災リーダーの役割の理解を深める取
組を実施することにより、動機付けややり
がいを創出し、本人の意向に基づく活躍を
促進してきた。 

・Facebook への掲載する事業を増やすべく、地域活動協議会
への情報発信に関する支援を強化し、より多くの区民が地
域活動に参加できるよう取組を進めていく。 

・区からの情報発信強化への取組の他、町会を含めた地縁団
体による情報発信が十分でないとの課題も見受けられるた
め、町会等の地縁団体におけるＳＮＳ等を含めた情報発信
の強化に向けた支援の構築を進めていく。 

・引き続き、地域防災リーダーを対象とする研修や実技訓練
を実施し、動機付けや役割の理解を深める取組を推進する。 
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柱１-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

        

元年度目標の達成状況 

目標①「各区の市民活動支援情報提供窓口への問合せ件数」 

29 年度目標 

各区における窓口の設置  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
４件 
５件 ５件 達成 

都島区 
６件 
７件 ９件 達成 

福島区 
３件 
６件 ８件 達成 

此花区 
１件 
２件 ４件 達成 

中央区 
３件 
４件 ４件 達成 

西区 
７件 
８件 ５件 未達成 

港区 
13 件 
15 件 15 件 達成 

大正区 
１件 
６件 ８件 達成 

天王寺区 
８件 
９件 ３件 未達成 

浪速区 
２件 
３件 ３件 達成 

西淀川区 
１件 
６件 ６件 達成 

淀川区 
７件 
11 件 10 件 未達成 

東淀川区 
24 件 
27 件 13 件 未達成 
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29 年度目標 

各区における窓口の設置  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
10 件 
52 件 ７件 未達成 

生野区 
３件 
５件 ５件 達成 

旭区 
３件 
５件 ２件 未達成 

城東区 
６件 
９件 ９件 達成 

鶴見区 
８件 
17 件 10 件 未達成 

阿倍野区 
３件 
５件 ５件 達成 

住之江区 
３件 
４件 ４件 達成 

住吉区 
３件 
４件 ５件 達成 

東住吉区 
１件 
３件 ５件 達成 

平野区 
１件 
３件 ３件 達成 

西成区 
３件 
４件 12 件 達成 
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柱１-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組①「各区におけるテーマ型団体への支援窓口の設置」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）
への支援体制見直しにより、他都市事例収
集や研修等を行い、職員のスキルアップを
図りながら、地域支援にあたる。 

・上記取組と合わせて、区広報紙や、ホーム
ページ、ＳＮＳを活用した支援窓口を周知
する。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、他区との意見交換のほか、地活協ま
ちづくりフォーラムや地域まちづくり検討会への参加によ
り、職員のスキルアップを図りながら、地域支援にあたっ
た。 

・上記取組と合わせて、ホームページにて「市民活動総合ポ
ータルサイト」（以下「ポータルサイトという。）の情報を
周知した。 

都
島
区 

・ポータルサイトを活用した講座や助成金な
ど支援メニュー情報を提供する。 

・区役所においてリーフレット等の配架による情報提供を実
施した。 

福
島
区 

・ＮＰＯ法人やボランティア団体などとの交
流や情報を持つまちづくりセンターと連携
し、市民総合相談窓口を拡充する。 

・ホームページやＳＮＳなど多様な広報ツー
ルを活用し窓口の周知を行う。 

・活動圏域を限定せず、地域社会の課題に取り組むテーマ型
団体の相談に対して、支援窓口としてまちづくりセンター
と連携しポータルサイトの活用など支援メニューの情報を
都度提供し、活動の活性化支援を行った。 

・ホームページを活用し、市民総合相談窓口の周知を行った。 

此
花
区 

・支援窓口の認知度向上を図るため、ホーム
ページで窓口設置のＰＲを繰り返し行う。 

・支援窓口の認知度向上を図るため、ホームページで窓口設
置のＰＲを繰り返し行った結果、相談件数は４件あり、目
標の２件を上回る相談を受けた。 

中
央
区 

・多様な活動主体間の交流の場への参画など
により、テーマ型団体とのつながりを作る
とともに、ポータルサイトの活用などによ
り、テーマ型団体も対象とした支援情報の
提供に取り組む。 

・ポータルサイトの有益性やポータルサイトに登録済の地域
活動協議会の情報について Twitter により情報発信を行っ
た。 

西
区 

・相談内容に応じ、市民活動団体の情報や市
民活動に役立つ支援メニュー等の情報を提
供するポータルサイトを案内するなど、活
動の活性化の支援を行うための窓口を継続
して設置するとともに、認知度を高めるた
め周知を行う。 

・ホームページを活用し、テーマ型団体に向けて区の支援窓
口の周知を図った。 

・相談内容に応じた支援メニューに関する情報提供を行うと
ともに、ポータルサイトを案内した。 

港
区 

・市民活動支援情報提供窓口について、ＳＮ
ＳなどのＩＣＴを活用し、ホームページ、
Facebook などにより周知する。 

・市民活動支援情報提供窓口について、ホームページ、
Twitter、Facebook により周知した。 

大
正
区 

・まちづくりセンターなどを通じて、支援窓
口の活用を推進する。 

・ポータルサイトなどを活用し、支援情報の提供を行うとと
もに、まちづくりセンターを活用し、支援窓口の活用促進
を行った。 

天
王
寺
区 

・支援窓口を設置し、支援情報の提供を行う。 ・支援窓口を設置し情報提供を行った。（３件） 
・広報紙で気軽に相談ができる支援窓口がある旨の周知を行
った。（11～２月） 

浪
速
区 

・ホームページや区ＳＮＳ（Twitter・
Facebook）、ポータルサイトといったＩＣ
Ｔツール等様々な広報媒体を用いて、広く
支援情報の提供を行う。 

・市民活動支援情報窓口の設置についてまちづくりセンター
ブログ等にて広く周知を行い、積極的に活用を促した。 

 

西
淀
川
区 

・大阪市の総合相談窓口と連携し、「市民活動
総合ポータルサイト」を活用するなど支援
メニュー情報を提供する。(前年度に連携、
今年度については削除) 

・ホームページにてポータルサイトの情報を提供した。 
 

淀
川
区 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報媒体を活用して支援
窓口の広報を行う。 

・通年の広報の取組に加え、中間支援組織と
連携し、企業や専門学校等の地域連携に関
するアンケートを実施する。 

・地域活動協議会会長との意見交換会にて周知した。（８月） 
・中間支援組織と連携し、企業や専門学校等の地域連携に関
するアンケートを実施した（８月） 

・子ども食堂等との活動者との意見交換会にて周知した。（１
月） 
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東
淀
川
区 

・地域活動協議会連絡会議にて市民活動総合
相談窓口およびポータルサイトの周知を行
う。 

・イベントの参加者増につなげるため、過去
の同種イベントに参加した方々へのチラシ
の配付や、掲示板やＳＮＳの活用等周知方
法について検討する。 

・テーマ型団体や社会貢献を考える企業等へ
の周知を徹底し、支援を広げる。 

・７月に開催した地域活動協議会連絡会議において、市民活
動相談窓口およびポータルサイトの周知を行った。 

・「東淀川みらい EXPO」や週末サロン「ひと×まちコーデ」
等のイベント参加者募集時に、過去の同種イベントに参加
した方々へ案内チラシを配付するとともに、掲示板、ＳＮ
Ｓを活用し情報発信を行った。 

・「東淀川みらい EXPO」や週末サロン「ひと×まちコーデ」
等のイベント開催時に、支援窓口のチラシを配布した。 

東
成
区 

・新たな地域コミュニティ支援事業に合わせ
て市民活動団体からの相談に総合的に対応
することができるよう、相談員を常駐させ
迅速に対応する。 

・相談窓口の案内掲示等を工夫するなど、よ
り一層気軽に相談できる環境を整える。 

・区役所１階に相談窓口を設置するとともに、窓口前の案内
表記を工夫するなど、相談しやすい環境を整えた。 

生
野
区 

・広報紙、ホームページやＳＮＳを活用した
支援窓口を周知する。 

・広報紙、ホームページ、ＳＮＳ（Twitter）で支援窓口を周
知した。 

旭
区 

・地域カルテワークショップの開催などを通
じて、テーマ型団体を含めた多様な活動主
体間の交流の場への参画を促す。 

・ワークショップの開催等を通じて、多様な活動主体間の交
流の場への参画を促した。 

城
東
区 

・市民活動支援情報提供窓口の設置につい
て、広報誌に掲載するなど定期的な広報を
実施し、周知を行う。 

・市民活動支援情報提供窓口の設置について、広報誌９月号
及び３月号に掲載し、周知を行った。 

鶴
見
区 

・テーマ型団体への支援窓口の周知及び支援
情報の提供を行う。 

・テーマ型団体からの来所相談に応じ、各地域活動協議会の
連絡先等の提供や、区役所との共催事業の実施にかかる調
整を行った。（各１件） 

・テーマ型団体からの支援相談等に対して、ポータルサイト
の紹介を行うなど支援情報の提供を行った。（１件） 

阿
倍
野
区 

・テーマ型団体も対象とした支援情報の提供
ができる窓口を設置し、多様な活動主体間
の交流の場への参画などにより、テーマ型
団体とのつながりを作るとともに、ポータ
ルサイトの活用などにより支援を行う。 

・市民活動に関する相談窓口について、ホームページ掲載等
により周知し、情報提供を行った。 

 

住
之
江
区 

・区広報紙、ホームページ、Facebook で支援
窓口の活用方法や相談事例を紹介する。 

・ホームページで窓口の利用方法を掲載した。 
・企業ＮＰＯ学校地域交流会で窓口の利用方法や相談事例を
紹介した。 

住
吉
区 

・企業やＮＰＯなどの団体を対象に、区内地
域活動協議会や各種地縁型団体などとの連
携や情報収集にかかる相談を受け付け、団
体間の橋渡しを行う。 

・相談窓口設置の周知を「広報すみよし」（年
１回）や Twitter を活用して行う。 

・市民活動相談窓口相談件数：５件 うち地域活動協議会へつ
ないだ件数：３件 

・区内のテーマ型団体と緩やかに連携する機会として、まち
づくりセンターが実施する「交流ライブ」を活用し、地域
活動協議会と企業等とのつなぎを行った。（３回：大阪市立
大学と苅田地域活動協議会（盆踊り）、大阪市立大学、ＰＯ
ＬＡと南住吉連合地域活動協議会（えーまちフェスタ）な
ど） 

・ホームページや Twitter にて相談窓口の周知 

東
住
吉
区 

・関連する事業からのアプローチで団体の支
援と適切な連携を行っていく。 

・空家の活用を促進する団体について、区の空家利活用の取
組との連携を図った。 

平
野
区 

・相談窓口の認知度向上のため定期的に周知
を行う。 

・Facebook、Twitter での周知を行い、ホームページでの掲
載を行うことで継続的な周知を行った。 

西
成
区 

・テーマ型団体との連携を希望する地域団体
に対し中間支援組織も活用しながら、連携
に向けた支援を実施する。 

・ポータルサイトの周知を行い、テーマ型団
体との連携にかかる地域団体の関心・理解
を促進するため、地域活動協議会補助金説
明会等の機会を利用するなど、説明の機会
を増やす。 

・テーマ型団体との連携を希望する地域団体に対し中間支援
組織も活用しながら、連携に向けた支援を実施した。 

・ポータルサイトの周知を行い、テーマ型団体との連携にか
かる地域団体の関心・理解を促進するため、地域活動協議
会補助金説明会等の機会を利用するなど、説明の機会を増
やし、連携事例の紹介などを行った。 
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柱１-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

        

元年度取組の実施状況 

取組②「ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけづくり（Ⅱ-アの取組④の再掲）」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・上記取組と合わせて、Facebook や Twitter
などＳＮＳ広報の好事例を地域に紹介し、
地域活動連絡会におけるＩＣＴ活用を促進
する。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルー
ル作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加参画を
呼びかけた。 

・上記取組と合わせて、Facebook や Twitter などＳＮＳ広報
の好事例を地域に紹介し、地域活動連絡会におけるＩＣＴ
活用を促進した。 

都
島
区 

・Facebook、Twitter などＳＮＳを活用し、
若い世代に向けて地域活動への参加を呼び
かける。 

・市民局と連携し、CivicTech 活動を区民や市
民活動団体に情報提供する。 

・区民まつりなどの情報発信（ホームページ２回、Facebook
５回）を行った。 

・各地域活動協議会が行う活動の周知のほか、イベントなど
の地域活動の情報発信を行った。 

福
島
区 

・ホームページや Facebook において地域情
報を掲載するとともに、まちづくりセンタ
ーや各地域活動協議会のホームページで各
種活動について情報発信を行う。 

・ホームページ等が更新されていない地域活
動協議会への支援を強化していく。 

・まちづくりセンターと連携しながら、ホームページやまち
づくりセンターホームページ・Facebook において地域情
報を掲載するとともに、各地域活動協議会がホームページ
で各種活動について情報発信を行った。 

・ホームページ等が更新されていない地域活動協議会への支
援を強化した。 

・Twitter を開設予定の地域に講習会等を開催した。 

此
花
区 

・ＳＮＳを活用し、イベント等の情報を紹介
して参加を呼びかける。 

・ＳＮＳ等により地域のイベント等の情報を発信するととも
に、広報紙の周知記事内にＱＲコードを記載して詳細情報
を確認できるようにした。 

中
央
区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用した情報発信を
強化する。 

・地域活動の担い手のＩＣＴスキルの向上に
向け、中間支援組織（まちづくりセンター）
を通じた支援を強化する。 

・ホームページ・Twitter・広報紙により発信する地域情報の
内容の充実を図りながら地域情報の発信を行った。 

・区 Twitter から地域活動協議会のホームページに誘導する
など地域活動協議会に関する情報を発信した。 

・中間支援組織を通じ、地域活動協議会のホームページの更
新の支援を行った。また、担い手のＩＣＴスキル向上に向
けた支援を引き続き行った。 

西
区 

・地域団体などの情報をＳＮＳなどを通じて
情報発信する。 

・ホームページにおいて地域団体の情報や地域イベント等を
掲載するとともに、地域団体のホームページなどにより情
報を随時発信した。 

港
区 

・新たな担い手の地域活動への参画を進める
ため、地域ニーズを把握しながらＳＮＳを
活用して参画できる地域のイベント情報等
を発信する。 

・ＳＮＳを活用して、各地域で開催される様々な行事や活動
について情報発信し、参画を呼びかけた。 

・地域活動協議会において Facebook を開設し、地域行事な
どの情報発信を開始した。（１地域） 

・Twitter のアンケート機能を活用して、区や地域主催のイ
ベントへの参加の有無、イベント情報の入手方法などの区
民等の意見を集約した。 

大
正
区 

・T-1 ライブグランプリの開催にあたり、審査
員・ＰＡエンジニア（音響調節）以外の業
務は、ＳＮＳやホームページで募集した職
員及びボランティアの協力のもとで行う。 

・審査員・ＰＡエンジニア以外については、ＳＮＳやホーム
ページで募集した職員及びボランティアの協力を得て予選
２回（６、９月）及びファイナル１回（12 月）を実施した。 

 

天
王
寺
区 

・運用面の負担が低いと思われる、市民活動
総合ポータルサイト（以下「ポータルサイ
ト」という。）への登録を各地域に働きかけ
る。 

・まちづくりセンターと全地域と共同運営の
Facebook から各地域活動協議会の情報発
信が行なわれるよう、各地域に働きかける。 

・運用面の負担が低いと思われる、ポータルサイトへの登録
を各地域に働きかけ１地域が登録した。（６月） 

・まちづくりセンターの働きかけにより地域活動協議会が運
営する Facebook が開設され情報発信が行われた。（11 月） 

・まちづくりセンターと全地域と共同運営の Facebook から
地域活動協議会の情報発信が行なわれた。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・各地域活動協議会に向けた CivicTech の紹
介・情報提供を行う。 

 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・
報告を、広報紙・ホームページ・ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）やポータルサイトと
いったＩＣＴツール等様々な広報媒体を用
いて、広く周知し、つながりの端緒、機会
を広げるとともに「Code for OSAKA」によ
る CivicTech 活動と、地域課題解決に取り
組む市民や市民活動団体との橋渡しを行う
など、新たな担い手づくりの参画・育成を
促す。 

・広報紙への記事掲載 12 回、まちづくりセンタ―ブログ投
稿記事 451 件（34,659 アクセス）にて地域を紹介するとと
もに、地域行事への参画を促した。 

・「Code for OSAKA」と連携し、防災マップを作成した。 

西
淀
川
区 

・各地域での活動の内容を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活用し、ＳＮＳによる
情報発信を各地域で行えるよう支援する。 

・ＩＣＴを活用して地域課題解決に取り組む
「Code for OSAKA」による CivicTech 活
動と、地域課題解決に取り組む区民や地域
活動団体との橋渡しを行うなど、地域活動
への新たな担い手の参画につなぐ。 

・各地域での活動の内容を幅広く広報するため、中間支援組
織を活用し、新たに１地域 Facebook を立ち上げるととも
に、ＳＮＳによる情報発信の更新情報等を確認した。 

・ＩＣＴを活用して地域課題解決に取り組む「Code for 
OSAKA」による CivicTech 活動と、地域課題解決に取り組
む区民や地域活動団体との橋渡しを行うなど、地域活動へ
の新たな担い手の参画に向けた活動を行った。 

淀
川
区 

・あらゆるＳＮＳ媒体を活用することで、区
民の目に触れる機会を増やすとともに、夢
ちゃんブログではコメントのやり取りなど
で双方向性の実験を行う。 

・Twitter、Facebook でのアンケート実験は、
今後も継続し、区民からの情報収集ツール
としての活用を進める。 

・不特定多数を相手としたＳＮＳ発信は継続
しつつも、地域関係者のみによる情報交換
ツール的なＳＮＳ活用法を検討する。 

・Twitter、Facebook、夢ちゃんブログでの継
続的な発信を行う。 

・Twitter、Facebook のアンケート機能を活
用したアンケートの実施。 

・地域間のグループ LINE については、運用
要領の作成を行った上で、地域に周知し、
運用していく。 

・Twitter、Facebook での発信は継続的に行った。（Twitter
２月末：1,967 件、Facebook２月末：36 件） 

・夢ちゃんブログは、ブログ記事の作成が進まず、記事の発
信が行えなかったため、コメントのやり取りによる双方向
性の実験に至らなかった。 

・Twitter、Facebook のアンケートは、昨年に引き続き、９
月に Twitter で実施したが、回答が最高で 82 件、うち区内
居住者は 65%という低い参加結果であったため、アンケー
トは一旦休止することとした。 

・地域関係者間での情報交換ツールとしてのグループ LINE
の活用は、３月に運用要領が完成するにとどまった。 

 

東
淀
川
区 

・広報に関する講座を実施する。 
・ＳＮＳを利用してイベントの事前開催予定

を発信する。 
・YouTube に地域活動に関する動画を投稿す

る。 

・「Word でつくる技ありチラシ」と題して、パソコンを使っ
た広報講座を実施した。 

・ホームページ、Facebook、ポータルサイト等でイベントの
開催の情報発信を行った。 

・YouTube に地域活動フォトムービー、区民まつりのダイジ
ェスト版を投稿した。 

東
成
区 

・Facebook やメールマガジン等のＩＣＴを
活用し、区行事や地域の活動の情報発信を
行う際に、アンケート等での効果測定を行
い、ＰＤＣＡを回していく。 

・地域福祉活動の情報をホームページ・Twitter により発信
した。（Twitter：ほうえいさんぽ、声掛け訓練、グランド
ゴルフ大会など７回） 

・地域子育てサークルの情報発信を行った。（メールマガジン
の配信：25 回（毎月１回.臨時号 13 回）Facebook の配信：
336 回（週 6.5 回）Twitter の配信 72 回））また、イベント
開催時に、どの媒体から情報を得たかアンケートでの効果
測定を行った。 

・住みます芸人が区行事や地域活動に参加し、区民とふれあ
う様子を Facebook 等を通じて情報発信した。（７回） 

・ＳＤＧs に関するクイズ形式のアンケートを Twitter によ
り行った。（３回） 

・地域住民による花壇づくりの取組について、Facebook ペー
ジを開設し、若い世代に向けて情報発信を行うことで、新
たな担い手づくりや活動の活性化につなげた。（18 回） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

生
野
区 

・幅広い世代の住民が地域活動について興味
を持ち、さらに、地域活動の新たな担い手
へとつながるよう、誰もが気軽に参加し、
交流できる場を提供する。 

・気軽に参加できる機会の提供としてまちカフェを開催し
た。（11 回） 

旭
区 

・地域へ目を向けてもらうきっかけづくりの
ために憩の家等の予約状況の確認などをホ
ームページで可能にしていく。 

・一部の老人憩の家等の予約状況をホームページで確認する
ことが可能となった。 

城
東
区 

・各地域でＳＮＳ等の活用促進を進めていた
だけるよう支援を行う。 

・３月号までを予定しているリレー企画の中
で、各地域活動協議会のホームページや
Facebook のＱＲコードを掲載し、ＩＣＴを
活用した地域活動周知と参加呼びかけを行
う。 

・１地域で地域公共人材を活用し、LINE を使ったネットワ
ークづくり講座（４～６月）を実施し、ＳＮＳ等の活用促
進を進めていただけるよう支援を行った。 

・広報誌８～３月号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅
力を発信するリレー企画を掲載し、最終の３月号で、各地
域活動協議会のホームページや Facebook とリンクするＱ
Ｒコードを掲載し、ＩＣＴを活用した地域活動周知と参加
呼びかけを行った。 

鶴
見
区 

・各地域活動協議会に CivicTech の理解を深
めてもらうとともに事例紹介を行う。 

・各地域活動協議会にホームページやＳＮＳを活用した広報
などの事例紹介を行った。 

・12 月及び１月に実施した「ツルラボ」において、ブログや
YouTube を活用した事例紹介などを行い、各地域活動協議
会に CivicTech の理解を深めてもらう機会を提供した。 

阿
倍
野
区 

・地域活動を行っている団体などが、ＳＮＳ
を活用して自身の取組や区の魅力を発信す
るためのプラットホームを構築し、継続し
て活動していける組織づくりに取り組む。 

・LINE＠の出前講座を開催し、ＳＮＳを活用した情報発信が
できる地域活動協議会スタッフの育成を行った。（１回）ま
た、地域のニーズにあった、ＳＮＳを活用した情報発信に
ついて、継続して活動できるよう支援を行った。 

住
之
江
区 

・ホームページや区 Facebook 等若い世代が
利用する媒体を活用し、様々な地域課題に
対応した取組が地域で行われていることや
「Code for OSAKA」による CivicTech 活
動の情報発信を行う。 

・地域活動協議会をＰＲする区民参加型の取
組を、ＩＣＴを活用して実施する。 

・ホームページや区 Facebook で様々な地域課題に対応した
取組が地域で行われていることや「Code for OSAKA」に
よる CivicTech 活動の情報発信を行った。 

・地域活動協議会において、中間支援組織支援のもとにホー
ムページが作成され、情報の共有・発信を行った。 

・区 Facebook で、新たな担い手育成に向けたイベントでの
気軽に参加できる短時間ボランティア等を募集した。 

住
吉
区 

・若年層への区政・地域への関心喚起のため、
ＳＮＳ（LINE＠、Instagram、動画など）
を活用した情報発信を強化する。 

・地域活動協議会が自らの活動情報を発信
し、地縁型団体への参加が少ない世代に向
けて活動の参加を呼びかけるためのホーム
ページの作成を支援する。 

・地域活動協議会で活動する人材募集の支援
を行う。 

・Twitter、LINE、Instagram、YouTube を活用した情報発
信を実施した。 

・地域活動協議会会長会でホームページを積極的に活用して
いる地域を紹介するとともに、各地域活動協議会によるホ
ームページ作成を支援した。（10 地域作成済み、１地域作
成中、１地域未作成） 

・事例共有会を開催し、ホームページや LINE を活用した情
報発信例を紹介した。 

・地域活動協議会ホームページ等でボランティア募集を行っ
た。 

東
住
吉
区 

・広報紙やイベント等で公式 LINE アカウン
ト登録への周知を実施する。 

・区民が多く参加するイベント・取組におい
て、来場者に対し公式ＳＮＳを広く周知す
る。 

・毎月の広報紙において、公式 LINE アカウントの周知記事
を掲載するとともに、８月開催の親子向けのイベントや、
10 月に開催の区民フェスティバルにおいて、公式ＳＮＳの
チラシを来場者に対し広く配布・周知した。 

・毎月実施される乳幼児健診において、公式 LINE アカウン
トの周知チラシを配布した。 

・公式 LINE アカウントの登録者（子育て層）を対象に、区
政に対するアンケートを実施し、結果をホームページにお
いて公表した。 

・ＳＮＳを利用した区民参加型の取組として、G20 開催応援
や大阪マラソン応援などを実施した。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携して、地域における周知方法を検討し支
援を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）の電

・中間支援組織（まちづくりセンター）と情報共有し、地域
特性に応じた広報支援の方向性を確認した。 

・中間支援組織の支援により、地域で新たに広報紙の作成・
配布を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

子広報媒体をきっかけに、各地域において
電子媒体活用を支援する。 

・地域における広報紙の作成やＳＮＳの活用
を支援し、それらを広報紙・ホームページ
や Facebook などで活動情報を含めて発信
を行う。 

・平野区内で実施されている「こどもの居場
所」の開設・運営支援や情報提供を行う。
また、連絡会（情報交換の場）等を開催す
る。 

・いきいき百歳体操の実施場所やサポーター
養成講座、交流会の開催などの情報発信を
行う。 

・認知症予防推進事業における「平野区いき
いき脳活サポートマニュアル」などの情報
発信および取組団体を発掘する。 

・キッズひらちゃん子育て応援団への登録団
体や個人ボランティアを募集する。 

・情報誌「子育てのＷＡ！情報」による子育
て支援活動の情報発信等を行う。 

・Facebook「子育て情報ページ」やホームペ
ージによる子育て支援活動やボランティア
養成講座などの情報発信を行う。 

・（再掲）中間支援組織の支援により、地域で新たに電子媒体
での広報が開始された。 

・平野区内で実施されている「こどもの居場所」の開設・運
営支援や情報提供を行った。また、連絡会（情報交換の場）
等を開催した。（５回） 

・いきいき百歳体操の実施場所やサポーター養成講座、交流
会の開催などの情報発信を行った。（４回） 

・「平野区いきいき脳活サポートマニュアル」を活用し、認知
症予防推進事業などの情報発信及び取組団体の発掘を行っ
た。（13 か所） 

・キッズひらちゃん子育て応援団への登録団体や個人ボラン
ティアの募集を行った。（新規 登録団体２件、個人ボラン
ティア４人） 

・情報誌「子育てのＷＡ！情報」による子育て支援活動の情
報発信等を行った。（乳幼児健診時で配付） 

・（再掲）Facebook「子育て情報ページ」やホームページによ
る子育て支援活動やボランティア養成講座などの情報発信
を行った。（68 件） 

西
成
区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し、情報発信や
事業の実施（小学生向けプログラミング教
室等）を中間支援組織による支援を継続し
つつ、市民同士または市民と行政がつなが
ることを促進する。 

・プログラミング教室の開催にあたっての効
果を分析しつつ、他地域での応用が可能な
場合はその分析結果をもとに情報提供する
など、継続して支援を行っていく。 

・多様なＩＣＴ（ポータルサイトを含む。）の
活用促進に向けて、情報提供を行っていく。 

・中間支援組織による地域活動協議会への支援として、ＮＰ
Ｏ法人の協力を得ながら、Facebook を利用して事業への
参加を呼びかけるなどし、小学生向けプログラミング教室
を継続して実施した。 

・プログラミング教室の開催にあたっての効果の分析につい
て、中間支援組織を活用しながら取組を進めた。 

・６月及び 12 月開催の地域活動協議会補助金説明会におい
て多様なＩＣＴ（ポータルサイトを含む。）活用促進に向け
て、情報提供を行った。 
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柱１-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し
（31 年４月～ 非常勤嘱託化）を行い、他
区との意見交換のほか、地活協まちづくり
フォーラムや地域まちづくり検討会への参
加により、職員のスキルアップを図りなが
ら、地域支援にあたるとともに、「市民活動
総合ポータルサイト」（以下「ポータルサイ
トという。）を周知等したことにより、区民
が市民活動に必要な情報を得ることにつな
がった。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかける
ことで、地域活動の参加につながった。 

・上記取組と合わせて、Facebook や Twitter
などＳＮＳ広報の好事例を地域に紹介する
ことで、地域活動連絡会役員のＩＣＴ活用
の意識が高まった。 

・目標①について、元年度目標を達成しており、引き続き、
これまでの取組を進める。 

都
島
区 

・ポータルサイトを活用した講座や助成金な
ど支援メニュー情報を提供する。リーフレ
ット配架による情報提供のほか、活動団体
からの相談に応じたポータルサイトの利用
案内を行った。 

・ＳＮＳを活用し各地域活動協議会が行う活
動を周知（Facebook、Twitter）。若い世代
に向けて地域活動への参加を呼びかけた。 

・目標①について、取組期間中に達成できた。引き続き、ポ
ータルサイトを活用した支援を行うとともに、ＳＮＳを活
用した活動の周知は、効果的に発信していけるよう取り組
む。 

福
島
区 

・地域社会の課題に取り組むテーマ型団体の
相談に対して、支援窓口としてまちづくり
センターと連携しポータルサイトの活用な
ど支援メニューの情報を都度提供し、活動
の活性化支援を行った。 

・ホームページを活用し市民活動相談窓口の
周知を行った。 

・様々なノウハウをもつ、まちづくりセンタ
ーと連携し、市民活動相談窓口を拡充した。 

・まちづくりセンターと連携し、ホームペー
ジやまちづくりセンターホームページ・
Facebook において地域情報を掲載すると
ともに、各地域活動協議会のホームページ
で各種活動について情報発信を行った。 

・ホームページ等が更新されていない地域活
動協議会への支援を強化した。 

・Twitter を開設予定の地域に講習会等を開
催した。 

・ホームページやＳＮＳなど多様な広報ツールを活用して、
マンション住民など情報が行き届きにくいエリアにも情報
発信をしていく。 

・まちづくりセンターと連携しながら、ホームページやまち
づくりセンターホームページなどＳＮＳを活用して地域情
報を発信するとともに、各地域活動協議会のホームページ
更新が定期的にされるよう支援を強化していく。 

・まちづくりセンターを活用しながら、市民活動団体、企業
等、行政といった多様な活動主体間の連携協働を促進し、
テーマ型団体とのつながりを増やせるよう、交流事業を開
催していく。 

・地域活動協議会の補助金説明会等の場などを活用し、ポー
タルサイトについて分かりやすい資料を使って登録や活用
を促していく。 

此
花
区 

・29 年度はテーマ型団体相談窓口の設置を目
標とし、目標どおり窓口の設置を達成した。 

・30 年度は、窓口への相談件数１件を目標に
掲げ、相談を１件受け目標を達成した。 

・元年度は、前年度を上回る相談件数２件を
目標に掲げ、相談を４件受け目標を達成し
た。 

・相談件数は増加傾向にあり、徐々に相談窓
口に対する認知度が向上していることがう
かがえる。 

・取組期間中は目標値を達成できており、今後は、引き続き
相談窓口認知度向上に向けた取組について区広報紙やホー
ムページ等で情報発信を継続実施していく。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

中
央
区 

・ＮＰＯ等の団体や企業を対象として、地域
活動協議会等との連携の相談や、情報提供
等を行う相談窓口を 30 年度に設置し、ホ
ームページ等を活用して、窓口の認知度の
向上を図った。 
また、ポータルサイト（中央区の登録団体
数 71）の活用促進に取り組み、機会あるご
とに地域に対してポータルサイトの有用性
について説明を行ってきているとともに、
区の広報紙、Twitter 等を活用し、まちづく
り団体等が主催するイベント情報を発信
し、活動への参加呼びかけを行うなど、活
動の活性化を図った。 
結果、相談窓口への問合せ件数は３年間８
件で目標は達成している。 

・引き続き、相談窓口の利用を広く呼びかけるとともに、ポ
ータルサイトの活用促進や、まちづくり団体等が主催する
イベントの広報協力等を行っていく。 

西
区 

・相談内容に応じた情報を提供するなど、市
民活動活性化のための区の支援窓口を設置
した。 

・ホームページ等を活用しテーマ型団体に向
けて、区の支援窓口の周知を図った。 

・区窓口への問い合わせ件数について、30 年
度は目標を達成したが元年度は達成できな
かった。（29 年度：－、30 年度：７件、元
年度：５件） 

・相談内容に応じた情報を提供するなど、市民活動活性化の
ための区の支援窓口を引き続き設置するとともに、ホーム
ページ等を活用し周知を図っていく。 

・市民活動団体の情報や市民活動に役立つ支援メニュー等の
情報を提供するポータルサイトを今後更に積極的に案内し
ていく。 

港
区 

・市民活動支援情報提供窓口を通じて、資金
獲得のための情報提供や地域活動参画のた
めの助言など、各団体の課題解決につなが
る支援を行うことができた。 

・目標①に対する実績値について、各年度目
標を達成し一定の成果を上げることができ
た。 

・各団体の課題について、適確なアドバイスができるよう、
担当職員間で連携しながら窓口対応の一層の充実化を進め
る。 

大
正
区 

・支援窓口を設置し、まちづくりセンターや
ポータルサイトを活用して、支援窓口の活
用推進や情報提供を行うことで、団体の活
性化につながった。 

・目標①については、元年度目標を達成しており、支援窓口
の活用が進んでいるといえる。今後も区役所とまちづくり
センターとが連携し、各団体の活動活性化支援を行う。 

天
王
寺
区 

・テーマ型団体への支援窓口を設置し支援情
報の提供を行っているが、元年度は相談件
数が少ないため、ホームページ以外に広報
紙でも気軽に相談できる旨の周知の連載を
行った。 

・ＩＣＴの利活用による市民協働のきっかけ
づくりに向け、ポータルサイトの登録を各
地域活動協議会に働きかけることで、ネッ
ト環境が整備されている５つの地域活動協
議会が登録を行うことができた。 

・また、市民との対話を促進するため、まち
づくりセンターと地域合同の Facebook を
立ち上げたことで２地域から情報発信が行
われ、地域独自の Facebook の立ち上げ支
援により、１地域で情報発信が行われるよ
うになった。 

・元年度目標は未達成であり、広報紙での周知の連載を継続
していく。また、支援窓口の認知度が低いと考えられるた
め、広報紙以外にも Twitter や Facebook などのＩＣＴの
活用を行い相談窓口についての情報を発信していく。 

・ＩＣＴの利活用が行われていない地域活動協議会に対し、
ポータルサイトや Facebook での情報発信が行われよう支
援を進める。 

浪
速
区 

・支援情報提供窓口を設置するとともに、催
事（防災訓練等）実施の告知や成果報告を
ＳＮＳやポータルサイトといったＩＣＴツ
ール等様々な広報媒体を用いて広く周知し
た。また、新たな交流やつながり、コーデ
ィネートの場づくりを目的とした事業を実
施、マッチングの端緒となった。 

・催事（防災訓練等）実施の告知や成果報告を、幅広い層に
対してＳＮＳ等様々な媒体を用いて情報発信する。 

・交流やコーディネートの場づくりを進める。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

西
淀
川
区 

・大阪市の総合相談窓口と連携し、ポータル
サイトを活用するなどテーマ型団体への支
援窓口を設置し支援メニュー情報を提供し
た。 

・各地域での活動の内容を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活用し、ＳＮＳによる
情報発信を各地域で行えるよう支援した。 

・ＩＣＴを活用して地域課題解決に取り組む
「Code for OSAKA」による CivicTech 活
動と、地域課題解決に取り組む区民や地域
活動団体との橋渡しを行うなど、地域活動
への新たな担い手の参画につないだ。 

・大阪市の総合相談窓口と連携し、ポータルサイトを活用す
るなどテーマ型団体への支援窓口を設置し支援メニュー情
報を提供する。 

・各地域での活動の内容を幅広く広報するため、中間支援組
織を活用し、ＳＮＳによる情報発信を各地域で行えるよう
支援する。 

・ＩＣＴを活用して地域課題解決に取り組む「Code for 
OSAKA」による CivicTech 活動と、地域課題解決に取り組
む区民や地域活動団体との橋渡しを行うなど、地域活動へ
の新たな担い手の参画につなぐ。 

淀
川
区 

・Twitter、Facebook を利用し、継続的な発
信を行った。 

・Twitter、Facebook のアンケート機能を利
用し、新たな試みとしてアンケートを実施
した。 

・親しみの持てる新たなＳＮＳの導入とし
て、当区マスコットキャラクターによる「夢
ちゃんブログ」を開設した。 

・Twitter の発信では、災害発生時、区民まつ
り、成人の日のつどい、地域のイベントな
どで、写真を掲載しながらのリアルタイム
発信を実験的に行った。結果、通常時を上
回るインプレッションを獲得できたところ
であり、有効な発信方法の検討材料にでき
た。 

・地域関係者間での情報交換ツールとしての
グループ LINE の導入を検討し、運用要領
を作成した。 

・イベントなどで Twitter のリアルタイム配
信を行い、地域活動への関心を高めた。 

・多様な主体が交流できる場の開催：３年間
累計６回開催 

・地域との新たな連携事例：３年間累計 33 件 

・市民活動支援情報提供窓口を活用してもらえるように、そ
のメリット等について情報発信を強化していく必要があ
る。 

・Twitter、Facebook の発信では、硬軟取り混ぜた内容の発
信を行うことで、親しみを持ってもらい、フォロワー数の
増加につなげる。また、ホームページへのリンクを張るこ
とで、相互の連動性を高め、訪問者や閲覧数の増加につな
げる。 

・ＳＮＳのアンケート機能の活用は、フォロワー数の増加を
図りつつ、軽い内容のアンケートを継続する。 

・休止中の「夢ちゃんブログ」の再開を図る。 
・グループ LINE の運用を開始し、各地域間の情報共有や互
助的な活用が図れるよう支援する。 

・Twitter のリアルタイム配信は、通常よりインプレッショ
ンが多いので継続する。 

・引き続き、災害発生時、区民まつり、成人の日のつどい、
地域のイベントなどで、写真を掲載しながらのリアルタイ
ム発信を行っていく。 

・他区や他都市の事例を参考とし、若年層やマンション世帯
等が多いという区の特性に応じた地縁型団体の活性化支援
を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携し、多様な
主体が交流できる場の開催や、地域とのコーディネートの
支援等、テーマ型団体の特性に応じた活性化支援を行う。 

東
淀
川
区 

・市民活動総合相談窓口を設置し、ホームペ
ージやポータルサイトでイベント等を周知
してきた。 

・相談件数は 30 年度 10 件から元年度 13 件
と件数が伸びてきており周知の効果がでて
きていると考えられる。 

・ホームページやＳＮＳ、各種イベントの場などを活用し周
知を行うとともに、テーマ型団体に対して、ポータルサイ
トを活用した支援メニューなど情報の提供を行う。 

東
成
区 

・区役所庁舎内に市民活動団体からの相談を
受け付ける窓口を設置し、多様な相談に対
応し、必要に応じた支援を行うことができ
た。 

・ＳＮＳを活用した情報発信等により活動へ
の参加のきっかけづくりを創出することが
できた。 

・市民活動支援情報提供窓口の認知度が低い可能性が考えら
れるため、今後は相談内容に応じた支援を充実させ、周知
に努めるなど、窓口機能の向上を図る。 

・引き続き、ＳＮＳを活用し情報発信を行い、活動の活性化
を推進する。 

生
野
区 

・区広報紙、ホームページやＳＮＳを活用し
た支援窓口を周知することで目標件数に達
成した。 

・目標：市民活動支援情報提供窓口への問合
せ件数 

29 年度 目標：１件 達成状況：１件 
30 年度 目標：２件 達成状況：４件 
元年度 目標：５件 達成状況：５件  

・一定成果を上げていることから引き続き、広報紙、ホーム
ページやＳＮＳを活用した支援窓口の周知を実施してい
く。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

旭
区 

・ＮＰＯ等のテーマ型団体からの市民活動に
関する相談窓口を 29 年度に設置し、周知
を図ったが、相談件数は目標値に達しなか
った。 

・２つの地域活動協議会がポータルサイトに
登録していることを踏まえ、地域活動協議
会連絡会議等で同サイトの情報発信に努め
たが、新規登録には及ばなかった。 

・地域拠点施設を気軽に利用してもらえるよ
う、ホームページからも予約を受け付けて
いる。 

・市民活動に関する相談窓口にかかる広報が十分ではなかっ
たとの認識に立ち、相談窓口を区役所に設置していること
などを再周知するとともに、相談があった際には適切な助
言に努める。また、地域活動協議会に対し、テーマ型団体
との連携等も視野に入れた、ポータルサイトのさらなる活
用を促す。 

城
東
区 

・29 年度に市民活動支援情報提供窓口を設置
し、広報誌やホームページ等による定期的
な周知により、相談件数は 30 年度８件、元
年度９件と少しずつ増加している状況であ
る。 

・29 年度からホームページに、各地域活動協
議会のＳＮＳの紹介掲載をスタートし、広
報誌元年３月号では各地域活動協議会のホ
ームページや Facebook とリンクするＱＲ
コードを掲載し、ＩＣＴを活用した地域活
動周知と参加呼びかけを行うことが出来
た。 

・元年度には１地域で地域公共人材を活用
し、LINE を使ったネットワークづくり講
座を実施し、ＳＮＳ等の活用促進を進める
支援が出来た。 

・引き続き窓口を設置し、相談があれば市民活動支援情報を
提供する。 

・ＳＮＳ等電子媒体と広報誌等の紙媒体の連動等、広報活動
を通じた各地域活動協議会の知名度向上、活動の活性化に
つながる啓発に丁寧に取り組む。 

鶴
見
区 

①ホームページなどで窓口を周知することに
より、テーマ型団体からの来所相談や電話
相談があり、一定の窓口として定着してき
ており、相談に対しても適切に対応ができ
た。 

②各地域活動協議会にホームページやブロ
グ、YouTube などを活用した情報発信の事
例共有を実施し、Civic Tech の理解を深め
てもらう機会を提供することで、ＩＣＴを
活用した取組を推進できた。 

①元年度目標は未達成であったが、ポータルサイトや総合相
談窓口の定着により情報の検索が容易になっており、電話
や来庁による相談件数が減少してきていると推測する。鶴
見区における市民相談窓口としては定着してきていること
から、引き続きホームページなどで周知を行う。 

②新たに Instagram を開始する地域が現れてきていること
から、まちづくりセンターを活用し引き続き支援を行って
いく。 

阿
倍
野
区 

①各区におけるテーマ型団体への支援窓口の
設置 

・テーマ型団体も対象とした支援情報の提供
ができる窓口を設置し、多様な活動主体間
の交流の場への参画などにより、テーマ型
団体とのつながりを作るとともに、ポータ
ルサイトの活用などにより支援を行った。 

②ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけづ
くり 

・新たな地域コミュニティ支援事業として、
地域団体や企業等だれもが参加できる交流
会を開催した。ＩＣＴを活用した市民との
対話を促進する取組が新たに創出された件
数について、LINE を活用した地域の連絡
網構築や情報発信の取組の紹介を行った。 

①各区におけるテーマ型団体への支援窓口の設置 
・支援情報の提供ができる窓口を設置し、ポータルサイトの
活用などにより支援を引き続き行う。 

②ＩＣＴを活用したきっかけづくり 
・情報発信しているものの、多くの区民の方の活動参加には
至っていないため、より多くの方に活動に参加いただける
よう広報紙やホームページのほか、まちづくりセンターに
よる紙媒体、ＳＮＳを活用し周知活動を行う必要がある。 

住
之
江
区 

・毎年度、ホームページや Facebook で様々
な地域課題に対応した取組が地域で行われ
ていることや「Code for OSAKA」による
CivicTech 活動の情報発信を行った。 

・さらに元年度においては、Facebook で、新

・支援窓口やポータルサイトについての情報発信が、より効
果的な発信内容となるようさらに工夫していく必要がある
ため、引き続き、ホームページ等で利用方法や相談事例を
紹介し、支援窓口の利用促進を図る。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

たな担い手育成に向けたイベントでの気軽
に参加できる短時間ボランティアを募集す
る等新たな担い手参画につながる情報発信
を行い、ボランティア応募もあった。 

住
吉
区 

・市民活動相談窓口を設置し、企業やＮＰＯ
と地域活動協議会をつなぐことができた。 

・区内のテーマ型団体と緩やかに連携する機
会として、まちづくりセンターが実施する
「交流ライブ」を活用（全７回）し、企業
等と地域活動協議会のつなぎを行った結
果、３年間で 36 件の連携が生まれた。 

・目標①に対する実績値については、29 年度：
１件、30 年度：３件、元年度：５件の相談
があり、テーマ型団体と地域活動協議会を
つなげることができた。 

・市民活動相談窓口のさらなる周知を行い、企業・ＮＰＯと
地域活動協議会をつないでいく。 

・まちづくりセンター主催の「交流ライブ」を継続し、企業
やＮＰＯ等と地域活動協議会の連携を促進する。また、連
携事例を地域活動協議会会長会等で情報共有するととも
に、継続的に連携が実施されるよう取り組んでいく。 

東
住
吉
区 

・空家の活用を促進する団体について、区の
空家利活用の取組との連携を図った。 

・空家の活用を促進する団体に限らず、区役所事業と関係の
あるテーマ型団体について連携を図っていく。 

平
野
区 

・相談窓口を設置し、Facebook、Twitter で
の周知を行うとともに、ホームページでの
掲載を行い継続的な周知を行うことで相談
受付をすることができた。 

・目標①について、相談情報が蓄積されてきたことから、今
後は相談情報をもとに相談受付け、相談者と関係機関を繋
ぐなどの支援を行っていく。 

西
成
区 

・Facebook に、地域活動協議会主催行事の事
前周知を行うことで幅広い世代の参加につ
ながった。 

・ホームページの地域活動協議会のページ
に、各地域の Facebook リンクをまとめた
ページを作成し多くの区民に閲覧できるよ
う取組を進め、情報発信の強化につながっ
た。 

・区の Facebook へ掲載する事業を増やすべく、地域活動協
議会への情報発信に関する支援を強化し、より多くの区民
が地域活動に参加できるよう取組を進めていく。 

・町会を含めた地縁団体に対して、情報発信をより強化する
べくホームページ等の立ち上げに際する支援の仕組みを検
討する。 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

元年度目標の達成状況 

目標①「地域活動協議会の構成団体が自分の地域に即した支援を受けることができていると感じた割合」 

29 年度目標 

80.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
91.0% 
92.0% 89.9% 未達成 

都島区 
81.0% 
85.0% 85.3% 達成 

福島区 
94.0% 
95.0% 77.6% 未達成 

此花区 
94.0% 
95.0% 96.6% 達成 

中央区 
93.0% 
95.0% 94.0% 未達成 

西区 
80.0% 
81.0% 81.5% 達成 

港区 
90.0% 
93.0% 86.9% 未達成 

大正区 
83.0% 
84.0% 85.8% 達成 

天王寺区 
84.0% 
85.0% 87.3% 達成 

浪速区 
86.0% 
94.0% 82.8% 未達成 

西淀川区 
80.0% 
81.0% 68.9% 未達成 

淀川区 
87.0% 
89.0% 86.7% 未達成 

東淀川区 
72.0% 
80.0% 54.4% 未達成 
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29 年度目標 

80.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
85.0% 
86.5% 72.1% 未達成 

生野区 
80.0% 
83.0% 84.4% 達成 

旭区 
80.0% 
83.0% 85.9% 達成 

城東区 
80.0% 
85.0% 78.5% 未達成 

鶴見区 
82.0% 
88.0% 92.7% 達成 

阿倍野区 
85.0% 
88.0% 88.2% 達成 

住之江区 
88.0% 
90.0% 90.3% 達成 

住吉区 
80.0% 
85.0% 85.8% 達成 

東住吉区 
80.0% 
81.0% 79.9% 未達成 

平野区 
82.0% 
83.0% 85.7% 達成 

西成区 
90.0% 
91.0% 84.6% 未達成 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

元年度目標の達成状況 

目標②「地域活動協議会を知っている区民の割合」 

29 年度目標 

30.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
35.0% 
40.0% 29.4% 未達成 

都島区 
35.0% 
40.0% 35.2% 未達成 

福島区 
35.0% 
40.0% 36.3% 未達成 

此花区 
35.0% 
40.0% 37.7% 未達成 

中央区 
35.0% 
40.0% 28.9% 未達成 

西区 
35.0% 
40.0% 33.7% 未達成 

港区 
35.0% 
45.0% 43.0% 未達成 

大正区 
35.0% 
42.7% 40.2% 未達成 

天王寺区 
35.0% 
40.0% 38.8% 未達成 

浪速区 
35.0% 
40.0% 27.7% 未達成 

西淀川区 
35.0% 
42.0% 40.9% 未達成 

淀川区 
35.0% 
40.0% 37.4% 未達成 

東淀川区 
35.0% 
40.0% 41.3% 達成 
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29 年度目標 

30.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
35.0% 
45.0% 44.0% 未達成 

生野区 
35.0% 
44.0% 41.5% 未達成 

旭区 
35.0% 
44.0% 40.0% 未達成 

城東区 
35.0% 
44.0% 41.6% 未達成 

鶴見区 
35.0% 
51.0% 47.9% 未達成 

阿倍野区 
35.0% 
40.0% 37.0% 未達成 

住之江区 
35.0% 
46.0% 41.9% 未達成 

住吉区 
35.0% 
40.0% 37.8% 未達成 

東住吉区 
35.0% 
41.0% 38.6% 未達成 

平野区 
35.0% 
40.0% 35.3% 未達成 

西成区 
35.0% 
40.0% 29.8% 未達成 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

元年度目標の達成状況 

目標③「地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機能を認識している割合」 

29 年度目標 

80.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
80.0% 
81.0% 60.8% 未達成 

都島区 
81.0% 
82.0% 82.7% 達成 

福島区 
80.0% 
81.0% 79.9% 未達成 

此花区 
80.0% 
81.0% 70.3% 未達成 

中央区 
96.0% 
97.0% 64.8% 未達成 

西区 
80.0% 
81.0% 72.3% 未達成 

港区 
80.0% 
81.0% 73.7% 未達成 

大正区 
70.0% 
80.0% 41.2% 未達成 

天王寺区 
80.0% 
81.0% 62.6% 未達成 

浪速区 
80.0% 
81.0% 82.8% 達成 

西淀川区 
80.0% 
93.0% 55.9% 未達成 

淀川区 
80.0% 
81.0% 74.5% 未達成 

東淀川区 
75.0% 
85.0% 82.1% 未達成 
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29 年度目標 

80.0%  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
88.0% 
89.0% 48.3% 未達成 

生野区 
65.0% 
85.0% 87.0% 達成 

旭区 
80.0% 
84.0% 52.6% 未達成 

城東区 
80.0% 
82.0% 75.3% 未達成 

鶴見区 
60.0% 
80.0% 37.2% 未達成 

阿倍野区 
80.0% 
83.0% 69.2% 未達成 

住之江区 
80.0% 
86.0% 86.6% 達成 

住吉区 
80.0% 
85.0% 66.9% 未達成 

東住吉区 
80.0% 
81.0% 72.1% 未達成 

平野区 
80.0% 
83.0% 75.5% 未達成 

西成区 
65.0% 
80.0% 48.8% 未達成 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

元年度取組の実施状況 

取組①「地域実情に応じたきめ細かな支援」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・区役所内において、組織横断的な連携が図
れるよう、情報共有会議を開催するととも
に、その会議録を周知し、職員全体で地域
特性に応じた支援に取り組む。 

・区役所内において、組織横断的な連携を図れるよう、情報
共有会議（マンションコミュニティ連絡会議）を開催する
とともに、その会議録を周知し、職員全体で地域特性に応
じた支援を行った。 

都
島
区 

・地域状況や課題を共有し、地域活動協議会
が必要とする支援に繋げる。 

・地域向けの地域カルテセミナーを開催する等、地域カルテ
の作成及び活用支援を行った。（９地域） 

福
島
区 

・地域活動協議会に対し、地域ごとの特性や
地域課題をより詳細に把握したうえで、地
域実情に応じ、活動の活性化に向けて効果
的な支援を実施する。具体的な取組として
は、地域が活動に際して必要としている支
援内容に留意して効果的な支援を行うと
ともに、アンケートにより年１回以上その
評価を受け、改善につなげる。 

・ホームページや Facebook において地域情
報を掲載するとともに、まちづくりセンタ
ーや各地域活動協議会のホームページで
各種活動について情報発信を行う。 

・まちづくりセンターと毎週開催する打ち合わせ会で情報
共有を図り、各地域が必要としている支援内容に留意して
効果的な支援を行い、アンケートにより年１回その評価を
受け、改善につなげた。 

・まちづくりセンターと連携し、ホームページやまちづくり
センターホームページ・Facebook において地域情報を掲
載するとともに、各地域活動協議会のホームページで各種
活動について情報発信を行った。 

 

此
花
区 

・地域カルテの更新を支援し、地域活動協議
会と認識共有する。 

・区役所・まちづくりセンターや区社協と連携・情報共有し、
地域活動協議会で出た課題等を地域カルテに盛り込むな
ど更新を進め、地域活動協議会と認識を共有した。 

中
央
区 

・地域カルテの内容を適宜更新し、地域情報
の把握を行い、区役所内で共有し支援に向
けて活用する。 

・地域情報の収集し、地域カルテの内容の更新を行い、区役
所と地域で共有し支援に向けて活用した。 

西
区 

・地域活動協議会の認知度を測定し、各地域、
まちづくりセンターと連携して課題を抽
出して地域カルテを更新していく。 

・ＮＰＯ、企業等との連携促進に向けた支援
策の提供を進めるとともに、地域の実情や
特性に応じた支援を実施する。 

・まちづくりセンターとの定例会議などを通じ課題の抽出
を行い、随時地域カルテの更新を行った。 

・ＮＰＯ、企業等との連携促進に向けた支援策の提供を進
め、６月・明治グリーンフェスタ、８月・江戸堀納涼盆踊
り大会、西船場納涼大会、九条東盆踊り大会、九条北納涼
盆踊り大会等において新たな企業等との連携が行われた。 

港
区 

・地域レポートを活用して地域特性や地域課
題、地域活動協議会の活動状況や運営上の
課題などについて、客観化・明確化し、地
域ごとの支援計画を策定するとともに、ま
ちづくりセンターと連携しながら地域実
情に応じたきめ細やかな支援を行う。 

・各地域活動協議会の活動や運営の状況を把握するととも
にそれぞれの課題を整理し、その課題解決に向けた地域ご
との支援計画を策定した。 

・定期的にまちづくりセンターと地域に関する情報共有や
適切な支援手法について検討し、地域実情に即した支援を
行った。 

大
正
区 

・地域ごとの課題や活動状況を 30 年度にま
とめた「地域カルテ」を活用し、各地域活
動協議会がその地域特性に即した地域課
題の解決に向けた取組を自律的に進めら
れるために必要な支援を行う。 

・地域包括支援プロジェクトチーム会議等を通じて、各地域
の実情や地域課題の把握を進めるとともに、まちづくりセ
ンターと連携し、「地域カルテ」を活用しながら地域実情
に即した支援を行った。 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを活用して、各地域内
での地域カルテの情報共有内容の浸透を
図るとともに、地域意向を踏まえた支援を
行う。 

・まちづくりセンターを通じて各地域に連携を希望する内
容のアンケート実施を優先して行った。（６、７月） 

・地域カルテ内容の更新を行い、各地域ごとへの配布を行い
内容の浸透を行った。（９月）また、連携を希望する地域
について、学校等との連携調整を行った。 

浪
速
区 

・各地域活動協議会の会議の場に、地域担当
職員・まちづくりセンターが参画し、必要
に応じて人口動態など統計データ等を用
いて作成した「地域カルテ」を活用しての、

・「地域カルテ」を活用した地域課題の抽出及びそれを解決
する方策を検討し、企業や団体、学生ボランティアとをマ
ッチングするなど地域ニーズに沿った支援を行った。併せ
て、各地域活動協議会より「地域カルテ」及び支援内容に
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

新たな社会資源の掘り起こしとその活用
など、各地域の特性や課題、実情を踏まえ
た、きめ細やかな支援を行う。併せて、「地
域カルテ」及び支援内容に対する評価を各
地域活動協議会より受け、評価に基づくＰ
ＤＣＡサイクルにて効果測定を行う。（11
地域で実施） 

対する評価を受け、評価に基づくＰＤＣＡサイクルにて効
果測定を行った。（11 地域で実施） 

西
淀
川
区 

・統計データも活用して、地域ごとに、人口
動態などの地域特性や地域課題、地域活動
協議会の活動状況や運営上の課題などに
ついて、客観化・明確化するための「地域
カルテ」のさらなるバージョンアップを支
援し、各地域活動協議会との間で認識共有
するとともに、課題の解決に向け取り組
む。（「地域カルテ」の作成：14 地域） 

・「地域カルテ」について、中間支援組織を活用し、各地域
活動協議会との間で認識共有し、一部の地域においてバー
ジョンアップを図るとともに、「クリーン＆ハッピープロ
ジェクト」や「街ねこボランティア募集」など課題解決に
向け取り組み始めた。（「地域カルテ」の作成：14 地域実
施） 

淀
川
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）や
区社協等各種関係機関と連携し、地域カル
テの更新作業を通じて地域課題の「見える
化」と、それに応じたきめ細やかな支援を
行う。 

・区政会議委員に対して、地域が求めている支援内容につい
ての意見聴取を行った。（５、１月） 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）や区社協等各種関
係機関と連携し、１地域において「地域マップ」の作製作
業を通じて地域課題の「見える化」を行った。 

・３月に実施予定であった地域活動協議会向けのイベント
において、地域カルテの更新等についての支援を行う予定
であったが、新型コロナ感染症の影響によりイベントを中
止することとなった。 

東
淀
川
区 

・地域活動協議会に求められている機能につ
いて、補助金説明会や運営委員会の場で説
明を行い、広く構成団体の認識を深める。 

・地域担当職員が担当地域の災害時における
体制等の現状と課題を把握し、いざという
時にスムーズな避難所運営が行えるよう
に平時の訓練やワークショップに関わっ
ていく。 

・これまで職員が作成してきた地域支援用資
料を地域と共有したうえで、地域が「地域
カルテ」を作成し課題に対する解決策を主
体的に考えてもらえるように提案してい
く。 

・地域活動協議会連絡会議（７、11、２月）において、地域
活動協議会に求められている機能について説明を行った。 

・毎月の地域担当連絡会議において、各地域へ提供した情報
や、防災に関する資料提供等を行い、スムーズな避難所運
営や危険個所等の把握について連携を行った。 

・これまで職員が作成してきた地域支援用資料としての「地
域カルテ」の一部を地域と共有し、１地域が独自の様式に
発展させ運営の活用につながった。 

・地域活動協議会会長へのインタビューを実施し、地域の現
状や、気になる課題についてのヒアリングを進めた。 

 

東
成
区 

・地域のニーズに応じた地域カルテの充実を
図る。 

・地域カルテの内容を精査する機会を設け
る。 

・地域カルテなどをもとに、地域ごとの状況を把握するとと
もに、まちづくりセンターとも支援の在り方について意見
交換を行った。 

・地域カルテの充実を図るため、地域ニーズの聞き取りを行
った。その結果を踏まえ、次年度は全地域を対象にニーズ
調査を行うこととした。 

生
野
区 

・地域カルテを作成し、地域実情に応じた支
援を行うために、地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題などについて話し合い
を進める会議を開催する。 

・地域担当職員（ブロックリーダー）、中間支
援組織による情報共有会議を開催する。 

・地域活動協議会のあり方や、地域内での課題などについて
話し合いを進める会議の開催方法（アプローチや手順等）
について、中間支援組織と打合せを行った。 

・地域内での課題などについて話し合いを進める会議を実
施した。（３地域５回） 

・地域担当職員（ブロックリーダー）、中間支援組織による
情報共有会議を開催した。（12 回） 

旭
区 

・地域課題やニーズに対応した活動が、地域
自らの企画の中で実施できるよう支援す
る。 

・地域カルテワークショップを継続的に開催
する中で、他の活動主体同士の連携・協働
【外部との連携・協働】が進むような具体
的な取組が生まれるよう支援する。 

・課題認識を踏まえ、各地域の先行的な取組
事例及び他区の取組事例を共有する場を

・地域課題やニーズに対応した活動が、地域自らの企画の中
で実施できるよう支援した。 

・広報紙特集号の活用等により、情報を発信した。 
・ワークショップを開催し、他の活動主体同士の連携・協働
【外部との連携・協働】が進むような具体的な取組が生ま
れるよう支援した。 

・課題認識を踏まえ、各地域の先行的な取組事例及び他区の
取組事例を共有する場を提供した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

提供する。  

城
東
区 

・30 年度作成の「地域カルテ」から明らかに
なった地域ごとの現状に対して、中間支援
組織・区地域担当職員とも連携し、各地域
課題の把握と共有を行い、課題解決に向け
た取組方法の主体的構築につながる支援
を行う。 

・予算運営委員会（総会）に関しても、同様
に取り組む。 

・４～７月に開催された決算運営委員会に区地域担当職員
が参加し、各地域課題の把握と共有を行い、課題に対して
支援を行った。 

・１～３月実施の予算運営委員会（総会）に関しても、同様
に取り組んだ。 

・11～２月に「地域カルテ」データも活用したうえで、区長
と 16 地域活動協議会の意見交換会を実施し、課題把握や
即対応が可能な事項の解決を調整した。 

鶴
見
区 

・30 年度の地域カルテを基に、地域・区役所・
中間支援組織・区社協・包括支援センター
が課題等を共有しつつ、地域カルテの内容
を更新するとともに地域の実情に応じた
きめ細やかな支援を行う。 

・地域カルテ（まちづくりレポート）を整理し、地域と共有
を行った。 

・地域とともにデータの更新などを行うなど、地域実情に応
じた支援を行った。 

阿
倍
野
区 

・30 年度に各地域活動協議会が作成した地
域カルテを活用して各地域の課題等を共
有し、実情に応じたきめ細やかな支援を行
う。 

・30 年度に各地域活動協議会が作成した地域カルテを活用
して各地域の課題等を共有し、実情に応じたきめ細やかな
支援を全 10 地域で行った。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会が作成した地域カルテの内
容を、区と地域活動協議会との間で共有
し、中間支援組織と連携しながら地域実情
に応じた支援を行っていく。 

・地域カルテについて、地域と連携しながら内容の更新を行
い、地域と中間支援組織、区の間で課題を共有した。 

住
吉
区 

・地域カルテを作成する。（11 地域） 
・各地域と地域課題の共有を行う。 
・地域ごとの支援計画を作成・実施する。 

・地域カルテを作成した。(11 地域）全 12 地域作成済み 
・各地域活動協議会の構成団体あて実施したアンケート結
果を地域活動協議会会長会で説明し、地域ごとに整理した
結果を地域と共有した。 

・地域ごとの支援内容について検証を行い、それに基づき支
援計画を作成し、支援を実施した。 

東
住
吉
区 

・各地域毎の現況や課題を洗い出せるようデ
ータ資料を提供し、説明を行う。 

・各地域毎の現況や課題を洗い出せるよう、各地域活動協議
会にデータ等の資料を提供した。 

平
野
区 

・課題解決に向けて、30 年度実績以上の地域
で地域公共人材を活用する。 

・地域の課題に応じた地域公共人材の派遣を
行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用して、各地域
の活動状況のヒアリングを行い現状確認をした。 

・地域活動協議会の会計説明会において地域公共人材の制
度の周知を行うとともに、これまでに地域公共人材の派遣
を受けた地域がそのノウハウを活用し、コミュニティの充
実や担い手の確保を図ることを目的として、「男の集い」
を開催するなど、新たな取組を展開した。 

西
成
区 

・地域毎の「地域カルテ」が地域の特性・課
題に応じた活用がなされるよう、中間支援
組織を通じて支援を行う。 

・「地域カルテ」の内容がより充実していくよ
う、中間支援組織を活用しながら、地域の
もつ資源や抱える課題について話し合う
機会を増やす。 

・地域において作成された「地域カルテ」の時点修正を行い、
より地域の実状に応じたものとなるように支援を行った。 

・「地域カルテ」にて共有した課題に対応するため、中間支
援組織を活用しながら達成すべき目標を設定し、確実に履
行できるよう取組を進めた。・地域ごとの課題に対応した
目標の達成に向けて中間支援組織を活用しながら支援を
進めた。 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

元年度取組の実施状況 

取組②「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・ホームページや広報紙などのほか、マンシ
ョン管理業協会と連携を図りながら、マン
ション住民に向けて、広く情報発信するこ
とで地域活動等への参加を促進する。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙や、地
域の広報板、マンションの掲示板において、
地域活動協議会の取組を紹介するととも
に、地域活動等への参加を呼びかける。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション管理業協会
と連携を図りながら、マンション住民に向けて、地域イベ
ント等の情報を発信し、地域活動等への参加参画を促進し
た。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙や、地域の広報板、マ
ンションの掲示板において、地域活動協議会の取組を紹介
するとともに、地域活動等への参加を呼びかけた。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルー
ル作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加参画を
呼びかけた。 

都
島
区 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地域活動協議会の活動
を情報発信する。 

・各地域活動協議会が行う活動の紹介（Facebook59 回、広報
誌）のほか、地域活動チラシの転入者への配付、不動産事
業者を通じた地域活動チラシの配布を行った。 

福
島
区 

・マンションに住む単身世帯などの住民にも
「地域活動協議会」の認知度向上を図るた
め、ホームページや広報紙で年２回以上Ｐ
Ｒを行う。 

・地域活動協議会の紹介動画を区役所１階ロ
ビーで放映していく。（年１回以上） 

・地域活動協議会が開設してきたホームペー
ジなどが頻繁に更新されるように取り組
む。 

・マンションに住む単身世帯などの住民にも「地域活動協議
会」の認知度向上を図るため、広報紙で年２回（９、11 月）
ＰＲを行った。 

・区役所１階待合ロビーに地域活動協議会広報専用のラック
を設置し、各地域独自のチラシや盆踊り・区民まつりなど
地域に馴染みのある事業のチラシを作成し配架した。 

・地域活動協議会の紹介動画を区役所１階待合ロビーで放映
した（４月）。 

・ホームページ等が更新されていない地域活動協議会への支
援を強化した。 

・Twitter を開設予定の地域に講習会等を開催した。 

此
花
区 

・地域活動協議会の活動を広報紙で紹介する
とともに、リーフレットを区民まつり等で
配布するなど認知度向上につなげる。 

・区役所の１階や区民ホールに地域情報コー
ナーを設け、地域行事等のチラシを配架す
る。 

・各地域活動協議会の主な活動内容を広報紙で紹介するとと
もに、区民まつりなど、コミュニティ育成事業においてリ
ーフレットを配布し、地域活動協議会の認知度向上につな
げた。 

・区役所や区民ホールに地域情報コーナーを設け、地域行事
等のチラシを配架するとともに、活動内容を紹介する壁新
聞を作成・掲示した。 

・まちづくりセンターと連携し、地域情報を Facebook で発
信するとともに地域においてもＳＮＳを使った情報発信が
できるよう支援した（３地域 Facebook 立ち上げ）。 

中
央
区 

・広報紙において各地域活動協議会について
取材を行い、全地域活動協議会を紹介する。
その記事内容を活用し区広報紙やホームペ
ージ、Twitter 等で情報発信を行う。 

・地域で作成している地域活動協議会紹介パ
ンフレットの各地域行事での配布や、ホー
ムページや Facebook などＩＣＴを活用し
た情報発信について、中間支援組織（まち
づくりセンター）を通じて各地域活動協議
会に対し助言する。 

・広報紙において、各地域活動協議会への取材をもとに全 20
地域活動協議会の紹介記事を広報紙・ホームページに掲載
した。 

・ホームページ・Twitter・広報紙により発信する地域情報の
内容の充実を図りながら地域情報の発信を行った。 

・地域で作成している地域活動協議会紹介パンフレットの各
地域行事での配布や、ホームページや Facebook などＩＣ
Ｔを活用した情報発信について、中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じて各地域活動協議会に対する助言を行
った。 

西
区 

・地域活動協議会の認知度を測定し、各地域、
まちづくりセンターと連携して課題を抽出
して地域カルテを更新していく。 

・地域活動協議会の認知度が低い原因を分析
し、地域広報紙の作成、ホームページや

・まちづくりセンターとの定例会議などを通じ課題の抽出を
行い、随時地域カルテの更新を行った。 

・まちづくりセンターを通じて、地域における広報紙・ホー
ムページ等作成支援および「まちづくりセンターだより」
を発行し地域活動協議会の認知度の向上を図った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

Facebook の活用等広報活動への支援を行
うなど、広報媒体と並行して認知度向上を
図る。 

・区役所１階の地域情報コーナーにおいて地
域行事等のチラシを随時配布する。 

・区役所１階の地域情報コーナーにおいて地域行事等のチラ
シを配布した。 

港
区 

・各地域において 30 年度に作成した広報用
リーフレットの活用を促すとともに、広報
みなとやＳＮＳでの情報発信、区内転入者
への紹介チラシの配付など、様々な広報ツ
ールを活用して認知度の向上に取り組む。 

・各地域において広報用リーフレットを配布するなどして地
域活動協議会の活動内容を周知した。 

・広報みなと（４、７、３月号）、ＳＮＳで地域活動協議会に
ついて情報発信するとともに、区内転入者やイベント等で
の紹介チラシの配布、区庁舎内や区広報板へのチラシ掲出
により認知度の向上に取り組んだ。 

大
正
区 

・30 年度において、地域ごとの課題や活動状
況をまとめた「地域カルテ」を活用し、各
地域活動協議会ごとに必要な支援を行う。 

・地域コミュニティの情報発信を強化するた
め、広報紙にて、各地域活動協議会につい
ての事業報告・記事を掲載する。 

・地域包括支援プロジェクトチーム会議等を通じて、各地域
の実情や地域課題の把握を進めるとともに、まちづくりセ
ンターと連携し、各地域活動協議会との共有に向けて「地
域カルテ」の内容の精査を行った。 

・毎月、１地域ずつ、地域活動協議会の活動報告を広報紙に
掲載するとともに、12 月号で地域活動協議会が取り組む活
動内容についての特集記事を掲載した。 

天
王
寺
区 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活
動を紹介する。10 回 

・ホームページに、地域活動協議会に交付す
る公金の使途を掲載する。公金の使途公表 
１回 

・概ね小学校前に設置されているまちかど情
報板での地域活動協議会事業の掲示が促進
されるよう働きかける。 

・地域活動協議会が実施する事業について小
学校を通じた周知が行われるよう働きかけ
る。 

・地域活動協議会において、より一層民主的
で開かれた組織運営と会計の透明性が確保
されるよう、まちづくりセンターを活用し
た啓発・支援を行う。会計説明会 １回 

・地域活動協議会が独自で行う情報発信の取
組を、まちづくりセンターを活用して支援
する。 

・広報板を活用したポスター掲示や地域活動
協議会主催のふれあい祭りなど多数の参加
が見込まれる事業で地域活動協議会名を入
れたのぼりを会場に設置する。 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活動を紹介した。
11 回（５～３月） 

・ホームページ及び広報紙に、地域活動協議会に交付する公
金の使途を掲載した。１回（７月） 

・概ね小学校前に設置されているまちかど情報板での地域活
動協議会事業の掲示が促進されるよう働きかけた。（６、２
月） 

・地域活動協議会が実施する事業について小学校を通じた周
知が行われるよう働きかけた。（６、２月） 

・地域活動協議会において、より一層民主的で開かれた組織
運営と会計の透明性が確保されるよう、まちづくりセンタ
ーを活用し情報交換会を行った。（８月） 

・各地域活動協議会の事業計画ポスターの作成に当たり、ま
ちづくりセンターが広報支援を行った。（６月） 

・広報板を活用し各地域活動協議会紹介のポスター掲示を行
った。（７、10、１月） 

・地域活動協議会主催のふれあい祭りなど多数の参加が見込
まれる事業で地域活動協議会名を入れたのぼりを会場に設
置した。（５、７、９～12、３月） 

・各種地域活動を実施している地域活動協議会の紹介と町会
加入を呼びかけるチラシを、ポスティング同意の概ね３年
以内建築の分譲マンション 18 棟に周知チラシを投函した。
（１月） 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・
報告を、区広報紙（地域活動紹介コラム等）
や、まちづくりセンターのホームページ等
のＩＣＴツールをはじめ様々な広報媒体を
用いて、広く周知し、つながりの端緒、機
会を広げる。 

・転入届出時に、住民情報窓口において、転
入者全員へ地域活動協議会の趣旨や目的、
また町会への加入を促進する案内パンフレ
ットを交付し、地縁による団体やグループ
への加入促進につなげる。 

・住民情報待合フロアに地域活動協議会コー
ナーを設置するとともに、待合呼出しモニ

・広報紙への記事掲載 12 回、まちづくりセンターブログ投
稿記事 451 件（34,659 アクセス）にて地域を紹介するとと
もに、地域行事への参画を促した。 

・転入者に対して地域活動協議会の趣旨や目的、また町会へ
の加入を促進する案内パンフレットを交付した。 

・住民情報待合フロアに地域活動協議会コーナーを設置し、
待合呼出しモニターにて地域活動協議会参画を促す各種動
画を放映した。 

 



87 
 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

ターにて地域活動協議会加入や町会加入を
促進する広告映像を放映する。 

西
淀
川
区 

・課題を地域カルテに記録するとともに、認
知度向上に向けた取組として、中間支援組
織を活用し地域広報紙の発行やＳＮＳ等の
活用など効果的な支援を行う。 

・中間支援組織を活用し、地域広報紙の発行（２回）や各地
域でもＳＮＳ等の発信の積極的な活用など効果的な支援を
行った。 

 

淀
川
区 

・分かりやすい表現やイラストの活用等、内
容を工夫し、若い世代から高齢者まで幅広
い世代に向けて地域活動情報を発信する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報媒体を活用した情報
発信により、身近な地域や関心のあるテー
マへの市民活動への参加を呼びかける。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という
専用の配架棚を設け地域行事等のチラシを
随時配布する。 

・通年の広報の取組に加え、若年層を対象と
した区民アンケートを実施し、地域活動の
情報入手先を把握する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲示板等、あらゆ
る広報媒体を活用した情報発信により、身近な地域や関心
のあるテーマへの市民活動への参加を呼びかけた。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という専用の配架棚を
設け地域行事等のチラシを随時配布した。 

・広報誌にて「地活協ってなぁーに？」という地域活動協議
会に関する連載記事を掲載し、地域活動の情報発信を行っ
た。 

・中間支援組織が発行する「まちセン通信」にて地域情報を
発信した。（５、８、１月発行） 

・若年層を対象とした区民アンケートを実施し、若年層の地
域活動に対する意識について現状分析した。（９月） 

東
淀
川
区 

・公共人材を活用するなど、専門家の力を借
りながら、従事者の「作業量を減らす」、「同
じ作業量で効果を増やす」ことができるよ
うな支援の仕方を検討する。 

・地域活動協議会の活動を各種媒体により広
報し、地域活動協議会の活動に参加してい
ない住民や団体、転入者に対し、活動の参
加を呼びかける。（広報紙、ホームページト
ップページと地域活動協議会ホームページ
のリンク、Facebook、地域活動協議会パン
フレットの転入者パック封入等） 

・庁舎を活用し、動画等を用いて地域活動の
内容を発信する。 

・広報講座を実施し、広報担当者のスキルア
ップに繋げる。 

・地域公共人材を活用し、地域活動協議会において地域マス
コットの活用方法の検討を行った。 

・地域活動協議会の活動を各種媒体により広報し、地域活動
協議会の活動に参加していない住民や団体、区外からの転
入者に対し、活動の参加を呼びかけた。（広報紙、ホームペ
ージトップページと地域活動協議会ホームページのリン
ク、Facebook、地域活動協議会パンフレットの転入者パッ
ク封入、くらしの便利帳への記事の掲載等） 

・ホームページ、Facebook 及び Twitter により区内各地域で
開催される夏まつり情報の周知を行った。 

・区内各地域で開催される夏まつりのポスターを区役所庁舎
内及び出張所庁舎内にて掲示した。 

・YouTube に地域活動フォトムービーを投稿した。 
・「Word でつくる技ありチラシ」と題してパソコンを使った
広報講座を実施した。 

東
成
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向けて、
様々な広報媒体を活用して活動内容を情報
発信する。 

・まちづくりセンターと連携し地域活動協議
会の広報充実のための支援を行う。 

・広報紙や Twitter など、様々な広報媒体を活用し地域活動
協議会の活動について情報発信を行った。 

・まちづくりセンターと連携し、各地域の広報の充実に向け
た支援を行った。 

・区政会議において、地域活動協議会の活動紹介資料を配布
し、周知を行った。 

生
野
区 

・地域カルテを作成し、地域事情に応じた支
援を行うために、地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題などについて話し合い
を進める会議を開催する。 

・ホームページやＳＮＳにより効果的に情報
発信する。 

・地域活動協議会のあり方や、地域内での課題などについて
話し合いを進める会議の開催方法（アプローチや手順等）
について、中間支援組織と打合せを行った。 

・地域内での課題などについて話し合いを進める会議を実施
した。（３地域５回） 

・中間支援組織の Facebook を通じて、効果的な情報発信を
した。 

旭
区 

・広報紙特集号の活用など、積極的に情報発
信を行う。 

・区内官公署施設を活用し、区民の方の目に
触れる場所に情報発信コーナー等を設置す
る。 

・区内広報板なども活用する。 

・広報紙特集号の活用等により、情報を発信した。 
・情報発信・区内官公署施設を活用し、区民の方の目に触れ
る場所に地域活動協議会の情報コーナー等を設置するとと
もに、区内広報板等も活用し、情報を発信した。 

・地域活動協議会連絡会等において「地活協ガイドブック」
の説明・配布を行った。 

88 
 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・「地活協ガイドブック」を作成し、会議及び
イベント等で説明・配布を行う。 

・「地活協ガイドブック」を活用し、地域活動協議会の認知度
向上に向けて取り組んだ。 

城
東
区 

・「地域活動協議会だより」のコーナーで掲載
する。 

・各地域行事における配布物（チラシ、パン
フレット、啓発物品や出演記念品など）に
地域活動協議会名称を入れて配布する。 

・３月号までを予定しているリレー企画の中
で「区民に地域活動に興味を持ってもらえ
るような記事内容の充実」に取り組む。 

・地域で開催される敬老の取組や新成人のつ
どいで、各地域活動協議会が記念品に地域
活動協議会名称を入れて配布する。 

・広報誌７月号において、地域活動協議会の活動を紹介する
特集を掲載した。 

・広報誌連載記事「地域活動協議会だより」新企画として、
８～３月号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅力を発
信するリレー記事掲載をまちづくりセンター発信でスター
トした。 

・７、８月に開催の地域まつりで、地域活動協議会がうちわ
やタオル等の記念品に地域活動協議会名称を入れて配布し
た。 

・地域開催の敬老の取組や新成人のつどいで、各地域活動協
議会が記念品に地域活動協議会名称を入れて配布した。 

鶴
見
区 

・区内で開催されるイベントに出向き、地域
活動協議会の活動紹介を行う。また、
TSURUMIC AWARD を開催するなど地域
活動協議会の認知度向上に向けた取組を行
う。 

・転入者向けリーフレットを配付し、活動等の紹介を行った。 
・12 月に実施したツルラボにおいてリーフレットを配付し
た。 

・12 月から１月にかけ、第３回 TSURUMIC AWARD を開
催し、ホームページや Facebook、まちづくりセンターのホ
ームページなど多様な媒体で周知を行った。 

・広報紙において、地域活動協議会の取組である「ふれあい
喫茶」について各地域ごとに掲載するなど、年間を通じて
活動等の紹介を行った。 

阿
倍
野
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、区が
原因分析及び課題抽出を行い地域カルテに
記録し、地域と情報共有を行う。 

・各地域の課題に応じ、広報紙やホームペー
ジによる情報発信を行う。また、地域活動
協議会に向けてＩＣＴの活用にかかる勉強
会を実施し、効果的に周知活動が実施でき
るよう支援する。 

・地域カルテを更新し、原因分析及び課題抽出等について地
域と情報共有を行った。また、各地域の課題に応じ、広報
紙やホームページによる情報発信を行った。（４回） 

・LINE＠の出前講座を開催し、ＳＮＳを活用した情報発信が
できる地域活動協議会スタッフの育成を行った。（１回）ま
た、地域のニーズにあった、ＳＮＳを活用した情報発信に
ついて、継続して活動できるよう支援を行った。 

住
之
江
区 

・広報紙、ホームページ、Facebook ポスター
等で、地域活動協議会の活動内容を周知し、
知名度向上に向けた取組を行う。 

・各地域活動協議会でホームページ、
Facebook の開設などＩＣＴを活用した取
組が進むよう、中間支援組織を活用した支
援を行う。 

・地域活動協議会が実施するイベント等で、
中間支援組織と連携し地域活動協議会の活
動紹介を実施する。 

・広報紙、ホームページ、Facebook で地域活動協議会の事業
やイベントの開催周知、活動報告を掲載した。 

・中間支援組織と連携し、地域活動協議会でのホームページ
開設支援を行った。 

・地域活動協議会実施のまつり等で、中間支援組織と連携し
地域活動協議会の活動紹介チラシを配布した。 

・区政会議全体会において、区政会議委員に地域活動協議会
の活動等について、資料配付と説明を行った。 

住
吉
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、「広報
すみよし」において、各地域活動協議会の
紹介を掲載する。（毎月） 

・広報板やホームページ、ＳＮＳを活用し、
各地域活動協議会の活動を情報発信する。
（各地域月１回） 

・地域活動協議会の広報紙を発行する。（３地
域） 

・地域活動の写真を区役所で掲示する。 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、次の取組を実施した。 
・「広報すみよし」において地域活動協議会の取組を毎月紹介 
・ホームページ・Twitter・LINE・Instagram を活用し、各
地域活動協議会の活動情報の発信 

・子育てイベントで地域活動協議会パネル、リーフレットの
設置 

・区庁舎内に地域活動協議会紹介パネル、リーフレットの設
置、小型デジタルサイネージで住みます芸人を活用した動
画の放映 

・地域活動協議会ポスターを広報板、町会掲示板に掲示及び
班回覧 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

・長居地域活動協議会（３回）・地活協東粉浜（１回）による
広報紙発行 

・地域活動協議会会長会にて地域活動協議会広報紙発行の働
きかけ 

・広報紙作成に向け打合せの実施（長居・東粉浜・苅田南地
域） 

・広報紙については、１地域が３月末に発行する予定であっ
たが、新型コロナ感染症対策の影響もあり、会議も行えず、
年度内に発行できなかった。 

東
住
吉
区 

・認知度の向上に資するよう、行事予定や開
催の様子を広報紙やホームページに掲載す
る。 

・各地域の区民が参加できるよう行事予定を広報紙やホーム
ページに掲載した。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携して、地域状況に応じた効果的な広報手
法を支援する。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）の電
子広報媒体をきっかけに、各地域において
電子媒体活用を支援する。 

・地域情報 Facebook により地域活動の発信を行った。 
・中間支援組織（まちづくりセンター）における地域の広報
を紹介するサイトで活動の紹介を行った。 

・中間支援組織の支援により、地域で新たに電子媒体での広
報が開始された。 

西
成
区 

・地域活動協議会の取組を周知する機会を増
やし、ＳＮＳ等のＩＣＴの活用についても、
中間支援組織を活用しながら支援を実施す
る。 

・地域活動協議会の取組について、区の広報
紙やホームページ等において紹介するな
ど、区民の目に触れる機会を増やす。 

・地域活動協議会の広報紙の作成支援を進めるとともに、各
地域活動協議会の Facebook の管理について、中間支援組
織を活用した支援を実施した。 

・区 Facebook にて、地域活動協議会の取組に関する記事を
上半期に引き続き投稿した。 

・地域活動協議会の取組について、区民の目に触れる機会が
増えるよう Facebook への掲載記事については可能な限り
事前告知するなど新鮮な情報となるよう取組を進めた。 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

元年度取組の実施状況 

取組③「地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨についての理解度向上」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）
への支援体制見直しにより、準行政機能の
趣旨等に関する研修の実施やｅラーニング
の受講で資質の向上を図り、地域支援にあ
たる。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、７月に準行政機能の趣旨等に関する
研修の実施やｅラーニングの受講を実施したうえで、地域
支援にあたった。 

都
島
区 

・地域を担当する職員全員が、地域活動協議
会についてのｅラーニングを受講する。（年
１回） 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで地域活動協議会の役割に
ついて情報発信する。 

・地域活動協議会についてのｅラーニングを地域担当職員全
員が実施した。（７月） 

・各地域活動協議会が行う活動の紹介（Facebook59 回、広報
誌）、地域活動チラシを転入者に配付した。 

 

福
島
区 

・地域を担当する職員全員が、地域活動協議
会に期待される「準行政機能」の理解を深
めるため、関連資料を適宜提供するととも
に、年１回以上ｅラーニングを受講させる。 

・地域活動協議会の補助金説明会等の場を活
用し、分かりやすい説明資料で地域の一層
の理解促進を図る。（各地域年１回以上） 

・地域を担当する職員全員に、地域活動協議会に期待される
「準行政機能」の理解を深めるため、関連資料を事前に適
宜提供し、e ラーニングを実施した。 

・１～２月の各地域活動協議会で補助金説明会を開催し、分
かりやすい説明資料で地域の一層の理解促進を図った。 

 

此
花
区 

・地域活動協議会運営委員会で準行政的機能
について説明する。 

・地域活動協議会に期待されている準行政的
機能について、広報紙やホームページで周
知していく。 

・地域を担当する職員全員がｅラーニングを
受講し、理解度を高める。 

・各地域活動協議会運営委員会において準行政的機能につい
て説明した。 

・補助金会計説明会（６、12 月 各４回）において準行政的
機能について説明した。 

・準行政的機能について、広報紙などで周知した。 
・地域担当職員全員がｅラーニング研修を受講するととも
に、職員研修会（10 月２回）を実施し理解度を高めた。 

中
央
区 

・具体的な活動事例を挙げながら、準行政的
機能について、地域活動協議会の役員や構
成団体の方をはじめ地域住民に対して説明
を行う。 

・新たに地域を担当する職員に対して、「地域
活動協議会に期待する準行政的機能」の趣
旨について理解を促進する。 

・地域を担当する職員全員に準行政的機能の趣旨についての
理解を求め、実施されたｅラーニングで改めて理解度の促
進を図った。 

・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化
セミナーを開催した。 

西
区 

・地域活動協議会の準行政的機能や要件につ
いて、地域担当職員にｅラーニングを実施
する。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能に
ついて、地域活動協議会会長連絡会の場で
説明する。 

・期待される「準行政的機能」について、ま
ちづくりセンターも活用し説明を行う。 

・担当職員に e ラーニングを実施し、元年度の e ラーニング
実施結果は受験率 100％、かつ理解度全員 100 点となった。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能について、９、３
月開催の地域活動協議会会長連絡会で説明を行った。 

・まちづくりセンターの地域活動協議会への支援時におい
て、総意形成機能について説明を行った。 

港
区 

・地域活動協議会に期待する準行政機能の趣
旨について、地域担当職員へは市民協働職
員研修資料（地域活動協議会について）や
地域活動協議会の準行政機能の趣旨を解説
した資料を活用した自己学習、及びｅラー
ニングを実施するとともに、地域活動協議
会の役員等へは補助金に関する説明会にお
いて説明し理解度を高める。 

・地域担当職員に、地域レポート、市民協働職員研修資料（地
域活動協議会について）、30 年度のｅラーニングを配付し、
自己学習やｅラーニングの受験を通じて理解度を高めた。
また地域情報連絡会を開催し、地域活動協議会が果たす役
割について意識共有した。 

・補助金に関する説明会を開催し、地域活動協議会の役員等
に対し資料を工夫しながら趣旨説明を行い理解度を高めた
（上・下期各２回）。 

大
正
区 

・地域まちづくり実行委員会委員長会の開催
に併せ、地域活動協議会の準行政的機能に
ついての説明を行う。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能に
ついて、ｅラーニングの実施などにより改
めて職員の理解を促進する。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会、補助金説明会等を
通じて、地域活動協議会に求められている準行政的機能に
ついての理解促進を行った。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能に関するｅラーニ
ングの実施を通じて、職員の理解を促進した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

天
王
寺
区 

・地域を担当する職員全員を対象に e ラーニ
ングを実施し、職員の理解を促進する。１
回 

・全地域活動協議会を対象に「準行政的機能」
が求められることの理解が得られるようパ
ワーポイントを使用し、視覚的に解り易く
言葉の意味理解が得られるよう、説明の場
を設ける。 

・まちづくりセンターも活用し、「準行政的機
能」が求められることの説明を行う。 

・地域を担当する職員全員を対象に e ラーニングを実施し、
職員の理解を促進した。１回（７月） 

・全地域活動協議会を対象に「準行政的機能」が求められる
ことの理解が得られるようパワーポイントを使用した資料
を作成し、視覚的に解り易く言葉の意味理解が得られるよ
う説明の場を設けた。（６月）また、区内全地域の役員等が
集まる補助金説明の場でも同様に説明を行った。（12 月） 

・広報紙に「準行政的機能」の説明文を掲載した。（７月） 
・まちづくりセンターも活用し、「準行政的機能」が求められ
ることの説明を行った。（６、12 月） 

浪
速
区 

・地域担当職員全員が、ｅラーニングを受講
する。（年１回以上）また、関連する勉強会
や民間機関への派遣研修等へ積極的に参加
する。 

・地域活動協議会の役員や構成団体の方を対
象に開催する講演会・勉強会等の場で、地
域活動協議会に求められている準行政的機
能に関する説明を行う。（年３回以上） 

・地域担当職員全員が、ｅラーニングを受講した。（１回） 
・地域会議等にての趣旨説明や要件の確認を行った。（３回） 
・関連する勉強会や民間機関への派遣研修等への参加を積極
的に促した。（随時） 

 

西
淀
川
区 

・地域活動協議会会長会や各種団体の会合、
広報紙等を活用し積極的に発信。 

・地域を担当する職員全員を対象にｅラーニ
ングを実施。 

・地域活動協議会会長会や各種団体の会合、区広報紙等を活
用し、繰り返し情報発信（イベント開催１回、地域資源案
内１回）を行った。 

・地域を担当する職員全員を対象にｅラーニングを実施し
た。 

淀
川
区 

・各種地域会議の場での説明や実務者レベル
の方を意識した分かりやすい説明資料作成
を行い、様々な機会を活用して、活動目的
の理解促進を図る。 

・各地域の地域会議に出席し、地域活動協議会役員向けや実
務者レベルの方向けに分かりやすい説明資料を基に説明
し、活動目的の理解促進を行った。（12～１月） 

東
淀
川
区 

・地域活動協議会に求められている機能につ
いて、現在の取組との比較や、住民に分か
りやすい言葉を用い、補助金説明会等の場
で説明を行い認識を深める。 

・地域活動協議会連絡会議において、地域活動協議会に求め
られている機能について説明を行った。 

・「東淀川みらい EXPO」において、他区、他地域の事例を参
考に、準行政的機能について紹介した。 

・地域担当職員に対して、地域活動協議会の成り立ちと機能
について学習会を実施した。 

東
成
区 

・地域を担当する職員で毎月、情報交換・意
見交換を行う会議を実施し、各地域の状況
についての理解を深め、効果的な広報や情
報発信につなげる。 

・地域を担当する職員に、ｅラーニングを受
講させ、理解を促す。 

・地域を担当する職員で毎月、情報交換・意見交換を行う会
議を実施し、各地域の状況を共有した。また、広報や情報
発信について検討し、広報紙や Twitter などを活用し効果
的な情報発信に努めた。 

・地域を担当する職員に、ｅラーニングを受講させ理解を促
した。また、受講前に事前の学習資料作成し、一層の理解
促進に努めた。 

生
野
区 

・地域を担当する職員にマニュアルを配付す
る。 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニング
を受講する。 

・ｅラーニングの受講等を通じて、地域を担
当する職員全員が、地域活動協議会の持つ
準行政的機能の趣旨および、期待される総
意形成機能の趣旨についての理解を深め
る。 

・地域担当職員間の情報共有会議の中で、具
体的な地域事例に即して、地域活動協議会
の持つ準行政的機能・総意形成機能の趣旨
についての理解を深める。 

・地域を担当する職員にマニュアルを配付した。 
・地域を担当する職員全員が、ｅラーニングを受講し、理解
度についても対象者全員が目標を達成した。 

・e ラーニングの受講を通じて、地域を担当する職員全員が、
地域活動協議会の持つ準行政的機能の趣旨および、期待さ
れる総意形成機能の趣旨についての理解を深めた。 

・地域担当職員間の情報共有会議の中で、先進的な活動をし
ている地域をもとに意見交換をし、地域活動協議会の持つ
準行政的機能・総意形成機能の趣旨についての理解を深め
た。 

旭
区 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニング
を受講する。 

・地域活動協議会連絡会議及びワークショッ
プ等で説明を継続的に行うことで理解促進
を図る。 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニングを受講し理解を
深めた。 

・地域活動協議会連絡会議及びワークショップ等における説
明により、理解促進を図った。 

城
東
区 

・まちづくりセンターによる相談支援時や役
員交代時、また「地域活動協議会連絡会」
「地域活動協議会情報交換会」等の場で、
まちづくりセンター作成「みんなの地域活

・各地域からの相談対応の際には「みんなの地域活動ハンド
ブック」をテキストとして使用し、準行政的機能の趣旨に
ついての理解度向上を図った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 
動ハンドブック」等を活用した説明を行い、
準行政的機能の趣旨について説明し、理解
度向上を図る。 

・５、10 月に開催した企業･ＮＰＯ･学校･地域交流会（地域
活動協議会情報交換会）においても、「みんなの地域活動ハ
ンドブック」を配付資料として準行政的機能の趣旨につい
ての理解度向上を図った。 

鶴
見
区 

・地域活動協議会についてのｅラーニングを
地域を担当する職員に実施する。 

・新役員等に対して各地域の運営会議などで
準行政的機能について説明する。 

・補助金説明会等の場を活用し準行政的機能
の理解促進を図る。 

・市民局の実施する地域活動協議会についてのｅラーニング
を受講した。 

・運営委員会の場や認定要件の確認などの機会を活用して説
明した。 

・補助金説明会等の場を活用し準行政的機能の理解促進を図
った。 

阿
倍
野
区 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能に
ついて、地域を担当する職員全員が、地域
レポートを活用して地域への理解を深める
とともに ｅラーニングを受験し理解度を
高める。 

・地域活動協議会補助金説明会や地域連絡会
議等の機会を活用し、地域活動協議会の構
成団体に対して解かりやすく説明しながら
理解度が向上するよう情報発信する。 

・地域を担当する職員全員が、地域レポートを活用して理解
を深めるとともに、ｅラーニングを受講し理解度を高め、
全員が理解度 100 点であった。 

・地域活動協議会補助金説明会等の機会を活用し、地域活動
協議会の構成団体に対して情報発信を行った。（２回） 

住
之
江
区 

・地域を担当する職員全員がｅラーニングを
実施する。 

・地域活動協議会会長会や会計説明会、地域
活動協議会運営委員会などで地域活動協議
会に期待する準行政的機能について説明を
行い、地域住民の理解度向上を図る。 

・地域を担当する職員全員がｅラーニングを受講した。 
・地域活動協議会会長会や会計説明会、地域活動協議会運営
委員会などで地域活動協議会に期待する準行政的機能につ
いて説明を行った。 

・補助金に関する説明会の配付資料に地域活動協議会に期待
する準行政的機能について記載し、各地域活動協議会に周
知した。 

住
吉
区 

・地域活動協議会の準行政的機能・総意形成
機能、備えておくべき要件についての説明
を補助金説明会（年１回）や各地域活動協
議会運営会議（各地域１回）であわせて実
施する。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能・
総意形成機能についてのｅラーニングを地
域を担当する職員に実施する。（受験率
100％かつ理解度全員 95 点以上） 

・地域活動協議会の準行政的機能・総意形成機能、備えてお
くべき要件についての説明を補助金説明会（12 月）や各地
域活動協議会協運営会議（12 月、各地域１回）で分かりや
すい資料を作成のうえ実施した。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能・総意形成機能に
ついてのｅラーニングを地域を担当する職員に実施した。
（受験率 100％かつ理解度全員 100 点） 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助金説明会等、
各地域における会議の場などで、区役所及び中間支援事業
者が準行政的機能の趣旨について説明を行い、理解促進を
図った。 

平
野
区 

・ｅラーニングの解説編による学習を受講者
向けに案内し、知識向上を図るとともに、
構成団体向けにチラシ等を作成し、地域活
動協議会に求められている機能について周
知する。 

・地域活動協議会会計説明会や地域活動協議
会運営委員会の場などで、作成したチラシ
をもとに例示を交えて丁寧に説明する。 

・ｅラーニングの受講の周知を職員に行い、テキストの確認
及び受講を行った。（受講率 100％） 

・ｅラーニングのテキストを活用して作成したチラシをもと
に、会計説明会及び構成団体アンケート時に説明を行った。 

西
成
区 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニング
を受講する。 

・地域活動協議会の役員や構成団体の方をは
じめ地域住民が出席する地域活動協議会運
営委員会や区役所が実施する説明会等にお
いて、準行政的機能に関する説明を行うな
ど、より理解を得やすい説明を行う等の取
組を進めていく。 

・中間支援組織も活用しながら、日常支援の
中で準行政的機能に関する理解の確認と説
明を適宜行う。 

・地域を担当する職員がｅラーニングを受講した。（７月） 
・中間支援組織による日常支援の他、各地域活動協議会の役
員や構成団体の方を対象に、運営委員会等の場において準
行政的機能に関する説明を実施した。 
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柱１-Ⅲ-ア① 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・区役所内において、組織横断的な連携を図
れるよう、情報共有会議（マンションコミ
ュニティ連絡会議）を開催するとともに、
その会議録を周知することで、職員全体で
地域特性に応じた支援を行うことができ
た。 

・目標①②③について、元年度目標が未達成のため、地域活
動協議会が行っている活動へのマンション住民の参加が依
然少数であることから、これまでの取組に加え、マンショ
ンコミュニティ支援事業の中で、マンションと地域のつな
がりが加速するよう、業務委託仕様書を改め、支援に取り
組む。また、各地域の支援にあたる際には、会計事務説明
会のような机上説明だけではなく、地域に密着した支援を
行っていく。さらに、地域活動協議会の活動を区民に広く
知ってもらえるよう、ＳＮＳの運用方法を紹介するなど、
地域活動協議会の広報活動の支援に取り組みながら、準行
政的機能の認識の向上にもつなげる。 

都
島
区 

・区内の全地域活動協議会について、地域カ
ルテの作成及び活用支援を行った。 

・Facebook や広報誌により、各地域活動協議
会が行う活動の紹介のほか、地域活動チラ
シの転入者への配付、不動産事業者を通じ
た地域活動チラシの配布を行った。 

・地域活動協議会についてのｅラーニングを
地域担当職員全員が実施した。 

・目標①③について、取組期間中に達成できた。引き続き、
市政改革プラン 3.0 において、地域活動協議会の活動状況
や自律の状況の把握、地域カルテ更新の支援などを通じて
地域活動協議会と課題を共有したうえで、地域の実情に即
したきめ細やかな支援を行い、より多くの住民参加を促す。 

・目標②について、取組期間中に達成できなかったものの、
当初目標である 30%は上回ることができた。全体的に認知
度が低いことから、媒体の特性に応じた効果的な発信に取
り組む。 

福
島
区 

・まちづくりセンターと毎週開催する打ち合
わせ会で情報共有を図り、各地域が必要と
している支援内容に留意して効果的な支援
を行い、アンケートにより年１回その評価
を受け、改善につなげた。 

・地域活動協議会を知っている区民の割合
が、29 年度 16.9％、30 年度 36.8％、元年
度 36.3％と上昇した。 

・区役所１階待合ロビーに地域活動協議会広
報専用のラックを設置し、各地域独自のチ
ラシや盆踊り・区民まつりなど地域に馴染
みのある事業のチラシを作成し配架した。 

・区役所１階待合ロビーのモニターで地域活
動協議会の紹介と地域に馴染みのある事業
として盆踊り日程などを放映した。 

・広報紙で地域活動協議会の紹介と区民に馴
染みのある盆踊りや歳末夜警の記事を掲載
した。 

・まちづくりセンターと連携しながら、ホー
ムページやまちづくりセンターホームペー
ジ・Facebook において地域情報を掲載する
とともに、各地域活動協議会のホームペー
ジで各種活動について情報発信を行った。 

・地域活動協議会の補助金説明会等の場を活
用し、地域活動協議会に期待される「準行
政機能」について、分かりやすい説明資料
で地域の一層の理解促進を図った。 

・地域を担当する職員全員に、地域活動協議
会に期待される「準行政機能」の理解を深
めるため、関連資料を事前に適宜提供し、
e ラーニングを実施した。 

・各地域活動協議会の組織体制は年度によって入れ替わりが
あり、支援に関するニーズが変化することもあるため、年
度ごと、地域ごとに具体的な支援内容についての分析・検
討が必要である。地域活動協議会へのアンケート結果を活
用し、活動状況・組織運営の濃淡を見極めながら地域状況
に応じた支援になるように、まちづくりセンターとの連携
を密にしていく。 

・行政からの情報発信手段の一つとして町会への回覧依頼が
あるが、町会加入率が低下傾向にあり、地域活動協議会等
地域活動に関する詳細な情報を多くの区民に届けることが
困難になりつつある。区役所に来所される方に地域活動協
議会の活動内容に興味を持ってもらえるように地域活動協
議会広報専用ラックのチラシの充実に努めるとともに、町
会未加入者への情報発信について、ＩＣＴを積極的に活用
するなど、効果的な取組を検討していく。 

・まちづくりセンターとの情報共有・連携を密にし、地域実
情を的確に把握しながら、きめ細やかな支援につなげてい
く。 

・チラシ配布、ホームページ、ＳＮＳ、広報紙などにより、
地域活動協議会の認知度向上を図る。 

・地域活動協議会に期待される「準行政機能」について、地
域及び職員に対して一層の理解促進を図る。 

此
花
区 

・29 年度より地域カルテを作成、区役所・ま
ちづくりセンターや区社協と連携・情報共
有し、地域活動協議会で出た地域の課題や
統計資料等をカルテに盛り込むなど、31 年
度、元年度版の内容を充実させ、地域にお

・目標①については、29 年度より毎年増加して元年度目標も
達成することができた。引き続き各地域の実態に即した支
援を行っていく。 

・目標②、③について元年度目標には達しなかったが、実績
値は年々増加してきている。特に③については 30 年度か

 

94 
 

 取組期間の成果 今後の方向性 

ける課題等の認識や、その解決に向けた話
し合いが行われるよう支援した。 

・目標①に対する実績値が 29 年度 92.3％、
30 年度 92.5％、元年度 96.6％と元年度目
標 95.0％を上回り、着実に成果を上げてき
ている。 

・目標③については、30 年度 46.9％から元年
度 70.3％となり、着実に成果を上げてきて
いる。 

ら飛躍的に伸びてきており、今後も、まちづくりセンター
と連携して区広報紙やＳＮＳ等を使って広く周知していく
とともに、会計説明会や各地域における会議・行事等で繰
り返し説明して実績値の向上に努めていく。 

中
央
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、区の
広報紙、ホームページ、Twitter による活動
情報の発信強化に取り組んできた。区広報
紙においては 30 年度より毎号での「頑張
ってます‼チカツキョウ」の記事連載を開始
した。30 年度には「地域活動協議会活動ヒ
ント集」からの抜粋記事を掲載し、元年度
には「ゆめまるくんのチカツキョウ訪問」
と題して、全 20 地域活動協議会の特色や
活動への想いなどを取材した紹介記事を掲
載し、あわせて記事内容をホームページに
も掲載した。 
結果、初年度 14.4％であった地域活動協議
会を知っている区民の割合は、元年度にお
いて 28.9％に上昇した。 
また、中間支援組織により各地域活動協議
会の活動状況やニーズにあった支援を行っ
てきている。ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し
た情報発信の強化を支援したことにより、
６地域がホームページを立ち上げている。
さらに、細やかな支援を行うため、地域カ
ルテのデータを毎年更新し、地域と共有す
るとともに、活動支援の制度についても、
地域活動協議会会長会、補助金説明会、地
域活動協議会活性化セミナーなど、様々な
機会を捉えて説明を行っている。 
結果、地域活動協議会の構成団体の支援に
対する満足度は、元年度で 94.0％となって
いる。 

・目標①、②、③について、元年度目標はいずれも未達成で
あったが、各地域活動協議会の活動や自律の状況を踏まえ、
地域の実情に即した支援を行っていく。 
どの地域でも共通の課題となっている、若い世代やマンシ
ョン住民など、地域活動に参加していない住民の地域活動
への参加促進や、活動の担い手づくりなどに対する効果的
な支援方策を検討・実施していく。 

西
区 

・地域活動協議会が、各地域の特色や課題、
ニーズに応じ自律的な地域運営ができるよ
う支援してきた。 
「地域活動協議会の構成団体が自分の地域
に即した支援を受けることができていると
感じた割合」（29 年度：69.9％、30 年度：
80.7％、元年度：81.5％） 
「地域活動協議会を知っている区民の割合」
（29 年度：17.9％、30 年度：33.5％、元年
度：33.7％） 
「地域活動協議会の構成団体が、地域活動協
議会に求められている準行政的機能を認識
している割合」（29 年度：59.1％、30 年度：
71.8％、元年度：72.3％） 
とそれぞれ向上してきている。 

・地域活動協議会の認知度は向上してきているものの、目標
数値に達していないことから、今後更に区の広報媒体を活
用し、地域活動協議会の認知度が向上するよう情報発信に
努めていく。 

・準行政的機能について、今後更に地域での会議等の機会を
通じて理解が深まるよう発信していく。 

港
区 

・地域に積極的に出向き、地域ニーズや課題
を把握するとともに、定期的にまちづくり
センターと地域に関する情報共有や適切な
支援手法について検討する機会を設けるこ
とにより、地域実情に即した支援を行うこ
とができた。 

・各地域活動協議会の認知度向上のため、ま

・各地域により地域実情や自律度の状況も異なり、一律的な
支援手法では地域活動の課題に対して上手く対応できな
い。地域の役員会や運営委員会など様々な機会を捉えて、
地域とも意見交換を重ねながら地域ニーズや課題を把握す
るとともに、まちづくりセンターと連携しながら、地域実
情に即した課題解決策について検討し、支援計画を地域と
共有することで、自律に必要な支援を行う。 
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ちづくりセンターや地域公共人材の支援を
通じて各地域がオリジナルのリーフレット
を作成した。 

・目標②に対する実績値について、29、元年
度は目標達成はしなかったものの平均で
37.0％（平均目標値：36.3％）となり、概ね
一定の成果を上げることができた。 

・日常生活で地域活動協議会との接点を持つ機会がない区民
もいることから、活動内容を知る機会を増やす必要がある。
様々な広報ツールを活用した地域活動協議会の認知度向上
の取組に加えて、区内の包括連携協定企業の事業所おいて
も紹介チラシの掲示や配布を行い、幅広く地域活動協議会
の認知度向上に取り組む。 

・地域活動協議会に求められている準行政機能については、
理解が深まるよう資料内容や説明内容を工夫する必要があ
る。地域活動協議会の役員等を対象にした説明会でのアン
ケートにより、理解が困難な理由を把握し、資料に工夫を
加え重ねて説明する機会を設けるなど、理解が深まるよう
に努める。 

大
正
区 

・各地域活動協議会の自律運営に向け、適宜
情報提供や地域の要望により支援員派遣を
行い指導・助言するほか、地域包括支援プ
ロジェクトチームを立ち上げ、職員による
行事や会議出席により情報把握に努め、必
要な情報提供を行い、また、会計実務者説
明会の開催や各会議で、補助金や活動の担
い手募集に関する事項の情報提供を行うな
ど、様々な支援を行うことができた。 
これらの取組を通じて、30 年度には、地域
ごとの課題や活動状況をまとめた「地域カ
ルテ」を策定した。同カルテを活用し、地
域活動協議会の会議の場や委員長会等を通
じて、各地域活動協議会の状況に応じた支
援を進めることができた。 

・各地域活動協議会の活動報告の場のひとつ
として、広報紙に記事を掲載し、地域活動
協議会の認知度の向上にも寄与することが
できた。 

・目標①、②、③については 29 年度以降、実績値は上昇して
いるものの、目標②及び③については、目標の達成には至
っていない。 

・目標②について、区役所とまちづくりセンターが連携し、
ホームページやＳＮＳ等の様々な広報媒体を活用した情報
発信など、地域活動協議会の広報の充実にかかる支援を行
い、認知度向上を図る。 

・目標③について、今後も「地域カルテ」等を活用して地域
活動協議会の取組を支援するとともに、地域活動協議会の
会議の場や委員長会などの様々な機会を通じて、準行政的
機能に関する資料を作成し配付するなど、地域活動協議会
に求められている準行政的機能に関する理解促進に努め
る。 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを活用して地域カルテ
の更新を支援し、地域の実情に応じた支援
や、地域活動協議会が独自で行う情報発信
の取組の支援を行うことができた。 

・地域活動協議会について、29 年度より広報
紙で毎月紹介した事や広報板の活用により
各地域別の事業紹介を年３回更新すること
ができた。 

・「準行政的機能」について、地域活動協議会
の構成団体が認識いただけるよう、地域を
担当する職員を対象に e ラーニングを実施
することで職員の理解を深め、全地域に対
し、運営委員会の場などで「準行政的機能」
が期待されていることの説明や広報紙でも
紹介を行うことができた。 

・目標①については、元年度目標を達成しており、継続して
まちづくりセンターを活用して地域カルテの更新を支援
し、地域の実情に応じた支援や、地域活動協議会が独自で
行う情報発信の取組の支援の取組を進める。 

・目標②については、元年度目標 40％は未達成であったが、
29 年度 16.2%、30 年度 38.7%、元年度 38.8%と一定の成
果を上げることができており、継続して地域活動協議会に
ついて、広報紙での毎月の紹介や広報板の活用により各地
域別の事業紹介を進める。 

・目標③については、元年度目標 81％は未達成であるが、30
年度 49％、元年度 62.6％と上昇しており、継続して全地域
に対し、運営委員会の場などで「準行政的機能」が期待さ
れていることの説明に取り組む。 

浪
速
区 

・「地域カルテ」を活用した地域課題の抽出及
び方策を検討し、企業や団体、学生ボラン
ティアと地域をマッチングするなど地域ニ
ーズに沿った支援を行うとともに、各地域
の好事例や取組等の共有を図った。 

・元年度目標が未達成であった為、更なる取組の周知に向け、
次の取組を進める。新たなコミュニティ醸成を目的とした
地域清掃事業を実施しており、併せて区内３拠点にてフー
ドドライブ・子ども服の回収も行っている。ＳＮＳ等を活
用した幅広い層からの参加を募ることにより第一層に止ま
らない多数の参画者を得ている。また本事業を通じてつな
がった企業・各種団体と地域とのマッチング事例も多数生
まれたことから今後も引き続き取組を進める。 

・元年度目標は未達成であったが、更なる取組の周知に向け、
引き続き次の取組を進める。他の活動主体と地域との連携
協働のメリットが実感されるよう各地域に対し好事例等の
情報共有を図るとともに、地域課題に応じたマッチングを
支援する。 
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西
淀
川
区 

・地域ごとに人口動態などの地域特性や地域
課題、地域活動協議会の活動状況や運営上
の課題などについて、客観化・明確化する
ための「地域カルテ」を 14 地域すべてで作
成し、中間支援組織を活用し、各地域活動
協議会との間で認識共有し、必要に応じて
バージョンアップを図るとともに、一部の
地域において「駅前清掃活動プロジェクト」
や「街ねこボランティア募集」など課題解
決に向け取り組み始めた。 

・認知度の低い原因を分析し、課題を地域カ
ルテに記録するとともに、認知度向上や準
行政機能の趣旨の理解向上に向けＳＮＳ等
の活用した取組や区広報紙への記事掲載、
さらに、地域広報紙の発行による取組を行
った。 

・「地域活動協議会の構成団体が自分の地域に即した支援を
受けることができていると感じた割合」は、29 年度に比べ
増えたものの、目標には達成しなかったが、まだ地域課題
の可視化を行ったところで、課題解決に向けた取組は始ま
ったばかりであることから、引き続き、継続した取組を進
める。 

・「地域活動協議会を知っている区民の割合」は、29 年度か
ら大きく増加した 30 年度は目標を達成したものの、今年
度は達成に至らなかったが、行政として地域活動協議会に
求めていることを踏まえ、広く区民のみなさんに認知して
いただくよう支援していく必要がある。 

・「地域活動協議会に求められている準行政的機能を認識し
ている割合」は、昨年度非常に高かったが、今年度は大き
く下がり、元年度は目標を達成できなかった。難しい機能
であり、理解されるのに時間がかかると思われるが、地域
活動協議会に期待している機能の１つとして認識されるこ
とが必要であることから、今後とも理解度向上に向けた取
組を行う。 

淀
川
区 

・市民アンケート「地域活動協議会を知って
いる」割合：29 年度 21.2％、30 年度 34.6％、
元年度 37.4％ 

・地域活動協議会に対して、より地域に即した支援を行って
いくためにも、地域の会議に職員が参加するなどしながら、
積極的に地域ニーズの把握に努める必要がある。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）及び地域担当職員
と連携し、地域活動協議会の実情に応じたきめ細やかな活
性化支援を行う。 

・地域活動協議会とかかわりが無い区民の理解を深めるため
にも広報誌の巻頭特集などで地域活動協議会に関する周知
強化を継続して認知度を積み上げていく必要がある。 

・地域活動協議会に対しても担当者会議等による継続的な情
報提供を行い、準行政的機能の認識を高めていく。 

東
淀
川
区 

・目標①について、地域活動協議会に対して
様々な支援を行ってきたが、構成団体が支
援を実感できる機会が少なく、結果が振る
わなかった。 

・目標②について、広報紙やホームページ、
ＳＮＳ等、区の各種広報媒体を利用し、地
域活動に関わっていない層に向けて地域活
動協議会についての情報発信を行ってきた
ことにより、地域活動協議会の認知度は 29
年度 23.4％から元年度 41.3％まで上昇し
た。 

・目標③について、地域活動協議会連絡会議
等を通して繰り返し地域活動協議会の準行
政的機能の役割について説明してきたこと
から、29 年度 68.9％に対し、元年度 82.1％
まで浸透することができた。 

・地域活動協議会の運営上不可欠となる地域活動協議会の認
知度、地域活動協議会に準行政的機能が求められている認
識度については、今後とも向上するように様々な形で情報
発信を行っていく。 

・地域に応じた支援については、必要としているところに届
くように、さらにきめ細やかに地域の声を聞いていく。 

東
成
区 

・地域カルテなどを活用し、地域の状況に応
じた支援を進めることができた。 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、多様
な広報媒体を活用し情報発信を行うことが
できた。 

・地域活動協議会の準行政的機能の理解につ
いて、地域担当職員の e ラーニングの受講
等を通じ、理解促進を図ることができた。
また e ラーニングの際、事前学習資料を作
成したことで、より一層理解を深めること
ができた。 

・各地域の課題やニーズの多様化が進んでいるため、地域実
情を細かに把握するとともに、まちづくりセンターと連携
し地域実情に応じた支援を行う。次年度については、より
細かな地域ごとの状況把握に努める。 

・今後も、より一層の情報発信が必要であるため、引き続き、
多様なツールによる地域情報の発信に取り組む。 

・地域を担当する職員の認識は向上しており、引き続き地域
の理解が深まるよう働きかけていく。 

・準行政的機能の趣旨について、丁寧な説明を継続して行う
ことが必要である。理解度促進に向けて、引き続き、補助
金説明会などの場で繰り返し説明していく。 

生
野
区 

・地域カルテを作成し、地域実情に応じた支
援を行うために、地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題などについて話し合い
を進める虎の巻会議を実施（29 年度：５地
域５回、30 年度：16 地域 18 回、元年度：

・引き続き地域が自立できるよう、中間支援組織と連携しな
がら地域に虎の巻会議の必要性を伝え、自主的に運営でき
る地域を一つでも多く増やせるよう支援していく。 

・引き続き地域担当職員（ブロックリーダー）、中間支援組織
による情報共有会議を実施する事で各地域の現状を共有す
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３地域５回）し、地域の実情を共有するこ
とができた。 

・地域担当職員（ブロックリーダー）、中間支
援組織による情報共有会議を実施する事で
各地域の現状を共有する事ができ細やかな
支援を行うことができるようになった。（毎
月１回以上） 

・目標１：地域活動協議会の構成団体が自分
の地域に即した支援を受けることができて
いると感じた割合 

29 年度 目標：80％ 実績：75.9％ 
30 年度 目標：80％ 実績：80.1％ 
元年度 目標：83％ 実績：84.4％ 

・目標２：地域活動協議会を知っている区民
の割合 

29 年度 目標：30％ 実績：20.4％ 
30 年度 目標：35％ 実績：43.1％ 
元年度 目標：44％ 実績：41.5％ 

・目標３：地域活動協議会の構成団体が、地
域活動協議会に求められている準行政的機
能を認識している割合区民の割合 

29 年度 目標：80％ 実績：55.4％ 
30 年度 目標：65％ 実績：84.9％ 
元年度 目標：85％ 実績：87.0％  

る事ができ細やかな支援を行っていく。 
・引き続き、各地域活動協議会等が実施している取組を情報
発信し、市民活動への参加を呼びかける。また、地域活動
協議会を知っている区民の割合が低いため、Facebook、
Twitter、Youtube など多様な媒体を活用しながら、課題と
なる若い世代が気軽に参加できる場の情報発信に取り組め
るよう中間支援組織と連携し支援を行う。 

旭
区 

・支援メニューアンケートを実施し、各地域
のニーズに応じたきめ細かな支援に取り組
んだことなどにより、元年度実績における
地域活動協議会の構成団体が自分の地域に
即した支援を受けることができていると感
じた割合が 85％を超え、目標を達成した。 

・地域活動協議会の活動情報を広報紙やホー
ムページ等により発信するとともに、30 年
度には「地活協ガイドブック」を作成し、
地域活動協議会連絡会議での説明等によ
り、地域活動協議会に期待されている準行
政的機能の趣旨にかかる理解度の向上に努
めた。 

・他の地域活動協議会の取組事例を共有する
場を設けた（毎年）。 

・地域活動協議会ホームページのモバイル化
（スマートフォン対応）を実施した（29 年
度）。 

・地域活動協議会の構成団体が自分の地域に即した支援を受
けることができていると感じた割合（元年度実績）は 85％
を超え、目標を達成しているが、よりきめ細かな支援とな
るよう、支援メニューアンケートの結果を踏まえるととも
に、各地域のニーズの把握等に取り組む。 

・地域活動協議会にかかる広報媒体の充実等、地域活動協議
会の認知度がさらに向上するよう取り組む。 

・地域活動協議会に求められている準行政的機能の認識に関
するアンケートについては、元年度は 30 年度とは別の構
成団体を主な対象として実施したところ、30 年度実績を下
回る結果となった。このことから、今後は、改めて構成団
体に対し、地域活動協議会に求められている準行政的機能
を説明するとともに、引き続き、地域活動協議会連絡会議
での説明や「地活協ガイドブック」の活用、広報紙による
広報活動等に取り組み、準行政的機能の認識を高めていく。 

城
東
区 

取組① 
・29 年度より作成を始めた「地域カルテ」デ

ータを活用し、例年実施の区長と 16 地域
活動協議会の意見交換会において、課題把
握や課題解決に向けた調整が出来た。 

取組② 
・広報誌における地域活動協議会活動紹介に

ついて、29 年度はＡ４約 1/3 ページ分の毎
月号の地域レポートであったが、30 年度よ
りそれに加え、７月号でのＡ４、４ページ
分の地域活動協議会特集掲載、元年度から
は、８～翌３月号で 16 地域活動協議会会
長のわが町魅力発信リレー企画を掲載し、
認知度向上に取り組むことが出来た。 

・上記リレー企画最終月には各地域活動協議
会の Facebook 紹介ページのＱＲコードを

取組① 
・構成団体全体が主体的に関わりやすい活動テーマの選定
や、活動参加者の主体的な関わりをいかに増やすかが課題
と考えており、今後も地域会議に参加した際や、区長と各
地域活動協議会との意見交換の中で「地域カルテ」データ
も活用し、構成団体の思いも意識したニーズの丁寧な聞き
取りを続けていく。 

取組② 
・区の情勢として、単身居住者、高齢者住民が増加しており、
日常生活や発災時の初期対応などにおける助け合い等の面
で地域コミュニティの醸成が極めて重要な課題と考えてお
り、紙媒体とＳＮＳ等電子媒体の連動等、広報活動を通じ
た各地域活動協議会の知名度向上にかかる啓発に取り組ん
でいく。 

取組③ 
・構成団体全体が主体的に関わりやすい活動テーマを選定
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掲載することによっても認知度向上に取り
組むことが出来た。 

取組③ 
・地域担当職員全員がｅラーニングを受講

し、準行政的機能の趣旨について理解を深
めたうえで、会計情報交換会等において準
行政的機能の説明を行うことが出来た。 

・30 年度からは、まちづくりセンター作成の
「みんなの地域活動ハンドブック」を活用
し、地域会議等の場において準行政的機能
の説明を行うことが出来た。 

し、主体的な関わりをいかに増やすかが課題と考えており、
各地域活動協議会の活動内容について、それぞれの構成団
体が取り組んでいる個々の活動内容と結びつけるようなア
ドバイスも視野に入れ、構成団体全体の主体的な関わりを
増やすことで、準行政的機能に関する地域での理解が深ま
るよう啓発を続ける。 

鶴
見
区 

①統計データなどを活用した地域カルテ（ま
ちづくりレポート）を、地域をはじめ区社
協やまちづくりセンターなどの関係機関と
共有し、きめ細やかな支援を行った。 

②「TSURUMIC AWARD」を開催し、区庁舎
をはじめ、ホームページやＳＮＳなどで周
知を行うことで、地域活動協議会の認知度
の向上をはかることができた。 

③市民局の実施する地域活動協議会に関する
e ラーニングを行うことにより、地域担当
職員の知識向上をはかることができた。ま
た、地域活動協議会の会議の場などを活用
し、準行政機能の理解促進を図ることがで
きた。 

①元年度目標を達成していることから、引き続き取組を行っ
ていく。 

②元年度目標は未達成であったが、投票率などは 29 年度に
比べ大幅に増加していることから、ホームページやＳＮＳ
などにより周知を行っていく。 

③元年度目標が未達成であるとともに、２年度に新規役員の
増加も見込まれることから、まちづくりセンターと連携し、
より効果的な支援を検討し、実施する。 

阿
倍
野
区 

①地域実情に応じたきめ細かな支援 
・30 年度に各地域活動協議会が作成した地域

カルテを活用して各地域の課題等を共有
し、実情に応じたきめ細やかな支援を全 10
地域で行った。 

②地域活動協議会の認知度向上に向けた支援 
・地域カルテを更新し、原因分析及び課題抽

出等について地域と情報共有を行った。ま
た、各地域の課題に応じ、広報紙やホーム
ページによる情報発信を行った。 

③地域活動協議会に期待する準行政的機能の
趣旨についての理解度向上 

・地域を担当する職員全員が、地域レポート
を活用して地域への理解を深めるとともに 
ｅラーニングを受験し理解度を高めた。 

・地域活動協議会補助金説明会や地域連絡会
議等の機会を活用し、地域活動協議会の構
成団体に対して解かりやすく説明しながら
理解度が向上するよう情報発信を行った。 

①地域実情に応じたきめ細かな支援 
②地域活動協議会の認知度向上に向けた支援 
・地域で開催の地域活動協議会の各種事業等において、啓発
物品やチラシで地域活動協議会の周知を行ったが、認知度
は昨年度から微減となっている状態である。今後は広報紙
やホームページを活用し、更なる周知を行っていく。 

③地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨についての
理解度向上 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能について、認識し
ている割合が 30 年度からは増えているものの目標値に達
成していないため、引き続き地域活動協議会の役員や構成
団体をはじめ地域住民の理解が深まるよう機会あるごとに
積極的に発信を行う。また、地域を担当する職員全員を対
象に e ラーニングの実施などにより改めて職員の理解の促
進を行う。 

住
之
江
区 

①地域カルテの内容の更新を行い、地域と中
間支援組織、区の間で課題を共有し、地域
実情に応じたきめ細やかな支援をすること
ができた。 

②区広報紙、Facebook 等で、地域活動協議会
のイベントや活動内容の情報発信を実施し
た。各地域活動協議会でホームページの開
設等ＩＣＴを活用した取組が進むよう支援
し、ホームページや LINE 等ＳＮＳの活用
が進んだ。 
地域活動協議会が実施するイベント等で、
地域活動協議会の活動紹介チラシを配布
し、地域活動協議会の認知度向上に向けた
支援を行うことができた。 

③地域活動協議会に期待する準行政的機能に

・地域と連携して作成した地域カルテにより、課題を共有し、
取組につなげていく必要があるため、内容を更新した地域
カルテを、区と地域活動協議会との間で共有し、中間支援
組織と連携しながら、地域実情に応じたよりきめ細やかな
支援を行っていく。 

・更なる認知度の向上のために、地域活動協議会が行う活動
の情報発信などを、効果的な方法で取り組む必要があるた
め、引き続き広報紙、ホームページ、Facebook 等で、地域
活動協議会の活動内容を周知し知名度向上に向けた取組を
行う。また、地域の情報発信の充実に向け、中間支援組織
と連携し支援を行っていく。 

・引き続き、理解度をより向上させるため、地域活動協議会
運営委員会などで説明を行い、地域住民の理解度向上を図
る。また、構成団体へのアンケートの自由意見を参考にし
ながら、より丁寧な説明を行っていく。 
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ついて、地域を担当する職員全員が e ラー
ニングを受講し理解を深めるとともに、各
地域の会議などで説明を行い、理解を促進
することができた。 

住
吉
区 

・地域活動協議会の認知度向上のため、「広報
すみよし」での活動紹介（毎月）やホーム
ページや Twitter、LINE、Instagram など
あらゆる手段で情報発信した結果、地域活
動協議会の認知度を向上することができ
た。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能の
趣旨について、地域を担当する職員の理解
が深まるとともに、地域活動協議会構成団
体の長に繰り返し説明を行った結果、理解
度を深めることができた。 

・目標①に対する実績値は、29 年度 78.9％か
ら元年度 85.8％に、目標②に対する実績値
については、29 年度の 19.3％から元年度に
は37.8％に上昇、目標③に対する実績値は、
29年度 54.4％から元年度 66.9％に上昇し、
すべての目標について、一定の成果を上げ
ることができた。 

・目標②について、元年度目標は未達成であったが、地域活
動協議会の認知度は着実に上がっていることから、引き続
き区として地域活動協議会を知ってもらうため、年代や対
象者に合わせたツールを活用した情報発信を行っていくと
ともに、地域活動協議会発行の広報紙やホームページの作
成、運営を支援していく。 

・目標③について、元年度目標が未達成であったこと、地域
活動協議会の役員等の交代もあることから、地域活動協議
会に期待する準行政的機能の趣旨について、今後も機会あ
るごとに繰り返し説明を行っていく。 

東
住
吉
区 

・各地域の区民が参加できるよう行事予定を
広報紙やホームページに掲載した。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び
補助金説明会等、各地域における会議の場
などで、区役所及び中間支援事業者が準行
政的機能の趣旨について説明を行い、理解
促進を図った。 

・29 年度実績は、目標値からは程遠い数値で
あったが、元年度では目標値を若干下回る
ところまで上げることができた。 

・地域活動協議会の構成団体間の連携を強化することで、地
域課題の発見や地域の人を巻き込む力となると考えること
から、中間支援事業者による支援や地域活動協議会及び構
成団体の情報発信を継続していく。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活
用し、地域活動協議会にヒアリングしなが
ら、状況に応じた支援を実施することがで
きた。また、一部地域においては地域公共
人材の活用をすることができた。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活
用し、地域におけるＩＣＴの活用をはじめ
とした広報を充実することができた。 

・ｅラーニングの受講の周知を職員に行い、
テキストの確認及び全員受講を行うことが
できた。 

・ｅラーニングのテキストを活用して作成し
たチラシをもとに、会計説明会及び構成団
体アンケート時に説明を行うことができ
た。 

・目標①について、今後は各地域の情報も蓄積されているこ
とから、中間支援組織（まちづくりセンター）を活用し、
各地域活動協議会に応じた支援を実施していく。 

・目標②について、地域活動協議会における広報の充実はさ
れてきているが、認知度の目標未達成の原因は事業に参加
されない方が多いことも考えられるため、今後は中間支援
組織（まちづくりセンター）の活用や、地域活動協議会と
も連携し、事業参加の促進及び認知度向上につながる取組
を実施していく。 

・目標③について、説明チラシなどの構成団体への説明資料
が整ってきたが、構成団体の代表者に説明チラシがいきわ
たっていないなどの課題があるため、今後は中間支援組織
（まちづくりセンター）も活用し、各地域活動協議会への
継続的な説明を実施していく。 

西
成
区 

・地域毎の「地域カルテ」の整備を図るとと
もに、地域の特性・課題に活用するべく地
域活動協議会の運営委員会において議論す
る場を支援し、一部地域で課題に応じた活
動の実施につなげた。 

・現在の地域カルテをより充実するべく、現在の取組である
課題に応じた地域別目標への活動実績や効果についても可
視化に向けた支援手法の構築を図る。 

・地域活動協議会においては自律的な運営の促進といった点
についての理解度が低いところも多く、成果に繋がりにく
いとの課題もある。こうした課題の改善を図るべく、地域
活動協議会の運営委員会において市（区）ホームページ等
の資料を活用し更なる周知に努めていく。 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

元年度目標の達成状況 

目標①「総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合」 

29 年度目標 

各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数 20 区（28 年度実績 17 区）  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
67.0% 
68.0% 60.1% 未達成 

都島区 
71.0% 
82.0% 83.0% 達成 

福島区 
48.0% 
49.0% 62.0% 達成 

此花区 
57.0% 
60.0% 73.7% 達成 

中央区 
60.0% 
65.0% 64.7% 未達成 

西区 
80.0% 
81.0% 82.3% 達成 

港区 
78.0% 
79.0% 71.7% 未達成 

大正区 
61.0% 
62.0% 46.0% 未達成 

天王寺区 
57.0% 
60.0% 64.6% 達成 

浪速区 
72.0% 
73.0% 81.4% 達成 

西淀川区 
70.0% 
71.0% 59.4% 未達成 

淀川区 
60.0% 
68.0% 76.4% 達成 

東淀川区 
68.0% 
75.0% 71.9% 未達成 
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29 年度目標 

各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数 20 区（28 年度実績 17 区）  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
80.0% 
81.0% 51.9% 未達成 

生野区 
56.0% 
69.0% 71.9% 達成 

旭区 
50.0% 
78.0% 64.2% 未達成 

城東区 
55.0% 
72.0% 82.6% 達成 

鶴見区 
55.0% 
62.0% 53.6% 未達成 

阿倍野区 
65.0% 
68.0% 70.1% 達成 

住之江区 
65.0% 
86.0% 86.2% 達成 

住吉区 
80.0% 
85.0% 72.6% 未達成 

東住吉区 
50.0% 
60.0% 58.2% 未達成 

平野区 
63.0% 
64.0% 78.7% 達成 

西成区 
57.0% 
61.0% 57.1% 未達成 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

元年度取組の実施状況 

取組①「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ‐ア‐①の取組②の再掲）」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・ホームページや広報紙などのほか、マンシ
ョン管理業協会と連携を図りながら、マン
ション住民に向けて、広く情報発信するこ
とで地域活動等への参加を促進する。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙や、地
域の広報板、マンションの掲示板において、
地域活動協議会の取組を紹介するととも
に、地域活動等への参加を呼びかける。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、
防災の基本ルール作りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加参画を呼びかける。 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション管理業協会
と連携を図りながら、マンション住民に向けて、地域イベ
ント等の情報を発信し、地域活動等への参加参画を促進し
た。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙や、地域の広報板、マ
ンションの掲示板において、地域活動協議会の取組を紹介
するとともに、地域活動等への参加を呼びかけた。 

・マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルー
ル作りの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加参画を
呼びかけた。 

 

都
島
区 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地域活動協議会の活動
を情報発信する。 

・各地域活動協議会が行う活動の紹介（Facebook59 回、広報
誌）のほか、地域活動チラシの転入者への配付、不動産事
業者を通じた地域活動チラシの配布を行った。 

福
島
区 

・マンションに住む単身世帯などの住民にも
「地域活動協議会」の認知度向上を図るた
め、ホームページや広報紙で年２回以上Ｐ
Ｒを行う。 

・地域活動協議会の紹介動画を区役所１階待
合ロビーで放映する。（年１回以上） 

・中間支援組織と連携して、地域状況に応じ
た効果的な広報手法を支援するとともに、
地域活動協議会が開設したホームページな
どが頻繁に更新されるように取り組む。 

・マンションに住む単身世帯などの住民にも「地域活動協議
会」の認知度向上を図るため、広報紙で年２回（９、11 月）
ＰＲを行った。 

・区役所１階待合ロビーに地域活動協議会広報専用のラック
を設置し、各地域独自のチラシや盆踊り・区民まつりなど
地域に馴染みのある事業のチラシを作成し配架した。 

・地域活動協議会の紹介動画を区役所１階待合ロビーで放映
した（４月）。 

・ホームページ等が更新されていない地域活動協議会への支
援を強化した。 

・Twitter を開設予定の地域に講習会等を開催した。 

此
花
区 

・地域活動協議会の活動を広報紙で紹介する
とともに、リーフレットを区民まつり等で
配布するなど認知度向上につなげる。 

・区役所の１階や区民ホールに地域情報コー
ナーを設け、地域行事等のチラシを配架す
る。 

・各地域活動協議会の主な活動内容を区広報紙で紹介すると
ともに、区民まつりなど、コミュニティ育成事業において
リーフレットを配布し、地域活動協議会の認知度向上につ
なげた。 

・区役所や区民ホールに地域情報コーナーを設け、地域行事
等のチラシを配架するとともに、活動内容を紹介する壁新
聞を作成・掲示した。 

・まちづくりセンターと連携し、地域情報を Facebook で発
信するとともに地域においてもＳＮＳを使った情報発信が
できるよう支援した（３地域 Facebook 立ち上げ）。 

中
央
区 

・広報紙において各地域活動協議会について
取材を行い、全地域活動協議会を紹介する。
その記事内容を活用し情報発信を行う。 

・地域で作成している地域活動協議会紹介パ
ンフレットの各地域行事での配布や、ＩＣ
Ｔを活用した情報発信について、中間支援
組織（まちづくりセンター）を通じて各地
域活動協議会に対し助言する。 

・広報紙において、各地域活動協議会への取材をもとに全 20
地域活動協議会の紹介記事を広報紙・ホームページに掲載
した。 

・ホームページ・Twitter・広報紙により発信する地域情報の
内容の充実を図りながら地域情報の発信を行った。 

・地域で作成している地域活動協議会紹介パンフレットの各
地域行事での配布や、ホームページや Facebook などＩＣ
Ｔを活用した情報発信について、中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じて各地域活動協議会に対する助言を行
った。 

西
区 

・地域活動協議会の認知度を測定し、各地域、
まちづくりセンターと連携して課題を抽出
して地域カルテを更新していく。 

・地域活動協議会の認知度が低い原因を分析
し、地域広報紙の作成、ホームページや
Facebook の活用等広報活動への支援を行
うなど、区広報媒体と並行して認知度向上
を図る。 

・区役所１階の地域情報コーナーにおいて地
域行事等のチラシを随時配布する。 

・まちづくりセンターとの定例会議などを通じ課題の抽出を
行い、随時地域カルテの更新を行った。 

・まちづくりセンターを通じて、地域における広報紙・ホー
ムページ等作成支援および「まちづくりセンターだより」
を発行し地域活動協議会の認知度の向上を図った。 

・区役所１階の地域情報コーナーにおいて地域行事等のチラ
シを配布した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

港
区 

・各地域において 30 年度に作成した広報用
リーフレットの活用を促すとともに、広報
みなとやＳＮＳでの情報発信や区内転入者
への紹介チラシの配布など、様々な広報ツ
ールを活用して認知度の向上に取り組む。 

・各地域において広報用リーフレットを配布するなどして地
域活動協議会の活動内容を周知した。 

・広報みなと（４、７、３月号）、ＳＮＳで地域活動協議会に
ついて情報発信するとともに、区内転入者やイベント等で
の紹介チラシの配布、区庁舎内や区広報板へのチラシ掲出
により認知度の向上に取り組んだ。 

大
正
区 

・30 年度において、地域ごとの課題や活動状
況をまとめた「地域カルテ」を活用し、各
地域活動協議会ごとに必要な支援を行う。 

・地域コミュニティの情報発信を強化するた
め、広報紙にて、各地域活動協議会につい
ての事業報告・記事を掲載する。 

・地域包括支援プロジェクトチーム会議等を通じて、各地域
の実情や地域課題の把握を進めるとともに、まちづくりセ
ンターと連携し、各地域活動協議会との共有に向けて「地
域カルテ」の内容の精査を行った。 

・毎月、１地域ずつ、地域活動協議会の活動報告を広報紙に
掲載するとともに、12 月号で地域活動協議会が取り組む活
動内容についての特集記事を掲載した。 

天
王
寺
区 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活
動を紹介する。10 回 

・広報板を活用したポスター掲示や地域活動
協議会主催のふれあい祭りなど多数の参加
が見込まれる事業で地域活動協議会名を入
れたのぼりを会場に設置する。 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活動を紹介した。
11 回（５～３月） 

・広報板を活用し各地域活動協議会紹介のポスター掲示を行
った。（７、10、１月） 

・地域活動協議会主催のふれあい祭りなど多数の参加が見込
まれる事業で地域活動協議会名を入れたのぼりを会場に設
置した。（５、７、９～12、３月） 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・
報告を、区広報紙（地域活動紹介コラム等）
や、まちづくりセンターのホームページ等
のＩＣＴツールをはじめ様々な広報媒体を
用いて、広く周知し、つながりの端緒、機
会を広げる。 

・転入届出時に、住民情報窓口において、転
入者全員へ地域活動協議会の趣旨や目的、
また町会への加入を促進する案内パンフレ
ットを交付し、地縁による団体やグループ
への加入促進につなげる。 

・住民情報待合フロアに地域活動協議会コー
ナーを設置するとともに、待合呼出しモニ
ターにて地域活動協議会加入や町会加入を
促進する広告映像を放映する。 

・広報紙への記事掲載 12 回、まちづくりセンターブログ投
稿記事 451 件（34,659 アクセス）にて地域を紹介するとと
もに、地域行事への参画を促した。 

・転入者に対して地域活動協議会の趣旨や目的、また町会へ
の加入を促進する案内パンフレットを交付した。 

・住民情報待合フロアに地域活動協議会コーナーを設置し、
待合呼出しモニターにて地域活動協議会参画を促す各種動
画を放映した。 

 
 

西
淀
川
区 

・課題を地域カルテに記録するとともに、認
知度向上に向けた取組として、中間支援組
織を活用し地域広報紙の発行やＳＮＳ等の
活用など効果的な支援を行うとともに、総
意形成機能について特に情報発信する。 

・中間支援組織を活用し、地域広報紙の発行（２回）や各地
域でもＳＮＳ等の発信の積極的な活用など効果的な支援を
行った。 

 

淀
川
区 

・分かりやすい表現やイラストの活用等、内
容を工夫し、若い世代から高齢者まで幅広
い世代に向けて地域活動情報を発信する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報媒体を活用した情報
発信により、身近な地域や関心のあるテー
マへの市民活動への参加を呼びかける。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という
専用の配架棚を設け地域行事等のチラシを
随時配布する。 

・地域による情報発信の促進と担い手の育成
を図る。 

・通年の広報の取組に加え、９月に若年層を
対象とした区民アンケートを実施し、地域
活動の情報入手先を把握する。 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲示板等、あらゆ
る広報媒体を活用した情報発信により、身近な地域や関心
のあるテーマへの市民活動への参加を呼びかけた。 

・区役所１階に「地域情報コーナー」という専用の配架棚を
設け、地域が発行している広報紙や地域行事等のチラシを
随時配布した。 

・広報誌にて「地活協ってなぁーに？」という地域活動協議
会に関する連載記事を掲載し、地域活動の情報発信を行っ
た。 

・中間支援組織が発行する「まちセン通信」にて地域情報を
発信した。（５、８、１月発行） 

・地域の広報紙や Facebook による情報発信を行った。 
・29 歳以下の若年層を対象とした区民アンケートにて、地域
活動の情報入手先を把握した。（９月） 

東
淀
川
区 

・公共人材を活用するなど、専門家の力を借
りながら、従事者の「作業量を減らす」、「同
じ作業量で効果を増やす」ことができるよ
うな支援の仕方を検討する。 

・地域活動協議会の活動を各種媒体により広
報し、地域活動協議会の活動に参加してい
ない住民や団体、区外からの転入者に対し、
活動の参加を呼びかける。（広報紙、ホーム
ページトップページと地域活動協議会ホー

・地域公共人材を活用し、地域活動協議会において地域マス
コットの活用方法の検討を行った。 

・地域活動協議会の活動を各種媒体により広報し、地域活動
協議会の活動に参加していない住民や団体、区外からの転
入者に対し、活動の参加を呼びかけた。（広報紙、ホームペ
ージトップページと地域活動協議会ホームページのリン
ク、Facebook、地域活動協議会パンフレットの転入者パッ
ク封入、くらしの便利帳への記事の掲載等） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 
ムページのリンク、Facebook、地域活動協
議会パンフレットの転入者パック封入等） 

・庁舎を活用し、動画等を用いて地域活動の
内容を発信する。 

・広報講座を実施し、広報担当者のスキルア
ップに繋げる。 

・ホームページ、Facebook 及び Twitter により区内各地域で
開催される夏まつり情報の周知を行った。 

・区内各地域で開催される夏まつりのポスターを区役所庁舎
内及び出張所庁舎内にて掲示した。 

・YouTube に地域活動フォトムービーを投稿した。 
・「Word でつくる技ありチラシ」と題してパソコンを使った
広報講座を実施した。 

東
成
区 

・地域を担当する職員で毎月、情報交換・意
見交換を行う会議を実施し、各地域の状況
についての理解を深め効果的な広報や情報
発信につなげる。 

・広報紙や Twitter など、様々な広報媒体を活用し地域活動
協議会の活動について情報発信を行った。 

・まちづくりセンターと連携し、各地域の広報の充実に向け
た支援を行った。 

・区政会議において、地域活動協議会の活動紹介資料を配布
し、周知を行った。 

生
野
区 

・地域カルテを作成し、地域事情に応じた支
援を行うために、地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題などについて話し合い
を進める会議を開催する。 

・ホームページやＳＮＳにより効果的に情報
発信する。 

・地域活動協議会のあり方や、地域内での課題などについて
話し合いを進める会議の開催方法（アプローチや手順等）
について、中間支援組織と打合せを行った。 

・地域内での課題などについて話し合いを進める会議を実施
した。（３地域５回） 

・中間支援組織の Facebook を通じて、効果的な情報発信を
した。 

旭
区 

・広報紙特集号の活用など、積極的に情報発
信を行う。 

・区内官公署施設を活用し、区民の方の目に
触れる場所に情報発信コーナー等を設置す
る。 

・区内広報板なども活用する。 
・「地活協ガイドブック」を作成し、会議及び

イベント等で説明・配布を行う。 

・広報紙特集号の活用等により、情報を発信した。 
・区内官公署施設を活用し、区民の方の目に触れる場所に地
域活動協議会の情報コーナー等を設置するとともに、区内
広報板等も活用し、情報を発信した。 

・地域活動協議会連絡会等において「地活協ガイドブック」
の説明・配布を行った。 

・「地活協ガイドブック」を活用し、地域活動協議会の認知度
向上に向けて取り組んだ。 

城
東
区 

・「地域活動協議会だより」のコーナーで掲載
する。 

・各地域行事における配布物（チラシ、パン
フレット、啓発物品や出演記念品など）に
地域活動協議会名称を入れて配布する。 

・３月号までを予定しているリレー企画の中
で「区民に地域活動に興味を持ってもらえ
るような記事内容の充実」に取り組む。 

・地域で開催される敬老の取組や新成人のつ
どいで、各地域活動協議会が記念品に地域
活動協議会名称を入れて配布する。 

・広報誌７月号において、地域活動協議会の活動を紹介する
特集を掲載した。 

・広報誌連載記事「地域活動協議会だより」新企画として、
８～３月号で 16 地域活動協議会会長がわが町の魅力を発
信するリレー記事掲載をまちづくりセンター発信でスター
トした。 

・７、８月に開催の地域まつりで、地域活動協議会がうちわ
やタオル等の記念品に地域活動協議会名称を入れて配布し
た。 

・地域開催の敬老の取組や新成人のつどいで、各地域活動協
議会が記念品に地域活動協議会名称を入れて配布した。 

鶴
見
区 

・区内で開催されるイベントに出向き、地域
活動協議会の活動紹介を行う。また、
TSURUMIC AWARD を開催するなど地
域活動協議会の認知度向上に向けた取組を
行う。 

・転入者向けリーフレットを配付し、活動等の紹介を行った。 
・12 月に実施したツルラボにおいてリーフレットを配布し
た。 

・12 月から１月にかけ、第３回 TSURUMIC AWARD を開
催し、ホームページや Facebook、まちづくりセンターのホ
ームページなど多様な媒体で周知を行った。 

・広報紙において、地域活動協議会の取組である「ふれあい
喫茶」について各地域ごとに掲載するなど、年間を通じて
活動等の紹介を行った。 

阿
倍
野
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、区が
原因分析及び課題抽出を行い地域カルテに
記録し、地域と情報共有を行う。 

・各地域の課題に応じ、広報紙やホームペー
ジによる情報発信を行う。また、地域活動
協議会に向けてＩＣＴの活用にかかる勉強
会を実施し、効果的に周知活動が実施でき
るよう支援する。 

・地域カルテを更新し、原因分析及び課題抽出等について地
域と情報共有を行った。また、各地域の課題に応じ、広報
紙やホームページによる情報発信を行った。（４回） 

・LINE＠の出前講座を開催し、ＳＮＳを活用した情報発信が
できる地域活動協議会スタッフの育成を行った。（１回）ま
た、地域のニーズにあった、ＳＮＳを活用した情報発信に
ついて、継続して活動できるよう支援を行った。 

住
之
江
区 

・広報紙、ホームページ、Facebook ポスター
等で、地域活動協議会の活動内容を周知し、
知名度向上に向けた取組を行う。 

・各地域活動協議会でホームページ、
Facebook の開設などＩＣＴを活用した取

・広報紙、ホームページ、Facebook で地域活動協議会の事業
やイベントの開催周知、活動報告を掲載した。 

・中間支援組織と連携し、地域活動協議会でのホームページ
開設支援を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 
組が進むよう、中間支援組織を活用した支
援を行う。 

・地域活動協議会が実施するイベント等で、
中間支援組織と連携し地域活動協議会の活
動紹介を実施する。 

・地域活動協議会実施のまつり等で、中間支援組織と連携し
地域活動協議会の活動紹介チラシを配布した。 

・区政会議全体会において、区政会議委員に地域活動協議会
の活動等について、資料配付と説明を行った。 

住
吉
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、「広報
すみよし」において、各地域活動協議会の
紹介を掲載する。（毎月） 

・広報板やホームページ、ＳＮＳを活用し、
各地域活動協議会の活動を情報発信する。
（各地域月１回） 

・地域活動協議会の広報紙を発行する。（３地
域） 

・地域活動の写真を区役所で掲示する。 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、次の取組を実施した。 
・「広報すみよし」において地域活動協議会の取組を毎月紹介 
・ホームページ・Twitter・LINE・Instagram を活用し、各
地域活動協議会の活動情報の発信 

・子育てイベントで地域活動協議会パネル、リーフレットの
設置 

・区庁舎内に地域活動協議会紹介パネル、リーフレットの設
置、小型デジタルサイネージで住みます芸人を活用した動
画の放映 

・地域活動協議会ポスターを広報板、町会掲示板に掲示及び
班回覧 

・長居地域活動協議会（３回）・地活協東粉浜（１回）による
広報紙発行 

・地域活動協議会会長会にて地域活動協議会広報紙発行の働
きかけ 

・広報紙作成に向け打合せの実施（長居・東粉浜・苅田南地
域） 

・広報紙については、１地域が３月末に発行する予定であっ
たが、新型コロナ感染症対策の影響もあり、会議も行えず、
年度内に発行できなかった。 

東
住
吉
区 

・認知度の向上に資するよう、行事予定や開
催の様子を広報紙やホームページに掲載す
る。 

・各地域の区民が参加できるよう行事予定を広報紙やホーム
ページに掲載した。 

 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携して、地域状況に応じた効果的な広報手
法を支援する。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）の電
子広報媒体をきっかけに、各地域において
電子媒体活用を支援する。 

・地域情報 Facebook により地域活動の発信を行った。 
・中間支援組織（まちづくりセンター）における地域の広報
を紹介するサイトで活動の紹介を行った。 

・中間支援組織の支援により、地域で新たに電子媒体での広
報が開始された。 

西
成
区 

・地域活動協議会の取組を周知する機会を増
やし、ＳＮＳ等のＩＣＴの活用についても、
中間支援組織を活用しながら支援を実施す
る。 

・地域活動協議会の取組について、広報紙や
ホームページ等において紹介するなど、区
民の目に触れる機会を増やす。 

・地域活動協議会の広報紙の作成支援を進めるとともに、各
地域活動協議会の Facebook の管理について、中間支援組
織を活用した支援を実施した。 

・Facebook にて、地域活動協議会の取組に関する記事を上半
期に引き続き投稿した。 

・地域活動協議会の取組について、区民の目に触れる機会が
増えるよう Facebook への掲載記事については可能な限り
事前告知するなど新鮮な情報となるよう取組を進めた。 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

元年度取組の実施状況 

取組②「地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨についての理解度向上」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）へ
の支援体制見直しにより、総意形成機能の
趣旨等に関する研修の実施やｅラーニング
の受講で資質の向上を図り、地域支援にあ
たる。 

・地域活動の場において、地域運営アドバイザ
ー（非常勤嘱託職員）から地域住民に対し
て、地域活動協議会に期待する総意形成機
能の趣旨を説明し、その理解を求める。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31 年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、７月に総意形成機能の趣旨等に関する
研修の実施やｅラーニングの受講を実施したうえで、地域
支援にあたった。 

・地域活動の場において、地域運営アドバイザー（非常勤嘱託
職員）から地域住民に対して、地域活動協議会に期待する総
意形成機能の趣旨を説明し、その理解を求めた。 

 

都
島
区 

・地域活動協議会の総意形成機能や要件につ
いて、地域担当職員にｅラーニングを実施
する。（年１回） 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示板など
様々なツールで、地域住民に情報発信する。 

・地域活動協議会についてのｅラーニングを地域担当職員全
員が実施した。（７月） 

・各地域活動協議会が行う活動の紹介（Facebook59 回、広報
誌）、地域活動チラシの転入者への配付を行った。 

 

福
島
区 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能の
趣旨についての理解度向上等のため、以下
について取り組む。 

・地域を担当する職員全員に総意形成機能の
趣旨について説明するとともに、ｅラーニ
ングを受講させる。（年１回以上） 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能に
ついて、分かりやすい説明資料で地域に情
報発信する。（各地域年１回以上） 

・地域を担当する職員全員に、地域活動協議会に期待される
「総意形成機能」の理解を深めるため、関連資料を事前に適
宜提供し、e ラーニングを実施した。 

・１～２月に開催した各地域活動協議会の補助金説明会の場
で、分かりやすい資料で説明し、地域の一層の理解促進を図
った。 

 

此
花
区 

・地域活動協議会運営委員会で総意形成機能
について説明する。 

・地域活動協議会に期待されている総意形成
機能について、区広報紙やホームページで
周知していく。 

・地域担当職員に対しても職員研修会を実施
し、理解力を高めていく。 

・各地域活動協議会運営委員会において総意形成機能につい
て説明した。 

・補助金会計説明会（６、12 月各４回）において総意形成機
能について説明した。 

・総意形成機能について、区広報紙などで周知した。 
・地域担当職員全員がｅラーニング研修を受講するとともに、
職員研修会（10 月２回）を実施し理解度を高めた。 

中
央
区 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能に
ついて、地域活動協議会の役員や構成団体
の方をはじめ地域住民の理解が深まるよう
機会あるごとに積極的に発信する。 

・地域を担当する職員全員に総意形成機能の
趣旨についてのｅラーニングを実施するな
ど、改めて職員の理解を促進する。 

・中間支援事業者による支援を通じ、総意形成機能についての
理解促進を図った。 

・地域を担当する職員全員に総意形成機能の趣旨についての
理解を求め、実施されたｅラーニングで改めて理解度の促
進を図った。 

・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化セ
ミナーを開催した。 

西
区 

・地域活動協議会の総意形成機能や要件につ
いて、地域担当職員にｅラーニングを実施
する。 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能に
ついて、地域活動協議会会長連絡会の場で
説明する。 

・期待される「総意形成機能」について、まち
づくりセンターも活用し説明を行う。 

・担当職員に e ラーニングを実施し、元年度の e ラーニング
実施結果は受験率 100％、かつ理解度全員 100 点となった。 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能について、９、３月
の地域活動協議会会長連絡会で説明を行った。 

・まちづくりセンターの地域活動協議会への支援時において、
総意形成機能について説明を行った。 

 

港
区 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能の
趣旨について、地域担当職員へは市民協働
職員研修資料（地域活動協議会について）や
地域活動協議会の総意形成機能の趣旨を解
説した資料を活用した自己学習、及びｅラ
ーニングを実施するとともに、地域活動協

・地域担当職員に、地域レポート、市民協働職員研修資料（地
域活動協議会について）、30 年度のｅラーニングを配布し、
自己学習やｅラーニングの受験を通じて理解度を高めた。
また地域情報連絡会を開催し、地域活動協議会が果たす役
割について意識共有した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

議会の役員等へは補助金に関する説明会に
おいて説明し理解度を高める。 

・補助金に関する説明会を開催し、地域活動協議会の役員等に
対し資料を工夫しながら趣旨説明を行い理解度を高めた
（上・下期各２回）。 

大
正
区 

・地域を担当する職員全員を対象とするｅラ
ーニングの実施などにより改めて職員の理
解を促進する。 

・地域まちづくり実行委員会委員長会におい
て、総意形成機能の理解が深まるよう説明
を行う。 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能に関するｅラーニ
ングの実施を通じて、職員の理解を促進した。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会、補助金説明会等を通
じて、また地域要望の集約を通じた地域課題の把握など、地
域活動協議会に求められている総意形成機能について理解
促進を行った。 

天
王
寺
区 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活
動を紹介する。（10 回） 

・地域を担当する職員全員を対象に e ラーニ
ングを実施し、職員の理解を促進する。（１
回） 

・全地域活動協議会を対象に「総意形成機能」
が期待されていることの理解が得られるよ
う説明の場を設ける。 

・まちづくりセンターも活用し、「総意形成機
能」が期待されていることの説明を行う。 

・広報紙を活用して地域活動協議会の各種活動を紹介した。11
回（５～３月） 

・地域を担当する職員全員を対象に e ラーニングを実施し、
職員の理解を促進した。１回（７月） 

・全地域活動協議会を対象に「総意形成機能」が期待されてい
ることの理解が得られるよう運営委員会において説明を行
った。（６月）また、区内全地域の役員等が集まる補助金説
明の場で同様の説明を行った。（12 月） 

・広報紙に「総意形成機能」の説明文を掲載した。（７月） 
・まちづくりセンターも活用し、「総意形成機能」が期待され
ていることの説明を行った。（６、12 月） 

浪
速
区 

・地域担当職員全員が、ｅラーニングを受講す
る（受講率 100％かつ 理解度全員 95 点以
上）。また、関連する勉強会や民間機関への
派遣研修等へ積極的に参加する。 

・地域活動協議会コーナーへの啓発ビラ配布、
ホームページや区広報紙にて発信（年１回）
や地域会議等にて趣旨説明や要件の確認
（１回）など、地域活動協議会の役員や構成
団体の方をはじめ地域住民の理解が深まる
よう機会あるごとに積極的に発信する。 

・地域担当職員全員が、ｅラーニングを受講した（受講率
100％かつ理解度全員 95 点以上）。 

・地域活動協議会コーナーへの啓発ビラ配架と広報紙にての
発信（１回）、地域会議等にての趣旨説明や要件の確認（３
回）を行った。 

西
淀
川
区 

・地域活動協議会会長会や各種団体の会合、広
報紙等を活用し積極的に発信する。 

・中間支援組織等が、補助金予算・決算などの
時期に各地域の地域活動協議会の運営委員
会に出席し、総意形成機能の趣旨について
情報発信する。 

・地域を担当する職員全員を対象にｅラーニ
ングを実施する。 

・地域活動協議会会長会や各種団体の会合、広報紙等を活用し
積極的に発信した。 

・中間支援組織が、順次、各地域活動協議会の運営委員会に出
席し、「総意形成機能」についての情報発信を行った。 

・地域を担当する職員全員を対象にｅラーニングを実施した。 

淀
川
区 

・年に１回以上は地域活動協議会の会議で説
明するほか、職員の人事異動や地域役員交
代があった場合でも新任者がスムーズに理
解できるよう、職員向け地域担当者説明会
実施や、地域向け説明資料を工夫する。 

・11～１月頃、各種地域会議の場での説明や実
務者レベルの方を意識した分かりやすい説
明資料作成を行い、活動目的の理解促進を
図る。 

・職員向け地域担当者説明会を実施した。（４月） 
・各地域の地域会議に出席し、地域活動協議会役員向けや実務
者レベルの方向けに分かりやすい説明資料を基に説明し、
活動目的の理解促進を行った。（12～1 月） 

 

東
淀
川
区 

・地域活動協議会に求められている機能につ
いて、現在の取組との比較や、住民に分かり
やすい言葉を用い、補助金説明会等の場で
説明を行い認識を深める。 

・地域活動協議会連絡会議において、地域活動協議会に求めら
れている機能について説明を行った。 

・「東淀川みらい EXPO」において、他区、他地域の事例を参
考に、総意形成機能について紹介した。 

・地域担当職員に対して、地域活動協議会の成り立ちと機能に
ついて e ラーニングを実施した。 

東
成
区 

・地域を担当する職員に、ｅラーニングを受講
させ、理解を促す。 

・地域担当職員の意見交換等を通じ、理解度の
向上を図る。 

・地域を担当する職員に、ｅラーニングを受講させ理解を促し
た。また、受講前に事前の学習資料を作成し、一層の理解促
進に努めた。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

生
野
区 

・地域を担当する職員にマニュアルを配付す
る。 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニングを
受講する。 

・ｅラーニングの受講等を通じて、地域を担当
する職員全員が、地域活動協議会の持つ準
行政的機能の趣旨および、期待される総意
形成機能の趣旨についての理解を深める。 

・地域を担当する職員にマニュアルを配付した。 
・地域を担当する職員全員が、ｅラーニングを受講し、理解度
についても対象者全員が目標（95％以上）を達成した。 

・e ラーニングの受講を通じて、地域を担当する職員全員が、
地域活動協議会の持つ準行政的機能の趣旨および、期待さ
れる総意形成機能の趣旨についての理解を深めた。 

 

旭
区 

・地域活動協議会連絡会議及びワークショッ
プ等で説明を継続的に行うことで理解促進
を図る。 

・地域活動協議会連絡会議及びワークショップ等における説
明により、理解促進を図った。 

・地域活動協議会の会議に地域運営アドバイザーが出席し、提
案や助言を行うことで、趣旨についての理解促進を図った。 

城
東
区 

・まちづくりセンターによる相談支援時や役
員交代時、また「地域活動協議会連絡会」「地
域活動協議会情報交換会」の場で、まちづく
りセンター作成「みんなの地域活動ハンド
ブック」による説明を行う。 

・相談時にも「みんなの地域活動ハンドブッ
ク」を活用した総意形成機能向上理解にか
かる啓発を行う。 

・各地域からの相談対応の際には「みんなの地域活動ハンドブ
ック」をテキストとして使用し、「総意形成機能向上理解に
かかる啓発」も併せて行った。 

 

鶴
見
区 

・地域活動協議会についてのｅラーニングを
地域を担当する職員に実施する。 

・補助金説明会等の場を活用し総意形成機能
の理解促進を図る。 

・市民局の実施する各地域活動協議会についてのｅラーニン
グを担当職員に実施した。 

・補助金申請にかかる担当者会議を活用し、説明した。（12 月） 

阿
倍
野
区 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能に
ついて、地域を担当する職員全員が、e ラー
ニングを受講し、理解を深める。 

・地域活動協議会補助金説明会等の機会に、総
意形成機能の趣旨について役員や構成団体
の方をはじめとする地域住民の理解を深め
るよう積極的に情報発信する。 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニングを受講し理解度を
深め、全員が理解度 100 点であった。 

・地域活動協議会補助金説明会等の機会を活用し、地域活動協
議会の構成団体に対して情報発信を行った。（２回） 

住
之
江
区 

・地域を担当する職員全員がｅラーニングを
実施する。 

・地域活動協議会会長会や会計説明会、地域活
動協議会運営委員会などで地域活動協議会
に期待する総意形成機能について説明を行
い、地域住民の理解度向上を図る。 

・地域を担当する職員全員がｅラーニングを受講した。 
・地域活動協議会会長会や会計説明会、地域活動協議会運営委
員会などで地域活動協議会に期待する総意形成機能につい
て説明を行った。 

・補助金に関する説明会の配付資料に地域活動協議会に期待
する総意形成機能について記載し、各地域活動協議会に周
知した。 

住
吉
区 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能・総
意形成機能についてのｅラーニングを地域
を担当する職員に実施する。（受験率 100％
かつ理解度全員 95 点以上） 

・地域活動協議会の準行政的機能・総意形成機
能、備えておくべき要件についての説明を
補助金説明会（年１回）や各地域活動協議会
運営会議（各地域１回）であわせて実施す
る。 

・地域活動協議会に期待する準行政的機能・総意形成機能につ
いてのｅラーニングを地域を担当する職員に実施した。（受
験率 100％かつ理解度全員 100 点） 

・地域活動協議会会長会と各地域の運営会議で地域活動協議
会の準行政的機能・総意形成機能、備えておくべき要件につ
いて、分かりやすい資料を作成し、説明した。 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域担当職員へのｅラーニングを実施した。 
・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助金説明会等、
各地域における会議の場などで、区役所及び中間支援事業
者が総意形成機能の趣旨について説明を行い、理解促進を
図った。 

平
野
区 

・ｅラーニングの解説編による学習を受講者
向けに案内し、知識向上を図るとともに、構
成団体向けにチラシ等を作成し、地域活動
協議会に求められている機能について周知
する。 

・地域活動協議会会計説明会や地域活動協議

・ｅラーニングの受講の周知を職員に行い、テキストの確認及
び受講を行った。（受講率 100％） 

・ｅラーニングのテキストを活用して作成したチラシをもと
に、会計説明会及び構成団体アンケート時に説明を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

会運営委員会の場などで、作成したチラシ
をもとに例示を交えて丁寧に説明する。 

西
成
区 

・地域を担当する職員全員が、ｅラーニングを
受講する。 

・地域活動協議会の役員や構成団体の方をは
じめ地域住民が出席する地域活動協議会運
営委員会や区役所が実施する説明会等にお
いて、総意形成機能に関する説明を行うな
ど、より理解を得やすい説明を行う等の取
組を進めていく。 

・中間支援組織も活用しながら、日常支援の中
で総意形成機能に関する理解の確認と説明
を適宜行う。 

・地域を担当する職員がｅラーニングを受講した。（７月） 
・中間支援組織による日常支援の他、各地域活動協議会の役員
や構成団体の方を対象に、運営委員会等の場において総意
形成機能に関する説明を実施した。 
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柱１-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

元年度取組の実施状況 

取組③「総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の確認など」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）
への支援体制見直しにより、総意形成機能
の趣旨等に関する研修の実施やｅラーニン
グの受講で資質の向上を図り、地域支援に
あたる。 

・上記取組と合わせて、地域活動協議会認定
や補助金等の勉強会を実施し、地域に応じ
て、要綱等、定期的な見直しを実施する。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、７月に総意形成機能の趣旨等に関す
る研修の実施やｅラーニングの受講を実施したうえで、地
域支援にあたった。 

・上記取組と合わせて、会計様式の見直しや要綱改正を行い、
地域活動協議会認定や補助金等の勉強会を実施した。 

 

都
島
区 

・地域活動協議会運営委員会などにおいて、
用件を満たしているかの確認を定期的に行
うとともに、必要に応じて助言・指導を行
う。（９地域） 

・認定要件の確認を行った。（９地域）（６月） 
・認定要件を満たすための助言・指導を行った。（９地域） 
 

福
島
区 

・地域活動協議会が総意形成機能を発揮する
ために備えておくべき要件について、地域
活動協議会の補助金説明会等の場を活用し
て確認する。（各地域年１回以上） 

・１～２月に開催した各地域活動協議会の補助金説明会の場
で、総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件に
ついて分かりやすい資料で説明し、地域の一層の理解促進
を図った。 

此
花
区 

・地域活動協議会運営委員会で総意形成機能
について説明する。 

・地域活動協議会に期待されている総意形成
機能について、広報紙やホームページで周
知していく。 

・各地域活動協議会運営委員会や補助金会計説明会（６、12
月各４回）において総意形成機能を発揮するために備えて
おくべき要件について説明した。 

・地域担当職員が地域活動協議会の運営委員会に出席し必要
な要件の確認を行った。 

・総意形成機能について、ホームページや広報紙で周知した。 

中
央
区 

・必要な要件について、各地域活動協議会役
員会や運営委員会、地域活動協議会会長会
や補助金説明会等の機会を通じて周知徹底
を図り、補助金申請時や実績報告時等に確
認を行う。 

・運営委員会や各種報告書類の提出時に確認を行った。 
・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化
セミナーを開催した。 

西
区 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能に
ついて、地域活動協議会会長連絡会の場で
説明する。 

・期待される「総意形成機能」について、ま
ちづくりセンターも活用し説明を行う。 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能について、９、３
月の地域活動協議会会長連絡会で説明を行った。 

・まちづくりセンターの地域活動協議会への支援時におい
て、総意形成機能について説明を行った。 

港
区 

・地域を担当する職員が、地域活動協議会の
役員や構成団体に総意形成機能を期待され
ていることの説明を行い、その機能を発揮
するために備えておくべき要件の確認を行
う。 

・地域活動協議会の役員等を対象に地域活動協議会の総意形
成機能の説明（上・下期各２回）を行い、その機能を発揮
するために備えておくべき要件の確認を行った（下期）。 

大
正
区 

・まちづくりセンター等を通じて、地域団体
間の連携・協働に向けた支援や、開かれた
組織運営、会計等の透明性確保に向けた助
言・指導などを定期的に行う。 

・委員長会を通じて、総意形成機能について
の要件が満たされているかの確認を行う。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会、補助金説明会等を
通じて、総意形成機能の理解促進を行うとともに、まちづ
くりセンターを活用し、開かれた組織運営、会計の透明性
の確保等に向けた支援を行った。 

・委員長会を通じて、地域要望の集約にかかる制度の紹介を
行うとともに、総意形成機能を発揮するための具備要件に
ついての確認を行った。 

天
王
寺
区 

・総意形成機能を発揮するために備えておく
べき要件を満たしているかの確認を行う。 

・各地域活動協議会の運営委員会及び認定要件確認の場で総
意形成機能を発揮するために備えておくべき要件を満たし
ている事の確認を行った。（６、７、２月） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

浪
速
区 

・地域担当職員による地域会議等への出席を
通じて、継続した地域情報収集を行う。 

・「地域カルテ」を共有・活用する過程におい
て、要件の確認・検証を促し、必要に応じ
た助言・指導を行う。 

・地域担当職員が町会長会議や地域イベント等の地域活動へ
参画し情報収集を行った。 

・「地域カルテ」により抽出された諸課題を解決する方策を助
言・指導する過程において要件の確認・検証を行った。 

 

西
淀
川
区 

・中間支援組織等が、補助金予算（１～２月
頃）・決算（５～６月頃）などの時期に各地
域の地域活動協議会の運営委員会に出席
し、備えていくべき要件を確認する。 

・中間支援組織を活用し、30 年度決算に関する地域活動協議
会の運営委員会などに出席し、各地域から資料の提出を受
けるなど備えていくべき要件を確認した。 

 

淀
川
区 

・地域担当による地域会議等への出席を通じ
て、継続した地域情報収集を行う。 

・認定要件の確認を促し、必要に応じた助言・
指導を行う。 

・各地域活動協議会事務所を訪問し、認定要
件の確認を行い、必要に応じた助言・指導
を行う。 

・毎月の地域会議および地域の総会に地域担当者が出席し、
地域情報の把握を行った。 

・各地域活動協議会事務所を訪問し、認定要件の確認を行い、
必要に応じた助言・指導を行った。（12 月～） 

 

東
淀
川
区 

・地域活動協議会の役員からしっかりと周知
していただけるよう、様々な機会を捉えて
十分説明を行う。 

・各地域の会議に赴いた際や個別に説明し、順次確認を行っ
た。 

・地域活動協議会連絡会議にて、認定要件チェックシートに
よる確認や包括外部監査にかかる指摘事項の共有等を行っ
た。 

東
成
区 

・地域を担当する職員で毎月、情報交換・意
見交換を行う会議を実施し、各地域の状況
についての理解を深めるとともに、地域を
担当する職員が地域活協議会等の会議に出
席し、総意形成機能を発揮するために備え
ておくべき要件確認する。 

・地域活動協議会の説明会で、再度総意形成
機能について周知する。 

・地域を担当する職員が地域活協議会等の会議に出席し、総
意形成機能を発揮するために備えておくべき要件を確認し
た。 

・地域活動協議会の説明会（６、12 月）で、総意形成機能に
ついて説明・周知を行った。 

生
野
区 

・地域活動協議会に対し、より民主的で開か
れた組織運営と会計の透明性の確保を中心
に、自律した地域運営ができるよう中間支
援組織と連携して支援する。 

・地域活動協議会に対し、中間支援組織と連携して地域実情
に応じた支援を実施した。また事務局会議（概ね月１回）
を実施した。 

旭
区 

・総意形成機能要件の確認手法を活用して、
ワークショップや会計説明会などの機会を
捉え、地域活動協議会に期待される総意形
成機能とその要件などについての説明を
し、理解を深める。 

・ワークショップ等における説明により、理解促進を図った。 
・地域活動協議会の会議に地域運営アドバイザーが出席し、
提案や助言を行うことで、地域活動協議会が備えておくべ
き要件について周知、確認を行った。 

城
東
区 

・まちづくりセンターによる相談支援時や役
員交代時、また「地域活動協議会連絡会」
「地域活動協議会情報交換会」の場で、ま
ちづくりセンター作成「みんなの地域活動
ハンドブック」による説明を行う。 

・相談時にも必要に応じて「みんなの地域活
動ハンドブック」等を活用した「総意形成
機能発揮にかかる具備要件」にかかる啓発
を行う。 

・担当者による各地域に対する業務監査実施確認にかかる訪
問の際に「チェックリスト」・「みんなの地域活動ハンドブ
ック」等を使用して、「総意形成機能発揮にかかる具備要件」
にかかる説明を行った。 

 

鶴
見
区 

・運営委員会において定期的な確認および助
言、指導を行う。 

・６月中に地域活動協議会に訪問し、認定要件の確認を実施
し、必要性を説明した。 

・運営委員会等の場を活用し、定期的な確認、助言、指導を
行った。 

阿
倍
野
区 

・各地域活動協議会に対して要件の確認を行
う。 

・関係規定の整備など必要に応じて支援を行
う。 

・地域活動協議会補助金説明会において、備えておくべき要
件やその確認を行うための書類等について、情報提供を行
った。（各地域１回、計 10 回）また、関係規定の整備など
必要に応じて支援を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

住
之
江
区 

・地域活動協議会認定要件確認時に合わせ
て、総意形成機能を発揮するために備えて
おくべき要件を満たしているかを確認す
る。 

・地域活動協議会が意思決定した内容・経緯
等について、地域活動協議会の広報紙・ホ
ームページ、市民活動総合ポータルサイト
などで公開できるよう、中間支援組織と連
携し支援を行う。 

・地域活動協議会認定要件確認時に合わせて、総意形成機能
を発揮するために備えておくべき要件を満たしているかを
確認した。 

・予算決算情報については、各地域活動協議会の広報紙に掲
載することにより、順次、住民へ周知を実施した。 

 

住
吉
区 

・地域活動協議会の準行政的機能・総意形成
機能、備えておくべき要件についての説明
を補助金説明会（年１回）や各地域活動協
議会運営会議（各地域１回）であわせて実
施する。 

 ・地域活動協議会の準行政的機能・総意形成機能、備えてお
くべき要件についての説明を補助金説明会（12 月）や各地
域活動協議会協運営会議（12 月、各地域１回）で分かりや
すい資料を作成のうえ実施した。 

東
住
吉
区 

・各地域毎の現況や課題を洗い出せるようデ
ータ資料を提供し、説明を行う。 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・各地域毎の現況や課題を洗い出せるよう各地域活動協議会
にデータ等の資料を提供した。 

・地域連絡会議や各地域における会議の場などで理解促進を
図った。 

平
野
区 

・地域活動協議会認定要件確認時に合わせ
て、総意形成機能を発揮するために備えて
おくべき要件を満たしているかを確認し、
地域活動協議会の意思決定事項の周知を支
援する。 

・地域活動協議会会計説明会や地域活動協議
会運営委員会の場などで、周知を行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用して、認定要
件の確認を行った。 

・地域活動協議会会計説明会において説明・周知を行った。 
 

西
成
区 

・各地域活動協議会の規約に基づき、運営委
員会等において総意形成を行っているかを
行政として議事録等により確認を行い、必
要に応じて、各地域活動協議会へ支援を行
う。 

・30年度に各地域活動協議会が実施した運営委員会の議事録
について、区への提出を求め、規約に基づいた総意形成が
行われているか等に関し、区による確認を行った。 
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柱１-Ⅲ-ア② 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・ホームページや広報紙などのほか、マンション
管理業協会と連携を図りながら、マンション住
民に向けて、地域イベント等の情報を発信し、地
域活動等への参加参画を促進した。 

・各地域活動協議会が発行する広報紙や、地域の
広報板、マンションの掲示板において、地域活動
協議会の取組を紹介したことで、地域活動等へ
の参加促進につなげた。 

・マンション住民を対象にした防災講座（31 件）
や、防災の基本ルール作り（４件）等により、居
住者間や地域とのつながりづくりを支援した。 

・目標①について、元年度目標が未達成のため、地域活
動協議会が行っている活動へのマンション住民の参
加が依然少数であることから、これまでの取組に加
え、マンションコミュニティ支援事業の中で、マンシ
ョンと地域のつながりが加速するよう、業務委託仕様
書を改め、支援に取り組む。また、地域活動協議会の
活動を区民に広く知ってもらえるよう、ＳＮＳの運用
方法を紹介するなど、地域活動協議会の広報活動の支
援に取り組みながら、総意形成機能の認識の向上にも
つなげる。 

都
島
区 

・Facebook や広報誌により、各地域活動協議会が
行う活動の紹介のほか、地域活動チラシの転入
者への配付、不動産事業者を通じた地域活動チ
ラシの配布を行った。（再掲） 

・地域活動協議会についてのｅラーニングを地域
担当職員全員が実施した。（再掲） 

・区内の全地域活動協議会について、認定要件の
確認を行った。 

・目標①について、取組期間中に達成できた。引き続き、
市政改革プラン 3.0 において、地域活動協議会の意義
や求められる準行政的機能や、総意形成機能につい
て、地域活動協議会の役員や構成団体、地域住民の理
解が深まるよう各地域活動協議会が行う活動の紹介
のほか、地域活動チラシの転入者への配付、不動産事
業者を通じた地域活動チラシの配布を行う。 

福
島
区 

・地域活動協議会が総意形成機能を発揮するため
に備えておくべき要件について、地域活動協議
会の補助金説明会等の場を活用して説明を行っ
た。 

・ホームページ等が更新されていない各地域活動
協議会への支援を強化し、Twitter を開設する地
域に講習会等を開催した。また、まちづくりセン
ターと連携して、地域活動協議会が開設したホ
ームページが頻繁に更新されるように取り組ん
だ。 

・区役所１階待合ロビーに地域活動協議会広報専
用のラックを設置し、各地域独自のチラシや盆
踊り・区民まつりなど地域に馴染みのある事業
のチラシを定期的に作成し配架した。 

・地域活動協議会の紹介や区民に馴染みのある盆
踊り日程について区役所１階待合ロビーで放映
した。 

・全転入者に対して、地域活動協議会の案内チラ
シを配付した。 

・地域を担当する職員全員に、地域活動協議会に
期待される「総意形成機能」の理解を深めるた
め、関連資料を事前に適宜提供し、e ラーニング
を実施した。 

・チラシ配布、ホームページ、ＳＮＳ、広報紙などによ
り、地域活動協議会の認知度向上を図る。 

・まちづくりセンターと連携して、マンション住民への
情報発信の方策について検討していく。 

・地域活動協議会に期待される「総意形成機能」につい
て、地域及び職員に対して一層の理解促進を図る。 

此
花
区 

・総意形成機能について、各地域活動協議会運営
委員会や補助金会計説明会（年４回開催）などで
繰り返し説明するとともに、区広報紙でも周知
するなど理解度向上につとめた結果、目標①の
実績値が 30 年度：48.0％から元年度：73.7％と
飛躍的に向上し、元年度目標：60.0％を大幅に上
回る成果があった。 

・目標に対しては、30 年度は実績値がかなり下回ったも
のの、元年度は大きく上回り達成することができた。
これは、まちづくりセンターと連携して、各地域活動
協議会運営委員会や会計説明会、各団体における会議
や行事等において繰り返し説明してきた成果であり、
今後もさらに実績値を上げていくため、機会あるごと
に繰り返し説明していくとともに、広報紙でも広く周
知していく。 

中
央
区 

・地域活動協議会が果たすべき総意形成機能につ
いて、地域活動協議会の役員や構成団体をはじ
め地域での理解が深まるよう、各地域活動協議
会の役員会や運営委員会に加え、地域活動協議
会会長会、補助金説明会、地域活動協議会活性化

・目標①について、元年度目標は未達成であったが、引
き続き、地域活動協議会が果たすべき総意形成機能に
ついて、丁寧に分かりやすく説明し、理解を促進して
いくとともに、各地域活動協議会の運営において、総
意形成機能は十分に発揮されるよう支援していく。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

セミナーなど、様々な機会を捉えて機会がある
ごとに説明を行った。 
また、地域を担当する職員全員に対しては e ラ
ーニングを行った。 
結果、各地域活動協議会の活動や運営において、
運営委員会をはじめとする会議等の場で議論や
合意が行われ、総意形成機能が発揮されている
とともに、地域活動協議会関係者において総意
形成機能について知っている割合も、29 年度：
55.7％、30 年度：56.8％、元年度：64.7％と上
昇している。 

西
区 

・地域活動協議会が総意形成機能を期待されてい
ることについて、構成団体はもとより、地域住民
の理解が深まるよう働きかけてきた。 

「総意形成機能を認識している地域活動協議会の
構成団体の割合」（29 年度：60.1％、30 年度：
64.9％、元年度：82.3％）となっており、一定の
成果を上げることができた。 

・引き続き地域活動協議会が総意形成機能を期待されて
いることについて、構成団体はもとより、地域住民の
理解が深まるよう働きかけていく。 

港
区 

・各地域活動協議会の認知度向上のため、まちづ
くりセンターや地域公共人材の支援を通じて各
地域がオリジナルのリーフレットを作成した。 

・地域活動協議会の総意形成機能については、理解が深
まるよう資料内容や説明内容を工夫する必要がある。
地域活動協議会の役員等を対象にした説明会でのア
ンケートにより、理解が困難な理由を把握し、資料に
工夫を加え重ねて説明する機会を設けるなど、理解が
深まるように努める。 

大
正
区 

・30 年度に取りまとめた「地域カルテ」を活用し、
地域活動協議会の会議の場や委員長会等を通じ
て、各地域活動協議会の状況に応じた支援を進
めることができた。 

・職員についてはｅラーニングを実施、また、地域
まちづくり実行委員会委員長会等においては直
接説明することで、総意形成機能に関する理解
を促進することができた。 

・目標①については、元年度、目標未達成となっている
ことから、今後も「地域カルテ」等を活用して地域活
動協議会の取組を支援するとともに、説明会や委員長
会、地域要望の取りまとめにかかる支援などの様々な
機会を通じて、地域活動協議会に求められている総意
形成機能に関する理解促進に努める。 

天
王
寺
区 

・地域活動協議会について、広報紙で毎月紹介し
た事や広報板の活用により各地域別の事業紹介
を年３回更新したことなどで、認知度向上につ
いて一定の成果を上げることができた。 

・「総意形成機能」について、地域活動協議会の構
成団体が認識いただけるよう、地域を担当する
職員を対象にｅラーニングを実施することで職
員の理解を深め、全地域に対し、運営委員会の場
などで「総意形成機能」が期待されていることの
説明を行った。 

・元年度目標について達成しており、継続して地域活動
協議会について、広報紙で毎月紹介することや広報板
の活用により各地域別の事業紹介に取り組む。 

・また、全地域に対し、運営委員会の場などで「総意形
成機能」が期待されていることの説明に取り組む。 

浪
速
区 

・各地域活動協議会が実施する催事（防災訓練等）
実施の告知や成果報告を、ＳＮＳやポータルサ
イトといったＩＣＴツール等様々な広報媒体を
用いて広く周知した。 

・区担当職員へのｅラーニングを実施し理解を深
めるとともに、地域活動協議会の役員や構成団
体に対しては、地域会議等の場にて総意形成機
能の趣旨説明や要件の確認を行った。 

・区役所内にテレビモニター設置を検討しており、地域
情報を放映することにより、さらなる地域活動協議会
の認知度向上に向けた取組を進める。 

・区担当職員及び地域活動協議会役員や構成団体に対し
て、総意形成機能の趣旨についての理解度向上及び備
えておくべき要件の確認に努める。 

西
淀
川
区 

・地域活動協議会会長会や各種団体の会合、広報
紙等を活用し積極的に、繰り返いし情報発信を
行った。また、元年度には、中間支援組織等が、
順次、各地域活動協議会の運営委員会に出席し、
「総意形成機能」について説明を行った。 

・「地域活動協議会の構成団体が地域活動協議会に求め
られている総意形成機能を認識している割合」は、29
年度に比べ、元年度は増加したものの、目標を達成で
きなかった。難しい機能であり、理解されるのに時間
がかかると思われるが、地域活動協議会に期待してい
る機能の１つとして認識されることが必要であるこ
とから、今後とも理解度向上に向けた取組を行う。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

淀
川
区 

・地域会議での総意形成機能の重要性の周知：18
地域 

・地域活動協議会の認定要件確認：30 年度より 18
地域実施済 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）及び地域担当
職員と連携し、地域会議での総意形成機能の重要性の
周知を行うとともに、地域活動協議会の認定要件確認
を毎年実施する。 

東
淀
川
区 

・地域活動協議会連絡会議等を通して繰り返し地
域活動協議会の総意形成機能の役割について説
明してきたことから、30、元年度ともに 70％を
上回る結果となった。 

・地域活動協議会連絡会議での周知のほか、地域活動協
議会の運営委員会等でも総意形成機能の役割につい
て説明する。 

東
成
区 

・地域活動協議会の認知度向上に向け、多様な広
報媒体を活用し情報発信を行うことができた。 

・地域活動協議会の総意形成機能の機能の理解に
ついて、地域担当職員のｅラーニングの受講等
を通じ、理解促進を図ることができた。また事前
学習資料を作成したことで、より一層理解を深
めることができた。 

・地域活動協議会の総意形成機能を発揮するため
の要件確認について、担当者による全地域モニ
タリングの実施等により、地活役員の意識向上
を図ることができた。 

・徐々に地域活動協議会役員の意識向上は進んでいる
が、区民の地域活動協議会の認知度や総意形成機能の
認識が不十分であることから、地域活動協議会の活動
についての広報や総意形成機能の説明を引き続き行
う。今後は、役員以外の活動者についても認識共有で
きるよう取り組んでいく。 

・広報媒体によって情報量や伝達速度が異なるため、引
き続き、多様な広報媒体を組み合わせ情報発信を行
う。 

生
野
区 

・地域カルテを作成し、地域実情に応じた支援を
行うために、地域活動協議会のあり方や、地域内
での課題などについて話し合いを進める虎の巻
会議を実施（29 年度：５地域５回、30 年度：16
地域 18 回、元年度：３地域５回）し、地域の実
情を共有することができた。 

・中間支援組織の Facebook を通じて、効果的な情
報発信を行った。 

・目標：総意形成機能を認識している地域活動協
議会の構成団体の割合 

30 年度 目標：56％ 実績：68.2％ 
元年度 目標：69％ 実績：71.9％  

・変化を嫌がる地域を説得するのが課題であり、引き続
き中間支援組織と連携しながら地域に虎の巻会議の
必要性を伝え、自主的に運営できる地域を一つでも多
く増やせるよう支援していく。 

・引き続き中間支援組織と協力しＳＮＳ等を通じて、効
果的な情報発信を行っていく。 

旭
区 

・地域活動協議会の活動情報を広報紙やホームペ
ージ等により発信するとともに、30年度には「地
活協ガイドブック」を作成し、地域活動協議会連
絡会議等の場で総意形成機能にかかる理解度の
向上に努めた。 

・総意形成機能の趣旨についての理解度向上の取
組として実施された、区長会議による担当職員
を対象としたｅラーニングの元年度の実施結果
は受講者全員が理解度 100 点であった。 

・地域活動協議会の会長や役員には地域活動協議会連絡
会議等において総意形成機能にかかる説明を行って
きたが、役員以外の構成員に対しても、十分な説明機
会を設けることが必要であることから、地域活動協議
会の構成団体が総意形成機能を今以上に認識するよ
う、「地活協ガイドブック」の充実及び活用等により、
同割合の向上に向けて取り組むとともに、地域住民の
理解を深めるため、地域活動協議会の認知度向上も含
めたより効果的な広報活動に取り組む。 

城
東
区 

取組① 
・広報誌における地域活動協議会活動紹介につい
て、29 年度はＡ４約 1/3 ページ分の毎月号の地
域レポートであったが、30年度よりそれに加え、
７月号でのＡ４、４ページ分の地域活動協議会
特集掲載、元年度からは、８～翌３月号で 16 地
域活動協議会会長のわが町魅力発信リレー企画
を掲載し、認知度向上に取り組むことが出来た。 

・上記リレー企画最終月には各地域活動協議会の
Facebook 紹介ページのＱＲコードを掲載する
ことによっても認知度向上に取り組むことが出
来た。 

取組② 
・地域担当職員全員がｅラーニングを受講し、準
行政的機能の趣旨について理解を深めたうえ
で、会計情報交換会等において総意形成機能に
ついての説明を行うことが出来た。 

取組① 
・紙媒体とＳＮＳ等電子媒体の連動等、広報活動を通じ
た各地域活動協議会の知名度向上、担い手の発掘等の
丁寧な啓発に取り組む。 

取組② 
・併せて、各地域活動協議会発信の広報の重要性につい
て、中間支援組織（まちづくりセンター）を通じて、
新規役員を対象とした地活協研修会や情報交換会等
の機会を捉え、広報活動が担い手の発掘や協力者との
連携の重要性を伝える機会を増やしていく。 

取組③ 
・今後も地域担当職員による地域活動協議会総会等参加
の際に、開催状況や認定要件等の確認を行う中で、役
員の交代等により、理解の相違が生じていないかも注
視しながら対応していく。 
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・30 年度からは、まちづくりセンター作成の「み
んなの地域活動ハンドブック」を活用し、地域会
議等の場において総意形成機能の説明を行うこ
とが出来た。 

取組③ 
・地域活動協議会総会等に地域担当職員が出席し、
開催状況の確認を行うとともに、あらためて認
定要件等の確認を行うことが出来た。 

鶴
見
区 

①「TSURUMIC AWARD」を開催し、区庁舎をは
じめ、ホームページやＳＮＳなどで周知を行う
ことで、地域活動協議会の認知度の向上をはか
ることができた。 

②市民局の実施する地域活動協議会に関するｅラ
ーニングを行うことにより、地域担当職員の知
識向上をはかることができた。また、補助金説明
会などを活用し、総意形成機能の理解促進を図
ることができた。 

③運営委員会や認定要件の確認などの機会を活用
し、助言や指導などを行った。 

①元年度目標は未達成であったが、投票率などは 29 年
度に比べ大幅に増加していることから、ホームページ
やＳＮＳなどにより周知を行っていく。 

②③元年度目標が未達成であるとともに、２年度に新規
役員の増加も見込まれ、地域役員の変更などにより理
解度が低下することが推測されるため、今後は、新規
役員への重点的な支援など、まちづくりセンターを活
用して引き続き支援を行っていく。 

阿
倍
野
区 

①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ
‐ア‐①の取組②の再掲） 

・地域カルテを更新し、原因分析及び課題抽出等
について地域と情報共有を行った。また、各地域
の課題に応じ、広報紙やホームページによる情
報発信を行った。 

②地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨
についての理解度向上 

・地域を担当する職員全員が、地域レポートを活
用して地域への理解を深めるとともに ｅラー
ニングを受験し理解度を高めた。 

・地域活動協議会補助金説明会や地域連絡会議等
の機会を活用し、地域活動協議会の構成団体に
対して解かりやすく説明しながら理解度が向上
するよう情報発信を行った。 

③総意形成機能を発揮するために備えておくべき
要件の確認など 

・各地域活動協議会に対して要件の確認を行った。
関係規定の整備など必要に応じて支援を行っ
た。 

①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ‐ア‐
①の取組②の再掲） 

・30 年度に各地域活動協議会が作成した地域カルテを
活用して各地域の課題等を共有し、実情に応じたきめ
細やかな支援を引き続き行っていく。 

②地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨につ
いての理解度向上 

・地域活動協議会が総意形成機能を期待されていること
や、そのために必要な要件について、地域を担当する
職員全員を対象にｅラーニングの実施などにより改
めて職員の理解を促進するとともに、役員や構成団体
はもとより地域住民の方の理解が深まるよう機会あ
るごとに積極的に発信する。 

③総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件
の確認など 

・総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団
体の割合は目標の 68％を超え、70.1％となっている。
引き続き支援を行っていく。 

住
之
江
区 

①広報紙、Facebook 等で、地域活動協議会のイベ
ントや活動内容の情報発信を実施した。各地域
活動協議会でホームページの開設等ＩＣＴを活
用した取組が進むよう支援を行い、ホームペー
ジや LINE 等ＳＮＳの活用が進んだ。 
地域活動協議会が実施するイベント等で、地域
活動協議会の活動紹介チラシを配布し、地域活
動協議会の認知度向上に向けた支援を行うこと
ができた。 

②地域活動協議会に期待する総意形成機能につい
て、地域を担当する職員全員がｅラーニングを
受講し理解を深めるとともに、各地域の会議な
どで説明を行い、理解を促進することができた。 
また、地域活動協議会が意思決定した内容・経緯
等について、地域活動協議会の広報紙等で公開
できるよう、支援を実施することができた。 

・総意形成機能の趣旨について,地域活動協議会構成団
体などの理解度を向上させるため、分かりやすい資料
作成や説明を行う必要があり、構成団体へのアンケー
トの自由意見を参考にしながら、地域活動協議会会長
会や会計説明会、地域活動協議会運営委員会などで地
域活動協議会に期待する総意形成機能について説明
を行い、地域住民の理解度向上を図る。 

・更なる認知度の向上のために、地域活動協議会が行う
活動の情報発信などを、効果的な方法で取り組む必要
があり、引き続き区広報紙、ホームページ、Facebook、
ポスター等で、地域活動協議会の活動内容を周知し知
名度向上に向けた取組を行う。また、地域の情報発信
の充実に向け、中間支援組織と連携し支援を行ってい
く。 

住
吉
区 

・地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨、
備えておくべき要件について、地域を担当する
職員の理解が深まるとともに、地域活動協議会
構成団体の長に繰り返し説明を行った結果、理

・目標①について、元年度目標が未達成であったこと、
地域活動協議会の役員等の交代もあることから、地域
活動協議会に期待する総意形成機能、備えておくべき
要件について、今後も地域活動協議会会長会や各地域
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 取組期間の成果 今後の方向性 

解度を深めることができた。 
・目標①に対する実績値については、30 年度

70.9％から元年度には 72.6％に上昇し、一定の
成果を上げることができた。 

の運営委員会など機会あるごとに繰り返し分かり易
い説明を行っていく。 

東
住
吉
区 

・地域担当職員へのｅラーニングを実施した。 
・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助
金説明会等、各地域における会議の場などで、区
役所及び中間支援事業者が総意形成機能の趣旨
について説明を行い、理解促進を図った。 

・各地域毎の現況や課題を洗い出せるようデータ
等の資料を提供した。 

・29 年度実績は、目標値からは程遠い数値であっ
たが、元年度では目標値を若干下回るところま
で上げることができた。 

・単体での地域活動を目的とした構成団体も多いことか
ら、地域役員の交代や新たな団体との取組等の機会に
人材の創出と絡めて、各地域における会議の場などで
理解促進を図る説明を行う。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用し、
地域におけるＩＣＴの活用をはじめとした広報
を充実することができた。 

・ｅラーニングの受講の周知を職員に行い、テキ
ストの確認及び全員受講を行うことができた。 

・ｅラーニングのテキストを活用して作成したチ
ラシをもとに、会計説明会及び構成団体アンケ
ート時に説明を行うことができた。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用し、
認定要件の確認及び地域活動協議会会計説明会
において説明・周知を行った。 

・目標①について、説明チラシなどの構成団体への説明
資料が整ってきたため、今後は中間支援組織（まちづ
くりセンター）も活用し、各地域活動協議会への継続
的な説明を実施していく。 

西
成
区 

・中間支援組織を活用した支援員による日々の支
援（各地域活動協議会の運営委員会や部会等で
の周知説明）に加え、イベントなどで収集した地
域の情報を皆で共有できるよう取組を進めた。
また、区より開催する補助金説明会において周
知を重ねることで総意形成機能の理解の深化に
つながっている。 

・各地域活動協議会において、あまり部会制が進んでい
ないことからその強化に支援を注力し、より総意形成
機能が発揮できる体制へとつなげていく。 

・地域活動協議会においては自律的な運営の促進といっ
た点についての理解度が低いところも多く、成果に繋
がりにくいとの課題もある。こうした課題の改善を図
るべく、地域活動協議会の運営委員会において市（区）
ホームページ等の資料を活用し更なる周知に努めて
いく。 
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柱１-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

        

元年度目標の達成状況 

目標「各区において、新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等とが連携した取組を行った件数」 

29 年度目標 

各区５件 

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
各区５件 
各区５件 ６件 達成 

都島区 
各区５件 
各区５件 34 件 達成 

福島区 
各区５件 
各区５件 ６件 達成 

此花区 
各区５件 
各区５件 11 件 達成 

中央区 
各区５件 
各区５件 ４件 未達成 

西区 
各区５件 
各区５件 ５件 達成 

港区 
各区５件 
各区５件 ８件 達成 

大正区 
各区５件 
各区５件 ４件 未達成 

天王寺区 
各区５件 
各区５件 ８件 達成 

浪速区 
各区５件 
各区５件 11 件 達成 

西淀川区 
各区５件 
各区５件 ５件 達成 

淀川区 
各区５件 
各区５件 11 件 達成 

東淀川区 
各区５件 
各区５件 ７件 達成 
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29 年度目標 

各区５件 

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
各区５件 
各区５件 ９件 達成 

生野区 
各区５件 
各区５件 13 件 達成 

旭区 
各区５件 
各区５件 ４件 未達成 

城東区 
各区５件 
各区５件 ５件 達成 

鶴見区 
各区５件 
各区５件 ７件 達成 

阿倍野区 
各区５件 
各区５件 ５件 達成 

住之江区 
各区５件 
各区５件 ７件 達成 

住吉区 
各区５件 
各区５件 13 件 達成 

東住吉区 
各区５件 
各区５件 ５件 達成 

平野区 
各区５件 
各区５件 74 件 達成 

西成区 
各区５件 
各区５件 ５件 達成 
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柱１-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

       元年度取組の実施状況 

取組①「様々な活動主体の情報収集」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域と企業や学校などが交流する異業種交
流イベントを開催し、連携協働の動きを促
進する。 

・31年３月に開催した異業種交流イベントで生まれた様々な
事業成果を地域活動連絡会議で紹介し、連携協働の動きを
促進した。 

・元年度の異業種交流イベントを３月に開催する予定であっ
たが、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から中止
した。 

都
島
区 

・市民活動支援情報窓口において、ＮＰＯ等
市民活動団体へ「市民活動総合ポータルサ
イト」（以下「ポータルサイトという。）の
活用を促す。 

・区役所においてリーフレット等の配架による情報提供を実
施した。 

 

福
島
区 

・地域活動協議会の補助金説明会等の場を活
用して、分かりやすい説明資料でポータル
サイトへの各団体の登録及び積極的な活用
を年１回以上促す。（各地域年１回以上） 

・１～２月に開催した地域活動協議会の補助金説明会等の場
を活用して、分かりやすい説明資料でポータルサイトへの
各団体の登録及び積極的な活用を促した。 

此
花
区 

・地域活動協議会運営委員会や窓口に来られ
たテーマ型団体などにポータルサイトを周
知する。 

・地域における各種会議で周知するとともに、区役所や区民
ホールにおいて地域活動協議会情報コーナーにおいてポー
タルサイトの紹介チラシの配架を行った。 

中
央
区 

・様々な活動主体との連携協働の意義を啓発
するとともに、情報収集のためにポータル
サイトの積極的な活用を促す。 

・ポータルサイトの有益性やポータルサイトに登録済の地域
活動協議会の情報について区 Twitter により情報発信を行
った。 

・理解度促進に向け、補助金説明会や地域活動協議会活性化
セミナーを開催した。 

・制度説明の結果、今年度２地域が新規登録を行った。 

西
区 

・地縁型団体の会議や、まちづくりセンター
の支援時において、ポータルサイトの紹介、
活用について説明する。 

・地縁型団体の会議や、まちづくりセンターの支援時におい
て、ポータルサイトの紹介、活用について説明した。 

港
区 

・ポータルサイトの広報周知と登録への働き
かけを実施。 

・未登録の地縁系団体等に対してポータルサイトへの登録を
働きかけた（全地域活動協議会登録完了）。 

・ポータルサイトについて、ホームページ、Twitter、
Facebook、広報みなと（１月号）で周知した。 

大
正
区 

・各団体が連携協働できるよう、連携協働に
至るプロセスやメリットを発信できるよう
成功事例の情報収集を行う。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会等の様々な機会を通
じ、またまちづくりセンターが実施した「まちづくり活動
見本市」により、活動主体間での情報収集や共有を行った。 

・地域包括支援プロジェクトチーム会議等を通じて地域担当
職員への共有を行った。 

天
王
寺
区 

・ポータルサイトの助成金など有益な情報更
新内容の確認を随時行い、地域に情報提供
を行う。 

・まちづくりセンターから、ポータルサイトの助成金情報な
どの地域に有益となる情報提供を行った。（８、２月） 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知及び成果・
報告を、広報紙・ホームページ・ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）やポータルサイトと
いったＩＣＴツール等様々な広報媒体を用
いて、広く周知し、つながりの端緒、機会
を広げる。 

・広報紙への記事掲載 12 回、まちづくりセンターブログ投
稿記事 451 件（34,659 アクセス）にて地域を紹介するとと
もに、地域行事への参画を促した。 

・ポータルサイトについてもボランティア事業への参加募集
や学習ボランティア募集等に活用した。 

西
淀
川
区 

・ボランティア募集に関連する区事業をポー
タルサイトに登録。 

・案内チラシの窓口配架やホームページへの
掲載に加え、地縁型団体の会議等で周知。 

・ボランティア募集に関連する区事業をポータルサイトに登
録した。 

・案内チラシの窓口配架やホームページへの掲載に加え、地
縁型団体の会議等で周知した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

淀
川
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と
連携して、地域やボランティア活動に役立
つ情報提供を行い、活動支援を行う。 

・ポータルサイトの活用方法についての周知
を継続して行う。 

・アンケート結果の分析を行い、課題を把握
する。 

・まちセン通信の発行を通じて、地域やボラ
ンティア活動に役立つ情報提供およびポー
タルサイトの活用方法についての周知を行
い、活動支援を行う。 

・まちセン通信の発行を通じて、地域やボランティア活動に
役立つ情報提供を行い、活動支援を行った。（５、８、１月） 

・地域活動協議会会長との意見交換会でポータルサイトの活
用方法について周知した。（８月） 

・中間支援組織と連携し、企業や専門学校等を対象として地
域連携に関するアンケート実施し、アンケート結果の分析
をもとに課題把握を行った。（８月～） 

・様々な活動主体からのまちづくりに関する個別相談につい
て、中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携して活
動支援を行った。 

東
淀
川
区 

・「イケてる市民活動★ミニレポート」掲載を
きっかけに、情報発信・収集のために登録
を働きかける。 

・ポータルサイトへの各団体の情報の活用に
ついて、地域活動協議会連絡会議等で働き
かける。 

・地域活動協議会連絡会議において、他地域
の活動について意見交換の場を継続的に設
ける。 

・７月の地域活動協議会連絡会議において、ポータルサイト
の周知を行った。 

・地域活動協議会連絡会議（７、11、２月）において、他地
域活動の好事例の発表の場を設けた。 

・「東淀川みらい EXPO」、週末サロン「ひと×まちコーデ」
を実施し、テーマ型団体や社会貢献を考える企業等への交
流と情報交換の場を創出した。 

東
成
区 

・地域活動協議会の説明会・交流会の場でポ
ータルサイトの活用を促す。 

・地域活動協議会説明会（６、12 月）の場で、ポータルサイ
トについて周知し、活用を促した。 

生
野
区 

・地域の会議やホームページで、ポータルサ
イトの周知を行う。 

・ポータルサイトをホームページで紹介した。また、地域活
動協議会の事務局会議で周知した。 

旭
区 

・イベント等において地域活動協議会の活動
例等の情報発信をすることで、その意義等
について理解促進を図る。 

・区内官公署施設を活用し、区民の方の目に触れる場所に地
域活動協議会の情報コーナー等を設置するとともに、区内
広報板等も活用し、情報を発信することで、その意義等に
対する理解促進を図った。 

城
東
区 

・地域活動協議会に対し、連絡会議の場等に
おいてポータルサイトを活用した情報収集
を勧める。 

・併せて、中間支援組織により年度中３回開
催予定の「企業･ＮＰＯ･学校･地域交流会」
の場で、ポータルサイトについて周知のう
え登録と活用を推奨し、地域活動協議会以
外の団体の活動情報発信についても促す。 

・同交流会においてもポータルサイトについ
て、周知する。 

・まちづくりセンター主催で、５月に企業･ＮＰＯ･学校･地域
交流会を開催し、ポータルサイトについて、周知した。 

・ポータルサイトの活用にかかる働きかけをした 16 地域の
うち、２地域が団体登録を行った。 

 

鶴
見
区 

・地縁型団体、ＮＰＯ等の市民活動団体等に
対して、ポータルサイトの活用及び登録に
ついて周知を行う。 

・ポータルサイトに興味・関心をもってもらうため、ポータ
ルサイトの更新情報を各地域活動協議会へ配信し、活用及
び登録について周知を行った。 

阿
倍
野
区 

・ポータルサイトの活用促進のため地域活動
協議会をはじめとする各団体に情報提供を
行う。 

・ポータルサイトについて、案内を配架するとともに、地域
活動協議会会長などが出席する地域連絡会議や問合せを受
けた団体へ積極的な周知を行った。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会、地域活動協議会運
営委員会などで、ポータルサイトの効果的
な活用方法等を周知し、積極的な活用を促
す。 

・企業ＮＰＯ学校地域交流会でポータルサイトの効果的な活
用方法等の周知を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

住
吉
区 

・地域座談会を 30 年度開催地域に加えて新
たに３地域で開催する（計６地域） 

・区に設置した市民活動相談窓口を活用し、
ＮＰＯや企業等と地域活動協議会やその他
地縁型団体とのつなぎを行う。 

・地域課題を共有する場として、地域以外の企業・ＮＰＯ・
ボランティアが参加する地域座談会の６地域での開催に向
け、各地域へ趣旨説明を行い、新たに３地域で座談会を実
施した（計６地域）。 

・市民活動相談窓口相談件数５件 
地域活動協議会へつないだ：３件 

・交流ライブを実施（３回）し、地域活動協議会と企業等と
のつなぎを行った。 
大阪市立大学と苅田地域活動協議会（盆踊り） 
大阪市立大学、POLA と南住吉連合地域活動協議会（えー
まちフェスタ）など 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助金説明会等、
各地域における会議の場などで、区役所及び中間支援事業
者がポータルサイトについて説明を行い、理解促進を図っ
た。 

平
野
区 

・チラシを活用してポータルサイトについて
各地域へ周知を図る。 

・各地域活動協議会へ個別に説明を行い、登
録へつなげる。 

・年間２回開催した会計説明会において、チラシをもとに掲
載のメリットの説明を行ったが、登録には至らなかった。 

西
成
区 

・補助金説明会においてポータルサイトの周
知を行う。周知にあたっては、ポータルサ
イトへの登録によって何ができるようにな
るかといった点を分かりやすく説明する。 

・補助金説明会においてポータルサイトの周知を行う。周知
にあたっては、ポータルサイトへの登録によって何ができ
るようになるかといった点を分かりやすく説明した。 
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柱１-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

        

元年度取組の実施状況 

取組③「交流やコーディネートの場づくりなど」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・まちづくりや社会貢献活動を行う、団体・
企業・学校などの「情報交換・交流の場」
として、日曜開庁時にサロンを開催する。 

・支援ニーズ、団体間の連携の糸口を把握す
るため、企業訪問を随時実施。 

・まちづくりや社会貢献活動を行う、団体・企業・学校など
の「情報交換・交流の場」として、日曜開庁時（４、５、
10、２月除く）に「日曜サロン」を開催し、活動内容を共
有した。 

・支援ニーズ、団体間の連携の糸口を把握するため、まちづ
くりコンサルティング会社等に訪問した。 

都
島
区 

・各地域の活動団体間の連携を支援する。 ・各地域の活動団体間の連携や交流の場づくりとして各種事
業を実施した。 
拡大指導ルーム（８月）、区民まつり（９月）、まちづくり
センターが行うつながりづくりや交流のためのイベント開
催（２件） 

・毎月第３土曜に大川かたづけ隊を実施した。（４～２月） 
・クリーン作戦を２回実施した。（５、11 月） 
・ゆめまちロード Osaka を実施した。（11 月） 

福
島
区 

・中間支援組織を活用しながら、市民活動団
体、企業等、行政といった多様な活動主体
間の連携協働の促進のため、交流できる場
を提供する。 

・まちづくりセンターと連携して、補助金申
請説明会の場など、地域の様々な会合の場
で、「市民活動総合ポータルサイト」（以下
「ポータルサイト」という。）などを活用し、
ＮＰＯや企業の連携事例などを情報提供す
る。（年１回以上） 

・まちづくりセンターを活用しながら、市民活動団体、企業
等、行政といった多様な活動主体と地域とのつながりづく
りをテーマに、交流事業を開催して交流できる場を提供し
た（11 月）。 

・まちづくりセンターと連携して、補助金申請説明会の場で、
ポータルサイトなどを活用し、ＮＰＯや企業の連携事例な
どを情報提供した。 

 

此
花
区 

・連携・協働を求める団体の情報を収集し、
必要に応じて地域活動協議会等に提供す
る。 

・連携・協働を求める団体の情報を収集し、必要に応じて地
域活動協議会等に提供するとともにまちづくりセンターや
区社会福祉協議会と連携した交流会（10 月）を実施した。 

中
央
区 

・地域活動協議会活性化セミナーを１回以上
開催する。 

・多様な活動主体間の交流の場への参画など
により、テーマ型団体とのつながりづくり
を進める。 

・地域活動協議会活性化セミナーを開催した。 
・補助金説明会や地域活動協議会活性化セミナーにおいて情
報提供することで、多様な活動主体間の交流の場への参画
などにより、テーマ型団体とのつながりづくりを進めるよ
う支援した。 

西
区 

・情報のストックや地域ニーズの把握を進
め、連携に向けた支援を行う。 

・多様な活動主体のネットワークにより「靱公園バラ園コン
サート」を開催（５月）した。 

・「にし恋マルシェ」を開催（９月）し、地域住民と商業者の
交流を図った。 

・これらのイベントの準備段階から会議に参加し関係団体と
の交流を深めるとともに、情報のストックや地域ニーズの
把握を進め連携に向けた支援を行った。 

港
区 

・担当職員間の情報共有やまちづくりセンタ
ーとの連携により、地縁型団体の課題やニ
ーズを把握し、他の活動主体との連携協働
のメリットが実感されるよう事例の情報提
供を行い、新たな連携が創出されるよう支
援を行う。 

・市民活動支援情報提供窓口への相談等から地縁型団体の課
題やニーズを把握し、必要に応じて他の活動主体との連携
について情報提供や交流の場づくりなど、新たな連携が創
出されるよう支援を行った。 

・地域活動をテーマに研究している大学と地域活動協議会と
の間で、地域活動の企画に関する意見交換会の開催や地域
活動の参画についてコーディネートした。 

・ＩＣＴのノウハウをもつ市民活動団体と地域活動協議会の
交流の場を提供し、地域活動協議会がＩＣＴを活用した地
域活動の取組を開始した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

大
正
区 

・大正区内でエリアを限定した空家調査を実
施し、空家等の利活用の意向がある所有者
の掘り起こしを行い、別途登録する「空家
相談員」への相談に繋げ、整理や収納の面
でのアドバイスも行い、空家等の利活用の
促進を図る。また、地域との連携による情
報収集等の実施可能性について検討を行
う。 

・区内の小中学生及びその保護者の方をメイ
ンターゲットとして、出展企業がチームを
組んで、大正区の「ものづくり」の素晴ら
しい技術を分かりやすく紹介する体験型イ
ベント「ものづくりフェスタ」を開催する。 

・大正区内でエリアを限定した空家調査を実施し、空家等の
利活用の意向がある所有者の掘り起こしを行い、空家所有
者に対して空家等対策の意向を確認し、空家所有者の同意
を得て、別途登録する「空家相談員」への相談に繋げ、同
相談員による空家利活用や売却等のアドバイスを実施し、
空家等の利活用等の促進を図った。また、空家相談員によ
る空家相談会を実施し、空家等の利活用や売却等の相談に
対するアドバイスを行ってもらい、空家等対策の早期解消
の促進を図った。 

・８月に高校、大学その他様々な業種の企業と連携して「も
のづくりフェスタ」を実施した。 

天
王
寺
区 

・市民活動相談窓口等への相談内容を検証
し、コーディネートに結び付ける。 

・市民活動相談窓口への相談が少ない状況から、まちづくり
センターを通じて各地域に連携を希望する内容のアンケー
ト実施を優先して行った。（６、７月） 

・地域が希望する連携先へまちづくりセンターを通じて、地
域との協力の可否について確認を行ったが協力には至らな
かった。（９、10 月）そのため、広報紙で支援相談窓口が
区役所に設置されている広報を 11～２月号で毎月行った。 

浪
速
区 

・連携協働や交流の場づくりを目的に、ホー
ムページやＳＮＳ（Twitter・Facebook）、
ポータルサイトといったＩＣＴツール等
様々な広報媒体を用いて、広く支援情報の
提供を行う。 

・市民活動団体や企業等に対し、行政側の取
組窓口を明確にすることにより、多様な支
援メニューや資源情報の収集力を強化す
る。 

・集積した情報をポータルサイトにフィード
バックし活用するとともに、より適切な交
流・コーディネートの場を提供できるよう、
区役所やまちづくりセンター等が持つ地域
情報を活用し、積極的な活用を働きかける。 

・連携協働や交流の場づくりを目的に、ホームページやＳＮ
Ｓ（Twitter・Facebook）、ポータルサイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒体を用いて、広く支援情報の提供を
行った。 

・市民活動団体や企業等に対し、行政側の取組窓口を明確に
することにより、多様な支援メニューや資源情報の収集力
を強化した。 

・集積した情報をポータルサイトにフィードバックし、ボラ
ンティア事業への参加募集や学習ボランティア募集等に活
用するとともに、より適切な交流・コーディネートの場を
提供できるよう、区役所やまちづくりセンター等が持つ地
域情報を活用し、積極的な活用を働きかけた。 

西
淀
川
区 

・ものづくり企業と地域住民との交流イベン
トを開催して、西淀川区がものづくりのま
ちであるという認知度を高める。 

・西淀川区ものづくりまつり：年１回  
・区内の特色のある企業の情報を区のホーム

ページで発信することにより区民や区内外
の企業に「ものづくりのまち西淀川区」を
アピールする。 

・商店街の魅力向上を図るため、商店街や地
域集会所等で地域資源や特産品をＰＲする
イベントを開催する。 

・ものづくり企業と地域住民との交流イベント「西淀川もの
づくりまつり 2019」を開催して、西淀川区がものづくりの
まちであるという認知度を高めた。（８月） 

・区内の特色のある企業の情報を区のホームページで発信す
ることにより、区民や区内外の企業に「ものづくりのまち
西淀川区」をアピールした。 

・商店街の魅力向上を図るため、商店街や地域集会所等で地
域資源や特産品をＰＲするイベントを 10 月に開催した。
なお、２月末に行われる予定であったイベントは、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により中止となった。 

淀
川
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と
連携して交流やコーディネートの場を開催
する。 

・これまでに蓄積した情報を他の地域が活用
できるように情報提供する。 

・アンケート結果の分析を行い、課題を把握
する。 

・10 月に中間支援組織（まちづくりセンター
等）と連携して交流の場を実施。 

・これまでに蓄積した情報を他の地域が活用
できるよう「まちセン通信」等で情報提供
する。 

・「防災」をテーマとして、地域や企業、専門学校等の交流の
場「よどまち未来セッション」を実施した。（10 月） 

・まちセン通信の発行を通じて情報提供を行った。（５、８、
１月） 

・中間支援組織と連携し、企業や専門学校等を対象として地
域連携に関するアンケート実施し、まちセン通信にてその
情報発信を行った。（８、１月） 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

東
淀
川
区 

・「東淀川みらい EXPO」の参加者同士の交流
が持てるよう支援していく。また、交流に
よる新たな交流イベントの企画などを検討
する。 

・イベントへの参加者が増えてきたため、参
加者から参画者になっていただけるよう、
繋がれる場にしていく。また、イベント周
知についても、過去の同種イベントに参加
した方々へのチラシの配付や、ＳＮＳ、掲
示板の活用を行う。 

・大学と連携し、ウォークイベントを実施す
る。 

・「東淀川みらい EXPO」、週末サロン「ひと×まちコーデ」
を実施し、テーマ型団体や社会貢献を考える企業等への交
流と情報交換の場を創出した。 

・参加者同士が繋がり、協力してイベントを開催するなど、
小さな協働の輪が広がった。 

・東淀川魅力発見プロジェクト（会議 12 回、イベント１回）
を実施した。 

・東淀川魅力発見プロジェクトでの 30 年度実施事業（まち
歩き、絵画展等）の参加者が、メンバーとなった（30 年度
比３名増）。 

・東淀川図書館主催のイベントに東淀川魅力発見プロジェク
トメンバーが協力する形で参加（８月） 

・「ＢＣＰ学びの場」実施（８、12 月） 
・過去の同種イベントに参加した方々へ案内チラシを配付す
るとともに、ホームページ、Facebook、ポータルサイト等
で情報発信を行った。 

・ 大 阪 経 済 大 学 と 連 携 し 、 ウ ォ ー ク イ ベ ン ト
「OSAKA5GO!WALK」を開催した。 

東
成
区 

・区職員、まちづくりセンター職員が各地域
に対して、他区・他市との交流の機会や情
報発信する機会を作る。 

・交流会（９、１月）を開催し、他区・他市との交流の機会
や情報発信する機会を設けた。 

 

生
野
区 

・中間支援組織と連携して、ＮＰＯ、企業な
ど地域のまちづくりに関する様々な活動主
体と地域とのネットワークを築く支援を行
う。また、幅広い世代の住民が地域活動に
ついて興味を持ち、さらに、地域活動の新
たな担い手へとつながるよう、誰もが気軽
に参加し、交流できる場を提供する。 

・気軽に活動できる機会の提供としてまちカフェを開催し
た。（11 回） 

 

旭
区 

・「交流の場」情報を収集し、地域活動協議会
連絡会議及びワークショップ等で情報発信
を継続的に行うことで利用促進を図る。 

・ポータルサイト等により交流会の開催情報を収集し、地域
活動協議会連絡会議等における情報発信により、利用促進
を図った。 

城
東
区 

・まちづくりセンターや区社会福祉協議会の
ネットワークなどにより、交流を希望する
団体の情報を収集する。 

・同交流会に向けて、事前の情報収集に併せ、
参加団体間のディスカッションを実施し、
情報収集を行う。 

・５月に開催した第３回城東区「企業・ＮＰＯ・学校・地域」
交流会に 21 団体（企業６、ＮＰＯ４、学校２、病院３、地
域５、社協１）から 31 人が参加し、参加団体間のディスカ
ッションを実施し、情報収集を行った。 

・10 月にも第４回城東区「企業・ＮＰＯ・学校・地域」交流
会を開催し、25 団体（企業９、ＮＰＯ３、学校５、病院４、
地域３、社協１）から 39 人が参加し、情報収集を行った。 

・同交流会参加者有志の企画運営座談会という場を活用し
て、参加者による主体的な運営を推進していく動きが始ま
った。 

鶴
見
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携し、多様な活動主体が連携協働等につい
て交流できる場を提供する。（つるばた会議
など） 

・「つるばた会議」については、新型コロナウイルス感染拡大
防止の取組のため中止したものの、７、８、12、１月に地
域活動研究会「ツルラボ」を開催することで多様な活動主
体との連携に向けた交流を図ることができた。 

阿
倍
野
区 

・地域活動協議会と、各種団体、NPO、学校、
企業等との交流会を実施する。 

・「あべのほっとカフェ」事業において地域活動協議会と各種
団体等との意見交換会を開催し交流を図った。 

住
之
江
区 

・地域活動に関わりたい、地域貢献をしたい
方や団体を支援するための「地域活動応援
サークル」の運営支援を中間支援組織とと
もに行い、地域活動協議会と他の活動主体
の連携を促進する。 

・地域活動応援サークル「イベント班」及び「プロボノ班」
の運営支援を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

住
吉
区 

・地域座談会を 30 年度開催地域に加えて新
たに３地域で開催する（計６地域） 

・区に設置した市民活動相談窓口を活用し、
ＮＰＯや企業等と地域活動協議会やその他
地縁型団体とのつなぎを行う。 

・地域課題を共有する場として、地域以外の企業・ＮＰＯ・
ボランティアが参加する地域座談会の６地域での開催に向
け、各地域へ趣旨説明を行い、新たに３地域で座談会を実
施した（計６地域）。 

・市民活動相談窓口相談件数５件 
地域活動協議会へつなぐ：３件 

・交流ライブを実施（３回）し、地域活動協議会と企業等と
のつなぎを行った。 
大阪市立大学と苅田地域活動協議会（盆踊り） 
大阪市立大学、ＰＯＬＡと南住吉連合地域活動協議会（え
ーまちフェスタ）など 

東
住
吉
区 

・はつらつ脳活性化元気アップ事業につい
て、調整できた地域より講座・交流会を実
施していく。４包括圏域で実施する。 

・４包括圏域での実施に向け、各関係機関（東住吉森本病院・
大阪城南女子短期大学・白鷺病院・老人保健施設たちばな
等）担当者と日時・内容について調整し各包括圏域での日
程・内容が決まり次第、広報を実施（ビラ・ポスター等）
し、講座・交流会を実施した。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携して、地域が重要と考える課題を抽出し
効果的な交流会を開催する。 

・検討会を継続して共通課題の解決方法を検
討する。 

・地域活動協議会会計説明会の場を活用し、
地域間の交流会を開催する。 

・地域振興会を中心として団地ワーキングを開催し、区役所
も参加し公営住宅の課題についての検討会を実施した。 

・地域活動協議会会計説明会の場を活用し、地域間の意見交
換を行った。 

 

西
成
区 

・中間支援組織を活用しながら、多様な活動
主体間の交流やコーディネートの場を提供
する。 

・フォーラムにおいて紹介する取組事例が地
域間の情報交換に終始してしまうことの無
いよう、担い手の確保や自主財源の確保と
いった共通課題に特化したテーマを設定す
るなど、継続して取組を進める。 

・中間支援組織を活用しながら、必要に応じて活動主体間の
交流やコーディネートの場を提供できるよう取組を進め
た。 

・フォーラムで予定していたテーマである担い手の確保や自
主財源の確保といった共通課題について、作成したチラシ
を用いながら各地域活動協議会に対して説明し、必要に応
じて活動主体間の交流の場を提供できるよう取組を進め
た。 
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元年度取組の実施状況 

取組④「地縁型団体への情報提供など」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・異業種交流イベントで生まれた様々な事業
成果を地域活動連絡会議で紹介し、新たな
連携の創出へと繋げていく。（上期） 

・31年３月に開催した異業種交流イベントで生まれた様々な
事業成果を地域活動連絡会議で紹介し、新たな連携の創出
へと繋げた。 

都
島
区 

・「市民活動総合ポータルサイト」（以下「ポ
ータルサイトという。）などを活用し、ＮＰ
Ｏや企業の連携事例などを情報提供する。 

・区役所においてリーフレット等の配架による情報提供を実
施した。 

福
島
区 

・中間支援組織を活用しながら、市民活動団
体、企業等、行政といった多様な活動主体
間の連携協働の促進のため、交流できる場
を提供する。 

・まちづくりセンターと連携して、補助金申
請説明会の場など、地域の様々な会合の場
で、ポータルサイトなどを活用し、ＮＰＯ
や企業の連携事例などを情報提供する。（年
１回以上） 

・まちづくりセンターを活用しながら、市民活動団体、企業
等、行政といった多様な活動主体と地域とのつながりづく
りをテーマに、交流事業を開催して交流できる場を提供し
た（11 月）。 

・まちづくりセンターと連携して、補助金申請説明会の場で、
ポータルサイトなどを活用し、ＮＰＯや企業の連携事例な
どを情報提供した。 

 

此
花
区 

・連携・協働を求める団体の情報を収集し、
必要に応じて地域活動協議会等に提供す
る。 

・会計説明会（６、12 月各４回）において、各地域における
活動紹介事例の広報紙等を配付し、情報提供した。 

・連携・協働を求める団体の情報を収集し、必要に応じて地
域活動協議会等に提供した。 

中
央
区 

・多様な活動主体との新たな連携が促進され
るよう、地縁型団体の長が集う場などにお
いて、連携協働のメリットが実感できるよ
う事例の情報提供を行うとともに、適切な
支援メニューを選択・提供する。 

・中間支援組織を通じた支援の中で、事例の情報提供を行う
とともに、外国にルーツを持つ住民への支援ネットワーク
の拡充など適切な支援メニューの選択・提供を行った。 

・補助金説明会や地域活動協議会活性化セミナーにおいて連
携協働のメリットが実感できるよう事例の情報提供等を行
った。 

西
区 

・連携促進に向け、情報のストックや地域ニ
ーズの把握を進め連携に向けた支援を行
う。 

・地縁型団体の会議等に出席し、情報提供、情報のストック
や地域ニーズの把握を進め連携に向けた支援を行った。 

港
区 

・担当職員間の情報共有やまちづくりセンタ
ーと連携しながら、地縁型団体の課題やニ
ーズを把握し、他の活動主体との連携協働
のメリットが実感されるよう事例の情報提
供を行い、新たな連携が創出されるよう支
援を行う。 

・市民活動支援情報提供窓口への相談等から地縁型団体の課
題やニーズを把握し、必要に応じて他の活動主体との連携
について情報提供や交流の場づくりなど、新たな連携が創
出されるよう支援を行った。 

・地域活動をテーマに研究している大学と地域活動協議会と
の間で、地域活動の企画に関する意見交換会の開催や地域
活動の参画についてコーディネートした。 

・ＩＣＴのノウハウをもつ市民活動団体と地域活動協議会の
交流の場を提供し、地域活動協議会がＩＣＴを活用した地
域活動の取組を開始した。 

大
正
区 

・まちづくりセンターを通じて、地域団体間
の連携・協働に向けた支援を行う。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会等を通じ、他の地域
活動協議会での事例の紹介や地域担当から様々な機会を通
じた事例の紹介等を行うとともに、まちづくりセンターを
通じて地域団体間の連携・協働に向けた支援を行った。 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを通じて、地域ニーズ
を聞き取り、地域活動協議会に連携できる
可能性が高い情報を提供し、新たな連携が
創出されるよう支援を行う。 

・まちづくりセンターを通じて各地域に連携を希望する内容
のアンケートを行った。（６、７月） 

・連携を希望する地域について、学校等との連携調整を行っ
た。 

浪
速
区 

・各地域活動協議会の会議の場に、地域担当
職員・まちづくりセンターが参画し、各地
域の特性や課題・実情を把握しつつ、作成
された「地域カルテ」を活用し、各地域の

・「地域カルテ」を活用した地域課題の抽出及び方策を検討
し、企業や団体、学生ボランティアとのマッチング事例な
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

ニーズに適した、より連携協働のメリット
が活かされる交流・コーディネートの場を
提供する。 

ど他地域の好事例を情報提供しながら地域ニーズに沿った
支援を行った。 

 

西
淀
川
区 

・市民活動団体、企業等、行政といった多様
な活動主体間の連携協働の促進に向けて、
各地域の実情に応じた支援を行う。 

・市民活動団体、企業等、行政といった多様な活動主体間の
連携協働の促進に向けて、交流会を実施（６月）するとと
もに、必要に応じて各地域への支援を行った。 

淀
川
区 

・中間支援組織が発行する「まちセン通信」
にて、地域やボランティア活動に役立つ情
報を発信する。（隔月発行） 

・広報誌、ホームページ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報媒体を活用した情報
発信を行う。 

・まちセン通信の発行を通じて、地域やボランティア活動に
役立つ情報提供を行い、活動支援を行った。（５、８、１月） 

・広報誌にて「地活協ってなぁーに？」コーナーを連載し、
情報発信を行った。 

東
淀
川
区 

・毎月開催している地域連絡会議において、
地域活動や暮らしに役立つ情報の提供を行
う。 

・毎月開催している地域連絡会議において、地域活動や暮ら
しに役立つ情報の提供を行った。 

東
成
区 

・地域活動協議会と団体や事業者が連携して
行うコミュニティの活性化事業を募集する
とともに、地縁型団体にも同事業活動報告
会への参加案内を行うなど、関係者に呼び
かけて事業を実施する。 

・地域活動協議会と団体や事業者が連携して行うコミュニテ
ィの活性化事業を９地域で実施し、新たな連携創出につな
がった。 

 

生
野
区 

・中間支援組織と連携して、区内のＮＰＯ、
企業などの情報を地域へ公表する。また、
それを地域活動協議会が活用していけるよ
う支援する。 

・中間支援組織と連携し、区内のＮＰＯ、企業などの情報を
集約し、地域へ公表できるよう編集を行った。 

 

旭
区 

・地縁型団体とＮＰＯ/企業等との連携事例を
収集し、地域活動協議会連絡会議及びワー
クショップ等で情報発信を継続的に行うこ
とで利用促進を図る。 

・地縁型団体とＮＰＯ/企業等との連携事例を収集し、ワーク
ショップ等で情報を発信するとともに、話し合いの場を持
つことで、地縁型団体とＮＰＯ/企業等が連携する意義に対
する理解促進を図った。 

城
東
区 

・「防災」への関心が高まっている状況を捉え
て「企業・ＮＰＯ・学校・地域交流会」を
開催する。 

・「企業・ＮＰＯ・学校・地域交流会」につい
て防災以外のテーマとなるため、２か月に
１回の開催を予定している「わがまち防災
講座」において、情報提供を行う。 

・必要に応じた情報提供をまちづくりセンタ
ーから各地域へ適宜行う。 

・10 月に「企業・ＮＰＯ・学校・地域交流会」を開催した。 
・上記交流会テーマを「防災」とし、情報提供を予定してい
たが、テーマ変更となったため、まちづくりセンターと区
ボランティア・市民活動センターが連携して取り組んでい
る「わがまち防災講座」（４～２月開催:計 10 回）を通じて、
情報提供を行った。 

 

鶴
見
区 

・防災・防犯活動等を通じ、地域活動協議会
とＮＰＯ・企業等が連携する取組を推進す
るとともに各地域で情報の共有を図る。 

・各地域での防災訓練等を実施するにあたり、事前の打ち合
わせ段階で災害時地域協力貢献事業所・店舗と連携して取
り組むよう、地域に働きかけを行った。 

・防災活動を通じて、地域活動協議会と企業が連携して取組
ができるよう支援した。 

・地域防災連絡会において各地域の訓練の取組内容の詳細に
ついて情報共有を図った。 

阿
倍
野
区 

・市民活動に関する相談窓口で情報提供等の
支援を行う。 

・市民活動に関する相談窓口について、ホームページ掲載等
により周知し、情報提供等を行った。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会や企業・ＮＰＯ・学
校・地域交流会において、交流会を契機に
生まれた活動事例及び他の活動主体との連
携協働のメリットを紹介する。 

・企業ＮＰＯ学校地域交流会を開催し、事例共有を行った。 
・会長会において、開催内容や活動内容について周知を行っ
た。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

住
吉
区 

・見守り支援や防災・防犯活動を通じ、地域
活動協議会とＮＰＯや企業等が連携した取
組を推進するとともに、各地域で情報の共
有を図る。 

・空家等対策推進ネットワークとの連携を促
進する。 

・総合防災訓練で災害時協力事業所や地元企業と地域活動協
議会が連携して訓練を実施した。 

・空家等対策推進ネットワークのメンバーである地域活動協
議会会長会において、地域活動に活用できそうな空家の情
報提供を依頼する等し、連携を図った。 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え理解促進を図る説明を行
う。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助金説明会等、
各地域における会議の場などで、区役所及び中間支援事業
者が企業・学校等との連携や広報・情報発信について説明
を行い、理解促進を図った。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携して、団体同士の連携できるマッチング
手法を検討する。 

・中間支援組織を活用し、Web 上での情報共
有ツールを提供する。 

・区内地域活動協議会の活動を情報提供・交
換できる機会の設定を検討する。 

・ふれあい喫茶や食事サービスなど他地域の活動を視察でき
るよう中間支援組織（まちづくりセンター）が各地域活動
協議会の会長同士のマッチングを１件実施した。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用して、クラウ
ドシステムを使い Web 上で情報のやり取りができるよう
にした。 

・地域活動協議会会計説明会の場を活用し、地域間の意見交
換を行った。 

西
成
区 

・地縁型団体については、団体の課題やニー
ズに応じた活動が行えるよう、他の活動主
体との連携を図るべく、適切な支援メニュ
ーの情報提供を行う。 

・団体の特性に応じた相談対応が行えるよ
う、他区の取組事例の情報収集と中間支援
組織との共有を進める。 

・地縁型団体については、団体の課題やニーズに応じた活動
が行えるよう、他の活動主体との連携を図るべく、ポータ
ルサイトなどの適切な支援メニューの情報提供を行った。 

・団体の特性に応じた相談対応が行えるよう、他区の取組事
例の情報収集と中間支援組織との共有を進めた。（月２回） 
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取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・31 年３月に開催した異業種交流イベントで
生まれた様々な事業成果を地域活動連絡会
議で紹介したことで、新たな連携への創出
へとつながった。 

・まちづくりや社会貢献活動を行う、団体・
企業・学校などの「情報交換・交流の場」
として、日曜開庁時（４、５、10、２月除
く）に「日曜サロン」を開催したことで、
区民間の新たなつながりが生まれ、区民カ
ーニバルへのブース出展も行った。 

・支援ニーズ、団体間の連携の糸口を把握す
るため、まちづくりコンサルティング会社
等に訪問し、地域まちづくり検討会の開催
につなげ、地域企業等とのコミュニティ形
成につながった。 

・目標①について、元年度目標を達成しており、引き続き、
これまでの取組を進める。 

都
島
区 

・ＮＰＯ等市民活動団体へ「市民活動総合ポ
ータルサイト」（以下「ポータルサイトとい
う。）の活用を促すため、区役所においてリ
ーフレット等の配架による情報提供を実施
した。 

・各地域の活動団体間の連携のきっかけとな
るよう、区民まつり、大川かたづけ隊、ク
リーン作戦、ゆめまちロード Osaka 京橋な
どを実施したほか、まちづくりセンター主
催でのつながりづくりのイベントを行っ
た。 

・目標①については、まちづくりセンターの
自主事業である「企業マッチング」により、
新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等
とが連携した取組が合計 34 件あった。 

・目標①について、取組期間中に達成できた。情報提供を継
続するとともに、各地域団体の連携のきっかけとなるよう、
区民まつり、大川かたづけ隊、クリーン作戦など、引き続
き事業実施に取り組む。 

福
島
区 

・29 年度からの３年で、新たに地域活動協議
会とＮＰＯ及び企業などが連携し、「地域活
動協議会交流会」や「福島区ＮＰＯ交流会」
などの取組 21 件を実施した。 

・中間支援組織を活用しながら、市民活動団
体、企業等、行政といった多様な活動主体
間の連携協働の促進のため、地域活動協議
会交流事業やＮＰＯ交流会を開催した。 

・まちづくりセンターと連携して、補助金申
請説明会の場で、ポータルサイトについて、
ＮＰＯや企業の連携事例などを情報提供
し、登録や活用を促した。 

・区内の銀行から申し出のあった内容を区役
所を通じ地域団体へ紹介することで、特殊
詐欺の注意喚起など各種講座等が地域で開
催されるなど、交流の場づくりを支援した。 

・地域団体が実施する清掃活動について、区
役所が橋渡しを行うことで地域の企業が協
働して活動されることになった。 

・子育て世代など、若い世代の人材を地域活
動へ参加・参画するきっかけとして、子育
てサロンを活用した子ども服交換会を実施
した。 

・まちづくりセンターを活用しながら、市民活動団体、企業
等、行政といった多様な活動主体間の連携協働を促進する
ため、交流事業を開催していく。 

・まちづくりセンターと連携して、ポータルサイトについて、
地域に対してＮＰＯや企業の連携事例などを情報提供し、
登録や活用を促していく。 

・全地域活動協議会を対象にした交流に加えて、各地域に必
要な交流内容を精査し、まちづくりセンターが持つノウハ
ウを活用して事業開催を検討していく。 

此
花
区 

・各地域活動協議会運営委員会や区役所、区
民ホールなどでポータルサイトを紹介した
り、連携・協働を求める団体の情報取集、
窓口に来庁された団体の情報を各地域活動

・まちづくりセンターと連携して、各地域活動協議会に情報
提供するなど支援につとめ、各地域における事業等で連携
した企業・ＮＰＯ等が引き続き連携・拡充していく支援を
行っていく。 
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協議会へ情報提供を行うなど、地域活動に
おける支援を行った。目標①について５件
を目標としていたが、各地域で企業等と連
携をすすめ、29 年度より毎年上回る成果を
上げた。 

中
央
区 

・市民活動支援情報提供・相談窓口やポータ
ルサイトを活用して、ＮＰＯ、企業等多様
な主体と地域活動協議会との連携を促すと
ともに、中間支援組織による地域活動協議
会への支援の中で、多様な主体との連携事
例の情報提供や、各地域への適切な支援メ
ニューの選択・提供を行った。 

・結果、各地域において必要に応じて企業と
の連携が進んでおり、３年間で新たに地域
活動協議会とＮＰＯ、企業等とが連携して
取組を行った件数は 19 件となった。 

・目標①について、元年度目標は未達成であったが、引き続
き、地域活動協議会と多様な主体との連携を促進するため、
各地域のニーズに応じて必要な情報や、支援メニューの提
供を行っていく。 

西
区 

・連携促進に向け、情報のストックや地域ニ
ーズの把握により、連携に向けた支援を行
った。 
地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等とが連
携した取組として、30 年度：５件、元年度：
５件を達成した。 

・区の貴重な地域資源である「公園」を活用
した取組(にし恋マルシェ、靱公園バラ園コ
ンサートなど）に、地域課題の解決や地域
活力向上の取組を進める新たな活動主体の
参加も見られ、多様な活動主体のネットワ
ークづくりが広がっている。 

・引き続き情報のストックや地域ニーズの把握を行うととも
に、多様な活動主体の取組支援を通じて連携促進を図って
いく。 

港
区 

・全地域活動協議会がポータルサイトへ登録
した。 

・ＮＰＯや大学、医療機関など様々な団体と
の連携が生まれ、地域課題の解決に向けた
取組が進められるようになった。 

・目標①に対する実績値について、各年度目
標を達成し一定の成果を上げることができ
た。 

・地域課題に対して、地域単独で取組が困難なものについて
は、多様な主体との連携について提案し、地域の理解を得
ながら進められるよう支援していく。 

大
正
区 

・地域包括支援プロジェクトチーム会議等を
通じて地域担当職員への情報共有を行うと
ともに、地域活動協議会の会議の場や委員
長会等を通じ、他の地域活動協議会での事
例の紹介や地域担当から様々な機会を通じ
た事例の紹介等を行い、また、まちづくり
センターを通じて地域団体間の連携・協働
に向けた支援を行うことができた。 

・29 年度、リノベーションの専門知識を持つ
建築業者や宅建 業者、金融機関、行政が一
体となり設置された「大正・港エリア空き
家活用協議会（WeCompass） 」によって
空家の利活用を促進し、その後、区内にお
ける空家調査・空家利活用への取組を進め
るなど、交流やコーディネートの場づくり
を行うことができた。また、区内の小中学
生及びその保護者の方をメインターゲット
とした「ものづくりフェスタ」を、高校、
大学、その他様々な業種の企業と連携し、
毎年開催した。 

・目標①について、令和元年度目標の達成に至っていないこ
とから、今後も区役所とまちづくりセンターが連携し、ホ
ームページやＳＮＳ等の様々な広報媒体を活用した情報発
信など、地域活動協議会の広報の充実にかかる支援を行い、
多様な主体とのつながりの拡充を促す取組を進める。 

・交流やコーディネートの場づくりについても、空家調査・
空家利活用やものづくりフェスタを通じて行っていく。 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを通じて、地域活動協
議会へ連携、協力可能な企業や学校等の情
報提供や連携の調整を行うことで地域活動
協議会とＮＰＯ、企業等との連携した取組

・元年度目標について達成しており、継続してまちづくりセ
ンターを通じて、地域活動協議会へ連携・協力可能な企業
や学校等の情報提供や連携の調整を進めていく。 
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を行うことができた。 

浪
速
区 

・催事（防災訓練等）実施の告知や成果報告
をＳＮＳやポータルサイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒体を用いて広く周知
し、つながりの端緒、機会を広げた。 

・新たな交流やコーディネートの場づくりを
目的とした事業を実施した。ＳＮＳ等を活
用した幅広い層からの参加を得た。また、
事業を通じてつながったＮＰＯや企業、各
種団体と地域とのマッチングを行った。 

・「地域カルテ」を活用した地域課題の抽出及
び方策を検討し、企業や団体、学生ボラン
ティアと地域をマッチングするなど地域ニ
ーズに沿った支援を行うとともに、各地域
の好事例や取組等の共有に努めた。 

・新たなコミュニティ醸成を目的とした地域清掃事業を実施
しており、併せて区内３拠点にてフードドライブ・子ども
服の回収も行っている。ＳＮＳ等を活用した幅広い層から
の参加を募ることにより第一層に止まらない多数の参画者
を得ている。また事業を通じてつながった企業・各種団体
と地域とのマッチング事例もあることから今後も引き続き
取組を進める。 

・他の活動主体と地域との連携協働のメリットが実感される
よう、各地域に対し好事例等の情報共有を図るとともに、
地域課題に応じたマッチングを支援する。 

西
淀
川
区 

・ものづくり企業と地域住民との交流イベン
ト「西淀川ものづくりまつり」を毎年８月
に開催して、西淀川区がものづくりのまち
であるという認知度を高めるとともに、区
内の特色のある企業の情報を区のホームペ
ージで発信することにより、また、ものづ
くりレンジャーが作成したパンフレットを
「ものづくりまつり」に展示することによ
り、区民や区内外の企業に「ものづくりの
まち西淀川区」をアピールした。 

・商店街の魅力向上を図るため、３年間で計
７回、商店街や地域集会所等で地域資源や
特産品をＰＲするイベント開催した。 

・「ものづくりのまち」であるという認知度が、毎年、増加し
ており、西淀川区の特色の１つとなってきていることから、
今後も継続して取り組んでいく。 

・商店街イベントの満足度が非常に高いことから、今後とも
継続して取り組んでいく。 

淀
川
区 

・多様な主体が交流できる場の開催：３年間
累計６回開催 

・地域との新たな連携事例：３年間累計 33 件 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携し、多様な
主体が交流できる場の開催や、地域とのコーディネートの
支援を行う。 

東
淀
川
区 

・東淀川みらい EXPO 等、多様な主体からの
参加者同士の交流が持てるようなイベント
や地域活動協議会への情報提供を継続して
実施してきた結果、３年間にわたり目標を
達成することができた。 

・市民活動団体や企業とのつながりから、多岐に渡る地域課
題が解決することもある為、つながりづくりを意識した取
組を引き続き実施していく。 

東
成
区 

・交流やコーディネートの場づくりについ
て、まちづくりセンターと連携し、定期的
に交流会を開催することにより、情報発信
や交流の機会の場の提供につながった。 

・地縁型団体への情報提供について、地域活
動協議会と団体や事業者が連携して行うコ
ミュニティの活性化事業を２年間実施し、
延べ 17 地域で事業実施となりネットワー
ク拡充につながった。 

・各活動主体の連携が活性化されている。今後は、まちづく
りセンターとも連携し、既存の連携の継続・新規の連携創
出の双方について支援していく。 

生
野
区 

・幅広い世代の住民が地域活動について興味
を持ち、さらに、地域活動の新たな担い手
へとつながるよう、誰もが気軽に参加し、
交流できる場の提供としてまちカフェを開
催した。また、生野区内のＮＰＯ、企業な
どの情報を集約したものを地域へ公表し、
それを地域活動協議会が活用していけるよ
う支援を行うことで目標を達成した。 

・目標：新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び
企業等とが連携した取組を行った件数 

29 年度 目標：５件 達成状況： ５件 

・一定成果を上げていることから引き続き、中間支援組織と
連携して、ＮＰＯ、企業など地域のまちづくりに関する様々
な活動主体と地域とのネットワークを築く支援を行う。ま
た、幅広い世代の住民が地域活動について興味を持ち、さ
らに、地域活動の新たな担い手へとつながるよう、誰もが
気軽に参加し、交流できる場を提供や、区内のＮＰＯ、企
業などの情報を地域へ公表し、それを地域活動協議会が活
用していけるよう支援を行っていく。 



133 
 

 取組期間の成果 今後の方向性 

30 年度 目標：５件 達成状況：13 件 
元年度 目標：５件 達成状況：13 件 

旭
区 

・他区や他の自治体における企業・ＮＰＯ等
との連携事例を提供したことなどにより、
全地域活動協議会において、企業等との連
携（見守り相談室（30 年度）等）につなが
った。 

・すでに全地域活動協議会において企業等と連携している
が、引き続き地域が抱える課題解決等のため、さらなる連
携が有効であることの認識を高める必要があることから、
多様な協働（マルチパートナーシップ）の推進に向けて、
他区や他の自治体における連携事例の情報を収集し、地域
活動協議会に提供する。 

城
東
区 

・取組①については、29 年度から地域活動協
議会の会議等でポータルサイトについての
周知を行ってきたが、30 年度から開催して
いる「企業・ＮＰＯ・学校・地域交流会」
の中で交流コーディネートに併せ、同サイ
トについて説明でき、元年度中に２地域が
同サイトへの団体登録を行った。 

・取組③については、30～元年度にかけて「企
業・ＮＰＯ・学校・地域交流会」を４回開
催し、参加団体間の交流コーディネートや
ディスカッションが実施できた。 

・元年度の第４回以降ではあるが、同交流会
参加者有志により企画運営座談会が立ち上
げられ、参加者による主体的な運営を推進
していく動きを誘発することができた。 

・取組④については、29 年度から地域活動協
議会連絡会等において具体の取組事例の報
告や情報交換等を行ってきたが、元年度か
らはまちづくりセンターと区ボランティ
ア・市民活動センターが連携して取り組ん
でいる「わがまち防災講座」を通じての情
報提供も行うことができた。 

・取組①については、次年度以降の「企業・ＮＰＯ・学校・
地域交流会」の中でも積極的な交流コーディネートやポー
タルサイトについての説明を行い、同サイトへの団体登録
を推進していく取組を継続する。 

・取組③については、元年度に派生した「企業・ＮＰＯ・学
校・地域交流会」同交流会参加者有志による企画運営座談
会という自発的な動きを阻害することなく、参加者による
主体的な運営を推進していく。 

・取組④については、次年度からも区ボランティア・市民活
動センター等との連携を維持し、区内開催の各種講座等を
中心に情報提供を継続する。 

鶴
見
区 

①地域活動協議会へのメール配信やチラシの
配付などにより、ポータルサイトへの登録
には至らなかったものの、ポータルサイト
について問合せを受けることもあり、興味・
関心を持ってもらうことができた。 

③まちづくりセンターと連携し、地域活動研
究会「ツルラボ」を開催し、各地域の担い
手と交流を図るとともに、参加対象を限定
せず広く参加を募り、多様な活動主体との
連携を図ることができた。 

④各地域での防災訓練等の実施にあたり、事
前の打ち合わせ段階で災害時地域協力貢献
事業所・店舗と連携して取り組むよう働き
かけを行うとともに、各地域に対し情報共
有を図ることで訓練内容の充実に向けた支
援を行うことができた。 

①今後も定期的に地域活動協議会へメール配信を行うことに
より周知を図っていく。 

③ツルラボの参加者と地域とのマッチング事例も出てきてお
り、効果があらわれてきていることから、引き続き取組を
継続する。 

④防災・防犯活動等を通じ、地域活動協議会とＮＰＯ・企業
等が連携する取組を推進するとともに、各地域における実
施内容等の情報共有を継続して実施する。 

阿
倍
野
区 

①様々な活動主体の情報収集 
・ポータルサイトの活用促進のため地域活動

協議会をはじめとする各団体に情報提供を
行った。地域活動協議会会長などが出席す
る地域連絡会議で、ポータルサイトの活用
について説明を行った。 

③交流やコーディネートの場づくりなど 
・地域活動協議会と、各種団体、ＮＰＯ、学

校、企業等との交流会「あべのほっとカフ

①様々な活動主体の情報収集 
・地域活動協議会会長などが出席する地域連絡会議等で、ポ
ータルサイトの活用について説明を行う。 

③交流やコーディネートの場づくりなど 
・地域活動協議会と、各種団体、ＮＰＯ、学校、企業等との
交流会「あべのほっとカフェ」事業において地域活動協議
会と各種団体等との意見交換会を開催し交流を図る。 

④地縁型団体への情報提供など 
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ェ」事業において意見交換会を開催し交流
を図った。 

④地縁型団体への情報提供など 
・市民活動に関する相談窓口で情報提供等の

支援を行った。 

・市民活動に関する相談窓口で情報提供等の支援を行う。 

住
之
江
区 

・地域活動応援サークルの開催支援を行っ
た。また、地域活動協議会会長会や企業・
ＮＰＯ・学校・地域交流会において、交流
会を契機に生まれた活動事例及び他の活動
主体との連携協働のメリットを紹介する
等、多様な活動主体間の連携協働の促進に
向け支援を行うことができた。 

・今後も継続して、地域活動応援サークルが地域活動協議会
と連携していけるよう、支援を実施する必要があり、「地域
活動応援サークル」の運営支援を中間支援組織とともに行
い、地域活動協議会と他の活動主体のさらなる連携を促進
する。 

・企業と連携・協働した取組を、新たに広げていく地域があ
る一方、継続取組に至らない地域があるため、取組が進ん
でいない地域には他地域の情報を提供し、動機づけするな
ど、地域実情に合わせたよりきめ細やかな支援を行ってい
く。 

住
吉
区 

・まちづくりセンターによる「交流ライブ」
の実施（全７回）により、企業やＮＰＯと
地域活動協議会の連携が数多く生まれた。
地域活動協議会とＮＰＯが連携してパソコ
ン教室を開催し、新たな担い手を育成する
などの取組も進んでいる。 

・目標①に対する実績値については、29 年度
６件、30 年度 17 件、元年度 13 件と一定の
成果を上げることができた。 

・地域課題を共有する場として、地域以外の
企業・ＮＰＯ・ボランティアが参加する地
域座談会を 30 年度３地域、元年度新たに
３地域で開催し、地域課題を共有すること
で解決に向けての議論を進めた。 

・「交流ライブ」を継続し、引き続き企業等と地域活動協議会
の連携を促進する。また、連携事例を地域活動協議会会長
会等で情報共有するとともに、継続的に連携が実施される
よう取り組んでいく。 

・地域座談会については、課題解決に向けた取組の方向性が
出されるなど効果がみられるので、引き続き全 12 地域で
取り組めるよう進めていく。 

東
住
吉
区 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び
補助金説明会等、各地域における会議の場
などで、区役所及び中間支援事業者がポー
タルサイトについて説明を行い、理解促進
を図った。また、企業・学校等との連携や
広報・情報発信について説明を行い、理解
促進を図った。 

・各包括圏域単位で健康講座を開催し、はつ
らつ脳活性化元気アップリーダー同士や、
地域の高齢者が包括圏域で情報交換・交流
を図った。 

・今後も地域活動の担い手発掘、育成が必要であり、さらな
る企業や学校等との連携や広報・情報発信に向け、区役所
及び中間支援事業者が引き続き支援を行っていく。 

・包括圏域に限定しない形での健康講座の開催を検討し、引
き続き元気アップリーダー・地域高齢者の交流・情報交換
を図っていく。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活
用し、他地域の事案説明・視察や団体間の
情報交換ができるようクラウドシステムの
活用・会計説明会などの場において地域間
の意見交換などの支援を実施した。 

・目標①について、30 年度には 11 件の新たな企業等との連
携した取組がなされており、以降継続しているため、今後
は中間支援組織（まちづくりセンター）も活用し、各地域
活動協議会への継続的な支援を実施していく。 

西
成
区 

・ポータルサイトの登録・活用への支援に取
り組み、結果２地域での登録につながった。 

・ポータルサイトへの登録については引き続き支援を進める
とともに、登録した地域については、活用事例を提供する
などさらなる取組を進める。 
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柱１-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

        

元年度目標の達成状況 

目標①「まちづくりセンター等の支援を受けた団体が支援に満足している割合」 

29 年度目標 

75.0% 

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
89.0% 
90.0% 85.8% 未達成 

都島区 
82.0% 
89.0% 89.2% 達成 

福島区 
96.0% 
97.0% 87.1% 未達成 

此花区 
93.0% 
94.0% 98.2% 達成 

中央区 
88.0% 
90.0% 89.6% 未達成 

西区 
75.0% 
78.0% 80.8% 達成 

港区 
90.0% 
97.0% 90.7% 未達成 

大正区 
81.0% 
82.0% 70.4% 未達成 

天王寺区 
90.0% 
91.0% 94.8% 達成 

浪速区 
77.0% 
95.0% 78.4% 未達成 

西淀川区 
75.0% 
76.0% 73.8% 未達成 

淀川区 
77.0% 
79.0% 82.9% 達成 

東淀川区 
65.0% 
75.0% 47.0% 未達成 
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29 年度目標 

75.0% 

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
85.0% 
86.0% 70.4% 未達成 

生野区 
75.0% 
78.0% 78.8% 達成 

旭区 
75.0% 
80.0% 78.0% 未達成 

城東区 
75.0% 
87.0% 76.4% 未達成 

鶴見区 
82.0% 
85.0% 86.6% 達成 

阿倍野区 
85.0% 
88.0% 81.6% 未達成 

住之江区 
85.0% 
90.0% 90.2% 達成 

住吉区 
80.0% 
85.0% 80.7% 未達成 

東住吉区 
75.0% 
76.0% 90.6% 達成 

平野区 
82.0% 
83.0% 86.7% 達成 

西成区 
87.0% 
88.0% 86.1% 未達成 
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柱１-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

 

元年度目標の達成状況 

目標②「各区において派遣型の地域公共人材が活用された件数」 

29 年度目標 

各区１件  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

北区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

都島区 
各区１件 
各区１件 ２件 達成 

福島区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

此花区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

中央区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

西区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

港区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

大正区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

天王寺区 
各区１件 
各区１件 ２件 達成 

浪速区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

西淀川区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

淀川区 
各区１件 
各区１件 ６件 達成 

東淀川区 
各区１件 
各区１件 ２件 達成 
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29 年度目標 

各区１件  

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度実績 元年度目標の評価 

東成区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

生野区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

旭区 
各区１件 
各区１件 ３件 達成 

城東区 
各区１件 
各区１件 ２件 達成 

鶴見区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

阿倍野区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

住之江区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

住吉区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

東住吉区 
各区１件 
各区１件 １件 達成 

平野区 
各区１件 
各区１件 ０件 未達成 

西成区 
各区１件 
各区１件 ２件 達成 
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柱１-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

        

元年度取組の実施状況 

取組①「まちづくりセンター等による支援についての評価基準の設定と支援内容の見直し」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域運営アドバイザー（非常勤嘱託職員）へ
の支援体制見直しにより、他都市事例収集
や研修等を行い、職員のスキルアップを図
りながら、地域支援にあたる。 

・これまで以上に地域と区役所がより密接に
連携しながら、地域の成熟度やニーズ、実情
を把握し、重点的かつ効果的に支援する。 

・地域活動協議会の自律運営を促進するため、
①マンションと地域のつながりづくり、②
地域の適正な会計事務の確保、③自主財源
確保に向けたＣＢ/ＳＢ、④地域と企業、学
校との連携・協働を重点支援する。 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し（31 年４月～ 非
常勤嘱託化）を行い、他区との意見交換のほか、地活協まち
づくりフォーラムや地域まちづくり検討会への参加によ
り、職員のスキルアップを図りながら、地域支援にあたっ
た。 

・地域の成熟度やニーズを把握したうえで、会計様式等の変更
や簡素化を図り、その改正内容を地域ごとに個別に説明す
るなど、重点的かつ効果的に支援した。 

・地域活動協議会の自律運営を促進するため、防災講座等を開
催し「①マンションと地域のつながりづくり」を推進し、会
計様式等の変更や簡素化により「②地域の適正な会計事務
の確保」を行い、資源ごみコミュニティ回収の取組により
「③自主財源確保に向けたＣＢ/ＳＢ」を進め、「④地域と企
業、学校との連携・協働」による合同防災講座等を開催する
など、重点支援した。 

都
島
区 

・アンケート実施などによる地域課題等を把
握し、地域実情に即した支援を行う。 

・委託事業者評価会議での 30 年度評価結果を反映した支援計
画の策定を行った。（４月） 

・支援実績の評価及び見直しを行った。（10、３月） 

福
島
区 

・まちづくりセンターとの毎週の連絡会で支
援内容を適宜改善し、より満足度の高い地
域活動の実施を促す。 

・一律の支援方針ではなく、地域事情に応じて
支援内容の重点を変えて支援する。 

・まちづくりセンターと毎週連絡会を開催しながら支援内容
を適宜改善し、より満足度の高い地域活動の実施となるよ
うに促した。 

・全地域一律の支援方針ではなく、地域実情に応じて支援内容
の重点を見直しながら支援していくよう検討・指導した。 

此
花
区 

・地域ニーズを把握し、地域実情に沿った支援
を実施していく。 

・各地域活動協議会運営委員会や地域行事などに出席し、地域
情報の把握に努めるとともに、個別の事業における運営方
法の相談や、新しい担当者への会計支援などを実施した。 

中
央
区 

・会計支援のデジタル化を中心に、中間支援組
織（まちづくりセンター）を活用し支援す
る。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用した支援の中で、
会計支援を中心とした適切な支援メニューの選択・提供を
行ないデジタル化を進めた。 

西
区 

・地域の特性や課題、ニーズに応じ、自律に向
けた支援を実施する。 

・住民の地域活動への参加促進や地域の広報紙の作成支援な
ど、日常の支援等を通じ地域の特性や課題、ニーズに応じ、
自律に向けた支援を実施した。 

港
区 

・地域活動協議会の自律的運営に向けた支援
を進めるため、まちづくりセンターと連携
して、地域の現状や課題を分析し、地域実情
に即した支援計画を作成のうえ、きめ細か
な支援を行う。 

・各地域活動協議会の活動や運営の状況を把握し、それぞれの
課題を分析し、その課題解決に向けた地域ごとの支援計画
を作成するとともに、定期的にまちづくりセンターと地域
に関する情報共有や適切な支援手法について検討し、地域
実情に即した支援を行った。 

大
正
区 

・まちづくりセンターが、区役所と連携を図り
ながら、社会の変化やニーズを機敏に把握
し、地域活動協議会の自律運営に向けた支
援内容の見直しを行い、地域の実情に即し
た支援を行う。 

・大正区地域まるごとネット（仮称）構築に向
けた地域福祉・地域防災機能の強化にかか
る支援 

・地域の将来像の共有に向けた支援 
・地域活動協議会補助金の申請・執行・精算業
務の自律的な運用に向けた支援 

・地域団体間の連携・協働に向けた支援や、開
かれた組織運営、会計等の透明性確保に向
けた助言・指導 

・『まちづくりセンター等による地域活動協議会への支援の効
果検証と今後の支援のあり方について（元年９月 区長会議 
安全・環境・防災部会）』に基づき、各区の意見を踏まえ市
民局が取りまとめた、２年度以降の事業評価及び仕様書作
成にかかる「報告書に基づく今後の取扱いについて」を踏ま
え、次年度の評価基準の確認を行うとともに、２年度の委託
内容について見直しを行い、公募型プロポーザル方式によ
り事業者を公募した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを活用して、各地域内で
の地域カルテの情報共有内容の浸透を図る
とともに、地域ごとに優先すべき内容に応
じた支援を行う。 

・まちづくりセンターを通じて各地域に連携を希望する内容
のアンケートを実施した。 

・連携を希望する地域について、学校等との連携調整を行っ
た。 

浪
速
区 

・「地域カルテ」を活用した新たな社会資源の
掘り起こしや活用、また各種講習会の開催
など新たな担い手の発掘・育成や財源確保
に向けた支援を行う。 

・企業やＮＰＯ、専門学校等と地域とのマッチ
ングや協働事業の開催など、持続可能な地
域社会づくりに向けた支援・取組に注力す
る。 

・「地域カルテ」を活用し、マンション住民をターゲットとし
た防災イベント実施や、新たな担い手発掘を目的とした参
加型講演会を開催した。また、区内の企業、日本語学校、各
種団体等への積極的なアプローチを行い、地域コミュニテ
ィとのマッチングを図った。 

・企業やＮＰＯ、専門学校等と地域とのマッチングや協働事業
の開催など、持続可能な地域社会づくりに向けた支援・取組
を行った。 

西
淀
川
区 

・中間支援組織が、地域一律の支援ではなく、
地域の特性に即して、区役所職員と連携し
て支援を行う。 

・昨年１年間で培った地域との関係性を踏ま
え、さらに関係づくりを行いながら、他の課
題にも取り組む。 

・中間支援組織が、会計業務を支援するなどさらに地域との関
係づくりを行いながら、地域一律の支援ではなく、駅前清掃
活動プロジェクトの企画など地域の特性に即して、区役所
職員と連携して支援を行った。 

 

淀
川
区 

・地域が自律的に運営できるよう、中間支援組
織（まちづくりセンター等）が、地域カルテ
の更新作業等を通じて、きめ細やかなノウ
ハウ伝達を図る。 

・地域の実情や活動者からの要望等に応じた
きめ細やかな支援を行う。 

・区政会議において、中間支援組織（まちづくりセンター等）
の支援についての要望を聴取し、中間支援組織にフィード
バックすることで、各地域のニーズに合わせた支援の実現
に努めた。（５、１月） 

東
淀
川
区 

・交流の場として「東淀川みらい EXPO」の
実施 

・住民主体の魅力発見プロジェクトイベント
の実施 

・地域支援用資料を用いた「地域カルテ」作成
支援を行い地域の将来ビジョンを共有す
る。 

・広報学習会を開催する。 

・東淀川みらい EXPO（８、12 月）を開催した。 
・東淀川魅力発見プロジェクト（会議 12 回、イベント１回）
を実施した。 

・東淀川図書館主催のイベントに東淀川魅力発見プロジェク
トメンバーが協力する形で参加した。（８月） 

・ＢＣＰ学びの場（８、12 月）を開催した。 
・１地域において、地域カルテの作成を支援した。 
・「Word でつくる技ありチラシ」と題してパソコンを使った
広報講座を実施した。 

東
成
区 

・各地域活動協議会の更なる自律運営に向け、
まちづくりセンター等による支援内容の整
理を行う。 

・まちづくりセンターと定期的な意見交換を行い、地域の特性
や課題に合わせた支援となるよう、整理・改善を行った。 

・２年度のまちづくりセンターの業務（仕様書）の見直しを行
った。 

生
野
区 

・大きな公共を担う活力ある地域社会づくり
に向けた地域の様々な取組にあたり、中間
支援組織と連携し、各地域の実情に応じた
支援策を講じる。 

・「地域の将来像の共有」「担い手の拡大」など
地域活動協議会の自律運営に向けた活動を
促進する取組を実施する地域を支援する。 

・中間支援組織と連携し、各地域実情に応じた支援を実施し
た。 

・「地域の将来像の共有」「担い手の拡大」について、地域内で
話し合う必要性について各地域活動協議会の理事長に呼び
かけた。 

旭
区 

・地域活動協議会連絡会議等を通じて、まちづ
くりセンターの支援内容等について一層の
理解の浸透を図る。 

・地域活動協議会連絡会議において、まちづくりセンターにか
かる説明を行った。 

・地域ごとに担当職員を定め、きめ細かく支援できるよう取り
組んだ。 

・各地域のニーズ把握等によるさらなる支援に取り組み、より
一層の理解浸透を図った。 

城
東
区 

・まちづくりセンター評価会議資料をもとに、
地域ごとに会計事務が安定継続的に実施で
きているか、まちづくりセンターと検討・協
議を行い、概ね順調に取り組めていると評
価できた地域に対して「地域の将来像の共
有」に向けた地域課題やニーズへの対応に

・地域が主に必要としている会計支援について、１地域が作成
した会計ソフト説明会を７月に、会計ソフト勉強会を８月
に実施し、会計事務の簡易化を促し、会計支援に費やしてき
た支援のボリュームをシフトする取組を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

シフトした支援を行う。 ・その後、会計ソフト有志勉強会を９～１月に５回開催し、参
加地域中１地域が会計ソフト使用による会計処理を開始し
た。 

鶴
見
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連携
し、地域ごとの支援方策を定め、地域活動協
議会の自律運営に向けた支援を行う。 

・５月に各地域ごとの支援計画を作成し、計画に基づき支援を
実施した。 

・10 月に上期の振り返りを行うことで、計画の進捗を把握す
ることで、円滑な支援を行うことができた。 

阿
倍
野
区 

・地域活動協議会に対してアンケートを行っ
た結果を基に、地域活動協議会の意義の理
解に向けた支援や会計事務の適正な執行に
向けた支援を強化する。 

・地域活動協議会に対してアンケートを行った結果を基に、地
域性に合わせた各種支援を行った。また、地域活動協議会補
助金説明会において、地域活動協議会の意義や会計事務の
適正な執行に向け、情報提供を行った。（各地域１回、計 10
回） 

住
之
江
区 

・これまで中間支援組織の支援を受けながら
行ってきた様々な取組について、今後は中
間支援組織の支援を受けなくとも、各地域
活動協議会が自立して取り組めるよう、中
間支援組織の支援内容を、地域の不得意分
野や重点取組分野等に合わせていく。 

・企業交流会などで情報共有していく。 

・一部の地域で、中間支援組織の支援内容を、企画立案や運営
方法のノウハウ伝達等にシフトした。 

・開催の企業ＮＰＯ学校地域交流会で情報共有した。 

住
吉
区 

・地域の実情に応じて、地域課題を自律的に解
決できるよう、まちづくりセンター等を活
用しながら支援を行う。 

・地域活動協議会が安定継続的かつ、自律的に
運営できるように、以下の点を重点的に支
援する。 

①自己資金の確保 
②新たな人材の確保 
③企業・ＮＰＯなど地縁型団体以外の団体と
の連携 

④その他 
・ＣＢ/ＳＢの未実施地域へは、地域活動協議
会会長会などで情報共有し、働きかけを行
う。 

・地域活動協議会の広報紙を発行する。（３地
域） 

・地域課題等を自由に議論する話し合いの場
を創出する。 

・地域活動協議会が安定継続的かつ自律的に運営できるよう、
まちづくりセンターも活用しながら、次の点を重点的に支
援した。 

①自己資金の確保 
・苅田北地域：４月～広報紙配布開始 
・住吉地域：６月～コミュニティ回収開始 
②新たな人材の確保 
・ボランティア募集チラシの全戸配布（苅田南） 
・ボランティア募集チラシの掲示（依羅） 
・ボランティア募集チラシの配布（清水丘・苅田） ・地域活
動協議会ホームページで募集（依羅）など 

③企業・ＮＰＯなど地縁型団体以外の団体との連携 
・「まちづくり交流ライブ」で企業・ＮＰＯと地域活動協議会
をマッチング（３回） 
大阪市立大学と苅田地域活動協議会（盆踊）、 
大阪市立大学、ＰＯＬＡと南住吉連合地域活動協議会（えー
まちフェスタ）など 

④その他 
・コミュニティ回収働きかけ（墨江・遠里小野・長居） 
・長居地域活動協議会（３回）・地活協東粉浜（１回）による
広報紙発行 

・地域活動協議会会長会にて地域活動協議会広報紙発行の働
きかけ 

・広報紙作成に向け打合せの実施（長居・東粉浜・苅田南地域） 
・地域課題等を自由に議論する話し合いの場の創出（依羅・苅
田北） 

・広報紙については、１地域が３月末に発行する予定であった
が、新型コロナ感染症対策の影響もあり、会議も行えず、年
度内に発行できなかった。 

東
住
吉
区 

・自律している地域には、更なる企業や福祉施
設との連携などの支援、自律の遅れのある
地域には、財源不足や担い手発掘などの支
援をするなど、地域に即した効果的、効率的
な支援を行っていくことにより、他地域へ
好事例として広めていく。 

・自律している地域には、更なる企業や福祉施設との連携など
の支援、自律の遅れのある地域には、財源不足や担い手発掘
などの支援を、区と中間支援事業者にて行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）の分析
をもとに元年度支援の重点支援を話し合
う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用
し、広報ツールの紹介・説明や地域の広報活
動のチーム化などの支援を行う。 

・地域活動協議会運営にかかるマニュアルを
統合し、地域へ提供する。 

・中間支援組織と元年度の重点支援について話し合い、マニュ
アルを整備・作成し、活用した。 

・中間支援組織を活用し、各地域へ広報ツールや手法の紹介な
どの支援を行った。 

西
成
区 

・新たな人材確保と地域力の維持・向上をめざ
し、地域一丸となって、様々な事業や行事等
に取り組めるよう、地域活動協議会を支援
する。 

・まちづくりセンターの支援の目的と期待さ
れる効果について、区として、地域に対して
十分に説明するとともに、事務運営スキル
の向上に向けた支援以外にも、様々な分野
で支援を行っていることについて、地域の
理解を深める。 

・各地域活動協議会における自律的な運営に向けて、まちづく
りセンターによる支援が地域の実態に応じたものとなるよ
う、支援の評価基準を定める安全・環境・防災部会の「まち
づくりセンター等の評価基準の見直しにかかるワーキング
グループ」により示された評価ガイドラインに基づき、適切
に区長評価を行った。 

・各地域の課題解決に向けた取組として、地域カルテの活用及
び新たな担い手の確保にかかる支援を区独自取組として設
定し、事務運営スキル以外の取組についても理解を深め、地
域活動協議会の地域力向上に努めた。 
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柱１-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

        

元年度取組の実施状況 

取組②「派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、活用促進と活用事例の共有」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域活動連絡会議をはじめ、日常的な運営
支援の場において、地域の課題解決のため
活用可能な地域公共人材の情報を提供する
ことにより、これら人材の利用促進を図る。 

・地域活動連絡会議をはじめ、日常的な運営支援の場におい
て、地域の課題解決のため活用可能な地域公共人材の情報
を、パンフレットを用いて説明し、人材の利用促進を図っ
た。 

都
島
区 

・ホームページ、ＳＮＳ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地域公共人材機能の情
報発信を行う。 

・パンフレットの配架による周知、地域活動協議会に対する
活用提案・申請サポートを行った。（９地域） 

福
島
区 

・幅広い市民活動団体を対象として構築され
た派遣型地域公共人材の支援について、具
体活用例を挙げながら地域に情報を発信
し、年１回以上活用を周知・促進する。 

・幅広い市民活動団体を対象として構築された派遣型地域公
共人材の支援について、９月に開催した補助金会計説明会
や１～２月に開催した補助金説明会の場で具体活用例を挙
げながら地域に情報を発信し、活用を周知・促進した。 

此
花
区 

・地域活動協議会で公共人材の活用事例につ
いて紹介する。 

・まちづくりセンターと連携し各地域活動協議会運営委員会
や会計説明会など、機会あるごとに繰り返し紹介した。 

中
央
区 

・派遣型地域公共人材の機能と活用事例を収
集・整理し、活用方策とともに分かりやす
く情報発信する。 

・中間支援組織を活用した支援の中で、事例の情報提供を行
うとともに、適切な支援メニューの選択・提供を行った。 

・補助金説明会や地域活動協議会活性化セミナーにおいて派
遣型地域公共人材の活用について情報提供を行うととも
に、適切な支援メニューを提供した。 

西
区 

・地縁型団体においての活用が推進されるよ
う、まちづくりセンターを活用し、制度周
知や他区事例の共有等、取組を進める。 

・まちづくりセンターと連携して、各種団体の会議などにお
ける情報提供をはじめ、日常の支援等を通じ制度周知や他
区事例の共有等、取組を進めたことで、理解は深まってい
るが地域公共人材に活用には至らなかった。 

港
区 

・派遣型地域公共人材の機能について、ホー
ムページやＳＮＳ等で発信するとともに、
地域課題やニーズを把握しながら、市民活
動団体等に地域公共人材の積極的な活用を
促す。 

・補助金に関する説明会で地域公共人材について説明し、活
用を促した（上・下期各２回）。 

・ホームページやＳＮＳで地域公共人材の活用の有効性につ
いて情報発信した。 

・ＳＮＳを活用した新たな担い手の確保を目的とした広報研
修で地域公共人材を活用し（活用１件）、ＳＮＳ活用の広報
手法や内容について意見交換を行った。 

大
正
区 

・まちづくりセンターを通じて、地域公共人
材の情報提供を行う。 

・まちづくりセンター、地域活動協議会の会議の場や委員長
会、補助金説明会等の様々な機会を通じ、派遣型地域公共
人材の派遣制度についての説明を行った。 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを活用し、地域活動協
議会のニーズを検証し、派遣型地域公共人
材の活用方法を紹介する。 

・窓口において地域公共人材の説明を行い派遣を行った。２
件（６、９月） 

浪
速
区 

・「地域カルテ」を活用し、各地域の特性や課
題、実情を把握しつつ、必要とする支援を
見極め、地域公共人材の積極的な活用を促
す。 

・様々な広報媒体を用いて、広く周知・情報
発信を行い、積極的な活用を促す。 

・地域に地域公共人材の積極的な活用を促しマッチングを行
った。（１件） 

・派遣型地域公共人材活用の有用性を広く周知・情報発信を
行い、積極的な活用を促した。 

西
淀
川
区 

・区内の「地域公共人材」に関する情報を収
集し、地域活動に取り組む人を中心に「地
域公共人材」の意義・役割について周知す
る。 

・１地域において、コミュニティ会館の利用に関して「地域
公共人材」を活用するとともに、この活用事例を周知し、
「地域公共人材」の意義・役割を発信した。 

144 
 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

淀
川
区 

・未活用の地域に対して、具体的な活用事例
を提供する。 

・未活用の地域に対して、上半期での具体的
な活用事例を提供し、活用促進を行う。 

・地域活動協議会会長との意見交換会にて情報提供。（５月） 
・活用事例：６件 

東
淀
川
区 

・公共人材を活用している地域の事例紹介を
行うことで身近に感じてもらい、様々なニ
ーズを拾い上げて繋げる。 

・地域団体（地域のマスコットキャラクターの活用につい
て）、ＮＰＯ法人（子どもの支援について）へ公共人材を派
遣した。また、派遣した内容を７月の地域活動協議会連絡
会議にて報告した。 

東
成
区 

・地域活動協議会の補助金事業にかかる説明
会等で派遣型の地域公共人材の活用を促
す。 

・様々な機会を活用して、各地域活動協議会
に地域公共人材の活用事例を紹介する。 

・地域活動協議会の説明会（６、12 月）で派遣型の地域公共
人材の事例等を紹介し、活用を促した。 

生
野
区 

・地域公共人材バンクを活用し、ファシリテ
ーション能力、コーディネート力を有する
人材を派遣し、市民活動団体の自主的な活
動を促進する。 

・地域公共人材バンクを活用した地域活動協
議会の事例を紹介しながら、周知し、活用
につなげる。 

・地域活動協議会等団体に対し、地域公共人材バンクの周知
を行った。 

旭
区 

・地域活動協議会連絡会議及びワークショッ
プ等で情報発信を継続的に行うことで積極
的な利用を促進する。 

・地域活動協議会連絡会議等における活用地域の事例紹介及
び説明により、理解促進を図るとともに、積極的な利用を
促した。 

城
東
区 

・地域公共人材バンクは地域課題解決のため
の有効な制度であることを理解してもらえ
るよう、区の活用例を周知して理解を深め、
活用を図る。 

・LINE を使ったネットワークづくりの取組
事例も紹介する形で、全地域に対し地域課
題解決にかかる地域公共人材バンクの有効
性を説明し、積極的な活用を働きかける。 

・まちづくりセンターによる地域公共人材バンクの積極的な
活用勧奨の結果、同バンクを利用した LINE を使ったネッ
トワークづくり講座（４～６月:計３回）を実施し、ＳＮＳ
等の活用促進を進めていく支援を行った。 

・「地域防災パンフレット作成」に関しても 11～２月にかけ
て、地域公共人材派遣支援を５回受け、女性の視点を活か
した「地域防災パンフレット」を作成し、全戸配布した。 

鶴
見
区 

・派遣型地域公共人材にかかるホームページ
の掲載について、随時更新する。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携し、パンフレット等を活用し様々な機会
を通して活用促進を図っていく。 

・８月に派遣型地域公共人材にかかるホームページを更新し
た。 

・派遣を実施。（１件） 
・中間支援組織（まちづくりセンター）と連携し、様々な機
会を通して活用促進を図った。 

阿
倍
野
区 

・市民活動に関する相談窓口で、幅広い市民
活動団体に派遣型地域公共人材機能の活用
法などの情報発信を行うとともに、各団体
に対し、積極的な活用ができるよう各課に
おいても情報発信を行う。 

・派遣型地域公共人材について、市民活動団体からの問合せ
に対し情報提供を行い、派遣申込みを受け付けた。（１件）
各地域活動協議会、各種団体等へ制度の情報発信を行った。 

住
之
江
区 

・地域活動協議会会長会や会計説明会、地域
活動協議会運営委員会やホームページで、
派遣型地域公共人材の周知を行うととも
に、区内外の活用事例を紹介することで、
派遣型地域公共人材の活用促進を図る。 

・区内ＮＰＯ法人より派遣型地域公共人材について相談があ
り、活用に繋げた。 

住
吉
区 

・地域活動協議会広報紙発行に向けて、地域
公共人材の活用を促進する。 

・地域公共人材を活用し、「ポスター・チラシづくり研修」を
実施した。 

・地域活動協議会会長会で地域公共人材の活用を説明した。 
・広報紙作成に向け打合せの実施（長居・東粉浜・苅田南地
域） 

東
住
吉
区 

・ホームページなどを活用した情報発信を行
う。 

・地域連絡会議や各地域における会議の場な
どの機会を捉え、地域課題把握を行いなが
ら、理解促進を図る説明を行う。 

・ホームページから市民局地域公共人材ホームページへのリ
ンクを行った。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び補助金説明会等、
各地域における会議の場などで、区役所及び中間支援事業
者が派遣型地域公共人材について説明を行い、理解促進を
図った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

平
野
区 

・中間支援組織と連携し、課題抽出を行い地
域公共人材の派遣へつなげる。 

・地域の課題に応じた地域公共人材の派遣を
行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用して、各地域
の活動状況のヒアリングを行い現状確認をした。 

・地域活動協議会の会計説明会において地域公共人材の制度
の周知を行うとともに、これまでに地域公共人材の派遣を
受けた地域がそのノウハウを活用し、コミュニティの充実
や担い手の確保を図ることを目的として、「男の集い」を開
催するなど、新たな取組を展開した。 

西
成
区 

・各地域活動協議会を対象とした補助金にか
かる説明会において地域課題に応じて地域
公共人材の活用がなされるよう周知を行
い、活用の促進を図る。 

・ホームページ等を活用した情報発信等の取
組をより積極的に進めていく。 

・地域公共人材の周知については地域活動協議会の求めに応
じて説明を行うなどの取組を行った。 

・各地域活動協議会を対象とした補助金にかかる説明会（６、
12 月）を実施し、地域公共人の活用がなされるよう周知を
行った。 

・ホームページ等において地域公共人材に関する情報発信を
行うなどの取組を行った。 

・２地域において、防災関連や地域資源関連での活用に至っ
た。 
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柱１-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・地域運営アドバイザーの支援体制の見直し
（31 年４月～ 非常勤嘱託化）を行い、他
区との意見交換のほか、地活協まちづくり
フォーラムや地域まちづくり検討会への参
加により、職員のスキルアップを図ったう
えで、地域支援にあたることができた。 

・地域の成熟度やニーズを把握したうえで、
会計様式等の変更や簡素化を図り、その改
正内容を地域ごとに重点的に説明すること
で、効果的に支援することができた。 

・地域活動協議会の自律運営を促進するた
め、防災講座等を開催し「①マンションと
地域のつながりづくり」を推進し、会計様
式等の変更や簡素化により「②地域の適正
な会計事務の確保」を行い、資源ごみコミ
ュニティ回収の取組により「③自主財源確
保に向けたＣＢ/ＳＢ」を進め、「④地域と企
業、学校との連携・協働」による合同防災
講座等を開催することができた。 

・地域活動連絡会議をはじめ、日常的な運営
支援の場において、地域の課題解決のため
活用可能な地域公共人材の情報を、パンフ
レットを用いて説明したことにより、専門
スキルを持った人材による支援があること
について、地域での認識の共有化が図られ
た。 

・目標①②について、元年度目標が未達成のため、これまで
の取組に加え、まちづくりに精通した地域運営アドバイザ
ーを新たに雇用し、地域支援にあたる。 

都
島
区 

・地域実情に即した支援を行うため、アンケ
ート実施などにより地域課題等を把握し、
委託事業者評価会議での 30 年度評価結果
を反映した支援計画の策定を行った。また、
支援実績の評価及び見直しを行い、全地域
一律ではなく、地域実情に即したきめ細や
かな支援を実施することができた。 

・目標①及び②について、達成することがで
きた。 

・目標①及び②について、取組期間中に達成できた。引き続
き、市政改革プラン 3.0 において、全地域一律ではなく、
地域実情に即したきめ細やかな支援を実施するとともに、
地域がより自律的に地域運営を図れるような支援に取り組
む。 

福
島
区 

・まちづくりセンターとの毎週の連絡会で支
援内容を適宜改善し、より満足度の高い地
域活動の実施となるように促した。 

・一律支援方針ではなく、地域事情に応じて
支援内容の重点を変えて支援していくよう
に指導した。 

・幅広い市民活動団体を対象として構築され
た派遣型地域公共人材の支援について、補
助金会計説明会などの場で具体活用例を挙
げながら地域に情報を発信し、活用を周知・
促進した。 

・各地域活動協議会の組織体制は年度によって入れ替わりが
あり、支援に関するニーズが変化することもあるため、年
度ごと、地域ごとに具体的な支援内容についての分析・検
討が必要である。まちづくりセンターとの定例的な連絡会
等で地域情報の共有に努めたうえで、一律支援方針ではな
く、各地域実情に応じて支援内容の重点を見直しながら支
援していく。 

・派遣型地域公共人材制度の活用について、地域課題の解消
に必要な支援制度であると認識してもらう必要がある。き
め細やかな支援の中で、各地域課題に応じた派遣型地域公
共人材の活用を促していく。 

此
花
区 

・まちづくりセンターとも協力して、各地域
活動協議会運営委員会や地域行事などに出
席・参加し、地域情報の把握に努め、課題
等を共有し、各地域における実態に即した
支援を行ってきたことにより、目標①につ
いては元年度98.2％と非常に高い実績値を
残すことができた。 

・目標①については、30 年度目標未達成であったものの、元
年度は大幅に実績値が上がり、目標を上回ることができた。
引き続き、各地域活動協議会運営委員会や地域行事に参加
し、地域事情の把握に努め、各地域の実情に沿った支援を
図っていく。 

・目標②については、元年度実績を残せなかったものの、各
地域に対して情報提供等を行って、現在検討している地域
もあり、今後も引き続いて活用できるよう支援していく。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

中
央
区 

・中間支援組織を通じ、各地域の実情を把握
し、地域ニーズに沿った支援メニューの提
供を行い、地域活動協議会による自律的な
地域運営の支援を積極的に行った。 
地域に対する情報発信に関する支援におい
ては、ＳＮＳなどのＩＣＴの活用を支援し
たことにより、６地域がホームページを立
ち上げるとともに、各地域活動協議会の事
業案内チラシや事業紹介パンフレットの作
成支援を行った。さらに、細やかな支援を
行うため、地域カルテのデータを毎年更新
し、地域と共有した。 
結果、まちづくりセンター等の支援を受け
た団体が支援に満足している割合は、初年
度の 85.7％、元年度は 89.6％と高い水準で
推移している。 

・目標①について、元年度目標は未達成であったが、各地域
活動協議会の活動や自律の状況を踏まえ、地域の実情に即
した支援を行っていく。 
どの地域でも共通の課題となっている、若い世代やマンシ
ョン住民など、地域活動に参加していない住民の地域活動
への参加促進や、活動の担い手づくりなどに対する効果的
な支援方策を検討・実施していく。 

西
区 

・「まちづくりセンター等の支援を受けた団
体が支援に満足している割合」については、
（29 年度：63.6％、30 年度：78.0％、元年
度：80.8％）と向上してきており、一定の
成果を上げることができた。 

・「各区において派遣型の地域公共人材が活
用された件数」について、（29 年度：１件、
30 年度：１件、元年度：０件）と元年度の
み目標達成ができなかった。 

・まちづくりセンターを活用した支援として、今後も日常の
支援等を通じ地域の特性や課題、ニーズに応じ、自律に向
けた支援を実施する。 

・地域公共人材の活用について、他の活用事例を参考に、市
民活動団体への周知を行っており理解は深まっている。地
域公共人材の活用には至らなかったが、引き続き積極的な
活用を促す。 

港
区 

・地域に積極的に出向き、地域ニーズや課題
を把握するとともに、定期的にまちづくり
センターと地域に関する情報共有や適切な
支援手法について検討する機会を設けるこ
とにより、地域実情に即した支援を行うこ
とができた。 

・地域公共人材を活用した広報研修を通じ
て、各地域活動協議会の認知度向上を目的
としたリーフレットの作成を支援した。 

・目標①に対する実績値については、29、30
年度は達成し元年度は目標達成はしなかっ
たものの平均で 92.4％（平均目標値：
87.3％）となり、概ね一定の成果を上げる
ことができた。 

・各地域により地域実情や自律度の状況も異なり、一律的な
支援手法では地域活動の課題に対して上手く対応できな
い。地域の役員会や運営委員会など様々な機会を捉えて、
地域とも意見交換を重ねながら地域ニーズや課題を把握す
るとともに、まちづくりセンターと連携しながら、地域実
情に即した課題解決策について検討し、支援計画を地域と
共有することで、自律に必要な支援を行う。 

大
正
区 

・各地域活動協議会の自律運営に向け、適宜
情報提供や地域の要望により支援員派遣を
行い指導・助言するほか、地域包括支援プ
ロジェクトチームを立ち上げ、職員による
行事や会議出席により情報把握に努め、必
要な情報提供を行い、また、会計実務者説
明会の開催や各会議で、補助金や活動の担
い手募集に関する事項の情報提供を行うな
ど、様々な支援を行うことができた。 

・「大正区地域まるごとネット」の構築に向け
た会議を月に１回開催し、福祉や防災など
地域課題に関するに関する情報共有を行う
など、同ネットの構築の準備を進めること
ができた。 

・目標①について、元年度目標の達成に至っていないことか
ら、今後もまちづくりセンターが区役所と連携を図りなが
ら、会計支援や各地域の実情に即した個別の支援、地域活
動協議会の広報の充実にかかる支援を行い、地域の支援ニ
ーズに沿った取組を進める。 
また、大正区地域まるごとネットを構築に向け、地域福祉
ビジョンの改定、要援護者支援システムの構築を進めると
ともに、まちづくりセンターを通じ、地域カルテを活用し
た各地域の「自助・互助・共助」の取組等を支援する。 

・目標②についても、今後も地域活動協議会の会議の場や委
員長会等の様々な機会を通じ、資料を配付するなど地域公
共人材の活用にかかるメリットなどの情報提供等を行って
いく。 

天
王
寺
区 

・まちづくりセンターを活用して地域カルテ
の更新を支援し、地域の実情に応じた支援
や、地域活動協議会が独自で行う情報発信
の取組を支援することができた。 

・派遣型地域公共人材の制度紹介を情報交換
会などで地域活動協議会へ行ったが、利用
実績は 29 年度０件であった。窓口来訪の

・元年度目標について達成しており、今後も継続して、まち
づくりセンターを活用して地域カルテの更新を支援し、地
域の実情に応じた支援や、地域活動協議会が独自で行う情
報発信の取組の支援を進める。 

・また、窓口来訪の地域やＮＰＯ団体へ制度紹介を行うこと
や、地域活動協議会の相談に応じて地域公共人材の紹介に
取り組む。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

地域やＮＰＯ団体へ紹介することで、30 年
度１件、31 年度２件と地域活動協議会以外
の団体での活用につなぐことができた。 

浪
速
区 

・「地域カルテ」を活用し、マンション住民を
ターゲットとした防災イベントの実施や、
新たな担い手の発掘を目的とした参加型講
演会を開催した。また、区内のＮＰＯや企
業、各種学校等への積極的なアプローチを
行い、地域コミュニティとのマッチングを
図った。 

・地域公共人材の積極的な活用を促しマッチ
ングを図った。 

・元年度目標は未達成であったが、更なる取組の周知に向け、
引き続き次の取組を進める。地域の特性やニーズに即した
支援となるよう適宜、支援内容の見直し等を行いながら引
き続き支援を行う。 

・地域に対し、活用事例の共有等を行いながら地域公共人材
の活用やＮＰＯなどとの幅広いマッチングを促す。 

西
淀
川
区 

・30 年度から中間支援組織が変更となり、会
計業務を支援するなどさらに地域との関係
づくりを行いながら、地域一律の支援では
なく、「駅前清掃活動プロジェクト」の企画
など地域の特性に即して、区役所職員と連
携して支援を行った。 

・「地域公共人材」の意義・役割を周知した結
果、30 年度及び元年度にそれぞれ１件ずつ
の活用があった。 

・「まちづくりセンター等の支援を受けた団体が支援に満足
している割合」は、目標達成までには至らなかったものの、
29 年度 45.3％、30 年度 68.4％に比べ、元年度は飛躍的に
増加していることから、今後とも継続して対応していく。 

・この間の派遣実績から、地域が相談したい内容について専
門性を有する人材が派遣されることにより、より活用しや
すくなると考えられることから、関係先とも相談しながら、
今後とも活用の促進について検討する。 

淀
川
区 

・市民活動に関する相談窓口：３年間の相談
累計 20 件 

・地域カルテ作成済地域：18 地域 
・地域公共人材派遣：３年間の活用累計 19 件 

・市民活動ポータルサイト、市民活動に関する相談窓口、地
域カルテ及び地域公共人材派遣等を活用しながら、中間支
援組織（まちづくりセンター等）と連携し、地域の実態に
応じたきめ細やかな支援を行う。 

東
淀
川
区 

・地域づくりアドバイザーは、具体的な支援
を必要としている団体に対する支援を主に
行っているため、構成団体の絶対数が多い
東淀川区は、アンケートの結果を見ても認
知度が圧倒的に不足していることが課題で
あり、目標を達成することはできなかった。
一方で、地域づくりアドバイザーは東淀川
みらい EXPO や魅力発見プロジェクト等、
様々な支援を行ってきており、支援を受け
た団体からは一定の評価をいただいてい
る。 

・地域公共人材の派遣については、会議等で
情報提供をすることで、29 年度０件だった
が、30 年度１件、元年度２件と目標を達成
することができた。 

・２年度以降も地域の様々なニーズを拾い上げ、適当なタイ
ミングで地域の実態に応じたきめ細やかな支援を行ってい
くために、引き続き地域づくりアドバイザーは地域と関わ
っていく。 

・地域づくりアドバイザーの支援内容が一目で分かるリーフ
レットを作成し、各地域へ配布する。 

東
成
区 

・まちづくりセンター等による支援について
の評価基準の設定と支援内容の見直しにつ
いて、定期的にまちづくりセンターと意見
交換や情報交換を重ね、地域ごとの課題分
析を進め、地域特性に応じた支援になるよ
う改善を図ることができている。 

・派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、
活用促進と活用事例の共有について、地域
活動協議会の説明会等の場を活用し公共人
材の活用を促してきた。活用にはつながっ
ていないが、十分な制度周知を行うことが
できた。 

・地域の現状や課題、ニーズに即した支援が必要であるため、
まちづくりセンターと定期的に意見交換を行い、支援の在
り方を整理・改善する。 

・これまでの課題分析を踏まえ、次年度のまちづくりセンタ
ーの支援内容を修正し、より一層地域特性に応じた支援と
なるよう取り組む。 

・制度は十分認識されているが、ニーズが少なく活用につな
がっていないため、今後は具体の活用につながるよう、事
例紹介などを中心とした支援を継続する。 

生
野
区 

・中間支援組織と連携し、各地域実情に応じ
た支援を実施した。 

・「地域の将来像の共有」「担い手の拡大」に
ついて、地域内での話し合う必要性につい
て各地域活動協議会の理事長に呼びかける
ことで 30 年度以降は目標を達成した。 

・目標：まちづくりセンター等の支援を受け

・一定成果を上げていることから引き続き、中間支援組織と
連携し、各地域の実情に応じた支援を実施する。 

・「地域の将来像の共有」や「担い手の拡大」について、地域
内で話し合う機会を作る。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

た団体が、支援に満足している割合 
29 年度 目標：75.0％ 達成状況：73.0％ 
30 年度 目標：75.0％ 達成状況：75.7％ 
元年度 目標：78.0％ 達成状況：78.8％ 

旭
区 

・まちづくりセンター等による支援にかかる
評価基準等について、地域活動協議会連絡
会議等の場で理解促進を図った。 

・地域公共人材制度を積極的に活用したこと
などにより、地域公共人材制度の活用件数
にかかる元年度目標値を達成するととも
に、地域活動協議会独自のロゴマーク（30
年度）及び広報紙（大宮 LINE）（元年度）
が作成されるなどの新たな取組が生まれ
た。 

・まちづくりセンター等の支援を受けた団体が支援に満足し
ている割合（元年度実績）は 75％を超えているものの、目
標に達していないため、支援メニューアンケートの結果を
踏まえるとともに、各地域のニーズの把握等に努め、より
きめ細かな支援となるよう取り組む。 

・地域公共人材制度の活用事例等の提供により、より多くの
地域で地域公共人材制度が活用され、地域課題の解決等に
向けた新たな取組が生まれるよう取り組む。 

城
東
区 

取組① 
・区長会議等により見直された評価基準を踏

まえ期末評価を行い、29～元年度にかけて
毎年実施してきた地域活動協議会・区長意
見交換会での地域意見も参考にして、支援
内容を整理してきた。 

取組② 
・まちづくりセンターによる地域公共人材バ

ンクの積極的な活用勧奨の結果、29～元年
度にかけて６地域への講師派遣に繋がっ
た。 

取組① 
まちづくりセンターによる構成団体それぞれの的確なニーズ
把握が課題であり、地域会議に参加した際や、地域活動協
議会・区長意見交換会の中で、構成団体の思いを意識した
丁寧なニーズの聞き取りを継続していく。 

取組② 
・地域活動協議会・区長意見交換会等の中で聴取した各地域
のニーズも分析のうえ、地域公共人材バンクの活用により
解決できる課題がないかも意識し、積極的な活用につなげ
ていく。 

鶴
見
区 

①年度当初にまちづくりセンターと区役所に
おいて地域ごとの支援方策を定め、計画に
基づき支援を行うことにより、効率的・効
果的な支援を行うことができた。 

②派遣型地域公共人材について、ホームペー
ジや市民局が作成したチラシを活用した周
知などにより、活用を図ることができた。 

①元年度目標を達成していることから、今後もまちづくりセ
ンターと連携し、取組を行っていく。 

②元年度目標を達成していることから、今後も引き続き活用
を促進していく。 

阿
倍
野
区 

①まちづくりセンター等による支援について
の評価基準の設定と支援内容の見直し 

・地域活動協議会に対してアンケートを行っ
た結果を基に、地域活動協議会の意義の理
解に向けた支援や会計事務の適正な執行に
向けた各種支援を行った。 

②派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、
活用促進と活用事例の共有 

・市民活動に関する相談窓口で、幅広い市民
活動団体に派遣型地域公共人材機能の活用
法などの情報発信を各地域活動協議会、各
種団体等へ行った。 

①まちづくりセンター等による支援についての評価基準の設
定と支援内容の見直し 

・まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足
している割合が例年横ばいの状態であるため、地域活動協
議会の意義の理解に向けた支援や会計事務の適正な執行に
向けた支援を強化するとともに、より地域事情に即した各
種支援を行う必要がある。 

②派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、活用促進と活用
事例の共有 

・市民活動に関する相談窓口で、幅広い市民活動団体に派遣
型地域公共人材機能の活用法などの情報発信を行うととも
に、各団体に対し、積極的な活用ができるよう各課におい
ても情報発信を行う。 

住
之
江
区 

①まちづくりセンター等による支援につい
て、地域活動協議会の自立運営に向けた支
援へと転換していくため、支援内容を地域
実情に合わせ、企画立案や運営方法のノウ
ハウ伝達等へシフトを進めることができ
た。 

②地活協会長会や企業ＮＰＯ学校地域交流会
などの機会を捉え、派遣型地域公共人材の
周知を実施することができた。 

・地域の状況を見極め、地域の自立を意識しながら円滑に支
援内容を変えていく必要があるため、引き続き、中間支援
組織の支援内容を、地域の実情に応じて企画立案や運営方
法のノウハウ伝達等にシフトし、よりきめ細やかな支援を
行っていく。 

・目標件数は達成しているが、引き続き、会長会などを通し
て、さらなる活用事例の周知をしていく。 

住
吉
区 

・地域活動協議会の自立運営に向けて、自己
資金の確保、ＳＮＳ等を活用した情報発信、
企業・ＮＰＯとの連携について重点的に支
援を行ってきた結果、ＣＢ/ＳＢの実施（５

・目標①について未達成であったが、地域活動協議会の自律
運営にむけて、地域格差が生じており、これまで以上に地
域実情に応じた支援が必要である。まちづくりセンターも
活用しながら全地域一律ではなく、地域の実情に応じた最
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 取組期間の成果 今後の方向性 

地域７事業）、ホームページの作成（10 地
域）、広報紙発行（２地域）、企業・ＮＰＯ
との連携（36 件）など成果を上げることが
できた。 

・広報紙発行やインパクトのあるポスター・
チラシづくりなど、地域公共人材を活用し
て研修を行い、広報紙発行につなげること
ができた。 

・目標①に対する実績値は、29 年度 75.2％か
ら元年度 80.7％に上昇し、また、目標②に
ついても毎年１件を達成し、一定の成果を
上げることができた。 

適な支援を実施していくとともに、地域の自律状況に応じ
て、支援内容の見直しを進めていく。 

・必要に応じて地域公共人材を活用し、地域活動を支援して
いく。 

東
住
吉
区 

・自律している地域には、更なる企業や福祉
施設との連携などの支援、自律の遅れのあ
る地域には、財源不足や担い手発掘などの
支援を、区と中間支援事業者にて行った。 

・ホームページから市民局地域公共人材ホー
ムページへのリンクを行った。 

・地域連絡会議や、地域活動協議会総会及び
補助金説明会等、各地域における会議の場
などで、区役所及び中間支援事業者が派遣
型地域公共人材について説明を行い、理解
促進を図った。 

・中間支援事業者の支援を受けた団体が支援
に満足している割合は元年度90.6％と目標
を大きく上回った。 

・自律している地域には、更なる企業や福祉施設との連携な
どの支援、自律の遅れのある地域には、財源不足や担い手
発掘などの、地域のレベルに応じた支援を、区と中間支援
事業者にて引き続き行っていく。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と元
年度の重点支援としてのマニュアル整備に
ついて話し合ったうえ作成した。また、各
地域へ広報ツールや手法の紹介などの支援
を行った。29 年度・30 年度と地域公共人
材の派遣を実施した。元年度は地域公共人
材の派遣を受けた地域がその専門的な知識
を活用し新たに男の集いを開催した。 

・目標①について、マニュアル整備や各地域へ広報ツールや
手法の紹介による広報の充実がなされていることから、今
後は中間支援組織（まちづくりセンター）も活用し、各地
域活動協議会への継続的な支援を実施していく。 

・目標②について、今後も地域の課題に応じて地域公共人材
の派遣調整を実施していくとともに、これまでに地域公共
人材の派遣を受けた地域がそのノウハウを活用し、新たな
取組を展開しており、そのような効果的な事例を地域に共
有を図ることで、さらなる地域公共人材の派遣につなげて
いく。 

西
成
区 

・地域課題に応じた活動の実施に向け、ファ
シリテーターが必要とする地域に対して、
積極的な地域公共人材の活用を促し、サポ
ートすることで結果３地域での活用につな
がり、うち１地域で地域で集約された意見
をもとに防災活動の実施計画が立案され
た。 

・地域活動協議会への補助金説明会の他、地域公共人材の活
用についての周知支援を継続するとともに、区の主催イベ
ントにおいて周知ビラを設置するなど、啓発に注力してい
く。 

・地域活動協議会が求める支援が組織運営や会計処理といっ
た基礎的なものが多い中、区の推進する「自律的な運営の
促進」への理解の更なる深化に向けて取組を進めていく。 

 

  



151 
 

柱 1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

目標の達成状況 

目標指標「各区が関与したＣＢ／ＳＢ起業件数及び、社会的ビジネス化事業創出件数」 

目標 

29 年度～元年度の３年間で各区６件 

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度 
実績 

元年度目標 
の評価 

29 年度～元年度の 
３年間の実績 

29 年度～元年度の 
３年間の評価 

北区 
２件 
２件 ２件 達成 

29 年度実績 ３件 
30 年度実績 ８件 
元 年度実績 ２件 

達成 

都島区 
２件 
５件 ２件 未達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 ２件 

未達成 

福島区 
２件 
１件 ２件 達成 

29 年度実績 ３件 
30 年度実績 ２件 
元 年度実績 ２件 

達成 

此花区 
３件 
０件 ０件 達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ６件 
元 年度実績 ０件 

達成 

中央区 
３件 
６件 ４件 未達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ０件 
元 年度実績 ４件 

未達成 

西区 
１件 
４件 ０件 未達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 ０件 

未達成 

港区 
２件 
３件 １件 未達成 

29 年度実績 ２件 
30 年度実績 ２件 
元 年度実績 １件 

未達成 

大正区 
１件 
５件 ４件 未達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 ０件 
元 年度実績 ４件 

未達成 

天王寺区 
３件 
１件 １件 達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ９件 
元 年度実績 １件 

達成 

浪速区 
２件 
３件 ２件 未達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 ３件 
元 年度実績 ２件 

達成 

西淀川区 
２件 
６件 １件 未達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ０件 
元 年度実績 １件 

未達成 

淀川区 
２件 
２件 １件 未達成 

29 年度実績 ３件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 １件 

未達成 

東淀川区 
２件 
４件 ０件 未達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 ０件 

未達成 

東成区 
４件 
０件 ０件 達成 

29 年度実績 ４件 
30 年度実績 12 件 
元 年度実績 ０件 

達成 
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目標 

29 年度～元年度の３年間で各区６件 

 目標 
上段：30 年度 
下段：元年度 

元年度 
実績 

元年度目標 
の評価 

29 年度～元年度の 
３年間の実績 

29 年度～元年度の 
３年間の評価 

生野区 
０件 
０件 ５件 達成  

29 年度実績 ７件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 ５件 

達成 

旭区 
３件 
２件 １件 未達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 ３件 
元 年度実績 １件 

未達成 

城東区 
２件 
５件 ２件 未達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 ２件 

未達成 

鶴見区 
３件 
３件 ３件 達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ３件 
元 年度実績 ３件 

達成 

阿倍野区 
２件 
４件 １件 未達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 １件 
元 年度実績 １件 

未達成 

住之江区 
３件 
１件 ２件 達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ６件 
元 年度実績 ２件 

達成 

住吉区 
３件 
２件 ２件 達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 ４件 
元 年度実績 ２件 

達成 

東住吉区 
３件 
４件 ６件 達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ２件 
元 年度実績 ６件 

達成 

平野区 
２件 
３件 ３件 達成 

29 年度実績 １件 
30 年度実績 ３件 
元 年度実績 ３件 

達成 

西成区 
２件 
６件 １件 未達成 

29 年度実績 ０件 
30 年度実績 ０件 
元 年度実績 １件 

未達成 

  



153 
 

柱１-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

        

元年度取組の実施状況 

取組①「ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チームの結成」 

 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

北
区 

・地域活動協議会において「資源ごみコミュ
ニティ回収事業」がさらに取り組まれるよ
う、環境局等関係機関と連携して支援する。 

・地域活動協議会において「資源ごみコミュニティ回収事業」
がさらに取り組まれるよう、環境局等関係機関と連携して
支援し、２件の新規導入につなげた。 

都
島
区 

・区長会議、関係局による支援チームと連携
し、他区先行事例を参考に、地域でのＣＢ/
ＳＢ化、社会的ビジネス化を支援する。 

・先行実施地域の事例を共有するとともに、地域ニーズを把
握しながら、コミュニティ回収の導入支援を行った。（８地
域） 

福
島
区 

・コミュニティ回収について、実施していな
い地域に対して実施地域の状況を伝えなが
ら分かりやすく説明を行う。（３地域以上） 

・１階待合ロビーで区民に分かりやすく説明
するためにＣＢ/ＳＢの動画を放映する。
（年１回以上） 

・コミュニティ回収について、実施されていない地域に対し
て実施地域の状況を伝えながら、地域活動協議会補助金説
明会の場で５地域に説明を行った。10 月から新たに実施し
た地域には他地域の事例を紹介しながら適宜アドバイスし
て支援した。また、ペットボトル回収事業について新たに
２地域で関係局と連携して説明会を実施した。 

・区役所１階待合ロビーで、地域活動の自主財源確保の取組
としてＣＢ/ＳＢの情報発信を動画にて行った。 

・ＣＢ/ＳＢのより一層の促進を図るため、区内地域活動の中
心的な役割を担う各地域活動協議会を対象に、まちづくり
センター発行の「まちセン通信」によるＣＢ/ＳＢの説明を
行った。 

此
花
区 

・他地域での取組について地域に紹介する。 ・新しい取組を検討している地域に対し、関係先との調整・
支援を行った。 

・地域のイベントにおいて、ステージ企画に関する音響設備
などの協賛について、まちづくりセンターと連携して関係
先との調整を行った。 

中
央
区 

・実際にコミュニティ回収の導入に成功して
いる他区の事例を参考に、説明資料などを
作成し、情報提供を行う。 

・他区事例の整理や地域担当者会での情報提供を行った。 
・補助金説明会や地域活動協議会活性化セミナーにおいて情
報提供を行った。 

西
区 

・今後、認定した事業の支援を行いながら、
まちの魅力向上や地域課題の解決の取組を
進めていく。 
具体的には、まちづくりセンターと連携し
て、地域活動協議会の自律的運営のための
財源確保の手法として、実施に向けた支援
を実施する。 

・地域活動協議会の自律的運営のための財源確保の手法の支
援としてコミュニティ回収に向けた説明の機会を設けた
が、実施には至らなかった。 

港
区 

・まちづくりセンター等と連携して、地域実
情を把握しながら持続的な活動のための財
源を確保する手法としてのＣＢ/ＳＢ化を
支援する。 

・まちづくりセンターと連携しながら、ＣＢ/ＳＢ化につなが
る事業について情報収集するとともに、支援に取り組んだ。 

・家庭から排出されるペットボトルを南市岡地域活動協議会
が事業者と連携、協働して回収し自主財源を確保する事業
について、環境局との調整やアドバイス等の支援に取り組
んだ。 

・コミュニティ回収に関心がある地域に対して、先行して実
施している地域の情報提供や導入に関するアドバイス等の
支援に取り組んだ。 

大
正
区 

・自主財源の獲得が未実施となっている地域
活動協議会に向けた情報提供や申請等手続
きの助言・指導を行う。 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会等の様々な機会を通
じ、地域・事業者との連携による新たなペットボトル回収・
リサイクルシステム（みんなでつなげるペットボトル循環
プロジェクト）の紹介を行うなど、新たな自主財源の確保
に向けた情報提供等を行った。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

天
王
寺
区 

・コミュニティ回収実施予定１地域への実施
に向けた支援を行う。 

・地域活動協議会に対し、自主財源確保の事
例等に関する情報提供やコミュニティ回収
の制度説明の場を設けるなど社会的ビジネ
ス化を支援する。 

・コミュニティ回収実施に向け事業者選定及び契約締結に向
けた支援を行い、10 月から事業実施となった。（４～６、
９月） 

・新たなペットボトル回収制度について、全地域合同の説明
会の開催並びに各地域へ出向く説明の場を設けた。（８、９
月） 

浪
速
区 

・各地域活動協議会の会議の場に、地域担当
職員、まちづくりセンターが参画し、各地
域の特性や課題、実情を把握しつつ、「地域
カルテ」を活用し、とりわけ地域における
人的資源（キーパーソン）の見極めを行い、
地域の特性やニーズに適した、コミュニテ
ィ回収を始めとした、自主財源確保の手法
としてのＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化を
支援する。 

・連携協働や交流の場づくりを目的に設置さ
れた支援窓口や、「市民活動総合ポータルサ
イト」（以下「ポータルサイトという。）に
集積された情報も活用する。 

・「地域カルテ」を活用しての各地域の特性や課題、実情を把
握しつつ、自主財源確保の手法としてのＣＢ/ＳＢをビジネ
ス実施まで支援した。（２件） 

・連携協働や交流の場づくりを目的に設置された支援窓口
や、ポータルサイトに集積された情報も活用した。 

 

西
淀
川
区 

・地域を対象にしたＣＢ/ＳＢの研修を開催す
る。 

・中間支援組織と連携しＣＢ/ＳＢに関する普
及・啓発を行うとともに、効果的な方法で
実施する。 

・地域担当職員において、ＣＢ/ＳＢに関する研修や普及啓発
に関する情報収集を行うとともに、個別に相談があったも
のについて対応した。 

淀
川
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と
連携し、ＣＢ/ＳＢ化の情報収集や活動支援
を行うとともに、財源確保の必要性や手法
について随時情報発信していく。 

・継続して財源確保の必要性について情報発
信を行うとともに、先進事例の情報収集を
行う。 

・中間支援組織（まちづくりセンター等）と連携し、情報収
集や活動支援を行うとともに、財源確保の必要性や手法を
まちセン通信等を活用して情報発信した。（５、８、１月） 

東
淀
川
区 

・将来像を共有し、計画的、具体的な取組と
して主体的に取り組まれるよう呼びかけ、
各地域における広報紙の広告掲載の拡充や
コミュニティ回収等、既に他地域が取り組
んでいることから提案する。 

・「東淀川みらい EXPO」において、事業で参加費を得ること
の大切さについて共有した。 

東
成
区 

・区職員とまちづくりセンター職員が連携し
て、ＣＢ/ＳＢ化及び社会的ビジネス化の取
組事例、民間助成金の活用を情報発信し受
託に向けた支援を行う。 

・まちづくりセンターと連携し、ＣＢ/ＳＢ化及び社会的ビジ
ネス化の取組事例、民間助成金の活用を情報発信し、受託
に向けた支援を行った。 

生
野
区 

・中間支援組織と連携して、生野区で活用で
きる他地域のＣＢ/ＳＢの事例を収集し、具
体的内容を地域へ提案するなど、ビジネス
化に向けた取組を支援する。 

・ＣＢ/ＳＢの事例の情報収集を行い、地域活動協議会へ提案
を行った。 

旭
区 

・他区や他の自治体で取り組まれているＣＢ
/ＳＢの具体的な取組事例を地域活動協議
会連絡会議等で継続的に情報提供する。 

・コミュニティ回収の説明会を各地域で開催
し、理解促進に取り組む。 

・地域活動協議会連絡会議においてＣＢ/ＳＢの事例を情報提
供した。 

・ＣＢ/ＳＢの理解促進を図るため、コミュニティ回収の説明
会を開催した。 

城
東
区 

・コミュニティ回収の理解浸透を図る。 
・自主財源を必要としている地域を見極めて

コミュニティ回収実施の支援を行う。 
・勉強会を足掛かりとし、残りの 13 地域を対

象として、コミュニティ回収実施に向けた
個別のアプローチを行う。 

・31 年３月スタートの１地域に引き続き、新たに２地域がコ
ミュニティ回収実施をスタートさせた。 

・残りの 13 地域を対象に８月末に先行１地域の取組事例紹
介を含めた勉強会を開催した。 

・その内２地域が次年度からの実施開始に向け、地域でのコ
ンセンサスづくりを終え、業者選定の検討段階に入った。 

・他の１地域に対してもまちづくりセンター担当者による出
張説明を複数回実施し、自主財源確保の取組の開始に向け
て、検討を開始した。 
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 元年度の取組内容 元年度の主な取組実績 

鶴
見
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）と連
携し、ＣＢ/ＳＢに取り組んでいる地域の事
例を共有する場を提供し、ＣＢ/ＳＢ化、社
会的ビジネス化の理解を深める取組を行
う。 

・地域活動協議会がＣＢ/ＳＢ、社会的ビジネ
スを取り組むようまちづくりセンターや関
係各所と連携し、実現をめざす。 

・まちづくりセンターと連携し、まちづくりセンターが実施
するツルラボの事例紹介の中でＣＢ/ＳＢの事例を提供し
た。 

・環境局と連携し、新たなペットボトル回収事業の全地域へ
周知を行った。その後、３地域へ働きかけを行い、うち 10
月から１地域で回収が開始された。 

阿
倍
野
区 

・説明会を開催した地域について、コミュニ
ティ回収実施に向けた支援を行う。 

・市民局・環境局と連携して説明会を開催し、
先行して実施している地域の状況などの紹
介を行い、他地域でのコミュニティ回収の
実施に向けた支援を行う。 

・説明会を開催した地域について、住民への周知チラシを作
成するにあたり助言を行うなど、コミュニティ回収実施に
向けた支援を行った。（３地域 各１回） 

・環境局と連携して説明会を開催し、先行して実施している
地域の状況などの紹介を行い、他地域でのコミュニティ回
収の実施に向けた支援を行った。（１地域実施、累計３地域
実施） 

住
之
江
区 

・30 年度に説明会を開催した地域について、
コミュニティ回収実施にむけた支援を行
う。 

・市民局・環境局と連携し、説明会を開催し、
コミュニティ回収実施にむけた支援を行
う。 

・環境局と連携し、説明会を開催し、コミュニティ回収実施
を支援した。 

住
吉
区 

・人と人とのつながりづくりの促進、地域コ
ミュニティの活性化、自主財源の確保を目
的に、地域が抱える様々な課題を地域住民
が主体となってビジネスの手法で課題解決
に取り組むＣＢ/ＳＢ、社会的ビジネス化を
推進する。 

・「広報すみよし」の配布事業について、対象
エリアを拡大して取り組むとともに、コミ
ュニティ回収事業については、各地域活動
協議会へ情報提供する。 

・未実施地域へは、地域活動協議会会長会な
どで情報共有し、働きかけを行う。 

・ＣＢ/ＳＢ、社会的ビジネス化の推進に向け、次の取組を実
施した。 

・広報紙配布開始：苅田北地域（４月～）＊累計４地域（山
之内・東粉浜・苅田南・苅田北地域） 

・コミュニティ回収開始：住吉地域（６月～）＊累計３地域
（山之内・東粉浜・住吉地域） 

・コミュニティ回収・広報紙配布事業、ペットボトル回収に
ついて、地域活動協議会会長会で情報提供 

・コミュニティ回収検討：墨江・遠里小野・長居地域 
・広報紙配布事業検討：住吉・遠里小野地域 
・ペットボトル回収説明：東粉浜地域 

東
住
吉
区 

・先行地域の事例の情報共有を実施する。ま
た実施検討をしている地域への情報提供や
局と連携し説明を行う等の支援を行ってい
く。 

・資源回収について、実施を検討している地域への情報提供
や局と連携し説明を行う等の支援を行い、４件の事例を創
出した。 

・子ども食堂について、開設にかかる情報提供等の支援を行
い、２件の事例を創出した。 

平
野
区 

・他区事例等の収集を行い、地域への情報提
供や活用方法の検討を行う。 

・中間支援組織を活用し、他地域の実施事例
を積極的に紹介し、活用への支援を行う。 

・中間支援組織を活用し、情報収集した事例をもとに、地域
へ情報提供を行い活用した。 

・中間支援組織を活用し、他地域の実施事例を紹介するなど
の支援により、新たに１地域活動協議会のコミュニティ回
収の実施につながった。 

西
成
区 

・中間支援組織や市民局が編成したＣＢ支援
チームと連携しながら、具体的な事例の紹
介やその情報等を提供するとともに、コー
ディネートを行う仕組みづくり、各種研修・
説明会等の実施、相談体制の整備等を進め
ていく。 

・開始済みの先進地域が蓄積したノウハウ
を、中間支援組織も活用しながら積極的に
他の地域にも情報提供する。 

・コミュニティ回収にかかる支援を継続して行い、具体的な
事例の紹介や情報の提供を各地域活動協議会に対して行う
補助金説明会（６、12 月）で周知した。 

・コミュニティ回収の支援を行い、１地域において元年５月
に実施（開始）した。 
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柱１-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

 

取組期間の成果及び今後の方向性 

 取組期間の成果 今後の方向性 

北
区 

・地域活動協議会において「資源ごみコミュニ
ティ回収事業」がさらに取り組まれるよう、
環境局等関係機関と連携して支援し、２件
の新規導入につながった。 

・目標①について、元年度目標を達成しており、引き続き、こ
れまでの取組を進める。 

都
島
区 

・コミュニティ回収の導入支援を８地域に行
い、うち２地域がコミュニティ回収を導入
したものの、目標達成には至らなかった。 

・目標①について達成できなかったが、いずれの地域も導入に
向け検討をすすめているため、引き続き支援を行っていく。 

福
島
区 

・コミュニティ回収について、３年間で５地域
実施した。 

・広報紙配布事業を受託している他区の地域
活動協議会を招いて、当区地域活動協議会
役員を対象に受託に至る経過と現状を報告
してもらい、ＣＢ/ＳＢへの関心を高めた。 

・区役所 1 階待合ロビーで区民に分かりやす
く説明したＣＢ/ＳＢの動画を放映した。 

・まちづくりセンター発行の「まちセン通信」
で「自主財源確保」の取組としてＣＢ/ＳＢ
の説明・情報発信を各地域活動協議会に行
った。 

・地域が取り組みやすいコミュニティ回収やペットボトル回
収事業を中心に実施されていない地域に対して実施されて
いる地域の状況を伝えながら、分かりやすく説明を行って
いく。 

・まちづくりセンターと連携しながら、地域活動協議会補助金
説明会や会計担当者説明会などの場を活用して、自主財源
の確保に向け、分かりやすく説明を行っていく。 

・ＣＢ/ＳＢへ興味を示された地域には、関係局と連携しなが
ら導入する際の問題点が解消されるように説明会などの支
援を行っていく。 

此
花
区 

・こども食堂の立ち上げ支援や、地域において
高齢者の居場所づくり活動されていた方た
ちと意見交換などを行い、また、他区の事例
なども各地域に紹介してＣＢ/ＳＢ化に向け
た支援を行ってきた結果、29～元年度にお
ける目標６件を 30 年度中に達成すること
ができた。 

・目標は達成できたが、引き続き各地域における情報を集約す
るとともに、現在実施されている事例を機会あるごとに紹
介し、件数増加を図っていく。 

中
央
区 

・地域においてＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス
化の機運を高めるため、コミュニティ回収
事業等を事例として、地域活動協議会会長
会、補助金説明会、地域活動協議会活性化セ
ミナーなど、様々な機会を捉えて地域に説
明を行った。 
また、大阪市社会福祉協議会のボランティ
ア活動振興基金（区の実情に合わせた助成
枠）を活用し、区内で社会ビジネスを展開す
る団体等の支援を図った。 
結果、元年度までのＣＢ/ＳＢ化の実績は４
件となった。 

・目標①について、元年度目標は未達成であったが、引き続き、
地域においてＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の機運を高め
るため、成功事例の共有など、地域への説明を効果的に行っ
ていく。 

西
区 

・目標に対する実績値については、29 年度１
件、30 年度１件の目標を達成したが元年度
はコミュニティ回収に向けた説明の機会を
設けたが、実施には至らず０件で目標には
達しなかった。 

・まちづくりセンターと連携して、地域活動協議会の自律的運
営のための財源確保の手法として、実施に向けた支援を実
施する。 

港
区 

・まちづくりセンターと連携したＣＢ研修会
の開催をはじめ、他地域で先行して実施し
ているＣＢ/ＳＢの実情や実施に際してのア
ドバイスを通じて、３年間で５地域が広報
紙配布事業やコミュニティ回収、ペットボ
トル回収などのＣＢ/ＳＢに取り組むように
なった。 

・この間の支援や各地域でのＣＢ/ＳＢの実績
を通じて、区内地域においては自主財源の
確保策としてのＣＢ/ＳＢに関する理解が深
まるようになった。 

・元年度は目標未達成であったが、この間のまちづくりセンタ
ーとの連携した支援により、２年度から２地域においてコ
ミュニティ回収に取り組むことが決定している。ＣＢ/ＳＢ
の実施にあたっては、その内容に応じた地域の取組体制が
不可欠であるため、引き続き地域実情に即して、ＣＢ/ＳＢ
に関する情報提供や取組へのアドバイスを行っていく。 
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 取組期間の成果 今後の方向性 

大
正
区 

・地域活動協議会の会議の場や委員長会等の
様々な機会を通じ、コミュニティ回収など、
自主財源の確保に向けた情報提供等を行う
ことで、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化に
ある一定の成果を出すことができた。 

・目標①について、元年度目標の達成に至っていないことか
ら、今後も地域活動協議会の会議の場や委員長会等の様々
な機会を通じ、新たな自主財源の確保に向けた情報提供等
を行うことで、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の検討を進
める。 

天
王
寺
区 

・地域活動協議会に対し、自主財源確保の事例
等に関する情報提供やコミュニティ回収の
制度説明の場を設けることで、３年間で区
内全９地域でコミュニティ回収に取り組む
ことができた。 

・区が関与して、公園協働パートナー事業を新
たに１公園で取り組むことができた。 

・元年度目標について達成しており、今後、自主財源確保によ
り生じた財源の有効活用が図られるよう、まちづくりセン
ターを活用して地域相談にも応じ、会計処理が円滑に行え
るよう支援を進める。 

・新たなペットボトル回収制度など、地域からの相談に応じて
関心の高い事業等の情報提供を進めていく。 

浪
速
区 

・「地域カルテ」を活用しての各地域の課題や
特性、実情を把握しつつ、自主財源確保の手
法としてのＣＢ/ＳＢをビジネス実施まで支
援した。 

・引き続き、持続的な活動のための財源確保の手法として、コ
ミュニテイ回収をはじめとしたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネ
ス化の支援を行う。 

西
淀
川
区 

・コミュニティ回収（大阪市が実施している古
紙・衣類分別収集を、地域活動協議会等の地
域コミュニティが主体となって行うこと）
の実施の可能性が高い３地域に対して取組
の着手に向け調整したほか、相談があった
地域活動協議会に情報提供を行うなど支援
してきたが、税処理等の具体的な手続きの
説明などクリアーにしなければならない課
題整理が必要となり、区内地域担当職員に
おいて、ＣＢ/ＳＢに関する研修や普及啓発
に関する情報収集を行うとともに、個別に
相談があるものについて対応した。 

・実施にあたっては、地域実情に即した情報提供やアドバイス
が必要であるため、先進区を見学すること等でより多くの
ノウハウを収集し、地域の実情にあった課題整理や情報提
供を行う。 

淀
川
区 

・コミュニティ回収導入地域：12 地域 
・社会的ビジネス化導入事例：２事例 

・地域によるビジネス化のメリットの理解を高めることが必
要であるため、中間支援組織（まちづくりセンター等）と連
携し、情報収取や活動支援を行うとともに、財源確保の必要
性やその手法について情報発信を行う。 

東
淀
川
区 

・ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネスについて地域
へ情報提供し、また先行事例の共有を行っ
てきたものの、地域活動の担い手不足の中、
新たに取り組むことに地域は消極的であ
り、29、30 年度は取組が１件あったが、元
年度は０件となり、目標が達成できなかっ
た。 

・自主財源の確保が課題になっている地域もあるので、個別で
地域課題のヒアリング等を行う中で課題解決の一つの手段
として提案していく。 

東
成
区 

・まちづくりセンターと連携し、取組事例の発
信や助成金情報の提供などを通じた支援を
実施し、地域課題解決型広報紙配布事業や
地域公園パートナー事業（清掃・除草）など
（計 12 件）の受託につながった。 

・引き続き、既受託事業の継続受託及び、新たなビジネス化創
出の双方を支援していく。 

生
野
区 

・中間支援組織と連携して、区で活用できる他
地域のコミュニティビジネス・ソーシャル
ビジネスの事例を収集し、具体的内容を地
域へ提案するなど、ビジネス化に向けた取
組の支援を行い目標を達成した。 

・目標：３年間で区が関与したＣＢ/ＳＢ起業
件数及び社会的ビジネス化事業創出件数 

29 年度：７件 
30 年度：１件 
元 年度 ：５件 

・情報収集した事例の中から、区で活用できるものについて検
討し、地域へ提案する。 

・引き続き、中間支援組織と連携して、区で活用できる他地域
のＣＢ/ＳＢの事例を収集し、具体的内容を地域へ提案する
など、ビジネス化に向けた取組を支援する。 

旭
区 

・自主財源の確保にかかる説明やコミュニテ
ィ回収にかかる説明会の開催等により、４
地域で催しのプラグラムに広告を掲載する
取組が 29 年度以降に順次始まり、３地域が

・地域が、自主財源を確保してより一層活発に市民活動を行う
必要があることから、今後も他区や他の自治体で取り組ん
でいる事例について情報収集を行い、説明会で地域に情報
提供するなど、引き続き、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化
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コミュニティ回収を実施することとなった
（29 年度１地域・30 年度２地域）。また、
１地域においては、コミュニティ回収の実
施に向けてより具体的な検討が進められて
いる。 

・各こども食堂の支援を目的として「あさひこ
ども食堂ネットワーク」会議を開催するこ
となどにより、新たなこども食堂が２件開
設された（30 年度・元年度）。 

の支援に取り組む。 

城
東
区 

・29～元年度にかけて、地域活動協議会連絡
会等の場でコミュニティ回収についての説
明と実施に向けた勧奨を実施してきた。 

・併せて、興味を持たれた地域を中心に環境局
とともに個別説明も実施してきた。 

・結果、30 年度中に１地域、元年度中には新
たに２地域が取組を開始し、現在、区内 16
地域中３地域でコミュニティ回収を実施し
ている。 

・十分な制度理解のための啓発不足により、コミュニティ回収
について抱いていた誤解（集団回収との並存について等）が
現存していることが課題と考えており、個別説明を実施し
た３地域において、次年度からの取組開始に向けて準備を
進めており、他の 10 地域に関しても取組への関心の高い地
域への導入支援に注力し、区内での成功事例を増やすこと
で実施地域数を増やす方向で取り組んでいく。 

鶴
見
区 

・まちづくりセンターと連携し、ＣＢ/ＳＢに
取り組んでいる地域の事例共有を実施し
た。また、関係機関と連携し個別に働きかけ
を実施し、複数の地域で取組が始まった。 

・元年度目標を達成していることから、今後もまちづくりセン
ターや関係機関と連携し、地域の実情に応じて取組を行っ
ていく。 

阿
倍
野
区 

①ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チーム
の結成 

・説明会を開催した地域について、コミュニテ
ィ回収実施に向けた支援を行った。また、環
境局と連携して説明会を開催し、先行して
実施している地域の状況などの紹介を行
い、他地域でのコミュニティ回収の実施に
向けた支援を行った。（３地域） 

①ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チームの結成 
・説明会を開催した地域について、コミュニティ回収実施に向
けた支援を行う。 

・環境局と連携して説明会を開催し、先行して実施している地
域の状況などの紹介を行い、他地域でのコミュニティ回収
の実施に向けた支援を行う。 

住
之
江
区 

・関係部局と連携しながら、ＣＢ/ＳＢ化、社
会的ビジネス化の支援を進めることができ
た。 

・先行実施地域の成功例を地域活動協議会会長会などで紹介
し、ＣＢ/ＳＢや社会的ビジネスを実施する地域の拡大に向
けて支援を行う。 

住
吉
区 

・区独自の支援チームを設置してＣＢ/ＳＢ化
を推進した結果、29 年度から３年間で、放
置自転車対策（１件）、広報紙配布（３件）、
コミュニティ回収（３件）を開始することが
できた。 

・目標①に対する実績値については、29 年度
１件、30 年度４件、元年度２件と一定の成
果を上げることができた。 

・人と人とのつながりづくりの促進、地域コミュニティの活性
化、自主財源の確保を目的に、ＣＢ/ＳＢ、社会的ビジネス
化を推進していく。未実施の地域活動協議会に対して、既実
施の地域活動協議会の実績等を紹介するなどによりＣＢ/Ｓ
Ｂの意義を説明し、推し進めていく。 

東
住
吉
区 

・資源回収について、実施を検討している地域
への情報提供や局と連携し説明を行う等の
支援を行い、６件の事例を創出した。 

・子ども食堂について、開設にかかる情報提供
等の支援を行い、２件の事例を創出した。 

・ＣＢ/ＳＢ化や社会的ビジネス化の実施を検討している地域
や団体への情報提供や説明が効果的であることが分かっ
た。今後も創出した事例紹介もあわせてより効果的な支援
を行う。 

平
野
区 

・中間支援組織（まちづくりセンター）を活用
し、他地域事例を各地域活動協議会へ提供
することで支援を行い、広報への広告掲載
や LINE スタンプ販売など新たな取組が地
域活動協議会でなされた。 

・目標①については、実施事例や具体的な実施手法のノウハウ
が蓄積されていることから、今後は中間支援組織（まちづく
りセンター）も活用し、実施している事業の継続や他地域で
の導入などの支援を実施していく。 

西
成
区 

・コミュニティ回収の導入に向け、区より補助
金説明会の他、依頼に応じて所管局とも連
携しながら４地域において制度概要等の説
明を行った。その結果１地域においてコミ
ュニティ回収の実施につなげることができ
た。 

・地域活動協議会への補助金説明会において周知するなど、現
在の取組を継続するとともに実施している地域の事例を踏
まえた地域への情報発信を強化していく。 

・ＣＢ/ＳＢに関する活動を進めるうえで、実施にあたっての
メリット/デメリットについての理解が低いところもあるた
め、補助金説明会等の機会を利用して継続した周知に努め
ていく。 
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